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国における平成２５年度予算は、政権交代後に決定された「日本経済再生に向けた緊急経済対

策」に基づく平成２４年度補正予算と一体的な「１５ヶ月予算」として、「復興・防災対策」、

「成長による富の創出」、「暮らしの安心・地域活性化」の３分野を重点化し、日本経済再生の

実現に向けた取り組みを強力に推進するとともに、財政健全化目標を踏まえて公債発行を可能な

限り抑制するなど、中長期的に持続可能な財政構造を目指すことを基本方針として、一般会計総

額９２兆６，１１５億円、前年度比２．５％の増で編成されました。 

 

次に、地方財政については、平成２４年度から引き続き通常収支分と東日本大震災分を区分し

て整理することとし、通常収支分については、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が

一定程度増加する一方で、社会保障関係費の自然増や公債費が高い水準で推移すること等により、

経費全般について徹底した節減合理化に努めてもなお、依然として大幅な財源不足が生じるもの

と見込まれました。 

このため、社会保障関係費の自然増や地域の活性化等の緊急課題に対応する財源を含め、地方

の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成２４年度と同水準を確保す

ることを基本として平成２５年度の地方財政への対応を行うこととされました。 

これにより、地方公共団体の歳入歳出総額の見込みである「地方財政計画」の規模は、    

８１兆９，１５４億円となり、前年度と比較して５０７億円、０．１％の増となりました。 

 

本市においては、「山口市総合計画後期まちづくり計画」の初年度である平成２５年度を  

「未来を描く 確かな一歩 ～さらなる協働と創造元年～」と位置づけ、少子高齢化と人口減少

社会、更には、地方分権の進展など新たな政策課題に対して果敢にチャレンジしていく中で、市

民生活の安心、安全を確保するとともに、様々な交流を通じた、多様な価値を継続的に創造・発

信していく、都市としての成長、発展を志向する将来展望型の積極予算としたところです。 

こうした中で、平成２５年度一般会計当初予算においては、国の緊急経済対策に連動して  

１５ヶ月を一体的なものとして捉え、切れ目なく地域経済の活性化に取り組むため、前年度比 

１．４％の増となる過去最大規模の投資的経費１２５億１千万円（１５ヶ月予算では約１５５億

円）を計上しました。 

一方で、特別職の報酬カットをはじめ、職員の定員適正化や時間外勤務の縮減など人件費の抑

制、事務事業の見直しに取り組み、更には、有利な財源を活用する中で、財源不足を補うための

基金（財政調整基金）を取り崩さない、歳入規模を基本とした予算編成を行うことにより、一般

会計の当初予算総額は７６１億３千万円となり、前年度と比較して９億５千万円、１．３％の増

となりました。 
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（平成２５年度の主な出来事） 

平成２５年４月 ・「地域づくり支援センター」開設

・「仁保保育園」「小鯖保育園」開園

・「阿東地域交流センター」開館

７月 ・参議院議員通常選挙

・アートと環境の未来・山口ＹＣＡＭ１０周年記念祭オープン

８月

・美祢市・山口市観光交流パートナー協議会を設立

９月 ・｢阿東農林復興本部」を設置

１０月 ・中央図書館開館１０周年記念事業「動物のいない動物園」を開催

・山口市長選挙

１１月 ・「大殿中学校校舎・屋内運動場」竣工

平成２６年１月 ・パスポート窓口を開設

２月 ・中原中也記念館開館２０周年記念式典を開催

・山口県知事選挙

３月

　※太字は国等の動向、出来事

・「第２期山口市中心市街地活性化基本計画」の策定ならびに内閣総
　理大臣認定

・豪雨による災害発生

・「阿東図書館」開館

・第１６回日本ジャンボリー・第３０回アジア太平洋地域スカウト
　ジャンボリーが開催される

・平成３２年（２０２０年）のオリンピック・パラリンピックの
　開催地が東京に決定

・ＹＣＡＭ１０周年記念祭公募企画「ＬＩＦＥ ｂｙ ＭＥＤＩＡ」の
　「スポーツタイムマシン」が文化庁メディア芸術祭で優秀賞を受賞
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 平成２５年度の一般会計の当初歳入歳出予算は、総額７６１億３千万円、対前年度比１．３％の

増でスタートしました。 

  

その後、６月に、生活保護事業費と学校教育事務局事務費として３４３万４千円の増額補正を行

いました。 

７月には専決処分で、７月２８日に発生した豪雨災害に係る緊急対応として、避難所設置運営費

や被災家屋応急復旧事業費、農林水産施設や土木施設などの災害復旧事業費等として      

１２億４，９８０万円の増額補正を行いました。 

 ９月には、災害ごみ処理事業費や農機具等災害復旧特別支援事業費、農林水産施設や土木施設な

どの災害復旧事業費等として５７億３，８６８万６千円を増額するとともに、地域介護・福祉空間

整備事業費助成事業費や地域資源活用型新産業創出調査事業費等として８，７８７万７千円の追加

の増額補正を行いました。 

１２月には、土地開発公社改革推進事業費や児童健全育成事業費、産業基盤整備事業費等として 

１５億７，６６６万７千円の増額補正を行いました。 

１月には専決処分で、県知事選挙事務費として７，２００万円の増額補正を行いました。 

 ３月には、国の緊急経済対策等に関連し農業農村整備事業関連の県事業負担金や漁港施設機

能保全整備事業費、学校施設耐震補強事業費として１億２，４７３万１千円を増額したほか、

減債基金への積立金や国庫支出金返還金、簡易水道事業特別会計への繰出金等を計上するとと

もに、予算整理に伴う減額を行い合計で５４億９，６６９万６千円の減額補正を行いました。 

 

 これらの補正により、平成２５年度の最終の歳入歳出予算額は、７９３億６，１７６万８千円と

なり、これに、平成２４年度からの繰越額である４４億５，８５６万１千円を加えた総予算額は、

８３８億２，０３２万９千円となりました。 

  

一方、決算は、歳入総額７７８億９，３９６万円、歳出総額７６１億６，３６２万６千円で、

差引きの形式収支は、１７億３，０３３万４千円の黒字となりました。 

 この形式収支から、事業の繰越しに伴う翌年度への繰越財源の１０億７５５万９千円を差し引

いた実質収支は、７億２，２７７万５千円の黒字となりました。 

  

また、この実質収支から、前年度の実質収支６億６，０４９万８千円を差し引いた単年度収支は、  

６，２２７万７千円の黒字となりました。 

１ 決算の概要 
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（国民健康保険特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、２０１億３，２８７万７千円でしたが、その後一度の補正を

行い、最終の歳入歳出予算の総額は、１９９億９，７８９万４千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から１１億２，２０４万９千円を繰り入れた結果、歳入総額は   

２０２億８，９２１万７千円となり、歳出総額１９５億７，０３７万３千円を差し引くと、  

７億１，８８４万４千円の黒字となりました。 

 

（後期高齢者医療特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、２５億５，１４８万３千円でしたが、その後一度の補正を

行い、最終の歳入歳出予算の総額は、２５億２，５４２万２千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計からルール分として５億６，０８０万円を繰り入れた結果、歳入

総額は２５億５０８万６千円となり、歳出総額２４億９，２９９万５千円を差し引くと、

１，２０９万１千円の黒字となりました。 

 

（介護保険特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、１５３億９，３１１万９千円でしたが、その後三度の補正を

行い、最終の歳入歳出予算の総額は、１５４億９，１９１万６千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計からルール分として２１億３，６２４万円を繰り入れた結果、歳入

総額は１５０億８，５１３万１千円となり、歳出総額１４９億３，１０８万５千円を差し引くと、

１億５，４０４万６千円の黒字となりました。 

 

（介護サービス事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、５，３６８万５千円でしたが、その後二度の補正を行い、

最終の歳入歳出予算の総額は、５，６６５万７千円となりました。 

   一方、決算は、歳入総額は５，７２７万６千円となり、歳出総額５，００２万１千円を差し

引くと、７２５万５千円の黒字となりました。 

 

 

 

 

 

 

（２）特別会計の決算概要 
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（駐車場事業特別会計） 

 当初の歳入歳出予算の総額は、３，９４０万５千円でしたが、その後一度の補正を行い、

最終の歳入歳出予算の総額は、５，８５２万７千円となりました。 

 一方、決算は、歳入総額は５，９２６万円となり、歳出総額３，８４６万１千円を差し引

くと、２，０７９万９千円の黒字となりました。 

 

（小郡駅前第三土地区画整理事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、２億６，８８１万５千円でしたが、その後一度の補正を行い、

最終の歳入歳出予算の総額は、８，３８１万５千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から７，１１２万８千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額とも

８，２０７万７千円となり、差引収支は０となりました。 

 

（簡易水道事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、３億４，９３２万円でしたが、その後四度の補正を行い、最

終の歳入歳出予算の総額は、５億４，８６７万３千円となり、これに平成２４年度からの繰越

額７００万円を加えた総予算額は、５億５，５６７万３千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から２億７，８１２万３千円を繰り入れた結果、歳入総額は    

４億５，７６７万９千円となり、歳出総額４億４，６０８万９千円を差し引くと、１，１５９

万円の黒字となりました。 

   この差引収支から、事業の繰越しに伴う翌年度への繰越財源の１，１５９万円を差し引いた

実質収支は０となりました。 

 

（農業集落排水事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、５億５，２４７万５千円でしたが、その後一度の補正を行い、

最終の歳入歳出予算の総額は、５億４，５１７万５千円となり、これに平成２４年度からの繰

越額２，０００万円を加えた総予算額は、５億６，５１７万５千円となりました。 

   一方、決算は、一般会計から３億３，０８６万１千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額とも

５億３，２５２万１千円となり、差引収支は０となりました。 

 

 

 

１ 決算の概要 
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（漁業集落排水事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、１，７５０万円でした。 

   一方、決算は、一般会計から１，０２０万７千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額とも     

１，５３６万２千円となり、差引収支は０となりました。 

 

（地域下水道事業特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、６６２万８千円でした。 

   一方、決算は、一般会計から１５０万４千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額とも６００

万７千円となり、差引収支は０となりました。 

 

（国民宿舎特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、４，８９４万８千円でした。 

   一方、決算は、国民宿舎事業基金から２，９５８万２千円を繰り入れた結果、歳入歳出総額

とも３，７３４万２千円となり、差引収支は０となりました。 

 

（特別林野特別会計） 

   当初の歳入歳出予算の総額は、７８９万６千円でしたが、その後一度の補正を行い、最終

の歳入歳出予算の総額は、９２６万７千円となりました。 

 一方、決算は、歳入総額９２２万１千円となり、歳出総額６７７万３千円を差し引くと、    

２４４万８千円の黒字となりました。 
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会計別決算額 （単位：千円）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

明許繰越し 989,182 

事故繰越し 18,377 

国 民 健 康 保 険 20,289,217 19,570,373 718,844 

後 期 高 齢 者 医 療 2,505,086 2,492,995 12,091 

介 護 保 険 15,085,131 14,931,085 154,046 

介 護 サー ビス 事業 57,276 50,021 7,255 

駐 車 場 事 業 59,260 38,461 20,799 

小 郡 駅前 第三 土地
区 画 整 理 事 業

82,077 82,077 0 

簡 易 水 道 事 業 457,679 446,089 11,590 明許繰越し 11,590 

農 業 集落 排水 事業 532,521 532,521 0 

漁 業 集落 排水 事業 15,362 15,362 0 

地 域 下 水 道 事 業 6,007 6,007 0 

国 民 宿 舎 37,342 37,342 0 

特 別 林 野 9,221 6,773 2,448 

明許繰越し 1,000,772 

事故繰越し 18,377 

※土地取得事業特別会計は、平成２４年度を以って廃止となりました。

会 計 名

合 計

翌年度へ繰り
越すべき財源

117,030,139 114,372,732 2,657,407 

77,893,960 76,163,626 1,730,334 

39,136,179 明許繰越し 11,590 927,073 

一 般 会 計

特 別 会 計 38,209,106 
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歳入 （単位：千円、％）

平成25年度 平成24年度 差引増減 増減率

77,893,960 77,008,801 885,159 1.1 

39,136,179 39,471,820 ▲335,641 ▲0.9 

国 民 健 康 保 険 20,289,217 20,872,107 ▲582,890 ▲2.8 

後 期 高 齢 者 医 療 2,505,086 2,521,562 ▲16,476 ▲0.7 

介 護 保 険 15,085,131 14,615,042 470,089 3.2 

介 護 サ ー ビ ス 事 業 57,276 54,836 2,440 4.4 

土 地 取 得 事 業 0 80,485 ▲80,485 皆減

駐 車 場 事 業 59,260 60,247 ▲987 ▲1.6 

小 郡 駅 前 第 三 土 地
区 画 整 理 事 業

82,077 355,147 ▲273,070 ▲76.9 

簡 易 水 道 事 業 457,679 332,143 125,536 37.8 

農 業 集 落 排 水 事 業 532,521 495,565 36,956 7.5 

漁 業 集 落 排 水 事 業 15,362 15,788 ▲426 ▲2.7 

地 域 下 水 道 事 業 6,007 4,937 1,070 21.7 

国 民 宿 舎 37,342 56,901 ▲19,559 ▲34.4 

特 別 林 野 9,221 7,060 2,161 30.6 

117,030,139 116,480,621 549,518 0.5 

歳出 （単位：千円、％）

平成25年度 平成24年度 差引増減 増減率

76,163,626 76,012,355 151,271 0.2 

38,209,106 38,886,622 ▲677,516 ▲1.7 

国 民 健 康 保 険 19,570,373 20,486,556 ▲916,183 ▲4.5 

後 期 高 齢 者 医 療 2,492,995 2,508,372 ▲15,377 ▲0.6 

介 護 保 険 14,931,085 14,463,818 467,267 3.2 

介 護 サ ー ビ ス 事 業 50,021 48,314 1,707 3.5 

土 地 取 得 事 業 0 80,485 ▲80,485 皆減

駐 車 場 事 業 38,461 41,125 ▲2,664 ▲6.5 

小 郡 駅 前 第 三 土 地
区 画 整 理 事 業

82,077 355,147 ▲273,070 ▲76.9 

簡 易 水 道 事 業 446,089 325,143 120,946 37.2 

農 業 集 落 排 水 事 業 532,521 495,565 36,956 7.5 

漁 業 集 落 排 水 事 業 15,362 15,788 ▲426 ▲2.7 

地 域 下 水 道 事 業 6,007 4,937 1,070 21.7 

国 民 宿 舎 37,342 56,901 ▲19,559 ▲34.4 

特 別 林 野 6,773 4,471 2,302 51.5 

114,372,732 114,898,977 ▲526,245 ▲0.5

※土地取得事業特別会計は、平成２４年度を以って廃止となりました。

特 別 会 計

合 計

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

会 計 名

一 般 会 計
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性質別歳出の状況（普通会計）

（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

13,302,629 17.5 12,869,064 16.9 433,565 3.4 

う ち 職 員 給 8,894,803 11.7 8,940,312 11.8 ▲45,509 ▲0.5 

8,698,915 11.4 8,667,957 11.4 30,958 0.4 

634,291 0.9 628,125 0.8 6,166 1.0 

13,418,325 17.6 13,053,726 17.2 364,599 2.8 

7,329,121 9.6 5,833,640 7.7 1,495,481 25.6 

12,835,953 16.8 15,068,627 19.9 ▲2,232,674 ▲14.8 

補 助 事 業 費 6,227,560 8.2 5,852,427 7.8 375,133 6.4 

単 独 事 業 費 5,978,794 7.8 8,438,476 11.1 ▲2,459,682 ▲29.1 

県営事業負担金 536,461 0.7 617,697 0.8 ▲81,236 ▲13.2 

受 託 事 業 費 93,138 0.1 160,027 0.2 ▲66,889 ▲41.8 

1,414,897 1.9 13,865 0.0 1,401,032 10,104.8 

補 助 事 業 費 772,605 1.0 5,473 0.0 767,132 14,016.7 

単 独 事 業 費 642,292 0.9 8,392 0.0 633,900 7,553.6 

9,281,778 12.2 9,845,790 13.0 ▲564,012 ▲5.7 

1,385,315 1.8 1,325,352 1.7 59,963 4.5 

297,065 0.4 381,038 0.5 ▲83,973 ▲22.0 

933,852 1.2 910,043 1.2 23,809 2.6 

6,635,373 8.7 7,405,423 9.7 ▲770,050 ▲10.4 

76,167,514 100.0 76,002,650 100.0 164,864 0.2 

区 分
平成２５年度 平成２４年度 対前年度

補 助 費 等

合 計

貸 付 金

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

繰 出 金

災 害 復 旧 事 業 費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費
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財政関係指標（普通会計）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

 経常収支比率 （％） 88.7 89.5 85.5 85.0 

 標準財政規模 （千円） 45,664,742 45,419,888 45,226,530 45,839,951

 財政力指数（単年度） 0.648 0.660 0.652 0.656 

 財政力指数（３か年平均） 0.672 0.660 0.653 0.656 

 地方債現在高倍率 （％） 192.0 190.4 200.1 202.3 

【用語の説明】

　○普通会計

　　全国統一の基準で他の地方公共団体と比較できるように、一般会計と特別会計の
　　一部を合わせた統計上の会計のことをいいます。
　　山口市では、一般会計のほか、土地取得事業特別会計、地域下水道事業特別会計
　　及び特別林野特別会計並びに小郡駅前第三土地区画整理事業特別会計の一部の合
　　計となります。

　○経常収支比率

　　財政構造の弾力性を示す指標で、数値が低いほどゆとりがあるといえます。
　　人件費、扶助費、公債費などの毎年支出される経常的な経費に、地方税、普通交

　　付税など毎年収入される経常的な一般財源が、どの程度充当されているかを示し
　　ています。

　○標準財政規模

　　標準的に収入される経常的な一般財源の大きさを示す指標です。
　　標準税収入額（普通交付税の算定に用いる標準的な地方税の収入額）や地方譲与

　　税、普通交付税、臨時財政対策債発行可能額などの合計額となります。

　○財政力指数

　　地方公共団体の財政力を示す指標で、指数が１を超える団体は普通交付税の不交

　　付団体となります。
　　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して求めます。

　○地方債現在高倍率

　　今後償還すべき地方債が、標準的な収入に対して、どの程度の割合かを示す指標

　　です。
　　地方債現在高を標準財政規模で除して求めます。

指 標 区 分
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地方債残高の推移

（単位：百万円）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

85,329 88,802 87,360 86,282 90,384 92,645 

土 地 取 得 320 240 160 80 0 0 

区 画 整 理 1,372 1,301 1,235 1,156 837 766 

簡 易 水 道 - 1,406 1,285 1,164 1,110 1,061 

農 業 集落 排水 3,794 3,817 3,842 3,706 3,562 3,404 

漁 業 集落 排水 172 167 160 153 147 141 

国 民 宿 舎 139 126 113 100 86 72 

91,126 95,859 94,155 92,641 96,126 98,089 

85,932 89,270 87,694 86,488 90,479 92,723

※平成２０年度以前の数値は、合併前の山口市の数値とし、旧阿東町の数値は含んでいません。

※下水道事業特別会計分は、平成２１年度から、企業会計方式へ移行したため除いています。

主な基金残高の推移

（単位：百万円）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

2,103 2,226 2,569 2,940 3,321 3,663 

1,526 709 2,160 3,376 3,687 4,062 

1,618 1,105 1,307 1,307 1,313 1,313 

1,849 1,674 1,676 1,677 1,678 1,678 

7,096 5,714 7,712 9,300 9,999 10,716 

※平成２０年度以前の数値は、合併前の山口市の数値とし、旧阿東町の数値は含んでいません。

一 般 会 計

特
別
会
計

計

地 域 振 興 基 金

計

( 参 考 ) 普 通 会 計
地 方 債 現 在 高

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

職員退職手当基金

911

959
942

926

961
981

750

800

850

900

950

1,000

1,050

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

億円

国民宿舎

漁業集落

農業集落

簡易水道

区画整理

土地取得

一般会計

71

57

77

93
100

107

0

20

40

60

80

100

120

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

億円

退職手当

地域振興

減 債

財政調整
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健全化判断比率
（単位：％）

実 質 赤 字 比 率 - (1.60) - (1.65) - (1.46) - (1.58)

連結実質赤字比率 - (6.10) - (5.95) - (7.78) - (9.62)

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

※表中の「-」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを示しています。
　なお、（　）書の数値は、実質黒字及び連結実質黒字の割合を示しています。

資金不足比率
（単位：％）

水道事業会計

公共下水道事業会計

小郡駅前第三土地区画整理事業特別会計

簡易水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

漁業集落排水事業特別会計

国民宿舎特別会計

※表中の「-」は、資金不足額がないことを示しています。

【用語の説明】

　○実質赤字比率

　　一般会計等の赤字を、標準財政規模と比較して表し、財政運営の深刻度を示す指標
　　です。
　　山口市の一般会計等とは、一般会計のほか、土地取得事業特別会計、地域下水道事
　　業特別会計及び特別林野特別会計の合計となります。

　○連結実質赤字比率

　　全会計の赤字や黒字を合算した、地方公共団体全体としての赤字を、標準財政規模
　　と比較して表し、地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示す指標です。

　○実質公債費比率（３か年平均）

　　地方債の返済やこれに準じる額を、標準財政規模と比較して表し、資金繰りの危険
　　度を示す指標です。

　○将来負担比率
　　地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の残高を、標準財政規模と比較して
　　表し、将来財政を圧迫する可能性を示した指標です。

　○資金不足比率

　　公営企業の資金不足額を、公営企業の料金収入の規模と比較して表し、経営状況の
　　深刻度を示す指標です。

-

35.00

-

-

-

-

-

-

-

財政再生
基　　準

平成23年度 平成24年度 平成25年度

48.0 350.00 -

8.9 25.00

20.00

30.00

11.33

16.33

平成23年度 平成24年度 平成25年度
早期健全化
基　　　準

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

- -

平成22年度

11.5 

72.2 

平成22年度

63.2 66.0 

11.0 9.9 

-

-

-

-

-

-

-
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① 山口市財政運営健全化計画に掲げる目標の進捗状況

【歳入規模に見合った財政運営】

　中長期の見通しに基づき、財源不足を補うための財政調整基金の取崩しに頼らない財政運営を基本

として、収支の均衡を目指します。

　●財政調整基金繰入金の当初予算計上額

　

【義務的経費と内部管理経費の削減】

　行政内部の徹底的な行政改革に取り組み、人件費等の義務的経費や内部管理経費の削減に努めます。

　●経常収支比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【実質的な将来負担の抑制】

　市債の補償金免除繰上償還などに取り組むとともに、交付税措置のある有利な市債の活用により、

実質的な将来負担の抑制に努めます。

　●実質公債費比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　●将来負担比率 

【市税の徴収率の向上】

　計画的・効果的な徴収事務に取り組むことにより、市税徴収率の向上を図ります。

　●市税徴収率　　　　　　　　　　　 　

　　※上段は現年分、（　）内は全体の数値

【基金残高の増加】

　中長期の見通しに基づき、将来の財政運営に備えるため、財政調整基金を積み立てます。

　●財政調整基金積立残高目標額

平成27年度目標

3,800百万円

平成21年度数値
を下回ること

平成27年度目標

平成21年度数値
を下回ること

平成27年度目標

98.2%

（92.5%）

平成27年度目標

０円

平成27年度目標

85%未満

平成27年度目標

2,226百万円 2,569百万円 2,940百万円 3,663百万円3,321百万円

（93.4%）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度平成24年度

（92.6%）（90.8%） （91.1%） （91.9%）

97.6% 98.0% 98.3% 98.6%98.5%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度平成24年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成26年度平成25年度

０円 ０円 ０円 ０円０円

85.0%85.5%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度平成24年度

91.8% 88.7% 89.5%

平成25年度

12.7% 11.5% 11.0% 8.9%

平成21年度 平成24年度

9.9%

平成22年度 平成23年度

48.0%66.0%

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度平成24年度

86.5% 72.2% 63.2%
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②山口市定員管理計画の進捗状況
【職員純減数】

目標

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

４ 月 １ 日 職 員 数 1,775 1,741 1,727 1,717 1,698 1,683 1,775 1,741 1,714 1,698 -       -       

前年度退職者数(A) -       67 38 30 49 40 -       67 55 42     -       -       

当該年度採用者数(B) -       33 24 20 30 25 -       33 28 26     -       -       

職員純減数(B)－(A) -       ▲ 34 ▲ 14 ▲ 10 ▲ 19 ▲ 15 -       ▲ 34 ▲ 27 ▲ 16 -       -       

【財政効果額】

目標

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

財 政 効 果 額 -       128 195 244 327 400 -       128   244   321   -       -       

累 　計 -       128 323 567 894 1,294 -       128   372   693   -       -       

※「職員純減数」、「財政効果額」とも、上下水道局分も含めた数値となっています。

区    分

区    分

（単位 ： 人）

実　　　　績

実　　　　績

（単位 ： 百万円）

計　　　　画

計　　　　画

 

③山口市行政改革大綱推進計画（改訂版）の進捗状況

　Ⅰ　協働によるまちづくりの推進

　Ⅱ　行政組織・体制の確立

　Ⅲ　行政経営システムの確立

常に業務改善意識を持って行動する職員の割合：85％

行政評価システムの考え方を理解し、行動している職員の割合：50.63％
※25年度目標：80％

現年度徴収率：98.6％　※25年度目標：98.2％

業務改善の推進と改善意識の醸成

多様な人材の活用 地域づくり支援センター内に「技術支援担当」（再任用職員3名配置）を設置

第三セクター等の経営健全化の促進
（財）阿知須まちづくり財団／一般財団法人への移行手続き完了（平成26年4月1日移行）
（公社）山口市徳地農業公社・（一社）ふるさと振興公社／経営改善計画の策定

総人件費改革の継続 時間外勤務手当の削減：10.6百万円　※25年度目標：平成22年度対比で94百万円削減

市税等の徴収率の向上

窓口サービスの拡充 山口・小郡総合支所において、毎週木曜日19時まで証明書等発行業務を実施

市有財産の有効活用
未利用財産の処分：34件（87百万円）
未利用財産の貸付：231件（30百万円）

土地開発公社の解散
保有用地の処分
　市買取（公有地1件）、民間売却（分譲用地4件・分譲宅地5件）
解散（平成26年3月31日）

推進項目 成　果　状　況

行政評価システムの充実

民間化推進実行計画の策定・推進
民間化推進実行計画実施状況
　実施済1件、一部実施8件、検討中17件

推進項目 成　果　状　況

職員数の適正化
職員純減数：16人　※25年度目標：10人
財政効果額：321百万円　※25年度目標：244百万円

窓口環境の改善 山口総合支所の各階に携行用の庁舎配置図を設置

推進項目 成　果　状　況

ホームページの充実

移動市長室の充実

ホームページを利用する市民の割合：6.9％

お気軽講座の充実 お気軽講座の開催：61回　※25年度目標50回

移動市長室の開催：21回（1,288人参加）

本市が目指す「まちの姿」と施策
目的の共有化

市が目指す「まちの姿」について認識している市民の割合：22.1%
※25年度目標40％

協働推進プランの推進 地域づくりアドバイザーの派遣：31件

地域活動に対する職員参加の促進 「地域活動応援隊」への登録職員数：508人

地域づくり支援センターの設置地域づくり支援組織の設置
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１ 決算の概要 

（７）特別職・職員給与等の状況 

 

（単位：千円）

特別職 一般職 小　計　① 国民健康保険 後期高齢者医療 介護保険 介護サービス事業

3 1,581 1,584 24 7 24 1

給 料 24,396 5,907,032 5,931,428 76,967 23,366 91,236 2,982

職員手当 9,085 4,758,051 4,767,136 48,490 12,219 50,134 1,369

計 33,481 10,665,083 10,698,564 125,457 35,585 141,370 4,351

5,175 2,133,978 2,139,153 24,999 6,778 31,673 971

38,656 12,799,061 12,837,717 150,456 42,363 173,043 5,322

3 1,611 1,614 24 7 26 1

給 料 25,206 6,016,173 6,041,379 83,177 20,168 95,950 2,933

職員手当 9,295 4,243,831 4,253,126 52,834 10,967 50,702 1,554

計 34,501 10,260,004 10,294,505 136,011 31,135 146,652 4,487

5,187 2,184,566 2,189,753 26,074 5,981 33,511 794

39,688 12,444,570 12,484,258 162,085 37,116 180,163 5,281

0 ▲ 30 ▲ 30 0 0 ▲ 2 0

給 料 ▲ 810 ▲ 109,141 ▲ 109,951 ▲ 6,210 3,198 ▲ 4,714 49

職員手当 ▲ 210 514,220 514,010 ▲ 4,344 1,252 ▲ 568 ▲ 185

計 ▲ 1,020 405,079 404,059 ▲ 10,554 4,450 ▲ 5,282 ▲ 136

▲ 12 ▲ 50,588 ▲ 50,600 ▲ 1,075 797 ▲ 1,838 177

▲ 1,032 354,491 353,459 ▲ 11,629 5,247 ▲ 7,120 41

簡易水道事業 小　計　②

3 59 1,643

給 料 12,987 207,538 6,138,966 ※この表は、市長等の特別職及び正規職員 

職員手当 10,882 123,094 4,890,230 　（再任用職員及び任期付短時間職員を含む）

計 23,869 330,632 11,029,196 　の給料、職員手当、共済費の合計を会計

3,683 68,104 2,207,257    ごとに示したものです。

27,552 398,736 13,236,453

3 61 1,675

給 料 11,967 214,195 6,255,574

職員手当 7,095 123,152 4,376,278

計 19,062 337,347 10,631,852

3,322 69,682 2,259,435

22,384 407,029 12,891,287

0 ▲ 2 ▲ 32

給 料 1,020 ▲ 6,657 ▲ 116,608

職員手当 3,787 ▲ 58 513,952

計 4,807 ▲ 6,715 397,344

361 ▲ 1,578 ▲ 52,178

5,168 ▲ 8,293 345,166

（職員手当の内訳）

扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 期末勤勉手当 夜間勤務手当

196,466 136,905 180,437 412,186 59,963 2,244,459 23,885

199,947 139,518 182,760 355,561 59,061 2,246,676 29,086

▲ 3,481 ▲ 2,613 ▲ 2,323 56,625 902 ▲ 2,217 ▲ 5,201

（単位：千円）

管理職手当
管理職員

特別勤務手当
特殊勤務手当 児童手当 子ども手当 退職手当 計

131,155 424 81,547 138,945 0 1,283,858 4,890,230

123,789 0 87,295 116,875 24,340 811,370 4,376,278

7,366 424 ▲ 5,748 22,070 ▲ 24,340 472,488 513,952

平成２４年度　Ｂ

増減額　Ａ－Ｂ

区　分

平成２５年度　Ａ

平成２４年度　Ｂ

増減額　Ａ－Ｂ

区　分

平成２５年度　Ａ

平
成
2
4
年
度
　
Ｂ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

増
減
額
　
Ａ
|

Ｂ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

区　分
特　別　会　計 合　計

①　＋　②

平
成
2
5
年
度
　
Ａ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

平
成
2
4
年
度
　
Ｂ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

増
減
額
　
Ａ
|

Ｂ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計

区　分
一　般　会　計 特　別　会　計

平
成
2
5
年
度
　
Ａ

職員数（人）

給
与
費

共済費

合　計
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２ 一般会計の決算 
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２ 一般会計の決算 

（１）歳入歳出の概要 

（２）歳入の概要 

款別歳入の状況
（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 25,892,981 33.2 25,746,821 33.4 146,160 0.6 

2 589,443 0.8 620,545 0.8 ▲31,102 ▲5.0 

3 73,671 0.1 70,210 0.1 3,461 4.9 

4 108,319 0.1 52,754 0.1 55,565 105.3 

5 149,806 0.2 10,804 0.0 139,002 1,286.6 

6 1,793,253 2.3 1,808,666 2.4 ▲15,413 ▲0.9 

7 59,721 0.1 62,031 0.1 ▲2,310 ▲3.7 

8 162,320 0.2 217,505 0.3 ▲55,185 ▲25.4 

9 27,057 0.0 27,015 0.0 42 0.2 

10 102,672 0.1 103,281 0.1 ▲609 ▲0.6 

11 17,250,189 22.2 16,840,273 21.9 409,916 2.4 

12 29,755 0.0 30,640 0.0 ▲885 ▲2.9 

13 835,878 1.1 883,130 1.2 ▲47,252 ▲5.4 

14 1,066,605 1.4 1,018,569 1.3 48,036 4.7 

15 10,937,471 14.0 9,035,070 11.7 1,902,401 21.1 

16 4,839,783 6.2 4,785,131 6.2 54,652 1.1 

17 248,058 0.3 258,458 0.3 ▲10,400 ▲4.0 

18 40,879 0.1 25,088 0.0 15,791 62.9 

19 15,923 0.0 35,967 0.0 ▲20,044 ▲55.7 

20 656,447 0.8 763,206 1.0 ▲106,759 ▲14.0 

21 2,688,909 3.5 2,040,862 2.8 648,047 31.8 

22 10,324,820 13.3 12,572,775 16.3 ▲2,247,955 ▲17.9 

77,893,960 100.0 77,008,801 100.0 885,159 1.1 

利 子 割 交 付 金

対前年度平成２４年度
区 分

市 税

地 方 譲 与 税

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

市 債

合 計

平成２５年度

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

諸 収 入

配 当 割 交 付 金

決算規模の推移
（単位：千円、％）

差 引

歳出

区 分

歳 入

歳 出

1,143,206

386,826

0.8

0.5

551,538

平成２３年度

73,921,750

対前年度増減額

及び増減率　　

歳入
4.21.1

77,893,960

76,163,626

3,233,811

4.4

151,271

0.2

77,008,801

76,012,355

996,446

平成２5年度

1,730,334

885,159

平成２４年度

3,087,051

72,778,544
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（３）市税の収納状況 

市税の決算状況

1

2

3

4

5

6

7

市税の徴収実績

1

1 個 人

2 法 人

2

1 固 定 資 産 税

2
国有資産等所在
市 町 村 交 付 金

3

4

5

6

7

（単位：千円、％）

滞納

徴収率

合計滞納繰越

20.6

2.0

0.9

1.7

7

1,609

12.1

74,297

▲ 91,876

7,096

141,256

0.3

対前年度

増減額 増減率

46.8

構成比

41.1

平成２４年度

25.6 95.1

0.6

現年

12,116,522

  （単位：千円、％）

146,160

1,309,655

41 -

457,795

98.9

11,527,816

11,419,968

12,736,839

収入額

現年課税

100.0

10,088

230,398

1,080,908

662,548

9,430,568

169,599

25,797,843 1,938,486 27,736,329

79,621

107,848 - 107,848

1,309,655 -

12,042,225

調定額

82,059

1,456,417

25,746,821

0.3

1,470,188

25,892,981

0.0

決算額 構成比

46.8

10,492,276

420,631

1,309,655

12,116,522

1.6

5.1

0.6

▲ 0.9

決算額

40.5

区 分

合 計

鉱 産 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

平成２５年度

た ば こ 税

10,584,152

413,535

1,168,399

34

1.6

4.5

0.0

83,668

41

5.7

9,399,656 622,712 10,022,368

5.7

77,492

-

413,909

11,946,923

9,271,057

2,675,8662,674,635

423,562

10,446,908

10,339,060

6,722

13,771

合計

100.0

現年課税 滞納繰越 合計

合 計

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

25,447,467

1,309,655

39,836 2,714,471

-

区 分

10,261,878

10,154,030

107,848

固 定 資 産 税

34,233

1,080,908

鉱 産 税

1,463,765 153,032

入 湯 税

都 市 計 画 税

7,765

159,511

市 民 税 12,074,291

25,892,981

420,631

1,309,655

6,176

32,619

445,514

87,386

1,616,797

2,685,954

10,492,276

10,384,428

107,848

41

230,398

-

41

83,668

1,470,1881,437,569

41

94.1

100.0 25.3 98.9

98.6 25.6

91.0

98.2 21.3 90.9

98.2 21.3

98.2 21.3 90.9

98.6 23.0 93.4

100.0

97.7 19.6 91.9

100.0 -

97.3 79.5 95.7

100.0

100.0 - 100.0

100.0 -

21



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般会計の決算 

 
（４）地方交付税等年度別推移 

（５）歳出の概要 

交 付 決 定 額 Ａ

Ｂ

Ｃ

※基準財政需要額及び基準財政収入額は、合併算定替の数値を用いています。

2,030,127 

▲8.5 

4,672,434 

79.4 

20,925,917 

▲1.1 

3,755,275

35,708,107

21,033,449

14,674,658

3.2 

2,000,833

▲1.4 

3,586,491

20,641,334

14,860,900

1.3 

1,979,373

35,502,234

平成２２年度

35,036,101 

20,812,745 

29.7 

14,223,356 

対 前 年 度 増 減 率 4.7 

合 計 （ Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ） 20,261,982 

▲3.2 

▲23.2 

21,272,909

3.3 32.6 

（単位：千円、％）

対 前 年 度 増 減 率

平成２３年度

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

普
通
交
付
税

区 分 平成２５年度

35,738,657

20,801,468

14,937,189

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

7.1 

20,595,548

1.6 

平成２４年度

0.5 

2,313,000

16.9 

4,022,720

対 前 年 度 増 減 率

対 前 年 度 増 減 率

特 別 交 付 税

款別歳出の状況

構成比 構成比 増減率

議 会 費 0.6 0.6 ▲2.1 

総 務 費 17.0 16.6 2.3 

民 生 費 30.1 30.8 ▲1.9 

衛 生 費 7.3 7.0 3.7 

労 働 費 0.2 0.1 86.7 

農 林 水 産 業 費 3.4 3.6 ▲6.0 

商 工 費 2.4 2.6 ▲5.2 

土 木 費 13.7 12.8 7.5 

消 防 費 3.1 4.6 ▲31.8 

教 育 費 8.2 8.5 ▲3.1 

災 害 復 旧 費 1.8 0.0 10,263.5 

公 債 費 12.2 12.8 ▲4.8 

100.0 100.0 0.2 

1

2

3

10

8

4

5

 （単位：千円、％）

区 分
対前年度

増減額

平成２５年度 平成２４年度

合 計

6,465,177

13,644

3,474,262

9,263,253

76,163,626

6,262,597

11

12

9

5,339,094

67,226

2,753,238

1,943,858

9,704,390

6

7

▲202,580 

1,400,346 

9,733,714 ▲470,461 

151,271 76,012,355 

285,182 

▲456,676 

194,946 

▲9,530 

723,379 

▲1,106,369 

1,842,510

22,968,837

5,534,040

58,304 

▲163,922 

▲101,348 

125,530

2,589,316

10,427,769

2,367,893

1,413,990

448,300

決算額

23,425,513

457,830

12,919,591

決算額

12,634,409

22



 

 

 

（単位：千円）

元　金 利　子

1 59,914,951 6,272,800 6,021,165 845,108 60,166,586

(1) 総 務 8,393,448 1,738,500 937,610 73,383 9,194,338

(2) 民 生 823,817 237,200 110,625 10,698 950,392

(3) 衛 生 4,168,659 213,900 334,722 86,552 4,047,837

(4) 農 林 水 産 3,698,565 228,100 334,895 59,249 3,591,770

(5) 商 工 356,717 109,300 18,435 3,186 447,582

(6) 土 木 26,770,125 2,969,200 2,902,330 389,822 26,836,995

(7) 消 防 2,538,176 63,700 211,635 25,532 2,390,241

(8) 教 育 13,165,444 712,900 1,170,913 196,686 12,707,431

2 989,208 29,300 111,206 8,245 907,302

(1) 農 林 水 産 24,908 6,100 4,281 212 26,727

(2) 土 木 903,795 16,100 91,713 7,539 828,182

(3) そ の 他 60,505 7,100 15,212 494 52,393

３ 29,479,645 4,022,720 1,931,750 345,068 31,570,615

(1)
市町村民税臨時
減 収 補 て ん

5,007 0 5,007 16 0

(2) 減 税 補 て ん 2,766,852 0 589,223 34,077 2,177,629

(3) 臨時税収補てん 406,279 0 78,049 7,750 328,230

(4) 臨 時 財 政 対 策 26,301,507 4,022,720 1,259,471 303,225 29,064,756

90,383,804 10,324,820 8,064,121 1,198,421 92,644,503

平成25年度償還額 平成25年度
末 現 在 高

合 計

区 分
平成24年度
末 現 在 高

平成25年度
発　行　額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

 

 

 

 
（６）市債の状況 
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３ 特別会計の決算 
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３ 特別会計の決算 

国民健康保険特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

20,289,217 20,872,107 ▲ 582,890 ▲ 2.8

19,570,373 20,486,556 ▲ 916,183 ▲ 4.5

718,844 385,551 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 国 民 健 康 保 険 料 4,251,708 4,266,417 21.0 100.3 

2 国 民 健 康 保 険 税 13,777 8,524 0.1 61.9 

3 使 用 料 及 び 手 数 料 2,401 2,716 0.0 113.1 

4 国 庫 支 出 金 4,057,324 4,085,918 20.1 100.7 

5 療 養 給 付 費 等 交 付 金 1,189,663 1,474,793 7.3 124.0 

6 前 期 高 齢 者 交 付 金 5,827,819 5,822,610 28.7 99.9 

7 県 支 出 金 889,879 879,312 4.3 98.8 

8 共 同 事 業 交 付 金 2,192,984 2,192,870 10.8 100.0 

9 財 産 収 入 17 9 0.0 52.9 

10 繰 入 金 1,147,988 1,122,049 5.5 97.7 

11 繰 越 金 385,553 385,551 1.9 100.0 

12 諸 収 入 38,781 48,448 0.3 124.9 

19,997,894 20,289,217 100.0 101.5 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 261,895 242,035 1.2 92.4 

2 保 険 給 付 費 14,035,511 13,699,777 70.0 97.6 

3 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 2,242,600 2,234,058 11.4 99.6 

4 前 期 高 齢 者 納 付 金 等 2,310 2,309 0.0 100.0 

5 老 人 保 健 拠 出 金 109 95 0.0 87.2 

6 介 護 納 付 金 920,763 916,836 4.7 99.6 

7 共 同 事 業 拠 出 金 2,128,506 2,127,602 10.9 100.0 

8 保 健 事 業 費 206,573 199,047 1.0 96.4 

9 基 金 積 立 金 1 0 0.0 0.0 

10 諸 支 出 金 150,505 148,614 0.8 98.7 

11 予 備 費 49,121 0 0.0 - 

19,997,894 19,570,373 100.0 97.9 

差 引

合 計

平成25年度 平成24年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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後期高齢者医療特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

2,505,086 2,521,562 ▲16,476 ▲0.7 

2,492,995 2,508,372 ▲15,377 ▲0.6 

12,091 13,190 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 保 険 料 1,953,407 1,929,243 77.0 98.8 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 400 278 0.0 69.5 

3 繰 入 金 568,013 560,800 22.4 98.7 

4 繰 越 金 1 13,190 0.5 1,319,000.0 

5 諸 収 入 3,601 1,575 0.1 43.7 

2,525,422 2,505,086 100.0 99.2 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 79,105 72,339 2.9 91.4 

2 広 域 連 合 納 付 金 2,443,317 2,419,505 97.1 99.0 

3 諸 支 出 金 3,000 1,151 0.0 38.4 

2,525,422 2,492,995 100.0 98.7 

差 引

合 計

平成25年度 平成24年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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３ 特別会計の決算 

 

介護保険特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

15,085,131 14,615,042 470,089 3.2 

14,931,085 14,463,818 467,267 3.2 

154,046 151,224 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 保 険 料 2,985,892 2,962,463 19.6 99.2 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 400 629 0.0 157.3 

3 国 庫 支 出 金 3,587,477 3,557,117 23.6 99.2 

4 支 払 基 金 交 付 金 4,276,673 4,127,569 27.4 96.5 

5 県 支 出 金 2,207,015 2,145,828 14.2 97.2 

6 財 産 収 入 411 179 0.0 43.6 

7 繰 入 金 2,282,241 2,136,240 14.2 93.6 

8 繰 越 金 151,225 151,224 1.0 100.0 

9 諸 収 入 582 3,882 0.0 667.0 

15,491,916 15,085,131 100.0 97.4 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 357,332 341,070 2.3 95.4 

2 保 険 給 付 費 14,676,497 14,156,313 94.8 96.5 

3 地 域 支 援 事 業 費 296,914 273,795 1.8 92.2 

4 基 金 積 立 金 79,089 78,857 0.5 99.7 

5 諸 支 出 金 82,084 81,050 0.6 98.7 

15,491,916 14,931,085 100.0 96.4 

差 引

合 計

平成25年度 平成24年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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介護サービス事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

57,276 54,836 2,440 4.4 

50,021 48,314 1,707 3.5 

7,255 6,522 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 サ ー ビ ス 収 入 49,564 50,711 88.5 102.3 

2 財 産 収 入 10 8 0.0 80.0 

3 繰 入 金 504 0 0.0 0.0 

4 繰 越 金 6,522 6,522 11.4 100.0 

5 諸 収 入 57 35 0.1 61.4 

56,657 57,276 100.0 101.1 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 総 務 費 28,448 24,608 49.2 86.5 

2 事 業 費 21,677 18,883 37.7 87.1 

3 基 金 積 立 金 6,532 6,530 13.1 100.0 

56,657 50,021 100.0 88.3 

差 引

合 計

平成25年度 平成24年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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３ 特別会計の決算 

 

駐車場事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

59,260 60,247 ▲987 ▲1.6 

38,461 41,125 ▲2,664 ▲6.5 

20,799 19,122 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 事 業 収 入 39,176 39,905 67.3 101.9 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 33 33 0.1 100.0 

3 財 産 収 入 74 74 0.1 100.0 

4 繰 越 金 19,123 19,122 32.3 100.0 

5 諸 収 入 121 126 0.2 104.1 

58,527 59,260 100.0 101.3 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 駐 車 場 事 業 費 58,527 38,461 100.0 65.7 

58,527 38,461 100.0 65.7 合 計

平成25年度 平成24年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

差 引
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小郡駅前第三土地区画整理事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

▲76.9 

▲76.9 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

96.5 

98.1 

0.0 

97.9 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

46.1 

99.3 

97.9 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

70,778 10,337 

(1) 普 通 会 計 債 19,410 1,415 

(2) 公 営 企 業 債 51,368 8,922 

土 地 区 画 整 理 事 業

平成25年度償還額

1

2

3

1

2

83,815 82,077 

1.2 

98.8 

100.0 

2,089 

81,726 

決 算 額

735,200 0 683,832 

区 分
平成24年度 平成25年度

末 現 在 高 発　行　額

平成25年度

末 現 在 高

766,140 0 836,918 

101,718 0 82,308 

962 

81,115 

予 算 現 額

Ａ

増減額

▲273,070 

▲273,070 

100.0 83,815 82,077 

構成比

構成比

13.3 

86.7 

0.0 

10,949 

71,128 

0 

11,342 

72,472 

1 

Ｂ

区 分

歳 入

歳 出

差 引

事 業 収 入

繰 入 金

繰 越 金

Ａ
区 分

合 計

小 郡 駅 前 第 三
土 地 区 画 整 理 事 業 費

公 債 費

区 分

合 計

Ｂ

0 

355,147 

355,147 

0 

対前年度

予 算 現 額

82,077 

平成25年度 平成24年度

82,077 

決 算 額
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３ 特別会計の決算 

 

簡易水道事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

37.8 

37.2 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

102.6 

93.7 

82.3 

361,800.0 

68.2 

75.3 

100.0 

82.4 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

72.8 

100.0 

0.0 

76.6 

80.3 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

113,608 25,789 

0 0 

113,608 25,789 

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分 平成24年度

457,679 

3 繰 入 金 337,996 278,123 

差 引

446,089 

11,590 

332,143 歳 入

歳 出

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

平成25年度

325,143 

7,000 

予 算 現 額

Ａ

決 算 額

増減額

125,536 

120,946 

150,555 

0 

139,397 

100.0 

31.2 

100.0 457,679 

構成比

決 算 額

Ｂ

Ｂ

0.8 

194 

87,199 

構成比

0.0 

19.1 

60.8 

1,045,385 49,400 1,109,593 

区 分
平成24年度 平成25年度

末 現 在 高 発　行　額

平成25年度

末 現 在 高

平成25年度償還額

1

2

1

3

555,673 446,089 

33.8 

0.0 

206,820 

5,000 

140,053 

予 算 現 額

Ａ

555,673 

189 

93,087 

合 計

簡 易 水 道 費

予 備 費

2 公 債 費

4 諸 収 入 1 3,618 

14.3 5 市 債 96,100 65,500 

災 害 復 旧 事 業 0 16,100 16,100 

合 計 1,109,593 65,500 1,061,485 

16,045 

7,000 

3.5 

1.5 

4 災 害 復 旧 費 203,800 156,137 35.0 

6 国 庫 支 出 金

7 繰 越 金

21,300 

7,000 

簡 易 水 道 事 業
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農業集落排水事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

7.5 

7.5 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

26.1 

101.2 

98.3 

38.3 

92.5 

- 

94.2 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

92.9 

100.0 

0.0 

94.2 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

158,766 80,063 

139,445 

1

平成24年度

532,521 

3 県 支 出 金 30,000 

差 引

532,521 

0 

495,565 

495,565 

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

29,495 

6

平成25年度

180 

予 算 現 額

Ａ

5,747 

532,521 

0 

0.0 

1,499 

141,096 

5.5 

決 算 額

Ｂ 構成比

0.3 

26.5 

増減額

36,956 

36,956 

3,403,718 

55.2 

100.0 

67.7 

0.0 

構成比

3,562,484 

諸 収 入 300 0 

公 債 費

農 業 集 落 排 水 事 業

平成25年度償還額
区 分

平成24年度 平成25年度

0 

予 算 現 額

Ａ

決 算 額

293,692 

565,175 

末 現 在 高 発　行　額

平成25年度

末 現 在 高

532,521 100.0 

0.0 

2

565,175 

238,869 

合 計

農 業 集 落 排 水 費

4 財 産 収 入

5 繰 入 金

316,306 

238,829 44.8 

69 

389,503 360,362 

Ｂ

3 予 備 費 10,000 0 

2

1
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３ 特別会計の決算 

 

漁業集落排水事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

▲2.7 

▲2.7 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

102.0 

82.0 

87.8 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

76.2 

100.1 

87.8 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

6,446 2,070 

15,362 100.0 

55.4 8,517 

140,536 0 146,982 

区 分
平成24年度 平成25年度

末 現 在 高 発　行　額

平成25年度

末 現 在 高

漁 業 集 落 排 水 事 業

平成25年度償還額

8,516 

構成比

44.6 

100.0 17,500 15,362 

6,846 

増減額

▲ 426

▲ 426

構成比

33.6 

66.4 

5,155 

10,207 

決 算 額

Ｂ

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

予 算 現 額

Ａ

決 算 額

Ｂ

5,052 

12,448 

1

2

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

15,362 

合 計

漁 業 集 落 排 水 費

2 公 債 費

予 算 現 額

Ａ

8,983 1

17,500 

平成25年度 平成24年度

15,362 

差 引 0 

15,788 

15,788 

0 

歳 出
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地域下水道事業特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

6,007 4,937 1,070 21.7 

6,007 4,937 1,070 21.7 

0 0 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 使 用 料 及 び 手 数 料 4,301 4,503 75.0 104.7 

2 繰 入 金 2,327 1,504 25.0 64.6 

6,628 6,007 100.0 90.6 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 地 域 下 水 道 費 6,628 6,007 100.0 90.6 

6,628 6,007 100.0 90.6 

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

差 引

合 計

平成25年度 平成24年度
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３ 特別会計の決算 

 

国民宿舎特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減率

▲34.4 

▲34.4 

歳入の状況 （単位：千円、％）

収入率

B/A

83.5 

69.1 

127.7 

76.3 

歳出の状況 （単位：千円、％）

執行率

B/A

77.1 

100.0 

0.0 

76.3 

市債の状況 （単位：千円）

元　金 利　子

13,756 1,406 

37,342 

59.4 

0.0 

72,382 0 86,138 

区 分
平成24年度 平成25年度

末 現 在 高 発　行　額

平成25年度

末 現 在 高

休 養 施 設 事 業

平成25年度償還額

増減額

▲ 19,559

▲ 19,559

22,180 

100.0 

40.6 

100.0 

予 算 現 額

Ａ

48,948 37,342 

構成比

決 算 額

Ｂ

28,785 

5,000 

15,163 

0 

15,162 

48,948 

構成比

0.3 

79.2 

20.5 

121 

42,827 

101 

29,582 

対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出

財 産 収 入

繰 入 金

37,342 56,901 

0 

予 算 現 額

Ａ

決 算 額

Ｂ

合 計

休 養 施 設 費

予 備 費

2 公 債 費

1

3

平成24年度

37,342 

3 諸 収 入 6,000 7,659 

差 引 0 

56,901 

平成25年度

1

2

36



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別林野特別会計

歳入歳出の概要

決算規模 （単位：千円、％）

増減額 増減率

9,221 7,060 2,161 30.6 

6,773 4,471 2,302 51.5 

2,448 2,589 

歳入の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 収入率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 分 担 金 及 び 負 担 金 235 235 2.5 100.0 

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1,651 1,723 18.7 104.4 

3 財 産 収 入 547 1,872 20.3 342.2 

4 繰 入 金 3,714 2,450 26.6 66.0 

5 繰 越 金 3,108 2,589 28.1 83.3 

6 諸 収 入 12 352 3.8 2,933.3 

9,267 9,221 100.0 99.5 

歳出の状況 （単位：千円、％）

予 算 現 額 決 算 額 執行率

Ａ Ｂ 構成比 B/A

1 特 別 林 野 費 9,267 6,773 100.0 73.1 

9,267 6,773 100.0 73.1 

差 引

合 計

平成25年度 平成24年度
対前年度

区 分

合 計

区 分

区 分

歳 入

歳 出
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４ まちづくり達成状況報告の 
基本的な考え方 
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①成果志向型、市民志向型の計画 

   山口市総合計画は、平成２０年度から２９年度までを計画期間とする、本市の長期的な

まちづくりの指針であり、１０年後のめざすまちの姿を「ひと、まち、歴史と自然が輝く 

交流と創造のまち 山口」として掲げ、平成１９年１０月に策定しました。 

この総合計画は、成果志向型、市民志向型の計画であることを大きな特長としており、

市民を対象にしたアンケートなどを通して、目標達成に向けた進捗状況を定期的、継続的

に測定、検証していくとともに市民のニーズを的確にとらえ、まちづくりに積極的に生かし

ていくこととしています。 

また、まちづくりの方向性や進捗状況を市民と行政が共有できるように、分かりやすく

伝えていくこと、そして、それにより説明責任の果たせる行政経営を行っていくことを大

きなねらいとしています。 

 

②施策体系とプロジェクト事業 

山口市総合計画では、めざすまちの姿の実現に向けて、政策として健康福祉や教育・文

化などの８つの分野別課題に対応した取組の方向性を明らかにするとともに、それを実現

するための具体的な手法として、施策、基本事業、事務事業からなる階層的な施策体系を

設定しています。 

 そして、この施策や基本事業に対して、その目的がどの程度達成されたのかを測るもの

さしとして「成果指標」を設定し、成果状況を数値で表すことで、総合計画の進み具合を

客観的に把握、分析していくとともに、市民にとってもまちづくりの進捗状況が分かりや

すく共有できるものとしています。この成果指標は、「なにをどれだけやったか」ではなく、

「なにがどれだけ良くなったか」という視点で、３４の施策に６１指標を、１７７の基本

事業に３１５指標を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ まちづくり達成状況報告の基本的な考え方 

（１）山口市総合計画の特長 

山口市総合計画の構成と施策体系

まちづくり構想

まちづくり計画

実行計画

施策（３４）

基本事業（１７４）

めざすまちの姿を実現するための

取り組みの方向性を示します。

政策を実現する具体的手法です。

施策を実現する具体的手法です。

基本事業を実現するための最も具体的な手段です。

政策（８）

※この中から実行計画事業を選定します。

事務事業

１７７
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また、山口市総合計画では、このような施策体系にもとづく総合的、網羅的なまちづく

りの手法とともに、早期の成果向上を図ることや都市活力向上のための戦略的な取組とし

て、「市民の視点を生かす生活満足実感

プロジェクト」と「交流創造プロジェ

クト」の２つのプロジェクト事業を掲

げ、分野別の施策の枠にとらわれず、

それぞれのプロジェクトのテーマに沿

った横断的な取組を通して、より効率

的、効果的なまちづくりを進めていく

こととしています。 

 

 

山口市総合計画を進めていくにあたっては、単に行政を管理・運営していくという考え

ではなく、成果志向（業績）、市民志向（顧客満足）といった民間の「経営」理念を積極的

に取り入れ、計画（Plan）―実行（Do）―評価（See）のバランスのよい行政経営サイクル

を回していくことで、限られた行財政資源を最適に活用していくこととしています。 

 本市では、こうした行政経営の PDS サイクルを円滑に機能させていくために、「行政評

価システム」を活用し、施策、基本事業、事務事

業の各階層で、定期的、継続的に「計画どおりま

ちづくりは進んでいるか」「成果は出ているか」「事

業の見直しをする必要はないか」といった観点か

ら評価を行い、その結果を次の施策や事業展開に

おける意思決定の判断材料として繋げていくこと

としています。 

 

 

本報告書は、山口市総合計画のめざすまちの姿の実現に向けたまちづくりの進捗状況

や具体的な事業の成果状況等を示すものであり、今回は平成２５年度分の取組に対する

報告書になります。 

この報告書の中では、「施策別評価」として、行政分野ごとに施策、基本事業、及び主

要な事務事業の成果指標の推移を踏まえた成果状況やその原因分析等の評価結果を示す

とともに、「プロジェクト事業の取組」として、プロジェクトのテーマごとに具体的な取

組内容等を示しています。 

ひと、まち、歴史と自然が輝く
　 交流と創造のまち　山口

（将来都市像）

交流創造プロジェクト
（まちの活力の向上）

市民の視点を生かす
生活満足実感プロジェクト

 （生活満足度の向上）

８つの政策
（分野別課題への取り組み）

施策体系とプロジェクト事業

　

Plan Do

See

評価結果に基づく
事業計画の作成、予算編成

事業の実施

施策、基本事業評価
事務事業評価

（２）山口市総合計画の進めかた 

（３）まちづくり達成状況報告 
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５ 施策別評価 
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「施策別評価」では、総合計画の政策―施策の体系に沿って、施策ごとにまちづくりの進捗状

況等を示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 施策別評価 

（１）政策と施策 

77

1 - ① 78
1 - ② 110
1 - ③ 144
1 - ④ 174
1 - ⑤ 192
1 - ⑥ 204

221

2 - ① 222
2 - ② 236
2 - ③ 276
2 - ④ 288
2 - ⑤ 326
2 - ⑥ 350

363

3 - ① 364
3 - ② 398
3 - ③ 414
3 - ④ 424
3 - ⑤ 436

447

4 - ① 448
4 - ② 462
4 - ③ 488
4 - ④ 506

汚水を適切に処理し、水環境を守るまち・・・・・・・・・・・・・・

衛生的で快適な生活環境のまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

高齢者が生きがいを持って暮らすまち・・・・・・・・・・・・・・・・

障がい者が安心して自立した生活ができるまち・・・・・・・・・・・

地域で支えあう福祉のまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

社会保障で安心して暮らせるまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

豊かな自然環境を大切にはぐくむまち・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

お互いを認めあい、人権を尊重するひと・・・・・・・・・・・・・・・

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども・・・・・・・・・・・・・・・

自然環境と調和した暮らしのできるまち
（環境分野）

消防・救急体制が整ったまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

循環型社会の形成をめざし、廃棄物を減らすまち・・・・・・・・・・

水を安心して使えるまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【施策】

家庭、地域、学校の連携で、すくすくと育つ子ども・・・・・・・・・

【施策】

【施策】

【施策】

災害、緊急事態に備えたまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

交通ルールを守り、交通事故のないまち・・・・・・・・・・・・・・・

犯罪を防ぎ、犯罪から身を守るまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・

子どもの健やかな育ちを支えあうまち・・・・・・・・・・・・・・・・・

支えあい健やかな暮らしのできるまち
（健康福祉分野）

いきいきと子どもが育ち、

  人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち
（教育・文化分野）

安心・安全な暮らしのできるまち
（生活安全分野）

文化、芸術、歴史にふれ、心豊かに生きるひと・・・・・・・・・・・・

生涯を通して学び、よりよく生きるひと・・・・・・・・・・・・・・

スポーツに親しむひと・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

一人ひとりが健康づくりを行うまち・・・・・・・・・・・・・・・・

政策
１

政策
２

政策
３

政策
４
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513

5 - ① 514
5 - ② 550
5 - ③ 570

591

6 - ① 592
6 - ② 624
6 - ③ 650
6 - ④ 670
6 - ⑤ 684
6 - ⑥ 710

725

7 - ① 726
7 - ② 748

763

8 - ① 764
8 - ② 792

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

地域の特徴を生かした観光のまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

農業がもたらす多彩な恵みを生かしたまち・・・・・・・・・・・・・・

森林を守り、育て、生かしたまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

海・川の豊かな恵みを生かしたまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【施策】

市民生活を支え、地域の活力を生む産業のまち
（経済・産業分野）

機能的な都市基盤が整い、発展していくまち
（都市整備分野）

快適な道路交通網が整ったまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

市民の生活を支える公共交通が整ったまち・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

【施策】

暮らしやすく、美しい都市環境のまち・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

計画的、効果的な行政経営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

公正、確実な事務と市民サービスの向上・・・・・・・・・・・・・・・

地域に活力をもたらす産業創出のまち・・・・・・・・・・・・・・・・・

市民の暮らしを支える地場産業が元気なまち・・・・・・・・・・・・・

人のきずなでつくるまち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

市民と行政の協働によるまちづくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・

市民の信頼に応える行政経営
（行政経営分野）

【施策】

【施策】

ともに力をあわせてつくるまち
（自治振興分野）

政策
5

政策
6

政策
5

政策
７

政策
８
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 ① 「山口市まちづくりアンケート」とは 

「山口市まちづくりアンケート」は、山口市総合計画の進捗 

状況を測るために設定している施策や基本事業の成果指標の現 

状値を調査するとともに、施策に対する市民ニーズ（満足度、 

重要度）の状況を調査し、これらを今後のまちづくりに生かし 

ていくことを目的として、毎年、１８歳以上の市民から無作為 

に抽出した約5,000人を対象に実施しているものです。 

アンケートの結果は過去の数値との比較や、年齢、地域別等 

の分析を通して、どのようなことに、どの程度力を入れていく 

必要があるのかなど、今後の施策や事業を展開していくうえで 

の判断材料としています。 

 
② 施策（行政分野）に対する市民ニーズの状況 

平成２５年度分の本アンケート調査については、平成２６年１月に実施しました。(回答

者 1,991 人、回収率 39.6％) 

ここでは、平成２５年度分のアンケートにより把握した、保健・医療、子育て支援など、

３４の施策（行政分野）に対する市民ニーズ（満足度、重要度）の状況を５点満点で点数

化し、一覧表とグラフ上に整理して示します。なお、施策や基本事業の成果指標の現状値

については、７８ページ以降の「施策別評価」の中で、指標値の推移等の評価結果とあわ

せて示しています。 

 
〔概況〕 

全体として、施策間に大きなニーズ差はなく、各施策とも概ね満足度は中、重要度は

やや高の領域に位置しており（４８ページ「グラフ１」を参照）、これは平成２４年度と

同じ傾向にあります。 

各施策を相対的に比較すると、満足度が最も低い施策は「公共交通の充実」で、次いで

「商工業の振興」「都市機能の充実」「林業の振興」となっています。重要度が最も高い施

策は「災害対策」で、次いで「高齢者福祉」「保健・医療」「公共交通の充実」となってい

ます。（４７ページ「一覧表」、４８ページ「グラフ２」を参照） 

また、平成２４年度の結果と比較すると、満足度が最も下がっている施策は「観光の振

興」で、次いで「市民参画によるまちづくり」となっています。重要度が最も上がってい

る施策は「高齢者福祉」「消防・救急体制」「道路網の整備」で、次いで「災害対策」と

なっています。（４７ページ「一覧表」を参照） 

 
 
 

５ 施策別評価 

（２）「山口市まちづくりアンケート」の結果 
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〔市民ニーズ状況の一覧〕 
  平成２５年度の各施策（行政分野）に対する市民ニーズ（満足度、重要度）の状況、

及び平成２４年度との比較結果を一覧で示しています。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

満足度 重要度 満足度 重要度 満足度 重要度

  1 保健・医療 3.22 3.83 3.18 3.85 0.04 ▲ 0.02

  2 子育て支援 3.05 3.77 3.03 3.77 0.02 0.00

  3 高齢者福祉 2.98 3.86 2.98 3.83 0.00 0.03

  4 障がい者福祉 2.97 3.70 2.97 3.71 0.00 ▲ 0.01

  5 地域福祉 3.01 3.59 3.00 3.61 0.01 ▲ 0.02

  6 社会保障制度 2.88 3.72 2.87 3.73 0.01 ▲ 0.01

  7 人権意識の向上と男女共同参画の推進 2.99 3.39 2.98 3.41 0.01 ▲ 0.02

  8 学校教育の充実 3.06 3.68 2.99 3.73 0.07 ▲ 0.05

  9 青少年の健全育成 3.00 3.64 2.97 3.67 0.03 ▲ 0.03

 10 文化の振興 3.02 3.45 3.02 3.48 0.00 ▲ 0.03

 11 生涯学習の充実 3.01 3.39 3.00 3.43 0.01 ▲ 0.04

 12 スポーツの振興 3.05 3.40 3.07 3.42 ▲ 0.02 ▲ 0.02

 13 災害対策 2.86 3.89 2.87 3.87 ▲ 0.01 0.02

 14 消防・救急体制 3.15 3.72 3.15 3.69 0.00 0.03

 15 交通安全対策 3.03 3.68 3.03 3.67 0.00 0.01

 16 犯罪対策と消費者保護 2.98 3.68 2.98 3.68 0.00 0.00

 17 上水道の整備 3.28 3.40 3.25 3.42 0.03 ▲ 0.02

 18 自然環境の保全 3.18 3.45 3.18 3.45 0.00 0.00

 19 循環型社会の構築 3.02 3.39 3.00 3.43 0.02 ▲ 0.04

 20 下水道等の整備 2.99 3.58 2.96 3.61 0.03 ▲ 0.03

 21 生活環境の充実 3.07 3.51 3.02 3.55 0.05 ▲ 0.04

 22 都市機能の充実 2.76 3.63 2.72 3.66 0.04 ▲ 0.03

 23 道路網の整備 3.15 3.50 3.15 3.47 0.00 0.03

 24 公共交通の充実 2.56 3.81 2.56 3.82 0.00 ▲ 0.01

 25 観光の振興 2.83 3.59 2.89 3.58 ▲ 0.06 0.01

 26 農業の振興 2.78 3.61 2.77 3.65 0.01 ▲ 0.04

 27 林業の振興 2.76 3.52 2.75 3.56 0.01 ▲ 0.04

 28 水産業の振興 2.86 3.44 2.86 3.46 0.00 ▲ 0.02

 29 商工業の振興 2.73 3.61 2.70 3.65 0.03 ▲ 0.04

 30 地場産業の振興と勤労者福祉 2.80 3.58 2.76 3.65 0.04 ▲ 0.07

 31 地域コミュニティ活動や市民活動の充実 2.96 3.40 2.98 3.41 ▲ 0.02 ▲ 0.01

 32 市民参画によるまちづくり 2.90 3.41 2.93 3.42 ▲ 0.03 ▲ 0.01

 33 計画的、効果的な行政経営 2.83 3.57 2.84 3.60 ▲ 0.01 ▲ 0.03

 34 公正、確実な事務と市民サービスの向上 2.93 3.63 2.92 3.66 0.01 ▲ 0.03

平 均 値 2.96 3.59 2.95 3.61 0.01 ▲ 0.02

最 高 値 3.28 3.89 3.25 3.87 0.07 0.03

最 低 値 2.56 3.39 2.56 3.41 ▲ 0.06 ▲ 0.07

分 野 （施策）
25年度の結果 24年度の結果 24年度との比較

現在の満足度

・満足 ５点

・どちらかといえば満足 ４点

・普通 ３点

・どちらかといえば不満 ２点

・不満 １点

・力を入れて欲しい ５点

・できれば力を入れて欲しい ４点

・今のままでよい ３点

・あまり力を入れる必要はない ２点

・力を入れる必要はない １点

今後の重要度
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〔市民ニーズ状況の分布〕 
平成２５年度の各施策（行政分野）に対する市民ニーズ（満足度、重要度）の状況を、 

グラフ上に整理して示しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 施策別評価 

保健・医療

子育て支援

高齢者福祉

障がい者福祉

地域福祉

社会保障制度

人権意識の向上と男女共同参画の推進

学校教育の充実

青少年の健全育成

文化の振興

生涯学習の充実

スポーツの振興

災害対策

消防・救急体制

交通安全対策
犯罪対策と消費者保護

上水道の整備

自然環境の保全

循環型社会の構築

下水道等の整備

生活環境の充実

都市機能の充実

道路網の整備

公共交通の充実

観光の振興

農業の振興

林業の振興

水産業の振興

商工業の振興

地場産業の振興と

勤労者福祉

地域コミュニティ活動や市民活動の充実

市民参画によるまちづくり

計画的、効果的な行政 経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4

2.55 2.65 2.75 2.85 2.95 3.05 3.15 3.25 3.35

重
要
度

満足度

重要度：高い

満足度：低い

重要度：高い

満足度：高い

重要度：低い

満足度：低い

重要度：低い

満足度：高い

平均値

1

2

3

4

5

1 2 3 4 5

重
要
度

満足度

グラフ２

グラフ１
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① 施策別評価とは 
山口市総合計画では、めざすまちの姿を実現するために、健康福祉や教育・文化など、

８つの分野ごとに、具体的なまちづくりの手法として、施策、基本事業、事務事業からな

る階層的な施策体系を設定しています。そして、この施策や基本事業に対して、その目的

がどの程度達成されたのかを測るものさしとして「成果指標」を設定し、成果状況を数値

で表すことで、総合計画の進み具合や事業の成果状況を客観的に把握、分析していくとと

もに、それを次の施策や事業の展開に生かしていくこととしています。 

施策別評価は、こうした施策、基本事業、及び主要な事務事業について、成果指標の推

移を踏まえた成果状況やその原因分析等の評価結果を示すものです。 

 

 

② 成果指標の動向からみるまちづくり達成状況の全体像 

ここでは、施策と基本事業の成果指標の動向を、「指標のうごき」と「目標達成度」の２

つの視点からとらえ、これをもとに総合計画の進捗状況の全体像を示します。なお、施策

と基本事業の成果指標の一覧は、５２～６１ページに、また、成果指標ごとの評価結果に

ついては、７８ページ以降に示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施策別評価の概要 
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〔指標のうごき〕 

 

指標のうごきは、成果指標の平成２４年度から２５年度にかけての推移状況を「☀向上」

「☁横ばい」「☂低下」の区分により示しています。 

※７８ページ以降の「施策別評価」では、被災者数をゼロに維持するなど、一定の数値を維持することが望ましい指標

については、「☀横ばい」という区分をさらに設けていますが、ここでは「☀向上」に含めています。 

 

施策と基本事業の「指標のうごき」の状況は下図のとおりとなっており、施策では「向

上」が全体の５２％と最も多く、次いで「横ばい」が３３％、「低下」が８％と続いていま

す。また、基本事業については「向上」が全体の５５％と最も多く、次いで「横ばい」が

２４％、「低下」が１９％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、施策と基本事業の成果指標を「政策（行政分野）」ごとにまとめた、政策別の状況

は下図のとおりとなっています。政策ごとに指標数や指標の性質等は異なりますが、「向上」

の指標は、自治振興分野、環境分野でやや割合が高くなっています。一方、「低下」の指標

は、経済産業分野、環境分野でやや割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 施策別評価 

「施策」の指標のうごき（全６１指標） 「基本事業」の指標のうごき（全３１５指標） 

政策別の指標のうごき 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（政策８）行政経営分野

（政策７）自治振興分野

（政策６）経済産業分野

（政策５）都市整備分野

（政策４）環 境 分 野

（政策３）生活安全分野

（政策２）教育文化分野

（政策１）健康福祉分野

【向上】

【横ばい】

【低下】

【指標値未取得等】

【向上】

172指標

55%

【横ばい】

76指標

24%

【低下】

59指標

19%

指標値未取得等

8指標

2%

【向上】

32指標

52%

【横ばい】

20指標

33%

【低下】

5指標

8%

指標値未取得等

4指標

7%
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〔目標達成度〕 

 

目標達成度は、成果指標の平成２９年度目標値に対する２５年度の達成状況を次の区分に

より示しています。 
（高）：達成度が７０％以上 
（中）：達成度が３０％以上 ７０％未満 
（低）：達成度が３０％未満 

 

施策と基本事業の「目標達成度」の状況は下図のとおりとなっており、施策では目標達

成度「高」の指標が全体の４３％と最も多く、次いで「低」が３６％、「中」が１５％と続

いています。また、基本事業については目標達成度「高」の指標が全体の４６％と最も多

く、次いで「低」が３３％、「中」が１９％と続いています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

また、施策と基本事業の成果指標を「政策（行政分野）」ごとにまとめた、政策別の状況

は下図のとおりとなっています。政策ごとに指標数や指標の性質等は異なりますが、目標達

成度「高」の指標は、都市整備分野、生活安全分野でやや割合が高くなっています。一方、

目標達成度「低」の指標は、経済産業分野、健康福祉分野でやや割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「施策」の目標達成度（全６１指標） 「基本事業」の目標達成度（全３１５指標） 

政策別の目標達成度 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（政策８）行政経営分野

（政策７）自治振興分野

（政策６）経済産業分野

（政策５）都市整備分野

（政策４）環 境 分 野

（政策３）生活安全分野

（政策２）教育文化分野

（政策１）健康福祉分野

【高】

【中】

【低】

【指標値未取得等】

【高】

26指標

43%

【中】

9指標

15%

【低】

22指標

36%

指標値未取得等

4指標

6% 【高】

146指標

46%

【中】

58指標

19%

【低】

104指標

33%

指標値未取得等

7指標

2%
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ここでは、施策と基本事業に設定している成果指標を一覧で示します。 
※一覧表中の「指標のうごき」、「目標達成度」の考え方等については、７４ページを参照 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 施策別評価 

（４）施策、基本事業 成果指標一覧 

施策1－①  一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業

自分が健康だと思う市民の割合 ％ 72.6 74.8 73.6 80.0 ☁（横ばい） 低 79

国民健康保険被保険者（一般＋退職）一人当たりの医療費（自己負担分含む） 円 294,571 381,633 385,765 452,100 ☀（横ばい） 中 79

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（食事） ％ 59.7 56.8 59.0 63.0 ☁（横ばい） 低 80

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（運動、生活活動） ％ 45.7 47.0 49.2 50.0 ☁（横ばい） 高 80

うつ病について知っている市民の割合 ％ 90.4 90.4 90.6 95.0 ☁（横ばい） 低 80

１年に１回健診を受けている市民（１８歳以上）の割合 ％ 76.9 61.0 59.8 80.0 ☁（横ばい） 低 84

がん検診の精密検査必要者で検査・治療をしている市民の割合 ％ 80.6 87.8 85.7 90.0 ☂（低　下） 中 84

予防接種率（子どもの予防接種） ％ 80.0 92.0 91.6 95.0 ☁（横ばい） 高 84

５種のがん検診の平均受診率（４０歳以上６９歳。子宮がん検診は２０歳以上６９歳。） ％ 32.7 32.7 34.2 40.0 ☁（横ばい） 低 84

安心して出産・育児ができると思う保護者の割合 ％ 93.0 92.7 94.6 95.0 ☁（横ばい） 高 92

１か月児・３か月児・７か月児・１歳６か月児・３歳児健康診査受診率 ％ 95.6 97.4 95.6 97.0 ☁（横ばい） 低 92

食育に関心を持っている市民の割合 ％ 80.2 74.4 75.2 90.0 ☁（横ばい） 低 98

朝食を食べている市民の割合 ％ 77.7 71.3 84.6 83.0 ☀（向　上） 高 98

5 医療体制の充実 急病の時でもすぐ診てもらえる医療体制が整っていると思う市民の割合 ％ 79.8 81.3 82.0 84.0 ☁（横ばい） 中 100

施策1－②  子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業

子どもを安心して生み育てられる環境が整っていると思う、子どもを持つ親の割合 ％ 44.2 52.9 52.4 65.0 ☁（横ばい） 中 111

1 子育て支援環境の充実 子育ての不安や悩みを解決できている親の割合 ％ 53.5 49.7 53.4 65.0 ☀（向　上） 低 112

保育所待機児童数 人 37 75 33 0 ☀（向　上） 低 120

児童クラブ待機児童数 人 37 9 12 0 ☂（低　下） 中 120

3 子どもたちの交流の場づくり 児童館利用者数 人 78,577 60,509 56,676 82,000 ☂（低　下） 低 130

児童虐待通告受理件数 件 22 10 10 30 ☀（横ばい） 高 132

養育に関する相談件数（家庭児童相談＋教育相談） 件 940 782 1,022 1,450 ☀（向　上） 低 132

児童虐待通告受理ケース（新たに通告を受けたもの）のうち虐待の重症度判断が重度以上の件数 件 3 0 0 0 ☀（横ばい） 高 132

5 母子家庭等の福祉の充実 母子福祉サービスを受けている延べ世帯数 世帯 3,494 4,227 4,299 4,700 ☀（向　上） 中 136

6 相談体制の充実 子育てや教育に関する相談窓口を知っている親の割合 ％ 73.6 66.6 68.6 85.0 ☀（横ばい） 低 140

施策1－③  高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業

生きがいを持っている高齢者の割合 ％ 66.2 67.8 67.5 77.3 ☁（横ばい） 低 145

自立高齢者割合　 ％ 86.2 86.4 86.4 83.0 ☀（横ばい） 高 145

介護サービスを利用しやすい環境が整っていると思う高齢者割合 ％ 47.1 47.1 45.1 55.0 ☁（横ばい） 低 145

地域活動に参加している高齢者の割合 ％ 38.8 41.9 41.9 46.0 ☀（横ばい） 中 146

習い事や趣味の成果を家庭や地域のために活かしている高齢者の割合 ％ 52.3 49.3 54.7 71.7 ☂（低　下） 低 146

二次予防事業に参加した者で、生活機能を維持・改善している者の割合 ％ 86.9 85.5 83.0 90.4 ☂（低　下） 低 150

要支援認定者で生活機能が維持・改善されている者の割合 ％ 54.6 75.7 70.0 70.0 ☂（低　下） 高 150

介護予防に取り組んでいる人の割合 ％ 88.3 88.7 90.3 90.0 ☀（横ばい） 高 150

認知症高齢者のうち在宅で過ごしている割合 ％ 50.2 47.8 49.6 55.7 ☁（横ばい） 低 150

介護サービス利用者のうち、居宅介護サービスを利用している者の割合 ％ 76.4 77.2 77.8 80.0 ☀（横ばい） 中 158

日常生活機能（買い物・移動手段・見守り・ごみ出し等）が充足されていると感じる高齢者の割合 ％ 81.3 81.3 82.4 82.0 ☀（横ばい） 高 158

日常生活サービスを受けている高齢者のうち満足と感じている割合 ％ 59.8 59.8 64.7 67.0 ☀（向　上） 中 158

要介護判定が維持・改善できた要介護認定者の割合 ％ 76.1 79.6 76.2 80.0 ☁（横ばい） 低 158

高齢者虐待に関する相談件数 件 33 31 32 54 ☀（横ばい） 低 164

高齢者虐待に関する虐待認定者の割合 ％ 33.3 25.8 21.9 55.0 ☀（向　上） 高 164

地域生活のための各種権利擁護事業の利用者数 人 61 133 138 160 ☀（横ばい） 高 164

高齢者福祉活動をしている市民の割合 ％ 6.6 6.4 6.0 14.2 ☁（横ばい） 低 168

高齢者福祉団体数 団体 600 650 702 675 ☀（向　上） 高 168

地域包括支援センターを知っている市民の割合 ％ 42.9 42.9 42.9 50.0 ☁（横ばい） 低 170

連携体制を目的とした会議の回数 回 213 641 737 700 ☀（向　上） 高 170

掲載
ページ

掲載
ページ

掲載
ページ

目標
達成度

目標
達成度

実績値
（H25）

　施　策

基準値
指標の
うごき

単位
　施　策

高齢者が生きがいを持って
暮らすまち

5 高齢者福祉の担い手育成

4 権利擁護の推進

2 介護予防の推進

成果指標名

実績値
（H25）

指標の
うごき

目標
達成度

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

一人ひとりが健康づくりを行う
まち

実績値
（H24）

1 社会活動と生きがいづくり
の推進

3 日常生活の支援

2 保育サービスの充実

実績値
（H24）

4 児童虐待の防止

6 地域包括ケアの推進

成果指標名 単位

成果指標名

4 食育の推進

3 母子保健の充実

1 健康づくりの推進

単位

　施　策

2 疾病予防・早期発見
・早期治療の推進

基準値

基準値

実績値
（H25）

指標の
うごき

実績値
（H24）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）
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施策1－④  障がい者が安心して自立した生活ができるまち

基本事業

障がいの特性及びその環境に応じて、就業している障がい者の割合 ％ 2.08 2.28 2.33 ☀（向　上） 高 175

在宅で生活している障がい者数 人 8,169 9,846 10,112 11,050 ☀（向　上） 中 175

自立支援給付の利用者数 人 328 689 780 900 ☀（向　上） 高 176

福祉施設から一般就労への移行者数 人 13 25 33 25 ☀（向　上） 高 176

施設入所・入院から在宅生活への移行した人の数 人 3 7 7 15 ☀（横ばい） 中 176

地域生活支援事業により生活改善された障がい者の延べ人数 人 8,972 9,279 9,566 12,000 ☀（向　上） 低 180

医療費助成を受け経済的負担が軽減されている障がい者の人数 人 5,403 7,866 8,362 9,000 ☀（向　上） 高 180

3 社会活動の推進 社会参加サービス延べ利用者の割合 ％ 34.4 52.7 52.6 58.0 ☁（横ばい） 高 186

施策1－⑤  地域で支えあう福祉のまち

基本事業

地域福祉活動で共助（相互扶助）ができていると思う市民の割合 ％ 24.1 29.5 28.8 40.0 ☁（横ばい） 低 193

地域福祉活動への参加意識のある市民の割合 ％ 32.4 29.1 28.4 40.0 ☁（横ばい） 低 194

地域福祉活動に参加したことがある市民の割合 ％ 14.8 13.5 13.2 22.0 ☁（横ばい） 低 194

小地域当たりの実施サービスメニュー数 件 13.7 22.2 22.9 25.0 ☁（横ばい） 高 194

社会福祉協議会の会員数 件 62,664 65,240 66,257 67,000 ☀（向　上） 高 198

民生委員・児童委員の一人当たり年間活動日数 日 146 154 153 150 ☀（横ばい） 高 198

施策1－⑥  社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業

（施策の成果指標設定なし） - - - - － － 205

介護保険料の現年度徴収率 ％ 98.85 99.19 99.23 99.30 ☀（向　上） 高 206

国民健康保険料の現年度徴収率 ％ 93.86 93.57 93.66 94.00 ☀（向　上） 高 206

後期高齢者医療制度保険料の現年度徴収率 ％ 99.21 99.51 99.64 99.50 ☀（向　上） 高 206

６５歳以上の老齢年金等受給権者割合 ％ 84.24 93.19 93.91 92.00 ☀（向　上） 高 210

国民年金保険料の納付率 ％ 74.03 67.75 68.76 68.54 ☀（向　上） 高 210

生活保護受給世帯数 世帯 723 1,151 1,200 1,430 ☁（横ばい） 中 212

自立による生活保護廃止件数 世帯 33 32 50 50 ☀（向　上） 高 212

収入分位下位世帯に対する市営住宅の充足率 ％ 9.0 9.0 8.0 維持 ☁（横ばい） 低 214

個別改善住宅の改修率 ％ 48.0 48.0 52.0 60.0 ☀（向　上） 中 214

施策2－①  お互いを認めあい、人権を尊重するひと

基本事業

人権が尊重されているまちであると思う市民の割合 ％ 63.2 68.2 72.7 75.0 ☀（向　上） 高 223

人権が侵害されたことがあると思う市民の割合 ％ 20.5 19.0 17.8 20.0 ☀（横ばい） 高 224

人権学習講座受講者数 人 11,779 15,269 15,623 13,000 ☀（向　上） 高 224

人権尊重の理解を深めた講座受講者割合 ％ 80.3 86.8 81.4 90.0 ☂（低　下） 低 224

2 人権擁護の啓発・推進 人権が侵害されたことがあると思う市民が、第三者に相談した割合 ％ 44.5 38.3 38.6 50.0 ☁（横ばい） 低 228

男女共同参画が実現されていると思う市民の割合 ％ 46.6 52.5 58.6 65.0 ☀（向　上） 中 230

審議会等の女性委員登用率 ％ 25.2 26.2 25.9 35.0 ☁（横ばい） 低 230

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

　施　策 実績値
（H24）

4 市営住宅への入居支援

実績値
（H24）

指標の
うごき

　施　策

指標の
うごき

掲載
ページ

実績値
（H25）

実績値
（H25）

実績値
（H24）

3 男女共同参画の推進

実績値
（H25）

実績値
（H24）

成果指標名

3 生活保護と自立生活の支援

目標値
（H29）

目標
達成度

実績値
（H25）

指標の
うごき

指標の
うごき

目標
達成度

掲載
ページ

目標
達成度

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

掲載
ページ

1 保険制度の適正な運営

　施　策
単位

基準値

成果指標名

社会保障で安心して暮らせるまち

地域で支えあう福祉のまち

1 自立支援の促進

2 地域福祉の基盤づくり

2 国民年金制度の理解

1 人権意識の向上

基準値

単位

2 地域生活支援の基盤づくり

成果指標名 単位

成果指標名 単位

基準値
　施　策

障がい者が安心して自立した
生活ができるまち

基準値

1 地域福祉意識の醸成と活動の充実

掲載
ページ

目標
達成度
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施策2－②  楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

基本事業

学校生活を楽しんでいる児童の割合 ％ 89.2 91.2 91.7 維持 ☀（横ばい） 高 237

学校生活を楽しんでいる生徒の割合 ％ 80.1 86.7 86.1 86.0 ☀（横ばい） 高 237

教員一人に対する児童･生徒数（小学生） 人 16.2 15.4 15.2 14.5 ☀（向　上） 中 238

教員一人に対する児童･生徒数（中学生） 人 12.5 12.7 13.1 10.8 ☂（低　下） 低 238

2 現代的課題に対応した教育の充実 地域の力を授業で活用している学校の割合 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ☀（横ばい） 高 240

学校図書館図書標準の達成状況 ％ 74.7 104.6 109.1 100.0 ☀（向　上） 高 244

食に関する指導を実施した学校の割合 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ☀（横ばい） 高 244

小・中学校の耐震化率 ％ 66.3 91.3 96.6 100.0 ☀（向　上） 高 250

小・中学校における教室充足率 ％ 80.0 90.2 90.2 90.2 ☀（横ばい） 高 250

コンピュータ1台当たりの児童・生徒数（児童数） 人 9.9 9.8 9.8 9.0 ☁（横ばい） 低 250

コンピュータ1台当たりの児童・生徒数（生徒数） 人 6.9 6.6 6.6 6.0 ☁（横ばい） 中 250

学校一校当たりの年間校内研修実施回数 回 13.1 29.2 34.0 14.0 ☀（向　上） 高 266

児童・生徒による授業評価を計画的に実施している学校の割合 ％ 50.0 94.2 100.0 100.0 ☀（向　上） 高 266

6 就学の支援 経済的理由で就学できない児童生徒数 人 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 268

7 幼児教育の充実 幼稚園や保育所（園）で就学前教育を受けている幼児の割合 ％ 99.6 99.6 99.8 99.8 ☀（横ばい） 高 270

施策2－③  家庭、地域、学校の連携で、すくすくと育つ子ども

基本事業

地域での子育て活動を実践している市民の割合 ％ 13.6 11.7 13.0 18.0 ☁（横ばい） 低 277

地域において子どもが健全に育成されていると感じる市民の割合 ％ 29.2 33.4 36.6 36.0 ☀（向　上） 高 277

家庭教育力向上のために、学習・話し合い・工夫をしている保護者割合 ％ 63.1 62.2 65.4 71.0 ☁（横ばい） 低 278

家庭教育に関する講座への参加者数 人 2,300 3,002 2,938 3,200 ☁（横ばい） 高 278

様々な学習を支援するボランティア活動の延べ件数 件 3,833 8,373 8,591 10,000 ☀（横ばい） 高 280

開かれた学校づくりに対する地域住民の満足度 ％ 84.4 - - 90.0 ー － 280

青少年健全育成に関する市主催の研修会・啓発行事への大人の参加者数 人 1,117 1,240 1,666 1,900 ☀（向　上） 高 282

補導、検挙された少年の数 人 233 161 171 200 ☀（横ばい） 高 282

施策2－④  文化、芸術、歴史にふれ、心豊かに生きるひと

基本事業

様々な芸術、文化にふれる機会があった市民の割合 ％ 59.2 44.8 45.5 70.0 ☁（横ばい） 低 289

山口市の歴史や文化に誇りや愛着を持っている市民の割合 ％ 73.9 74.1 72.9 77.0 ☁（横ばい） 低 289

文化・芸術活動をしている市民の割合 ％ 18.4 21.0 22.5 22.0 ☀（横ばい） 高 290

文化・芸術活動をする環境が整っていると思う市民の割合 ％ 56.6 60.8 60.9 65.0 ☁（横ばい） 中 290

文化・芸術鑑賞の機会が十分だと思う市民の割合 ％ 37.3 36.2 36.2 40.0 ☁（横ばい） 低 294

児童・生徒を対象とした文化・芸術に関するイベント参加者数 人 2,231 2,387 1,599 3,000 ☂（低　下） 低 294

文化施設での文化芸術公演参加者数 人 393,012 384,225 536,027 280,000 ☀（向　上） 高 294

指定文化財数 件 227 266 267 270 ☀（向　上） 高 300

文化財を活用したイベントへの参加者数 人 811 1,169 1,276 1,100 ☀（向　上） 高 300

郷土の文化・文化財・歴史を知っている市民の割合 ％ 79.8 83.6 81.7 90.0 ☂（低　下） 低 300

文化財・歴史に関する小学校への出前授業実施校数 校 5 3 3 10 ☀（横ばい） 低 300

本市の姉妹・友好都市数 都市 3 4 4 4 ☀（横ばい） 高 310

姉妹都市間での交流市民数 人 323 333 712 500 ☀（向　上） 高 310

国際交流団体による事業参加者数 人 581 1,104 500 1,000 ☂（低　下） 低 310

姉妹友好都市を知っている市民の割合 ％ 8.9 6.6 6.7 18.0 ☁（横ばい） 低 310

中原中也記念館、山口情報芸術センター、山口市菜香亭の来館者数 人 854,628 791,209 857,254 900,000 ☀（向　上） 中 312

大内文化特定地域内での事業への参加者数 人 126,150 41,431 58,002 100,000 ☀（向　上） 低 312

芸術文化創造・発信事業への参加者数 人 83,207 87,871 207,330 90,000 ☀（向　上） 高 312

目標値
（H29）

　施　策

楽しく学び、生きる力を
はぐくむ子ども

4 国際交流の推進

実績値
（H24）

実績値
（H24）

実績値
（H24）

1 身近で多彩な文化・芸術活動
のための環境づくり

　施　策

5 教職員の資質の向上

5 文化・芸術・歴史を生かした
本市個性の創造と発信

2 芸術鑑賞機会の拡充と
文化を担う人材育成

3 郷土の歴史や文化の
保護・継承

単位成果指標名

成果指標名

基準値成果指標名

文化、芸術、歴史にふれ、
心豊かに生きるひと

単位 基準値

1 確かな学力の定着

　施　策

指標の
うごき

目標値
（H29）

目標値
（H29）

掲載
ページ

実績値
（H25）

目標
達成度

目標
達成度

掲載
ページ

実績値
（H25）

指標の
うごき

実績値
（H25）

掲載
ページ

指標の
うごき

目標
達成度

4 教育環境の整備

3 豊かな心と健やかな体の育成

単位

基準値

3 青少年の健全育成

2 地域と学校の連携

1 家庭教育の充実

家庭、地域、学校の連携で、
すくすくと育つ子ども
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施策2－⑤  生涯を通して学び、よりよく生きるひと

基本事業

生涯学習に取り組んでいる市民の割合 ％ 27.4 27.0 26.0 40.0 ☁（横ばい） 低 327

生涯学習の成果を家庭･地域に活かしている市民の割合 ％ 43.9 40.0 45.5 60.0 ☀（向　上） 低 327

生涯学習の機会（講座、メニュー）が充足していると思う市民の割合 ％ 64.3 69.0 69.8 75.0 ☁（横ばい） 中 328

市主催の講座・教室への延べ参加者数 人 17,544 21,021 21,411 20,000 ☁（横ばい） 高 328

地域交流センターだよりの発行割合 ％ 79.2 82.8 100.0 100.0 ☀（向　上） 高 330

市生涯学習ホームページへのアクセス数 件 - - - - ー － 330

地域交流センターの利用者数 人 422,700 505,274 515,985 500,000 ☀（向　上） 高 332

社会教育施設の充足度 ％ 61.0 66.2 66.9 70.0 ☁（横ばい） 中 332

4 市民主体の組織的な学習活動の推進 共催・後援申請数 件 167 112 130 200 ☀（向　上） 低 340

図書貸出点数 点 1,358,979 1,485,218 1,462,437 1,970,000 ☁（横ばい） 低 342

市民一人当たりの貸出点数 点 7.2 7.6 7.5 10.0 ☁（横ばい） 低 342

市民一人当たりの１か月の読書冊数 冊 1.7 1.7 1.6 2.1 ☁（横ばい） 低 342

蔵書冊数 冊 367,343 594,648 630,260 700,000 ☀（向　上） 高 342

地域資料点数 点 9,959 20,042 21,937 30,000 ☀（向　上） 中 343

入館者数 人 634,551 753,004 749,470 870,000 ☁（横ばい） 中 343

施策2－⑥  スポーツに親しむひと

基本事業

スポーツ活動に親しむ市民の割合 ％ 20.4 33.3 32.1 50.0 ☁（横ばい） 中 351

スポーツイベント・教室への参加率 ％ 30.5 33.2 32.7 35.0 ☁（横ばい） 中 352

スポーツイベント・教室の機会充足度 ％ 60.9 66.4 66.0 68.0 ☁（横ばい） 高 352

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（運動、生活活動）【再掲】 ％ 45.7 47.0 49.2 50.0 ☁（横ばい） 高 352

体育施設の稼働率 ％ 24.6 24.3 23.2 27.0 ☁（横ばい） 低 356

体育施設の満足度 ％ 57.9 64.4 65.2 75.0 ☀（横ばい） 中 356

体育協会への登録者数 人 12,857 12,649 12,882 14,000 ☁（横ばい） 低 360

スポーツ少年団への登録率 ％ 28.9 26.4 25.2 30.0 ☂（低　下） 低 360

総合型地域スポーツクラブへの参加者数 人 1,011 904 918 1,500 ☁（横ばい） 低 360

施策3－①  災害、緊急事態に備えたまち

基本事業

災害の面で安全に暮らせると思う市民の割合 ％ 59.6 35.4 38.9 72.5 ☀（向　上） 低 365

被災者数 人 0 0 502 0 ☂（低　下） 低 365

浸水家屋数 棟 0 1 831 0 ☂（低　下） 低 365

災害への備えをしている市民の割合 ％ 16.4 24.4 24.7 30.0 ☁（横ばい） 中 366

（上記指標のうち）緊急時の避難場所を知っている市民の割合 ％ 40.7 47.9 47.7 70.0 ☁（横ばい） 低 366

災害時にどのような行動をしたらよいか認識している市民の割合 ％ 22.1 33.5 34.1 40.0 ☁（横ばい） 中 366

自主防災組織率 ％ 0.1 18.4 31.4 30.0 ☀（向　上） 高 368

防災訓練参加者率 ％ 19.2 27.7 28.5 30.0 ☁（横ばい） 高 368

河川整備率 ％ 24.8 57.9 60.1 67.3 ☀（向　上） 高 372

浸水区域整備率 ％ 0 25.0 25.0 50.0 ☀（横ばい） 中 372

危険ため池率 ％ 14.6 13.3 13.1 12.6 ☀（向　上） 高 372

被害面積（過去５年間の平均） ㎡ 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 382

被害戸数（過去５年間の平均） 戸 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 382

海岸整備率 ％ 15.5 23.5 23.5 25.2 ☀（横ばい） 高 382

避難所充足率 ％ 35.1 37.7 38.1 40.5 ☀（向　上） 中 386

情報伝達手段数（防災行政無線、広報車等） 件 4 5 5 5 ☁（横ばい） 高 386

6 危機管理体制の充実 危機管理の内部体制が整っていると思う職員割合 ％ 93.2 86.9 86.4 100.0 ☁（横ばい） 低 392

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

災害、緊急事態に備えたまち

3 体育関係団体・指導者の育成

5 初動・復旧体制の充実

2 体育施設の整備・充実

3 浸水対策の推進

2 地域防災力の向上

3 社会教育施設の整備・充実

生涯を通して学び、よりよく
生きるひと

2 生涯学習情報の充実

1 多様な学習機会の充実

単位

基準値
実績値

（H24）

実績値
（H24）

実績値
（H25）

指標の
うごき

成果指標名

単位

　施　策 実績値
（H25）

5 図書館サービスの充実

成果指標名

成果指標名
　施　策

基準値

単位

掲載
ページ

実績値
（H25）

目標
達成度

掲載
ページ

掲載
ページ

目標
達成度

　施　策

基準値

スポーツに親しむひと

目標
達成度

指標の
うごき

指標の
うごき

実績値
（H24）

1 スポーツ活動の充実

1 防災意識の向上

4 海岸高潮対策の充実
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５ 施策別評価 

施策3－②  消防・救急体制が整ったまち

基本事業

消防・救急体制に関して安心と思う市民の割合 ％ 72.3 67.0 65.6 80.0 ☁（横ばい） 低 399

心肺停止患者の救命率（１か月後の生存率） ％ 12.5 13.8 17.3 20.0 ☀（向　上） 中 400

救命講習の受講者数 人 18,198 46,676 52,672 65,000 ☀（向　上） 高 400

気管挿管・薬剤投与ができる救急救命士数 人 5 34 35 40 ☀（向　上） 高 400

火災・救急現場への平均到着時間 分 8.7 8.2 8.1 7.6 ☀（向　上） 中 404

消防団員の充足率 ％ 91.6 83.0 82.5 90.4 ☂（低　下） 低 404

消防水利の充足率 ％ 68.7 65.5 65.6 65.8 ☀（向　上） 高 404

消防用車両・資機材の不具合改善率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ☀（横ばい） 高 404

防火対策をしている市民の割合 ％ 47.2 71.2 68.8 90.0 ☁（横ばい） 中 410

防火管理者の選任率 ％ 68.0 77.6 79.2 80.0 ☀（横ばい） 高 410

施策3－③  交通ルールを守り、交通事故のないまち

基本事業

交通事故（人身事故）発生件数 件 1,148 936 887 900 ☀（向　上） 高 415

交通事故死者数 人 12 8 11 0 ☂（低　下） 低 415

交通違反件数（安全運転義務違反） 件 822 767 555 790 ☀（向　上） 高 416

交通安全教室の開催数 回 119 177 170 210 ☁（横ばい） 中 416

2 道路交通環境の整備 道路交通安全施設の改善要望件数に対する交通安全施設の改善（設置）件数の割合 ％ 92.5 82.7 77.9 100.0 ☂（低　下） 低 418

施策3－④  犯罪を防ぎ、犯罪から身を守るまち

基本事業

犯罪（刑法犯）発生件数 件 2,182 1,603 1,352 1,800 ☀（向　上） 高 425

治安がよく、安心して住めると思う市民の割合 ％ 94.2 96.0 96.8 維持 ☀（横ばい） 高 425

1 防犯意識の向上 防犯対策を実践している市民の割合 ％ 44.2 52.3 51.6 64.2 ☁（横ばい） 中 426

防犯活動を行っている地域の割合（自主防犯組織の活動を含む） ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ☀（横ばい） 高 428

防犯灯の設置灯数 件 8,713 10,853 11,029 11,500 ☀（向　上） 高 428

消費生活講座受講者数 人 257 960 1,153 1,500 ☀（向　上） 高 432

消費相談件数 件 551 1,319 1,469 2,000 ☀（向　上） 中 432

施策3－⑤  水を安心して使えるまち

基本事業

水道に対する満足度 ％ 82.2 86.7 88.5 維持 ☀（向　上） 高 437

水質に関する苦情割合 ‰ 0.37 0.22 0.23 0.24 ☂（低　下） 高 438

直接飲用率 ％ 53.6 61.5 61.5 60.0 ☀（横ばい） 高 438

経年化設備率 ％ 59.8 61.5 60.1 65.0 ☀（横ばい） 中 442

経年化管路率 ％ 7.1 7.2 7.6 10.0 ☁（横ばい） 中 442

管路の耐震化率 ％ 6.6 7.5 7.9 9.0 ☀（横ばい） 中 442

断水・濁水時間（あらかじめわかっているものを除く） ｈ 0.02 0.03 0.02 0.10 ☀（横ばい） 高 442

営業収支比率 ％ 119.0 121.3 118.3 123.6 ☂（低　下） 高 444

有収率 ％ 94.5 93.9 94.1 95.0 ☀（横ばい） 高 444

収益的収入に占める基準外繰入金の割合 ％ 9.6 2.6 2.5 1.0 ☀（横ばい） 高 444

職員１人当たり給水人口 人 2,356 3,065 3,017 3,000 ☁（横ばい） 高 444

簡易水道事業の水道普及率（戸数ベース） ％ 81.6 81.8 80.2 82.7 ☂（低　下） 低 445

施策4－①  豊かな自然環境を大切にはぐくむまち

基本事業

山口市の自然環境に満足している市民の割合 ％ 86.1 90.9 90.9 92.0 ☀（横ばい） 高 449

1 環境保全意識の啓発 環境に優しい行動をしている（環境活動に参加している）市民の割合 ％ 43.2 58.3 58.9 60.0 ☀（横ばい） 高 450

ＩＳＯ１４００１等を取得している事業所数 件 25 66 98 76 ☀（向　上） 高 452

温暖化防止を意識して生活している市民の割合 ％ 61.1 73.8 75.4 76.0 ☀（向　上） 高 452

3 地球にやさしいエネルギー
対策の推進 地球にやさしいエネルギー（再生可能エネルギー）を設置または設置を予定している市民の割合 ％ 17.5 17.5 19.0 25.0 ☀（向　上） 高 456

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

実績値
（H24）

実績値
（H24）

実績値
（H24）

2 地球温暖化防止の推進

実績値
（H24）

　施　策
基準値

豊かな自然環境を大切にはぐくむまち

成果指標名 単位

3 健全で持続可能な事業経営

1 安心で信頼される水道水の供給

犯罪を防ぎ、犯罪から身を守るまち

　施　策

3 消費生活に関する啓発と
情報の提供

　施　策

水を安心して使えるまち

2 防犯活動の展開と環境づくり

基準値

基準値

指標の
うごき

目標
達成度

指標の
うごき

実績値
（H25）

単位成果指標名

成果指標名 単位

成果指標名 単位

交通ルールを守り、交通事故の
ないまち

　施　策

消防・救急体制が整ったまち

　施　策

1 交通安全意識の向上

2 消防体制の充実

1 救急・救助高度化の推進

3 火災予防の推進

実績値
（H24）

実績値
（H25）

基準値
実績値

（H25）

実績値
（H25）

実績値
（H25）

掲載
ページ

成果指標名 単位

指標の
うごき

指標の
うごき

掲載
ページ

基準値

目標
達成度

目標
達成度

目標
達成度

掲載
ページ

掲載
ページ

目標
達成度

指標の
うごき

掲載
ページ

2 水道水の安定供給と災害対策の充実
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施策4－②  循環型社会の形成をめざし、廃棄物を減らすまち

基本事業

リサイクル率（熱回収を含む） ％ 26.3 31.9 33.1 35.0 ☀（向　上） 低 463

家庭や事業所から出たごみの量（資源物を除く） トン 80,609 66,044 66,622 56,600 ☂（低　下） 低 463

１人１日当たりごみ排出量(集団回収を含む） g/人日 1,357 1,084 1,093 1,000 ☂（低　下） 低 464

家庭系ごみ排出量 トン 52,263 49,628 49,924 45,000 ☂（低　下） 低 464

事業系ごみ排出量 トン 37,223 25,804 26,086 23,000 ☂（低　下） 低 464

分別・リサイクルに取り組んでいる市民の割合 ％ 87.6 88.5 84.8 95.0 ☂（低　下） 低 468

資源物の混入割合（可燃、家庭系） ％ 19.0 21.7 17.3 10.0 ☀（向　上） 中 468

資源物の混入割合（不燃、家庭系） ％ 9.7 10.0 11.4 5.0 ☂（低　下） 低 468

ごみ排出量に対する資源物の割合 ％ 9.8 12.4 12.4 17.0 ☁（横ばい） 低 468

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（可燃） 円/ｔ 46,511 38,990 39,609 31,000 ☂（低　下） 低 472

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（不燃） 円/ｔ 47,845 117,178 120,012 128,000 ☂（低　下） 高 472

ごみ処理・収集１トン当たりコスト（資源） 円/ｔ 47,156 43,260 43,684 35,000 ☂（低　下） 低 472

施策4－③  汚水を適切に処理し、水環境を守るまち

基本事業

汚水衛生処理率 ％ 76.6 86.1 87.4 90.5 ☀（向　上） 高 489

河川におけるＢＯＤの平均値 mg/l 1.0 0.7 0.7 1.0 ☀（横ばい） 高 489

河川等の水がきれいになったと思う市民の割合 ％ 69.4 77.1 79.9 80.0 ☀（向　上） 高 489

公共下水道汚水処理人口普及率 ％ 56.9 61.3 62.4 64.6 ☀（向　上） 高 490

合流区における放流水のＢＯＤ平均値 ㎎/ｌ 75.2 25.7 28.0 40.0 ☀（横ばい） 高 490

2 農業・漁業集落排水施設の整備 農業・漁業集落排水施設の汚水処理人口普及率 ％ 4.5 5.4 5.4 5.6 ☁（横ばい） 高 492

公共下水道の水洗化人口 人 98,194 113,728 115,421 116,838 ☀（向　上） 高 494

公共下水道の水洗化率 ％ 91.8 95.3 95.2 97.0 ☀（横ばい） 中 494

処理区域告示３年経過後の未接続率 ％ 3.8 3.6 3.4 2.6 ☀（向　上） 中 494

4 合併処理浄化槽の普及促進 合併処理浄化槽の汚水処理人口普及率 ％ 19.9 22.7 23.4 24.5 ☀（向　上） 高 496

5 単独都市下水路の整備 地区整備要望件数 件 2 3 2 1 ☀（向　上） 中 498

放流水質のＢＯＤ基準達成率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ☀（横ばい） 高 500

処理水量に対する不明水量の割合（公共下水道のみ） ％ 20.7 15.6 18.7 15.0 ☂（低　下） 低 500

下水道管路施設保守・清掃の年次進捗率 ％ 4.7 23.1 44.0 100.0 ☀（向　上） 中 500

施策4－④  衛生的で快適な生活環境のまち

基本事業

快適な生活環境が整っていると思う市民の割合 ％ 63.5 72.0 76.2 75.0 ☀（横ばい） 高 507

1 生活公害対策の推進 生活公害に関する苦情処理件数 件 209 151 120 190 ☀（向　上） 高 508

狂犬病予防注射接種率 ％ 84.6 83.5 83.2 85.0 ☁（横ばい） 低 510

ペットに関する苦情処理件数 件 50 21 18 40 ☀（向　上） 高 510

施策5－①  暮らしやすく、美しい都市環境のまち

基本事業

調和や秩序がとれたまちになっていると思う市民の割合 ％ 73.8 85.9 87.1 維持 ☀（横ばい） 高 515

用途地域内において、有効に利用されていない土地の割合 ％ 19.0 17.5 17.2 17.0 ☀（向　上） 高 516

住居表示実施率 ％ 26.0 43.2 47.4 48.6 ☀（向　上） 高 516

2 潤いのある緑環境の創出 公園が利用しやすいと思う市民の割合 ％ 67.7 75.3 74.0 75.0 ☀（横ばい） 高 520

3 良好な景観の形成 景観やまちなみに満足している市民の割合 ％ 70.6 79.9 80.7 85.0 ☁（横ばい） 高 524

来街者数 人 54,252 54,411 42,410 54,000 ☂（低　下） 低 528

中心市街地内の人口 人 3,968 4,306 4,278 4,309 ☀（横ばい） 高 528

5 優良な宅地の整備 用途地域内における開発面積（１０年間の累計：H20～H29） ㎡ 96,736 513,859 656,152 900,000 ☀（向　上） 高 536

6 市営住宅による定住促進 都市核及び周辺の既成市街地内での市営住宅整備戸数 戸 152 152 152 232 ☁（横ばい） 低 540

1 適正かつ合理的な土地利用
の推進

　施　策

4 中心市街地活性化の推進

　施　策

衛生的で快適な生活環境のまち

1 ごみ排出量の抑制

基準値

循環型社会の形成をめざし、
廃棄物を減らすまち

暮らしやすく、美しい都市環境のまち

基準値

実績値
（H24）

実績値
（H24）

指標の
うごき

目標
達成度

実績値
（H24）

実績値
（H25）

目標値
（H29）

基準値

目標値
（H29）

基準値

3 ごみの適正処理

2 リサイクルの推進

　施　策
成果指標名

2 ペットの適正飼育の促進

単位

指標の
うごき

成果指標名 単位

成果指標名 単位

実績値
（H25）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

実績値
（H24）

指標の
うごき

実績値
（H25）

目標
達成度

実績値
（H25）

指標の
うごき

目標
達成度

1 公共下水道の整備

汚水を適切に処理し、
水環境を守るまち

3 水洗化の促進

　施　策

目標
達成度

成果指標名 単位

6 施設等の適切な維持管理

掲載
ページ

掲載
ページ

掲載
ページ

掲載
ページ
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施策5－②  快適な道路交通網が整ったまち

基本事業

道路の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 77.6 79.6 79.4 80.0 ☀（横ばい） 高 551

市内での車の移動が円滑であると思う市民の割合 ％ 70.4 82.6 80.2 74.0 ☀（横ばい） 高 551

1 生活道路の整備 生活道路の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 73.5 74.3 74.5 75.0 ☁（横ばい） 高 552

2 幹線道路の整備 幹線道路の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 81.7 84.8 84.2 85.0 ☀（横ばい） 高 556

3 道路環境の整備 歩道の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 61.9 65.0 65.1 65.0 ☀（横ばい） 高 560

道路の破損等に起因して発生した事故件数 件 8 6 3 5 ☀（向　上） 高 562

補修等要望件数に対する道路補修件数の割合 ％ 89.5 83.6 88.2 100.0 ☀（向　上） 低 562

5 広域道路網の整備 国道・県道の整備状況について満足であると思う市民の割合 ％ 90.1 90.1 89.7 90.0 ☀（横ばい） 高 566

施策5－③  市民の生活を支える公共交通が整ったまち

基本事業

公共交通機関の利便性に満足している市民の割合 ％ 41.2 49.5 49.4 55.9 ☁（横ばい） 中 571

1 交通結節点機能の強化 鉄道駅等の交通結節点における乗り継ぎの利便性等の満足割合 ％ 50.7 52.1 52.8 70.0 ☀（横ばい） 低 572

バスの利便性について満足であると思う市民の割合 ％ 37.2 44.0 45.6 55.0 ☁（横ばい） 中 576

鉄道の利便性について満足であると思う市民の割合 ％ 45.1 49.9 47.8 55.0 ☁（横ばい） 低 576

公共交通機関利用者数（バス利用者〈市内〉） 万人 250 256 254 265 ☁（横ばい） 低 576

公共交通機関利用者数（ＪＲ駅乗降者数〈市内〉） 万人 508 521 518 550 ☁（横ばい） 低 576

市内の移動を不便に感じている市民の割合 ％ 41.6 41.6 43.7 35.0 ☁（横ばい） 低 582

コミュニティ交通の利用者数（コミュニティバス） 人 167,914 146,343 140,726 180,000 ☂（低　下） 低 582

コミュニティ交通の利用者数（コミュニティタクシー、グループタクシー） 人 3,268 41,089 44,711 50,600 ☀（向　上） 高 582

地域勉強会、啓発事業等開催回数 回 28 129 60 120 ☂（低　下） 中 582

施策6－①  地域の特徴を生かした観光のまち

基本事業

観光客数 万人 327 428 438 470 ☀（向　上） 高 593

1 観光資源の充実 観光資源数 箇所 48 69 70 80 ☀（横ばい） 中 594

ホームページアクセス件数 件 266,720 1,066,392 1,132,238 1,200,000 ☀（向　上） 高 602

広告宣伝件数 件 252 252 200 310 ☂（低　下） 低 602

山口市観光への満足度 ％ 73.0 71.0 72.0 80.0 ☀（向　上） 低 606

ボランティアガイド案内者数 人 12,586 22,306 18,791 20,000 ☂（低　下） 高 606

宿泊客数 人 782,876 772,064 823,982 950,000 ☀（向　上） 低 612

外国人観光客数 人 28,189 16,174 21,716 32,000 ☀（向　上） 低 612

コンベンション参加者数 人 48,736 75,728 201,499 62,000 ☀（向　上） 高 612

特産品品目数 品 2 0 0 3 ☁（横ばい） 低 618

特産品販売状況（Ｈ19＝100） - 100 110 90 110 ☂（低　下） 低 618

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

地域の特徴を生かした観光のまち

　施　策

3 地域にふさわしい
交通のしくみの構築

　施　策

快適な道路交通網が整ったまち

2 利便性の高い基幹交通
ネットワークの構築

市民の生活を支える公共交通が整ったまち

基準値
実績値

（H24）
目標

達成度
指標の
うごき

実績値
（H25）

基準値成果指標名

5 特産品の振興

4 広域観光の推進

3 観光ホスピタリティの充実

2 観光情報の発信

基準値
実績値

（H24）

実績値
（H25）

目標
達成度

指標の
うごき

指標の
うごき

実績値
（H24）

実績値
（H25）

単位

単位成果指標名

成果指標名

単位
　施　策

4 道路・橋梁の維持管理

目標
達成度

掲載
ページ

掲載
ページ

掲載
ページ
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施策6－②  農業がもたらす多彩な恵みを生かしたまち

基本事業

本市の耕地面積 ha 5,749 7,663 7,619 7,330 ☁（横ばい） 高 625

認定農業者数 経営体 175 240 238 330 ☁（横ばい） 中 626

新規就農者数 人 4 7 5 6 ☂（低　下） 中 626

特定農業法人数 法人 24 39 53 45 ☀（向　上） 高 626

担い手への農地集積率 ％ 26.6 31.0 32.7 50.0 ☀（向　上） 低 626

エコファーマー認定者数 人 366 544 508 700 ☂（低　下） 中 632

水稲のうち、契約栽培米の生産数量 俵 84,566 189,908 197,056 211,000 ☀（向　上） 高 632

重点推進作物等の作付面積 ha 116.7 135.0 168.4 141.7 ☀（向　上） 高 632

肉用牛飼養頭数 頭 3,047 2,567 2,554 3,400 ☂（低　下） 低 632

3 農業生産基盤の整備・維持管理 ほ場整備面積 ha 1,952.4 3,928.1 3,928.1 4,215.1 ☀（横ばい） 高 636

道の駅の農産物売上高 千円 136,149 333,674 364,025 375,000 ☀（向　上） 高 642

学校給食における地元農産物を使用する割合 ％ 28.0 58.0 60.5 59.0 ☀（向　上） 高 642

安心・安全システムへの取り組み農家数 戸 356 - - 400 ー － 642

5 緑と活力あふれる農村の振興 都市農村交流の人口 千人 1,730 1,842 1,841 2,250 ☁（横ばい） 低 644

施策6－③  森林を守り、育て、生かしたまち

基本事業

森林経営計画及び森林施業計画認定面積 ha 10,215 6,357 16,172 22,250 ☀（向　上） 中 651

森林の保全や活用に参加・取り組んだことのある市民の割合 ％ 12.2 16.8 16.1 17.7 ☁（横ばい） 高 651

人工造林面積 ha 64.75 94.22 95.49 98.98 ☀（向　上） 高 652

人工林の間伐面積 ha 444.96 1191.93 596.67 1226.94 ☂（低　下） 低 652

林産物の生産量（木材の素材生産量） ｍ3 23,045 31,626 40,756 41,442 ☀（向　上） 高 658

林産物の生産量（特用林産物の生産量） トン 235.7 232.5 289.0 370.0 ☀（向　上） 中 658

林業作業従事者数 人 40 109 108 150 ☁（横ばい） 中 658

体験プログラム参加者数 人 1,672 1,193 1,754 1,000 ☀（向　上） 高 662

森の案内人による案内人数 人 914 815 470 2,000 ☂（低　下） 低 662

施策6－④  海・川の豊かな恵みを生かしたまち

基本事業

一漁業経営体当たり平均漁業生産金額 万円 155 131 163 155 ☀（向　上） 高 671

1 漁場及び漁港の整備・保全 総漁業生産量 トン 636 334 320 362 ☂（低　下） 低 672

2 漁業経営の安定化 漁業従事者数 人 248 200 157 224 ☂（低　下） 低 678

3 海洋資源を生かした地域づくり 交流事業参加者数 人 5,200 8,582 3,059 8,950 ☂（低　下） 低 680

施策6－⑤  地域に活力をもたらす産業創出のまち

基本事業

市内事業所数 所 9,502 8,841 - － － 685

市内総生産 百万円 639,930 - - － － 685

市内事業所の従業者数 人 87,159 88,751 - － － 685

新たに立地した誘致企業数（累計） 社 3 25 32 41 ☀（向　上） 高 686

新たに立地した誘致企業の雇用従業員数（累計） 人 85 874 1,037 1,360 ☀（向　上） 高 686

新規起業者数 件 43 26 21 45 ☂（低　下） 低 690

延べ起業相談件数 件 845 356 324 850 ☂（低　下） 低 690

3 ビジネスマッチングの促進 産学連携・事業連携による共同研究事業数 件 1 4 0 3 ☂（低　下） 低 694

匠のまち創造支援事業を活用した出店件数 件 4 12 13 48 ☀（向　上） 低 696

伝承施設利用者数 人 53,094 49,919 59,014 55,000 ☀（向　上） 高 696

山口市商店街通行量調査での通行者数 人 54,252 54,411 42,410 56,350 ☂（低　下） 低 700

山口市中心商店街会員数 人 224 228 229 240 ☀（横ばい） 中 700

山口市中心商店街に魅力を感じている市民の割合 ％ 9.8 12.0 10.3 14.0 ☁（横ばい） 低 700

小売業年間商品販売額 百万円 10,731 - - 11,000 ー － 700

空き店舗率 ％ 7.1 14.1 13.8 4.8 ☀（横ばい） 低 701

目標値
（H29）

　施　策 目標
達成度

　施　策

　施　策

指標の
うごき

実績値
（H25）

実績値
（H25）

指標の
うごき

指標の
うごき

目標値
（H29）

成果指標名
実績値

（H25）
単位 基準値

2 起業の促進

海・川の豊かな恵みを生かしたまち

地域に活力をもたらす
産業創出のまち

1 企業立地の促進

5 中心商店街の活性化

4 匠のまちの創出

3 森林資源を生かした
魅力ある地域づくり

2 時代、ニーズにあった多彩な
農業生産

指標の
うごき

実績値
（H24）

実績値
（H25）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

農業がもたらす多彩な恵みを生かしたまち

基準値

成果指標名 単位

森林を守り、育て、生かしたまち

1 多様な担い手の育成・支援

単位成果指標名

基準値

基準値

　施　策

単位

2 林業経営の安定化

1 森林の適正な整備・保全

実績値
（H24）

4 食と農の関係づくり

掲載
ページ

目標
達成度

目標
達成度

目標
達成度

掲載
ページ

掲載
ページ

掲載
ページ

成果指標名

実績値
（H24）

実績値
（H24）
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施策6－⑥  市民の暮らしを支える地場産業が元気なまち

基本事業

廃業事業所数 所 1,640 - - ー ー 711

市内事業所数（資本金１億円以下の法人市民税納税対象事業所） 所 4,049 4,186 4,027 ☂（低　下） 低 711

ハローワーク山口管内（徳地地域除く）有効求人倍率 倍 0.96 0.76 0.82 1.00 ☀（向　上） 低 711

商工会議所及び各商工会の会員数 人 3,656 3,579 3,550 3,950 ☁（横ばい） 低 712

山口市の制度融資利用件数 件 28 105 71 60 ☂（低　下） 高 712

中小企業勤労福祉共済会加入者数 人 3,267 2,745 2,600 3,350 ☂（低　下） 低 716

勤労福祉施設の利用者数 人 88,846 86,702 83,878 91,000 ☂（低　下） 低 716

新規学卒及びパートを除く一般の職業就職率 ％ 32.1 30.3 35.6 35.0 ☀（向　上） 高 720

新規高卒就職率 ％ 96.9 97.3 96.9 99.0 ☂（低　下） 高 720

施策7－①  人のきずなでつくるまち

基本事業

地域活動に参加している市民の割合 ％ 37.5 41.4 41.8 50.0 ☁（横ばい） 中 727

地域交流センターを中心にした地域づくりに参画している市民の割合 ％ 15.2 15.2 15.0 18.0 ☁（横ばい） 低 727

〔参考〕地域づくり協議会を知っている市民の割合 ％ 25.5 25.5 29.3 30.0 ☀（向　上） 高 727

市民活動を行っている市民の割合 ％ 10.8 11.3 11.2 15.0 ☁（横ばい） 低 727

自治会活動に参加している市民の割合 ％ 25.7 28.7 29.4 27.0 ☁（横ばい） 高 728

認可地縁団体数 団体 141 284 291 290 ☀（向　上） 高 728

地域づくり計画を作成した地域自治組織数 地域 9 21 21 21 ☀（横ばい） 高 734

地域づくり計画の内容を知っている市民の割合 ％ 17.6 17.6 17.9 20.0 ☁（横ばい） 低 734

地域活動に参加している市職員の割合 ％ 72.0 77.1 81.0 100.0 ☀（向　上） 中 734

NPO法人数 団体 65 74 78 100 ☀（向　上） 中 736

ボランティア団体数 団体 147 155 141 190 ☂（低　下） 低 736

認定NPO法人数 団体 - 1 1 2 ☀（横ばい） 中 736

市民活動支援センターの利用者数 人 17,535 28,471 31,401 33,300 ☀（向　上） 高 738

地域交流センターの整備率 ％ 23.8 33.3 33.3 71.4 ☁（横ばい） 低 738

施策7－②  市民と行政の協働によるまちづくり

基本事業

まちづくりや市民参画の活動に参加している市民の割合 ％ 18.8 16.8 22.0 30.0 ☀（向　上） 低 749

市政に市民の声が反映されていると思う市民の割合 ％ 26.0 26.6 32.7 35.0 ☀（向　上） 高 749

1 市民との情報共有化の推進 行政の情報が十分に伝わっていると思う市民の割合 ％ 76.6 81.8 82.9 85.0 ☀（横ばい） 高 750

市に意見を伝える手段や場が身近にあると思う市民の割合 ％ 57.6 61.8 63.8 66.0 ☀（向　上） 高 752

市民の意見を収集する媒体・手段数 件 10 10 11 12 ☀（向　上） 中 752

地域づくり支援センターの活用件数 件 - - 267.0 200.0 ☀（向　上） 高 754

産・学・官・民の連携で有効的に事業が展開された事例数 事例 4 7 6 14 ☂（低　下） 低 754

目標値
（H29）

目標値
（H29）

目標値
（H29）

実績値
（H24）

実績値
（H24）

実績値
（H25）

指標の
うごき

実績値
（H25）

掲載
ページ

目標
達成度

指標の
うごき

指標の
うごき

目標
達成度

3 新たな公共領域を支える
しくみづくり

2 市民の声が届く広聴の推進

市民と行政の協働によるまちづくり

1 地域コミュニティの充実

　施　策

　施　策

成果指標名 単位

人のきずなでつくるまち

3 市民活動の促進

2 地域自治の意識の高揚としくみづくり

成果指標名

3 就業の促進

2 働く環境の充実

1 中小企業の経営安定化

市民の暮らしを支える
地場産業が元気なまち

単位
　施　策 目標

達成度
実績値

（H25）

実績値
（H24）

基準値単位

基準値

基準値

掲載
ページ

4 活動しやすい環境の整備

掲載
ページ

成果指標名
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施策8－①  計画的、効果的な行政経営

基本事業

経常収支比率 ％ 90.6 85.5 85.0 85.0 ☀（向　上） 高 765

山口市総合計画において成果目標を達成した施策数 施策 0 14 8 33 ☁（横ばい） 低 765

客観的な指標や成果等に基づき資源配分がされていると思う職員の割合 ％ 34.4 68.4 57.8 80.0 ☂（低　下） 中 766

成果指標が妥当と思う職員の割合 ％ 44.7 59.1 56.2 80.0 ☂（低　下） 中 766

実質公債費比率 ％ 17.9 9.9 8.9 12.7 ☀（向　上） 高 768

将来負担比率 ％ 86.5 66.0 48.0 86.5 ☀（横ばい） 高 768

基金取崩額（決算額）（財源調整目的基金） 百万円 1,300 0 0 0 ☀（横ばい） 高 768

市職員の応接に満足している市民の割合 ％ 64.8 74.5 76.5 80.0 ☀（横ばい） 高 770

職員の削減数 人 26 206 235 250 ☀（向　上） 高 770

職員が、行政評価システムの考え方を理解し、行動する割合 ％ 45.15 51.78 50.64 100.00 ☁（横ばい） 低 774

ＩＴによって行政サービスが便利になったと思う市民割合 ％ 63.6 70.8 72.2 75.0 ☀（横ばい） 高 774

行政情報化で効率化が図られたと思う職員割合 ％ 95.8 92.1 80.8 99.0 ☂（低　下） 低 774

財産貸付収入額 千円 34,088 31,726 30,651 50,000 ☀（横ばい） 中 778

市保有財産の売却額（５年間の累積：H25～H29） 千円 48,487 127,219 87,093 300,000 ☂（低　下） 中 778

庁舎・施設の維持管理・不具合トラブル件数 件 158 263 251 300 ☀（横ばい） 高 778

6 広域行政の推進 広域連携で有効的に行っている事業数 事業 5 5 5 8 ☁（横ばい） 低 782

施策8－②  公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業

公平・確実な事務が処理されず、市民に迷惑をかけた件数 件 15 5 5 0 ☁（横ばい） 中 793

個人情報漏えい事件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 793

山口市の情報公開が進み、透明性が高いと思う市民の割合 ％ 65.9 71.6 72.2 75.0 ☁（横ばい） 中 793

工事成績評定が異常に低かった件数（６０点以下） 件 4 0 1 0 ☁（横ばい） 高 794

公共工事の落札率 ％ 92.3 94.0 93.8 90.0 ☀（横ばい） 低 794

一般競争入札の実施率 ％ 0.0 43.6 52.0 70.0 ☀（向　上） 中 794

課税誤りがあると認定された件数 件 1 0 0 0 ☀（横ばい） 高 798

市税の徴収率（現年課税分+滞納繰越分） ％ 88.75 92.62 93.35 95.00 ☀（向　上） 高 798

市税の徴収率（現年課税分：当該年度課税したものを対象） ％ 97.25 98.53 98.64 98.70 ☀（向　上） 高 798

3 会計処理事務 会計処理トラブル件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 800

議会に関する事務処理ミス・トラブル件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 802

議会だよりを読んでいる市民割合 ％ 70.2 68.3 67.3 80.0 ☀（横ばい） 低 802

選挙に関する事務処理ミス・トラブル件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 806

この１年間に行われた各選挙の投票率（市長） ％ 52.94 - 36.44 57.94 ☂（低　下） 低 806

この１年間に行われた各選挙の投票率（県知事） ％ 37.21 46.32 39.05 40.21 ☂（低　下） 中 806

この１年間に行われた各選挙の投票率（参議院） ％ 59.95 - 49.38 62.95 ☂（低　下） 低 806

監査による改善率 ％ - - - 100.0 ー 高 808

法令違反件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 808

個人情報漏えいにつながる山口市ＷＡＮへの不正侵入件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 810

住民票・戸籍発行でのトラブル・ミス件数 件 0 2 2 0 ☁（横ばい） 低 810

8 文書管理事務 文書管理上のトラブル件数 件 0 0 0 0 ☀（横ばい） 高 814

9 情報公開事務 情報コーナーへの設置資料数 件 164 219 156 250 ☂（低　下） 低 818

目標値
（H29）

　施　策 目標値
（H29）

　施　策

実績値
（H24）

指標の
うごき

1 成果に基づく行政経営
システムの確立

目標
達成度

4 効率的・効果的な
事務事業の推進

3 効率的・効果的な
組織体制の充実

2 健全な財政運営の推進

2 課税・徴収事務

1 契約・監理事務

7 個人情報の管理と保護、発行事務

6 監査事務

5 選挙事務

4 議会事務

実績値
（H25）

実績値
（H25）

目標
達成度

実績値
（H24）

指標の
うごき

計画的、効果的な行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

基準値

単位 基準値

5 市有財産の有効活用

成果指標名 単位
掲載

ページ

成果指標名
掲載

ページ
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ここでは、本報告書に掲載している事務事業（４０９事業）を一覧で示します。 
 

 
【政策１】 
 
政策 施策

基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

1 ① 1 保健活動業務 健康増進課 一般会計 7,584 81

1 ① 1 生活習慣病予防事業 健康増進課 一般会計 3,889 82

1 ① 1 運動推進事業 健康増進課 一般会計 412 83

1 ① 2 妊産婦歯科保健事業 健康増進課 一般会計 1,808 85

1 ① 2 健康診査事業 健康増進課 一般会計 112,216 86

1 ① 2 予防接種事業 健康増進課 一般会計 507,009 87

1 ① 2 特定健康診査事業 保険年金課 特別会計 72,222 88

1 ① 2 特定保健指導事業 健康増進課 特別会計 4,134 89

1 ① 2 疾病予防推進事業 保険年金課 特別会計 113,951 90

1 ① 3 妊婦健康診査事業 健康増進課 一般会計 172,670 93

1 ① 3 乳児健康診査事業 健康増進課 一般会計 26,845 94

1 ① 3 不妊治療費助成事業 健康増進課 一般会計 6,489 95

1 ① 3 母子健康教育事業 健康増進課 一般会計 3,927 96

1 ① 4 食育推進事業 健康増進課 一般会計 2,752 99

1 ① 5 産科医等確保支援事業 健康増進課 一般会計 5,593 101

1 ① 5 へき地診療所事業 健康増進課 一般会計 4,995 102

1 ① 5 二次病院群輪番制病院運営支援事業 健康増進課 一般会計 42,794 103

1 ① 5 医療施設・設備整備費助成事業 健康増進課 一般会計 21,294 104

1 ① 5 地域救急医療運営費補助事業 健康増進課 一般会計 33,577 105

1 ① 5 休日・夜間急病診療所運営業務 健康増進課 一般会計 101,692 106

1 ① 99 保健センター管理運営業務 健康増進課 一般会計 53,613 109

1 ② 1 児童健全育成事業 こども家庭課 一般会計 10,075 113

1 ② 1 地域子育て支援拠点事業 こども家庭課 一般会計 78,743 114

1 ② 1 地域型つどいの広場設置助成事業 こども家庭課 一般会計 19,961 115

1 ② 1 児童手当支給事業 こども家庭課 一般会計 2,978,953 116

1 ② 1 子育て福祉総合センター設置準備事業 こども家庭課 一般会計 991 117

1 ② 1 乳幼児医療費助成事業 保険年金課 一般会計 438,676 118

1 ② 2 児童クラブ運営事業 こども家庭課 一般会計 292,258 121

1 ② 2 児童クラブ整備事業 こども家庭課 一般会計 38,694 122

1 ② 2 病児保育事業 こども家庭課 一般会計 40,206 123

1 ② 2 市立保育園管理運営業務 こども家庭課 一般会計 460,987 124

1 ② 2 市立保育園施設整備事業 こども家庭課 一般会計 248,862 125

1 ② 2 私立保育園運営事業 こども家庭課 一般会計 1,692,395 126

1 ② 2 私立保育園整備費助成事業 こども家庭課 一般会計 111,091 127

1 ② 2 へき地保育所管理運営業務 こども家庭課 一般会計 52,061 128

1 ② 3 山口児童館管理運営業務 こども家庭課 一般会計 15,023 131

1 ② 4 養育支援訪問事業 こども家庭課 一般会計 93 133  
 
 
 

（５）事務事業一覧 
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

1 ② 6 家庭児童相談事業 こども家庭課 一般会計 3,662 134

1 ② 5 ひとり親家庭医療費助成事業 保険年金課 一般会計 104,684 137

1 ② 5 母子福祉対策事業 こども家庭課 一般会計 4,012 138

1 ③ 1 老人クラブ等高齢者活動補助事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 14,721 147

1 ③ 1 老人福祉館管理運営業務 高齢・障がい福祉課 一般会計 12,652 148

1 ③ 1 徳地老人福祉センター管理運営業務 高齢・障がい福祉課 一般会計 15,733 149

1 ③ 2 老人憩の家管理運営業務 高齢・障がい福祉課 一般会計 38,540 151

1 ③ 2 認知症ケア総合推進事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 3,421 152

1 ③ 2 二次予防通所型介護予防事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 30,627 153

1 ③ 2 二次予防事業対象者把握事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 13,452 154

1 ③ 2 認知症高齢者対策推進事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 90 155

1 ③ 2 介護予防支援運営事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 13,562 156

1 ③ 3 福祉優待バス乗車証交付事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 149,937 159

1 ③ 3 緊急通報システム運営事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 19,286 160

1 ③ 3 高齢者タクシー料金助成事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 14,745 161

1 ③ 3 地域介護・福祉空間整備費助成事業 介護保険課 一般会計 70,294 162

1 ③ 3 介護用品支給事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 13,154 163

1 ③ 4 成年後見制度普及啓発事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 1,302 165

1 ③ 4 成年後見制度利用支援事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 3,251 166

1 ③ 4 高齢者虐待防止推進事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 171 167

1 ③ 5 友愛訪問活動促進事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 4,055 169

1 ③ 6 地域包括支援センター運営事業 高齢・障がい福祉課 特別会計 168,137 171

1 ④ 1 障害者福祉サービス給付事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 2,437,445 177

1 ④ 1 補装具費給付事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 46,363 178

1 ④ 1 障害児施設サービス給付事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 268,062 179

1 ④ 2 自立支援医療給付事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 145,048 181

1 ④ 2 相談支援事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 33,456 182

1 ④ 2 日常生活用具給付事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 38,096 183

1 ④ 2 日中一時支援事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 19,118 184

1 ④ 2 重度心身障害者医療費助成事業 保険年金課 一般会計 836,526 185

1 ④ 3 障害者タクシー料金助成事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 33,012 187

1 ④ 3 移動支援事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 14,614 188

1 ④ 99 障害者福祉計画策定・推進事業 高齢・障がい福祉課 一般会計 293 191

1 ⑤ 1 地域福祉計画策定・推進事業 社会課 一般会計 3,118 195

1 ⑤ 1 災害時要援護者支援業務 社会課 一般会計 8 196

1 ⑤ 2 民生委員・児童委員業務 社会課 一般会計 58,572 199

1 ⑤ 2 社会福祉協議会助成事業 社会課 一般会計 211,610 200

1 ⑥ 1 医療費適正化特別対策事業 保険年金課 特別会計 9,963 207

1 ⑥ 1 後期高齢者医療資格・給付事務 保険年金課 特別会計 22,013 208

1 ⑥ 1 介護保険料賦課事務 介護保険課 特別会計 8,022 209

1 ⑥ 2 年金事務所との協力・連携事務 保険年金課 一般会計 351 211

1 ⑥ 3 自立支援プログラム策定実施推進事業 社会課 一般会計 2,167 213

1 ⑥ 4 市営住宅使用料徴収事務 建築課 一般会計 3,853 215

1 ⑥ 4 元町市営アパート建替事業 建築課 一般会計 496,787 216

1 ⑥ 4 市営住宅建替等調査事業 建築課 一般会計 3,476 217

1 ⑥ 99 住宅手当緊急特別措置事業 社会課 一般会計 5,677 219  
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【政策２】 
 

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当
会計
区分

25年度
決算額

記載
ページ

2 ① 1 山口隣保館管理運営業務 人権推進課 一般会計 9,745 225

2 ① 1 人権啓発・学習講座開催等事業 人権推進課 一般会計 1,560 226

2 ① 2 人権学習推進組織等運営事業 人権推進課 一般会計 1,292 229

2 ① 3 男女共同参画基本計画策定・推進事業 人権推進課 一般会計 1,474 231

2 ① 3 男女共同参画センター運営事業 人権推進課 一般会計 10,274 232

2 ① 99 教育集会所管理業務 人権推進課 一般会計 550 235

2 ② 1 学習支援事業 学校教育課 一般会計 110,485 239

2 ② 2 マイタウンスクール推進事業 学校教育課 一般会計 1,200 241

2 ② 2 英語指導助手配置事業 学校教育課 一般会計 39,699 242

2 ② 3 子ども芸術体感事業 学校教育課 一般会計 3,392 245

2 ② 3 学校図書館整備推進事業 学校教育課 一般会計 43,768 246

2 ② 3 学校給食運営事業 教育総務課 一般会計 224,573 247

2 ② 3 学校給食施設増改築事業 教育施設管理課 一般会計 231,591 248

2 ② 4 子どもの安全サポート事業 学校教育課 一般会計 4,249 251

2 ② 4 小学校施設増改築事業 教育施設管理課 一般会計 92,851 252

2 ② 4 小学校施設耐震補強事業 教育施設管理課 一般会計 384,209 253

2 ② 4 名田島小学校校舎増改築事業 教育施設管理課 一般会計 123,879 254

2 ② 4 小学校施設非構造部材耐震補強事業 教育施設管理課 一般会計 0 255

2 ② 4 秋穂小学校校舎改築事業 教育施設管理課 一般会計 301,038 256

2 ② 4 宮野小学校屋内運動場増改築事業 教育施設管理課 一般会計 111,096 257

2 ② 4 中学校施設増改築事業 教育施設管理課 一般会計 15,165 258

2 ② 4 中学校施設耐震補強事業 教育施設管理課 一般会計 77,261 259

2 ② 4 大内中学校校舎増改築事業 教育施設管理課 一般会計 423,787 260

2 ② 4 大殿中学校屋内運動場増改築事業 教育施設管理課 一般会計 326,215 261

2 ② 4 潟上中学校屋内運動場増改築事業 教育施設管理課 一般会計 308,263 262

2 ② 4 中学校施設非構造部材耐震補強事業 教育施設管理課 一般会計 0 263

2 ② 4 幼稚園施設耐震補強事業 教育施設管理課 一般会計 76,265 264

2 ② 5 学校教育研究事業 学校教育課 一般会計 1,965 267

2 ② 6 要・準要保護児童就学援助事業 学校教育課 一般会計 272,600 269

2 ② 7 幼稚園教育推進事業 教育総務課 一般会計 34,871 271

2 ② 7 私立幼稚園就園奨励事業 学校教育課 一般会計 189,084 272

2 ③ 1 子育て講座開催事業 社会教育課 一般会計 663 279

2 ③ 2 地域ぐるみ子育て支援推進事業 社会教育課 一般会計 10,589 281

2 ③ 3 子どもの居場所づくり推進事業 社会教育課 一般会計 5,747 283

2 ③ 3 スカウトジャンボリー開催支援事業 社会教育課 一般会計 8,219 284

2 ④ 1 市民文化祭開催事業 文化政策課 一般会計 1,200 291

2 ④ 1 C.S赤れんが企画運営事業 文化政策課 一般会計 2,000 292

2 ④ 1 C.S赤れんが施設管理運営業務 文化政策課 一般会計 39,924 293

2 ④ 2 文化振興財団企画運営事業 文化政策課 一般会計 83,114 295

2 ④ 2 市民会館企画運営事業 文化政策課 一般会計 14,269 296

2 ④ 2 市民会館施設管理運営業務 文化政策課 一般会計 139,886 297

2 ④ 2 芸術家育成支援事業 文化政策課 一般会計 1,741 298

2 ④ 3 名田島南蛮樋保存整備事業 文化財保護課 一般会計 6,760 301

2 ④ 3 大内氏遺跡保存修理事業 文化財保護課 一般会計 13,602 302  

５ 施策別評価 
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

2 ④ 3 常徳寺庭園保存整備事業 文化財保護課 一般会計 3,549 303

2 ④ 3 十朋亭周辺整備事業 文化財保護課 一般会計 479 304

2 ④ 3 大内氏遺跡等ガイダンス事業 文化財保護課 一般会計 3,769 305

2 ④ 3 歴史民俗資料館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 18,927 306

2 ④ 3 鋳銭司郷土館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 6,745 307

2 ④ 3 小郡文化資料館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 13,642 308

2 ④ 3 徳地文化伝承館管理運営業務 文化財保護課 一般会計 3,765 309

2 ④ 4 東アジア都市間交流推進事業 総務課 一般会計 222 311

2 ④ 5 山口市菜香亭企画運営事業 文化政策課 一般会計 991 313

2 ④ 5 中原中也賞運営事業 文化政策課 一般会計 9,013 314

2 ④ 5 中原中也記念館企画運営事業 文化政策課 一般会計 43,016 315

2 ④ 5 山口情報芸術センター企画運営事業 文化政策課 一般会計 217,234 316

2 ④ 5 中原中也記念館施設管理運営業務 文化政策課 一般会計 107,423 317

2 ④ 5 嘉村礒多生家活用事業 文化政策課 一般会計 3,761 318

2 ④ 5 大内文化まちづくり推進事業 文化政策課 一般会計 4,328 319

2 ④ 5 ＹＣＡＭ１０周年記念祭開催事業 文化政策課 一般会計 149,996 320

2 ④ 5 創造的歴史公園整備事業 文化政策課 一般会計 14,310 321

2 ④ 5 中原中也記念館２０周年記念事業 文化政策課 一般会計 7,696 322

2 ⑤ 1 お気軽講座開催事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 0 329

2 ⑤ 3 大海総合センター管理運営業務 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 13,459 333

2 ⑤ 3 大海総合センター整備事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 12,777 334

2 ⑤ 3 山口ふれあい館整備事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 8,936 335

2 ⑤ 3 山口南総合センター整備事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 36,410 336

2 ⑤ 3 社会教育活動事業 社会教育課 一般会計 11,590 337

2 ⑤ 3 社会教育活動推進事業 社会教育課 一般会計 37,150 338

2 ⑤ 4 山口シティカレッジ開催事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 240 341

2 ⑤ 5 図書館管理運営業務 山口市立中央図書館 一般会計 151,471 344

2 ⑤ 5 移動図書館管理運営業務 山口市立中央図書館 一般会計 1,384 345

2 ⑤ 5 図書館資料整備事業 山口市立中央図書館 一般会計 70,799 346

2 ⑤ 5 学校図書館支援サービス事業 山口市立中央図書館 一般会計 6,591 347

2 ⑥ 1 体力つくり推進事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 2,712 353

2 ⑥ 1 国体契機スポーツ推進事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 8,670 354

2 ⑥ 1 全国中学校駅伝大会助成事業 社会教育課 一般会計 9,000 355

2 ⑥ 2 小郡ふれあいセンター管理運営業務 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 15,065 357

2 ⑥ 2 やまぐちリフレッシュパーク整備事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 23,563 358

2 ⑥ 3 地域スポーツ活動活性化事業 生涯学習・スポーツ振興課 一般会計 1,000 361  

 
【政策３】 
 

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

3 ① 1 防災意識啓発事業 防災危機管理課 一般会計 1,911 367

3 ① 2 自主防災組織助成事業 防災危機管理課 一般会計 4,296 369

3 ① 2 地域防災活動促進事業 防災危機管理課 一般会計 6,063 370

3 ① 3 単県危険ため池整備事業 農林整備課 一般会計 27,423 373  
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

3 ① 3 楮川地区ため池等整備事業 農林整備課 一般会計 38,300 374

3 ① 3 準用河川維持補修事業 道路河川管理課 一般会計 69,188 375

3 ① 3 都市基盤河川油川改修事業 道路河川建設課 一般会計 25,738 376

3 ① 3 中川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 57,000 377

3 ① 3 大塚川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 2,306 378

3 ① 3 小路川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 41,200 379

3 ① 3 その他河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 0 380

3 ① 3 仁保地川河川改修事業 道路河川建設課 一般会計 8,100 381

3 ① 4 海岸保全施設整備事業 水産港湾課 一般会計 148,495 383

3 ① 4 山口漁港海岸高潮対策事業 水産港湾課 一般会計 0 384

3 ① 4 港湾等管理業務 水産港湾課 一般会計 15,991 385

3 ① 5 水防活動業務 防災危機管理課 一般会計 8,815 387

3 ① 5 防災施設等維持管理業務 防災危機管理課 一般会計 36,485 388

3 ① 5 デジタル防災行政無線等整備事業 防災危機管理課 一般会計 51 389

3 ① 5 防災情報配信事業 防災危機管理課 一般会計 2,995 390

3 ① 5 避難者対策推進事業 防災危機管理課 一般会計 5,067 391

3 ① 99 がけ崩れ災害緊急対策事業 道路河川建設課 一般会計 3,696 395

3 ① 99 小規模急傾斜地崩壊対策事業 道路河川建設課 一般会計 9,240 396

3 ① 99 防災対策推進事務 防災危機管理課 一般会計 9,809 397

3 ② 1 救急車医師同乗システム推進事業 救急救助課 一般会計 1,340 401

3 ② 1 救急業務推進事業 救急救助課 一般会計 14,568 402

3 ② 1 救急救命士等養成事業 救急救助課 一般会計 4,315 403

3 ② 2 消防庁舎維持管理業務 消防総務課 一般会計 61,452 405

3 ② 2 常備消防施設等維持管理業務 警防課 一般会計 36,462 406

3 ② 2 消防団員研修訓練等活動事業 警防課 一般会計 49,006 407

3 ② 2 非常備消防施設等維持管理業務 警防課 一般会計 29,279 408

3 ② 2 防火水槽整備事業 警防課 一般会計 16,910 409

3 ② 3 火災予防普及啓発事業 予防課 一般会計 2,523 411

3 ③ 1 交通安全啓発事業 生活安全課 一般会計 673 417

3 ③ 2 放置自転車対策事業 生活安全課 一般会計 24,685 419

3 ③ 2 交通安全施設整備事業 道路河川管理課 一般会計 24,800 420

3 ④ 1 防犯啓発活動事業 生活安全課 一般会計 4,219 427

3 ④ 2 明るいまちづくり推進事業 生活安全課 一般会計 41,986 429

3 ④ 2 空き家等適正管理事業 生活安全課 一般会計 28 430

3 ④ 3 消費生活相談業務 生活安全課 一般会計 4,316 433

3 ⑤ 1 簡易水道中央監視システム改修事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 40,478 439

3 ⑤ 1 徳佐簡易水道施設整備事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 13,957 440

3 ⑤ 1 篠目・長門峡・篠生簡易水道再編事業 阿東簡易水道事務所 特別会計 6,510 441  
 
【政策４】 
 
政策 施策

基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

4 ① 1 環境保全事務 環境政策課 一般会計 505 451

4 ① 2 地球温暖化対策推進事業 環境政策課 一般会計 3,550 453

4 ① 2 ＩＳＯ１４００１推進事業 環境政策課 一般会計 873 454  

５ 施策別評価 
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

4 ① 3 住宅用太陽光発電導入支援事業 環境政策課 一般会計 17,816 457

4 ① 3 地域新エネルギービジョン策定・推進事業 環境政策課 一般会計 8,497 458

4 ② 1 事業系ごみ削減対策推進事業 資源循環推進課 一般会計 1,194 465

4 ② 1 ごみ減量化・資源化啓発事業 資源循環推進課 一般会計 7,431 466

4 ② 1 生ごみ処理対策推進事業 資源循環推進課 一般会計 1,958 467

4 ② 2 資源物拠点回収施設設置事業 資源循環推進課 一般会計 35,146 469

4 ② 2 リサイクルプラザ本館管理運営業務 資源循環推進課 一般会計 69,350 470

4 ② 2 リサイクルプラザ廃棄物処理施設管理運営業務 資源循環推進課 一般会計 37,631 471

4 ② 3 一般廃棄物処理施設長寿命化計画策定事業 環境施設課 一般会計 14,045 473

4 ② 3 清掃事務所管理運営業務 清掃事務所 一般会計 9,540 474

4 ② 3 一般廃棄物最終処分場整備事業 環境政策課 一般会計 229,922 475

4 ② 3 清掃工場管理運営業務 環境施設課 一般会計 748,918 476

4 ② 3 搬入物適正化事業 環境施設課 一般会計 6,873 477

4 ② 3 一般廃棄物最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 34,831 478

4 ② 3 小郡最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 6,247 479

4 ② 3 秋穂最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 2,398 480

4 ② 3 阿知須最終処分場管理業務 環境施設課 一般会計 894 481

4 ② 3 ごみ収集運搬業務 清掃事務所 一般会計 171,283 482

4 ② 3 清掃センター管理業務 清掃事務所 一般会計 19,943 483

4 ② 3 環境センター管理事業 環境施設課 一般会計 130,927 484

4 ③ 2 大海地区農業集落排水機能強化事業 農林整備課 特別会計 58,997 493

4 ③ 4 合併処理浄化槽設置助成事業 下水道普及課 一般会計 97,070 497

4 ③ 5 ミニ下水路整備事業 下水道整備課 一般会計 6,000 499

4 ③ 6 長浜地区漁業集落排水処理場管理運営業務 下水道施設課 特別会計 3,482 501

4 ③ 6 佐山ハビテーション排水処理施設処理場維持管理業務 下水道施設課 特別会計 4,729 502

4 ④ 1 衛生対策事業 環境衛生課 一般会計 21,689 509

4 ④ 2 狂犬病予防事業 環境衛生課 一般会計 4,811 511  
 
【政策５】 
 
政策 施策

基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

5 ① 1 住居表示実施事業 生活安全課 一般会計 16,850 517

5 ① 1 都市計画基本調査事業 都市計画課 一般会計 9,857 518

5 ① 2 公園リフレッシュ整備事業 都市整備課 一般会計 58,155 521

5 ① 2 県事業負担金（公園整備） 都市整備課 一般会計 185,768 522

5 ① 2 草山公園整備事業 都市整備課 一般会計 29,989 523

5 ① 3 大内文化特定地域修景整備事業 文化政策課 一般会計 4,988 525

5 ① 3 都市景観形成事業 都市計画課 一般会計 2,968 526

5 ① 4 一の坂川周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 185,584 529

5 ① 4 湯田温泉まちなか整備事業 都市整備課 一般会計 84,723 530

5 ① 4 大殿周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 662 531

5 ① 4 中心市街地活性化計画策定・推進事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 7,159 532

5 ① 4 中心市街地活性化対策事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 2,290 533

5 ① 4 中心市街地活性化人材育成事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 1,159 534

5 ① 4 中心市街地核づくり推進事業 中心市街地活性化推進室 一般会計 65,333 535  
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

5 ① 5 住宅・建築物耐震化促進事業 開発指導課 一般会計 8,890 537

5 ① 5 小郡駅前第三土地区画整理事業 都市整備課 特別会計 82,077 538

5 ① 6 都心居住プロジェクト推進事業 建築課 一般会計 79,925 541

5 ① 6 小郡地域都心居住プロジェクト推進事業 建築課 一般会計 365 542

5 ① 99 仁保斎場施設整備事業 生活安全課 一般会計 52,080 545

5 ① 99 嘉川斎場施設整備事業 生活安全課 一般会計 10,206 546

5 ① 99 バリアフリー基本構想推進事業 都市計画課 一般会計 0 547

5 ① 99 駐車場管理事務 都市計画課 特別会計 3,462 548

5 ② 1 生活道路改良事業 道路河川建設課 一般会計 470,174 553

5 ② 1 市道橋調査整備事業 道路河川建設課 一般会計 11,000 554

5 ② 1 湯田温泉周辺地区整備事業 都市整備課 一般会計 81,421 555

5 ② 2 平井西岩屋線道路改築事業 道路河川建設課 一般会計 7,221 557

5 ② 2 道路整備計画道路改良事業 道路河川建設課 一般会計 237,849 558

5 ② 2 東山通り下矢原線街路整備事業 都市整備課 一般会計 276,308 559

5 ② 3 道路バリアフリー化事業 道路河川建設課 一般会計 84,120 561

5 ② 4 社会資本整備協働事業 道路河川管理課 一般会計 315 563

5 ② 4 道路維持補修事業 道路河川管理課 一般会計 335,823 564

5 ② 4 橋りょう維持補修事業 道路河川管理課 一般会計 46,667 565

5 ② 5 幹線道路関連整備事業 道路河川建設課 一般会計 44,917 567

5 ③ 1 交通結節点整備事業 交通政策課 一般会計 269 573

5 ③ 1 新山口駅ターミナルパーク整備事業 建設課 一般会計 3,115,957 574

5 ③ 2 幹線バス確保維持事業 交通政策課 一般会計 131,551 577

5 ③ 2 徳地生活バス運行事業 交通政策課 一般会計 35,858 578

5 ③ 2 都市核間幹線バス活性化促進事業 交通政策課 一般会計 226 579

5 ③ 2 鉄道活性化促進事業 交通政策課 一般会計 2,422 580

5 ③ 3 コミュニティバス実証運行事業 交通政策課 一般会計 42,332 583

5 ③ 3 コミュニティタクシー実証運行事業 交通政策課 一般会計 1,445 584

5 ③ 3 グループタクシー利用促進事業 交通政策課 一般会計 4,227 585

5 ③ 3 コミュニティタクシー運行促進事業 交通政策課 一般会計 36,184 586

5 ③ 3 阿東生活バス運行事業 交通政策課 一般会計 19,431 587

5 ③ 99 交通政策推進事業 交通政策課 一般会計 7,457 589

5 ③ 99 公共交通待合環境整備促進事業 交通政策課 一般会計 0 590  

 
【政策６】 
 
政策 施策

基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

6 ① 1 山口お宝展開催助成事業 観光課 一般会計 2,000 595

6 ① 1 大原湖キャンプ場管理運営業務 観光課 一般会計 10,432 596

6 ① 1 地旅推進事業 観光課 一般会計 3,817 597

6 ① 1 観光ブランド創出事業 観光課 一般会計 2,559 598

6 ① 1 湯田温泉拠点施設整備事業 観光課 一般会計 27,386 599

6 ① 1 願成就温泉センター施設改修事業 観光課 一般会計 16,334 600

6 ① 1 国民宿舎管理運営事業 観光課 特別会計 22,080 601  
 

５ 施策別評価 
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

6 ① 2 広報宣伝事業 観光課 一般会計 11,190 603

6 ① 2 観光重点宣伝助成事業 観光課 一般会計 1,500 604

6 ① 3 観光施設管理業務 観光課 一般会計 18,197 607

6 ① 3 観光ボランティアガイド活動支援事業 観光課 一般会計 560 608

6 ① 3 観光マーケティング推進事業 観光課 一般会計 723 609

6 ① 3 スカウトジャンボリーおもてなし推進事業 観光課 一般会計 7,047 610

6 ① 4 観光キャンペーン開催事業 観光課 一般会計 7,751 613

6 ① 4 東アジア観光誘客推進事業 観光課 一般会計 6,111 614

6 ① 4 広域観光推進事業 観光課 一般会計 4,958 615

6 ① 4 フィルムコミッション推進事業 観光課 一般会計 1,529 616

6 ① 4 アートツーリズム推進事業 観光課 一般会計 7,007 617

6 ① 5 地場産業振興事業 商工振興課 一般会計 2,100 619

6 ① 5 特産品ＰＲ促進事業 商工振興課 一般会計 371 620

6 ① 5 スカウトジャンボリー特産品振興事業 商工振興課 一般会計 1,856 621

6 ② 1 新規就農者支援事業 農林政策課 一般会計 34,297 627

6 ② 1 集落営農促進事業 農林政策課 一般会計 62,776 628

6 ② 1 集落営農貢献認定農業者支援事業 農林政策課 一般会計 3,194 629

6 ② 1 特定農業法人設立促進事業 農林政策課 一般会計 21,906 630

6 ② 1 農地集積協力金交付事業 農林政策課 一般会計 50,231 631

6 ② 2 園芸作物振興事業 農林政策課 一般会計 33,855 633

6 ② 2 畜産農家支援事業 農林政策課 一般会計 8,959 634

6 ② 3 遊休農地調査指導事業 農業委員会事務局 一般会計 14 637

6 ② 3 中山間地域等直接支払事業 農林政策課 一般会計 280,912 638

6 ② 3 単市土地改良補助事業 農林整備課 一般会計 13,570 639

6 ② 3 農地・水保全管理支払交付金事業 農林整備課 一般会計 80,749 640

6 ② 3 秋穂黒潟地区ほ場整備調査事業 農林整備課 一般会計 4,725 641

6 ② 4 朝一から朝市人だかり推進事業 農林政策課 一般会計 2,386 643

6 ② 5 道の駅長門峡管理運営業務 農林政策課 一般会計 20,810 645

6 ② 5 都市農村交流推進事業 農林政策課 一般会計 1,351 646

6 ③ 1 造林等補助事業 農林政策課 一般会計 18,982 653

6 ③ 1 市有林育成事業 農林政策課 一般会計 93,318 654

6 ③ 1 森林境界明確化促進事業 農林政策課 一般会計 1,199 655

6 ③ 1 特別林野管理事業 農林政策課 特別会計 6,773 656

6 ③ 2 特用林産物関係事業 農林政策課 一般会計 800 659

6 ③ 2 日本型フォレスター等育成支援事業 農林政策課 一般会計 221 660

6 ③ 2 林道七房線開設事業 農林整備課 一般会計 43,285 661

6 ③ 3 森林セラピー推進事業 農林政策課 一般会計 5,677 663

6 ③ 99 山口市内産木材利用促進事業 農林政策課 一般会計 13,806 665

6 ③ 99 有害鳥獣捕獲促進事業 農林政策課 一般会計 15,510 666

6 ③ 99 未利用林地材活用拡大モデル事業 農林政策課 一般会計 331 667

6 ③ 99 小規模治山事業 農林整備課 一般会計 26,488 668

6 ④ 1 藻場・干潟保全活動支援事業 水産港湾課 一般会計 422 673

6 ④ 1 海浜景観再生・保全事業 水産港湾課 一般会計 100 674

6 ④ 1 漁港施設機能保全事業 水産港湾課 一般会計 5,565 675  

 

 

69



 
 
 
 

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

6 ④ 1 漁港内航路浚渫等整備事業 水産港湾課 一般会計 19,996 676

6 ④ 2 新規漁業就業者支援事業 水産港湾課 一般会計 900 679

6 ④ 3 農山漁村交流促進事業 水産港湾課 一般会計 743 681

6 ⑤ 1 企業誘致推進事業 産業立地推進室 一般会計 4,955 687

6 ⑤ 1 立地等奨励事業 産業立地推進室 一般会計 75,483 688

6 ⑤ 1 戦略的成長産業集積特別事業 産業立地推進室 一般会計 7,036 689

6 ⑤ 2 起業化支援事業 商工振興課 一般会計 1,183 691

6 ⑤ 2 ビジネス化学習支援事業 商工振興課 一般会計 3,729 692

6 ⑤ 3 新事業創出チャレンジ事業 商工振興課 一般会計 753 695

6 ⑤ 4 匠のまち創造支援事業 商工振興課 一般会計 669 697

6 ⑤ 4 ふるさと伝承総合センター管理運営業務 商工振興課 一般会計 38,699 698

6 ⑤ 5 中心市街地活性化事業 商工振興課 一般会計 25,020 702

6 ⑤ 5 あきないのまち支援事業 商工振興課 一般会計 10,061 703

6 ⑤ 5 にぎわいのまち支援事業 商工振興課 一般会計 2,071 704

6 ⑤ 5 中心市街地活性化整備事業 商工振興課 一般会計 1,891 705

6 ⑤ 99 地域資源活用型新産業創出調査事業 交流産業企画室 一般会計 12,579 707

6 ⑤ 99 食と地域のブランド形成事業 交流産業企画室 一般会計 11,602 708

6 ⑤ 99 新山口駅北地区重点エリア整備事業 計画課 一般会計 40,019 709

6 ⑥ 1 中小企業等金融対策事業 商工振興課 一般会計 911,529 713

6 ⑥ 1 住まい安心安全・省エネ改修促進事業 商工振興課 一般会計 42,125 714

6 ⑥ 2 働く婦人の家管理運営業務 商工振興課 一般会計 13,203 717

6 ⑥ 2 勤労者総合福祉センター管理運営業務 商工振興課 一般会計 17,162 718

6 ⑥ 3 雇用対策事業 商工振興課 一般会計 29,226 721

6 ⑥ 3 就職支援事業 商工振興課 一般会計 305 722

6 ⑥ 3 求職者支援緊急対策事業 商工振興課 一般会計 29,428 723  
 
【政策７】 
 
政策 施策

基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

7 ① 1 中山間地域活力サポート事業 中山間地域活性化推進室 一般会計 10,803 729

7 ① 1 新たな地域の担い手定住促進事業 中山間地域活性化推進室 一般会計 1,429 730

7 ① 1 自治会等支援事業 協働推進課 一般会計 2,872 731

7 ① 1 集会所管理運営業務 協働推進課 一般会計 6,103 732

7 ① 2 地域の個性を活かす交付金事業 協働推進課 一般会計 354,399 735

7 ① 3 市民活動支援センター管理運営業務 協働推進課 一般会計 26,534 737

7 ① 4 宮野地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 156,040 739

7 ① 4 地域交流センター機能強化事業 協働推進課 一般会計 33,712 740

7 ① 4 陶地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 16,877 741

7 ① 4 二島地域交流センター建設事業 協働推進課 一般会計 1,181 742

7 ① 99 南部地域広域連携事業 ルーラルアメニティ推進室 一般会計 995 745

7 ① 99 南部ルーラルアメニティ推進事業 ルーラルアメニティ推進室 一般会計 500 746

7 ② 1 市公式ウェブサイト運営事業 広報広聴課 一般会計 3,373 751

7 ② 2 移動市長室運営事業 広報広聴課 一般会計 40 753  
 
 

５ 施策別評価 
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政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

7 ② 3 大学連携推進事業 企画経営課 一般会計 2,838 755

7 ② 3 協働のまちづくり推進事業 協働推進課 一般会計 645 756

7 ② 3 やまぐち式提案型協働モデル事業 協働推進課 一般会計 0 757

7 ② 3 地域づくり支援センター管理運営事業 地域づくり支援センター 一般会計 3,407 758

7 ② 99 中山間地域資源利活用事業 中山間地域活性化推進室 一般会計 1,200 760

7 ② 99 中山間地域広域的価値創造発信事業 中山間地域活性化推進室 一般会計 7,258 761

7 ② 99 バイオマス地域内循環構築モデル事業 中山間地域活性化推進室 一般会計 46 762  
 
【政策８】 
 

政策 施策
基本
事業

事務事業名 担　当 会計区分
25年度
決算額

記載
ページ

8 ① 1 行政経営システム推進事業 企画経営課 一般会計 6,091 767

8 ① 2 財政運営健全化計画策定・推進業務 財政課 一般会計 0 769

8 ① 3 公平委員会運営業務 公平委員会事務所 一般会計 1,679 771

8 ① 3 定員・勤務条件管理業務 職員課 一般会計 0 772

8 ① 4 事務改善推進事業 行革推進課 一般会計 17 775

8 ① 4 統合型ＧＩＳ導入事業 情報管理課 一般会計 74,188 776

8 ① 5 庁舎維持管理業務 管財課 一般会計 186,451 779

8 ① 5 市有財産有効活用事業 管財課 一般会計 5,807 780

8 ① 5 総合支所維持管理業務 管財課 一般会計 204,669 781

8 ① 6 中核都市づくり推進事業 企画経営課 一般会計 350 783

8 ① 99 行政改革大綱推進事業 行革推進課 一般会計 477 785

8 ① 99 改正省エネ法計画推進事業 管財課 一般会計 6,861 786

8 ① 99 都市づくり推進事業 企画経営課 一般会計 3,106 787

8 ① 99 都市連携推進事業 企画経営課 一般会計 0 788

8 ① 99 シティセールス推進事業 企画経営課 一般会計 875 789

8 ① 99 新成長戦略具現化調査・実証事業 企画経営課 一般会計 6,617 790

8 ② 1 工事検査業務 契約監理課 一般会計 433 795

8 ② 1 工事に係る入札・契約制度管理事務 契約監理課 一般会計 168 796

8 ② 2 市税等コールセンター運営事業 収納課 一般会計 18,053 799

8 ② 3 決算書作成業務 会計課 一般会計 218 801

8 ② 4 政務活動費事務 市議会事務局 一般会計 10,970 803

8 ② 4 議会運営業務 市議会事務局 一般会計 1,442 804

8 ② 4 議会広報業務 市議会事務局 一般会計 5,199 805

8 ② 5 選挙常時啓発事業 選挙管理委員会事務局 一般会計 713 807

8 ② 6 監査委員事務 監査委員事務局 一般会計 4,562 809

8 ② 7 情報公開・個人情報保護制度総括管理業務 総務課 一般会計 127 811

8 ② 7 住民基本台帳事務 市民課 一般会計 14,705 812

8 ② 7 戸籍事務 市民課 一般会計 14,049 813

8 ② 8 文書・公印管理業務 総務課 一般会計 658 815

8 ② 8 公文書整理事業 総務課 一般会計 257 816

8 ② 9 情報公開・個人情報保護制度窓口業務 広報広聴課 一般会計 177 819  
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「施策別評価」は、施策ごとに次の①～④のページで構成しています。ここでは、各ページの

概要や見方を示します。 
① 施策の概要 
② 施策評価 
③ 基本事業評価  
④ 事務事業評価 

 
 

①「施策の概要」の見方 
「施策の概要」では、各施策の構成、取り巻く環境変化や課題、施策に対する市民ニー

ズの状況を示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）施策、基本事業評価、事務事業評価の見方 

５ 施策別評価 

毎年実施している「山口市まちづくりアンケート」による施策に対する市民ニーズ（満足度、重要度）

の状況を示しています。 

施策を取り巻く環境変化

や課題を示しています。 

施策を展開するための手段となる基本事業の構成を示し

ています。 
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②③「施策（基本事業）評価」の見方 （ⅰ） 
「施策（基本事業）評価」では、施策や基本事業に設定している成果指標ごとに、指標

値の推移やそれを踏まえた評価結果を示します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「対象」は施策や基本事業が働きかける対象（人やモノ）を示し、「めざす姿」

は施策や基本事業を展開することで「対象」をどのような状態にしたいのか、

その目標とする姿を示しています。 

施策や基本事業の一般会計ベースのコストを示しています。 
  

成果指標の推移を踏ま

えた評価コメントを示

しています。 

「めざす姿」への達成

度を測る成果指標の推

移を示しています。 
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②③「施策（基本事業）評価」の見方（ⅱ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 施策別評価 

「指標のうごき」 
成果指標の平成２４年度から２５年度にかけての推移状況を、次の区分を基本に示しています。 

なお、アンケートから数値を取得しているものは、一定の統計誤差を考慮しています。 

 

☀（向 上）：数値（成果）が向上しているもの。 
☀（横ばい）：数値（成果）は横ばいだが、横ばいであることが望ましいもの。（被災者数を０に維持するなど) 
☁（横ばい）：数値（成果）が横ばいであるもの。 
☂（低 下）：数値（成果）が低下しているもの。 
☀（向 上：いずれにも当てはまらないもの。もしくは、平成２５年度の指標値を取得できないもの。 

 

「目標達成度」 
成果指標の平成２９年度目標値に対する２５年度の達成状況を、次の区分を基本に示しています。 
 

（高）：達成度が７０％以上 
（中）：達成度が３０％以上 ７０％未満 
（低）：達成度が３０％未満 
（低）：達成度を測定できないもの。もしくは、平成２５年度の指標値を取得できないもの。 

※「目標達成度」は、平成２１年度の阿東分を含めた実績値を起点として算定しています。 

施策や基本事業の「めざす姿」の実現に向けた達成度を測る成果指標とその実績値や目標値を示

しています。 

※基準値は平成１８年度の実績値を基本としています。 

※平成２２年度以降は阿東分を含めた数値としています。 

指標の実績値の推移をグラフで示しています。 

※平成２２年度以降は阿東分を含めた数値としています。 

 

- - - 

- - - 

 

平成２９年度の目標値を示しています。また、基準値から目標値への

方向性をラインで示しています。 
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④「事務事業評価」の見方 
「事務事業評価」では、事務事業ごとに平成２５年度の取組み内容や活動指標、成果指

標、事業費の推移、また、それを踏まえた評価結果を示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

上位の施策や基本事業

への貢献度の視点から

の評価結果を示してい

ます。 

成果の視点からの評価

結果を示しています。 

 

コストの視点からの評

価結果を示しています。 

 

平成２５年度の取組み内

容（事業の実施内容）を示

しています。 

次の指標等により事業の実績を示しています。 
 

活動指標：どれだけ整備したかなど、行政の活動量を数値で示しています。 

成果指標：事業を実施したことで、どれだけ成果や効果があったかを数値で示しています。なお、

指標による成果の把握がなじまない事業については成果指標を設定していません。 

事 業 費：事業の決算額を示しています。 

 

※活動指標、成果指標については平成２２年度以降は阿東分を含めた数値としています。また、事業費につ

いては平成２１年度から合併後の阿東分を含めた数値としています。 
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 政 策 １ 

 支えあい健やかな暮らしのできるまち 
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施　策　の　構　成

施策　01-01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業　01-01-01 健康づくりの推進

基本事業　01-01-02 疾病予防・早期発見・早期治療の推進

基本事業　01-01-03 母子保健の充実

基本事業　01-01-04 食育の推進

基本事業　01-01-05 医療体制の充実

基本事業　01-01-99 施策の総合推進

　社会環境の変化に伴い、全国的に生活習慣病が増加傾向にあり、本市においても同様な傾向です。多くの市民
は自分の健康に関心を持っていることから、一人ひとりが自分にあった健康づくりに取り組めるように地域社会
全体で支え、生活習慣病予防に繋げることが必要です。また、国民健康保険被保険者の一人当たりの医療費の増
加が続いています。
　生活習慣病の早期発見・早期治療のため、特定健康診査、各種がん検診の受診率向上への取り組みを進めるこ
とが必要です。
　核家族化や地域の連帯感の希薄化が進行する中で、保護者は、出産や育児への悩みを抱え、孤立感や負担を感
じながら育児をしており、安心して出産や育児ができる環境を整えることが必要です。
　食生活の乱れによる心身への影響が問題となっています。特に社会環境の変化から一人で食べることや同じ物
ばかり食べるなどの「こ食」といった状況が増加傾向にあります。「食育」に関心を持ち、「食」について一人
ひとりが正しい知識と選択する力を養い、健全な食生活を実践することが必要です。
　救急医療体制に対し、全体的には市民の満足感は高い傾向を示しているものの、診療科目によっては医師不足
の状況があります。また、地域医療体制の地域間格差が見受けられることから早急な対応が必要です。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.18 3.22

3.85 3.83

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

自分らしく健やかに安心して生活できています。

施策の成果状況と評価

自分が健康だと思う市民の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

　平成24年度の指標に比べ1.2ポイントの減少と、ほぼ横ばいの推
移ですが、基準値と比較しても数値は伸び悩んでいます。
　一方で、健康によい生活習慣を実践している市民の割合は、運動
、食事ともに若干増加していることから、健康志向の高まりが窺え
、運動推進事業や食育関連事業による一定の効果の表れと考えてい
ます。食生活では30歳代以下、運動では50歳代以下の実践率が低い
傾向にあり、今後は、対象者を絞り、地域や職域への健康づくりの
働きかけを強化し、指標値の向上を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 72.6 74.8 73.6 80.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

国民健康保険被保険者（一般＋退職）一人当たりの医療費（自己負
担分含む）

【健康福祉部　政策管理室】

　高齢化や医療の高度化などによる影響により、一人あたりの医療
費は、全国的に毎年増加傾向にあり、本市においても同様です。
　平成24年度実績値に対する伸び率は、1.1％となっており、平成2
6年度以降もこの伸び率で推移しますと目標が達成できる状況にあ
ります。
　今後も引き続き、特定健康診査や各種がん検診などの受診勧奨な
どに積極的に取り組み、医療費の抑制に効果が期待できる施策を推
進してまいります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

円 294,571381,633385,765452,100

（横ばい）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

1,258,5341,206,869

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が健康に関する正しい知識を習得し、健康によい生活習慣を身につけています。

基本事業の成果状況と評価

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（食事）

【健康増進課】

評

価

　指標値は、2.2ポイント上昇しています。これは、子育て世代を
対象とした食育研修会を開催した影響と考えられます。しかしなが
ら、依然として若年世代（30歳代以下）の実践が他の世代と比べ少
ない状況であることから、引き続き、対象者を若年世代に絞り生活
習慣病予防事業等を実施し、指標値の向上を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 56.8 59.0 63.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

健康によい生活習慣を実践している市民の割合（運動、生活活動
）

【健康増進課】

　指標値は、2.2ポイント上昇しています。これは、日常生活活動
で体を動かす実践者が増加していることが影響しています。しかし
ながら、年代別で見ると、50歳代以下の年齢層の実践率が、運動、
生活活動ともに低く、引き続き、ウォーキングエントリー事業など
の運動推進事業の充実を図り、指標値の向上を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 45.7 47.0 49.2 50.0

（横ばい）

（高）

評

価

うつ病について知っている市民の割合

【健康増進課】

　指標値は、基準値である平成24年度（90.4％）と比べ、ほぼ横ば
い状態です。これまでの、うつ病を含めた心の健康づくりから平成
25年度は、うつ病に気づき、声かけのできる地域の理解者を養成す
るための研修会を行いました。引き続き、自殺者の4割を越えるう
つ病対策のため、精神保健業務の充実を図り、指標値の向上を目指
します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 90.4 90.4 90.6 95.0

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

13,188 12,280

基本事業　01 健康づくりの推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

59.7
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

市民
・保健・医療・福祉・教育の関係者及び市民の代表者からなる
　健康づくり推進協議会において、市民の健康づくり活動の推
　進について協議するとともに、健康づくり計画及び食育推進
　計画の評価及び見直しに向けた協議を行いました。
・名田島地域及び阿東地域の地域づくり協議会に健康づくり　
　チャレンジモデル事業を委託し、地域住民と地域の健康課題
　を共有しながら課題の解決に向けた健康づくり活動に取り組
　みました。
・健康づくりについて市民への普及啓発・情報発信として健康
　まつりを小郡地域で開催しました。
・業務従事者の資質向上を図るため、研修会に参加しました。

意図

健康づくりへの関心が高まります。

指標名称

活動
指標

健康まつり等開催回数①

成果
指標

健康まつり等参加者数

②

研修会出席者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

人

人

1 1 1

850 601 580

19 17 32

6,655 7,629

千円

6,093 7,154

事業費

国支出金

付記事項

保健活動業務

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

562 475

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

健康づくりに関する正しい知識を習得することで、健康によい生活
習慣を身につけることから、貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

健康づくりについて市民へ正しい知識の普及啓発を図るとともに、
地域や関係機関と連携して健康づくり活動の推進に取り組むことで
成果向上の余地が見込まれます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

健康づくりの推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

（歳入歳出決算書　227ページ）

●

①

②

7,584

7,134

450

コスト削減の余地等

保健活動の事業成果を上げるためには、一定の予算の確保が必要で
あり、現時点で新たなコスト削減の方法はありません。　　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市民

生活習慣病予防のための保健事業を実施しました。
・健康教育（301回　延べ8538人）
　生活習慣病予防教室・若い世代の健康教室等を、保健センタ
　ーや地域交流センター等で医師や健康運動指導士を講師とし
　て実施
・健康相談（152回　延べ362人）
　保健センターや地域交流センター等を会場として定例又は予
　約制で個別相談を実施
・訪問指導（延べ69件）市保健師・管理栄養士により実施
・広報活動
　ちらし、市Webサイト、健康づくりガイド等による広報を実
　施

意図

・健康づくり、生活習慣病予防の必要性を理解することができ
　ます。
・健康づくり、生活習慣病予防への行動を起こし継続すること
　ができます。

指標名称

活動
指標

健康教育・健康相談開催回数①

成果
指標

健康教育・健康相談利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

人

430 491 453

9,893 10,069 8,900

4,733 4,377

千円

3,631 3,272

事業費

国支出金

付記事項

生活習慣病予防事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

01

目 03

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,074 1,074

28 31

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市民一人ひとりが生活習慣病を予防することは、健康づくりの推進
に繋がることから貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

健康相談・健康教育の開催回数及び参加者数は共に減少していま
す。今後は、健康教育の内容について更なる充実を図ることや広報
を工夫するだけでなく、地域・職域等の関係機関との連携により、
地域の特性を考慮しながら活動の機会を増やしていくことで利用者
の増加が見込めることから、成果向上の余地があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

健康づくりの推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

健康増進費

（歳入歳出決算書　231ページ）

●

①

②

3,889

2,817

1,048

24

コスト削減の余地等

コスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 22年度～平成 25年度

対象 手段

市民
・ウォーキングのエントリー事業
　ウォーキングを始めやすい環境を整え、習慣化できる仕組　
　みとして実施しました。
　内容：３か月間、各自が目標を定めてエントリーし、ウォ　
　　　　ーキングや歩数アップを実施しました。応援レター等
　　　　で継続を支援しました。
　登録者数：524人
・ウォーキング講習会
　運動の効用を伝え、運動の楽しさ・心地よさを体験できる　
　講習会を開催しました。
　開催回数：6回、参加人数：120人

意図

健康的な運動習慣を身につけ、実践することができます。

指標名称

活動
指標

ウォーキング教室開催回数①

成果
指標

ウォーキングエントリーの登録者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

人

9 6 6

499 493 524

664 567

千円

657 563

事業費

国支出金

付記事項

運動推進事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

01

目 03

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7 4

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

健康によい生活習慣の中でも、特に実践割合の低い運動の推進につ
いて具体的な知識の提供と運動実践への支援を行うことは、市民が
運動習慣を身につけることにつながり、上位の基本事業への貢献度
は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

今後、さらに、地域・職域等関係機関と連携して事業の普及を図る
ことで、成果向上が見込めます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

健康づくりの推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

健康増進費

（歳入歳出決算書　231ページ）

●

①

②

412

407

5

コスト削減の余地等

ウォーキングエントリーやウォーキング講習会において受益者負担
を検討する方法がありますが、現在運動推進を進めている段階であ
り、受益者負担を導入することが推進の妨げとなる可能性も考えら
れることから現段階では難しいと思われます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が病気を予防し、早期発見・早期治療に努めています。

基本事業の成果状況と評価

１年に１回健診を受けている市民（１８歳以上）の割合

【健康増進課】

評

価

　指標値は、平成24年度に比べ、若干減少していますが、ほぼ横ば
いの状態です。市が行うがん検診の受診者数は、前年度に比較して
複合検診を増やしたことから、子宮がん、乳がん、大腸がん検診に
おいては増加していますが、胃がんについてはやや減少しています
。また、肺がんについては、医師の立会いの問題があり大きく減少
していますが、引き続き、新規受診者の開拓に向けた取組や新たな
啓発方法、また受診しやすい体制づくり等により、受診率の向上を
目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 61.0 59.8 80.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

がん検診の精密検査必要者で検査・治療をしている市民の割合

【健康増進課】

　がん精密検査受診率は、平成24年度と比較して2.1ポイント減少
し、平成29年度の目標値(90.0%）に達していない状況です。これは
、未受診者への個別的な受診勧奨及び検査機関との調整等を行って
きましたが、大腸がんが他のがん検診よりも受診率が低かったこと
が要因です。引き続き、がん検診の目的が達成できるよう、精密検
査の受診勧奨及び検査機関との調整を行っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.6 87.8 85.7 90.0

（低下）

（中）

評

価

予防接種率（子どもの予防接種）

【健康増進課】

　指標値は、0.4ポイント減少しましたが、ほぼ、横ばい状態で、
高水準で推移しています。これは、広報紙等での啓発、母子訪問等
での個別勧奨などによるものと考えられます。今後、更に水痘ワク
チン等が定期予防接種化されることから、引き続き、予防接種全般
に渡る勧奨、積極的勧奨を進め、指標値の向上を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.0 92.0 91.6 95.0

（横ばい）

（高）

評

価

５種のがん検診の平均受診率（４０歳以上６９歳。子宮がん検診は
２０歳以上６９歳。）

【健康増進課】

　指標値は、1.5ポイント上昇していますが、ほぼ横ばい状態です
。平成29年度目標値（40.0％）の達成に向けて、地域・職域連携推
進協議会との連携を図ります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 32.7 32.7 34.2 40.0

（横ばい）

（低）

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

738,290 633,034

基本事業　02 疾病予防・早期発見・早期治療の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

76.9 
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事業の概要

計画
年度

平成 24年度～

対象 手段

山口市民である妊産婦 歯科疾患の早期発見と早期治療のために、妊産婦に対して医療
機関にて歯科健康診査と歯科保健指導を実施しました。

・妊娠届出時に歯科健診の必要性を周知し受診票を発行しまし
た。

・妊産婦の歯科健康診査と歯科保健指導を医療機関に委託して
実施しました。

意図

・歯科健診を受診することができます。
・歯によい保健行動を知ることができます。
・歯科疾患を早期に発見し治療することができます。

指標名称

活動
指標

妊産婦歯科健診受診票発行者数①

成果
指標

妊産婦歯科健診受診率

②

歯によい保健行動を知ることができた人（歯科保健指導を
受けた人）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

％

人

- 2,589 1,586

- 26.2 38.6

- 678 612

2,143

千円

2,143

事業費

国支出金

付記事項

妊産婦歯科保健事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

妊産婦歯科健診・歯科保健指導は、妊娠中、産後に増加することが
多い歯科疾患の予防・早期発見・早期治療につながるものであり、
貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

妊娠中から歯科健診及び歯科保健指導を受けることにより、歯科疾
患が早期に発見され早期治療に結びついています。今後も引き続き
事業の周知を図り、歯科保健の重要性を周知することで、成果向上
の余地はあります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

疾病予防・早期発見・早期治療の推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

（歳入歳出決算書　227ページ）

●

①

②

1,808

1,808

コスト削減の余地等

コスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

事業所等で健康診査を受ける機会のない40歳以上の市民（ただ
し、子宮がん検診は20歳以上の女性、前立腺がん検診は50歳以
上の男性）

・次のとおり、各種検診を実施しました。
　胃がん検診、肺がん検診(結核検診)(集団検診のみ)、大腸が
　ん検診、乳がん検診(2年に1回)、子宮がん検診(2年に1回)、
　前立腺がん検診(偶数年齢)(個別検診のみ)、肝炎ウイルス検
　診(個別検診のみ)。　　
・実施にあたり、健康づくりガイド、広報紙等の活用により、
　広く広報し、受診を啓発しました。
・大腸がん検診、乳がん検診、子宮がん検診の節目年齢自己負
　担金無料化を実施しました。（乳がん検診、子宮がん検診は
　国の無料クーポン券事業）
　また、それぞれの対象者に勧奨ハガキ等を送付しました。
・未受診の理由を把握するため、アンケートを実施しました。

意図

検診を受けることにより、健康に対する認識と自覚が高まると
ともに、がんの早期発見、早期治療をすることができます。

指標名称

活動
指標

受診の啓発･広報回数①

実施箇所数（医療機関数、集団検診実施個所数）

成果
指標

乳がん検診受診者数

②

肺がん検診受診者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

箇所

人

人

13 14 20

901 928 602

3,475 3,091 3,391

6,007 5,857 3,394

125,113113,354

千円

98,061 91,075

事業費

国支出金

付記事項

健康診査事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

02

目 03

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,057 9,906

3,392 1,033

14,603 11,340

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

上位の基本事業は、疾病予防、早期発見、早期治療の推進を目指し
ています。本事業は、そのための健康診査を行うものであり、貢献
度は大きいと言えます。　　

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

肺がん検診については、医師立会いの関係で検診会場が減少したた
め、受診者数も減少しましたが、乳がんや子宮がん検診等、受診者
数が増加した検診もあり、全体的には概ね横ばいの状態です。今後
は、啓発の方法を検討し、より積極的な働きかけを行うとともに、
受診しやすい環境を整備し、受診者数の増加に努めます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

疾病予防・早期発見・早期治療の推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

健康増進費

（歳入歳出決算書　229ページ）

● ●

①

②

112,216

92,635

7,121

1,010

11,450

コスト削減の余地等

受診者数を向上もしくは現状維持させるためには啓発活動等を実施
する必要もあり更なる経費増も考えられ、また検診業務の委託料を
減ずることも困難なためコスト削減の方法はありません。　　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

各ワクチンの接種対象者
・定期接種を医師会等に委託し、個別接種で実施しました。
・定期予防接種の種類
　　ポリオ、四種混合、三種混合、二種混合、日本脳炎、
　　麻しん風しん、インフルエンザ、ＢＣＧ、子宮頸がん、
　　ヒブ、小児用肺炎球菌
・予診票は母子手帳交付時、郵送、学校を通じて配布しまし　
　た。
・健康づくりガイド、市報、ウェブサイト等により広報を行う
　とともに、母子保健事業を通した接種勧奨を行いました。
・任意接種のうち、高齢者肺炎球菌ワクチンの接種費用の一部
　を助成しました。

意図

ポリオ（小児まひ）、ジフテリア、百日せき、破傷風、麻しん
（はしか）、風しん、日本脳炎、インフルエンザ、結核（ＢＣ
Ｇ）、子宮頸がん、肺炎球菌等の感染症を予防することができ
ます。

指標名称

活動
指標

受診の啓発･広報回数①

成果
指標

ＢＣＧ接種率

②

ＭＲ１期（麻しん･風しん）接種率

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

％

％

14 14 17

97.3 91.8 84.6

99.9 99.0 98.0

662,520611,564

千円

506,218489,817

事業費

国支出金

付記事項

予防接種事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

02

目 06

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

121,658 86,669

34,644 35,078

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

予防接種により得られた免疫が感染症の流行を抑制し、伝染のおそ
れのある疾病の発生及び蔓延を予防します。上位の基本事業の疾病
予防につながることから貢献度は大きいと言えます。　　

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

ＢＣＧ接種率は低下していますが、これは制度改正による接種年齢
の拡大による影響と考えられます。接種対象者に予診票等の個別配
布や学校を通じたチラシ等の配布、また市報や市ウェブサイトで広
く制度周知や接種勧奨を行い、成果は順調に上がっています。今後
も引き続き接種率の向上を目指した取り組みを行います。また、平
成26年10月から水痘及び高齢者肺炎球菌ワクチンの予防接種が定期
化されるため、より幅広い感染症の予防に取り組んでいきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

疾病予防・早期発見・早期治療の推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

予防費

（歳入歳出決算書　233ページ）

● ●

①

②

507,009

504,826

2,183

コスト削減の余地等

伝染のおそれのある疾病の発生及び蔓延を予防するためには、無料
化により積極的な接種勧奨を行う必要があり、受益者負担は適当で
ありません。　　　　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

●

対象 手段

40歳～74歳の国民健康保険被保険者

40歳～74歳の被保険者に対し、メタボリックシンドロームに着
目した生活習慣病対策として特定健康診査を実施しました。
・健診対象者を決定し、受診券を発送しました。
・健診・医療機関で健診を実施しました。(自己負担1,000円)
・徳地・阿東地域においては、集団健診も実施しました。
○実施項目
・質問項目（既往歴、服薬歴、喫煙歴等）・身体計測（身長、
体重、ＢＭＩ、腹囲）・理学的検査・血圧測定・脂質検査（中
性脂肪、コレステロール）・肝機能検査・血糖検査・尿検査
平成25年度から、貧血検査、心電図検査、血清アルブミン検査
及び血清クレアチニン検査を必須項目に追加しました。
　※このほか医師が必要とした項目（眼底検査）

意図

メタボリックシンドロームの危険因子を発見し、早い段階で生
活習慣を改善することにより、被保険者が健康に生活していま
す。
メタボリックシンドロームの該当者・予備軍が減少し、将来の
医療費負担の増加が抑制されます。

指標名称

活動
指標

特定健康診査受診券発送件数①

成果
指標

特定健康診査受診者数

②

特定健康診査受診者の割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

人

％

33,936 34,152 33,913

6,034 6,226 6,554

17.8 18.2 19.3

53,958 55,822

千円

613 1,616

事業費

国支出金

付記事項

特定健康診査事業

会計 02 政策 01

款 08 施策 01

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11,585 11,783

41,760 42,423

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し
た健診であり、糖尿病や高血圧症、脂質異常症などの生活習慣病の
発症予防や重症化予防に繋がることから、貢献度は大きいといえま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

受診者数・受診率は向上しており、制度の周知や健診体制の充実な
ど、これまで実施してきた施策の効果が少しずつあらわれていま
す。しかしながら、目標には未だ到達しておらず、引き続き関係機
関と連携しながら各種施策を講じていく必要があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

疾病予防・早期発見・早期治療の推進

国民健康保険特別会計

保健事業費

特定健康診査等事業費

特定健康診査等事業費

（歳入歳出決算書　365ページ）

●

①

②

72,222

25,506

12,663

34,053

コスト削減の余地等

健診単価は、診療報酬単価に基づき各医師会と協議の上決定してい
ます。また、被保険者の負担額を引き上げることは、受診率の低下
に繋がります。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

対象 手段

４０～７４歳の国民健康保険被保険者で特定健診受診者

・健診受診者全員に結果通知と生活習慣改善に関する情報提供
　を行いました。
・保健指導対象者に特定保健指導利用券及び特定保健指導利用
　勧奨チラシを送付しました。
・特定保健指導（①・②）を山口市医師会・吉南医師会に委託
　して行いました。
　（徳地・阿東地域においては直営でも実施）
　①動機付け支援：生活習慣改善の必要性が中程度の方に、
　　生活習慣改善を動機づけるため、原則1回支援しました。
　②積極的支援：生活習慣改善の必要性の高い方に、生活習慣
　　改善の目標・計画を立て3か月以上継続的に支援しまし　
　　た。

意図

・特性に応じた特定保健指導を受けることができます。
・生活習慣改善に関する知識を得ることができます。
・継続的に生活習慣改善に取り組むことができます。

指標名称

活動
指標

特定保健指導利用券送付者数①

成果
指標

動機付け支援利用者数

②

積極的支援利用者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

人

人

654 662 607

70 80 46

19 17 11

4,073 4,380

千円

3,315 3,652

事業費

国支出金

付記事項

特定保健指導事業

会計 02 政策 01

款 08 施策 01

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

379 364

379 364

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

特定健診・特定保健指導を受けることにより、生活習慣病の予防、
疾病の早期発見・早期治療に繋がるため、貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

特定保健指導利用率は減少し、特に、委託医療機関からの早期の働
きかけによる特定保健指導の利用者が減少しています。今後、積極
的な健診受診勧奨により健診受診者数の増加を図り新たな対象者の
発掘に努めるとともに、委託医療機関と連携しながら対象者への制
度周知に努め、利用開始につながりやすい働きかけを強化すること
で成果向上の余地があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

疾病予防・早期発見・早期治療の推進

国民健康保険特別会計

保健事業費

特定健康診査等事業費

特定健康診査等事業費

（歳入歳出決算書　365ページ）

●

①

②

4,134

3,458

338

338

コスト削減の余地等

保健指導料の受益者負担について検討する方法はありますが、保健
指導の利用率が低迷している現在の状況において、受益者負担を導
入すると更に利用率の低下が考えられるため難しいと思われます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

国民健康保険被保険者

疾病の早期発見・早期治療を推進するとともに、健康や医療費
に関する意識の啓発を行いました。
・あらかじめ実施医療機関と日程調整し市へ申込みをされた被
保険者に対し、人間ドック、簡易脳ドック及び歯科健診を実施
しました。
・人間ドック受診希望者の任意検査として、前立腺がん検査ま
たは子宮がん検診を実施しました。
　※特定健診にあわせ、実施期間は６月～12月としました。
　※被保険者負担割合は２割としました。　
・意識啓発のための広報活動、チラシ等の配付を行いました。
・医療費通知を発送しました。（年６回）
・柔道整復施術療養費通知を発送しました。（年６回）

意図

お互いが支えあい、安心で健やかなくらしができるよう早期に
疾病の予防に取り組み、将来の医療費負担の増加が抑制されま
す。

指標名称

活動
指標

広報用チラシ配布数（国民健康保険料納入通知書に同封）①

成果
指標

人間ドック等受診者数

②

人間ドック等受診率

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

人

％

26,945 27,002 26,882

3,742 4,122 4,225

8.7 9.6 9.9

104,723114,475

千円

87,334 92,205

事業費

国支出金

付記事項

疾病予防推進事業

会計 02 政策 01

款 08 施策 01

項 02
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,322

17,389 19,948

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は、人間ドック、簡易脳ドック、歯科健診及び保健指導を実
施するものであり、上位の基本事業の目的である疾病の早期発見・
早期治療に繋がることから、貢献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

人間ドック、簡易脳ドックについては受診者数が増加しており、市
民の方の健康に対する意識が向上しているものと考えられます。引
き続き広報活動等により、意識の啓発に努めてまいります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

疾病予防・早期発見・早期治療の推進

国民健康保険特別会計

保健事業費

保健事業費

疾病予防費

（歳入歳出決算書　367ページ）

●

①

②

113,951

91,709

2,096

20,146

コスト削減の余地等

健診単価は、診療報酬単価に基づき各医師会と協議の上決定してい
ます。また、被保険者の負担割合を引き上げることは、受診率の低
下に繋がります。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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91



政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

母子

基本事業がめざす姿

保護者が、正しい知識や理解者があることで、安心して出産・育児ができます。

基本事業の成果状況と評価

安心して出産・育児ができると思う保護者の割合

【健康増進課】

評

価

　指標値は、平成24年度比較で1.9ポイント上昇しています。母子
保健施策については、妊婦健診の受診率は高い水準を維持し、母子
相談の利用者は増加しています。また重点を置いている母子の家庭
訪問件数も平成24年度を上回る実績です。しかしながらアンケート
結果では、保育や託児等、育児の支援体制についての意見があり、
今後も関係課と連携を図るとともに、本施策の対象者は毎年度変っ
ていくことから新たなニーズの把握に努め、安心して出産・育児が
できる環境整備を進めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 92.7 94.6 95.0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

１か月児・３か月児・７か月児・１歳６か月児・３歳児健康診査
受診率

【健康増進課】

　指標値は、平成24年度比較で1.8ポイント低下していますが、乳
児・幼児健診の受診率は高い水準を維持しています。未受診者に対
しては、引き続き個別に対応を行い、健康診査の重要性を周知し、
受診勧奨に努めて行きます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 95.6 97.4 95.6 97.0

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

239,104 258,346

基本事業　03 母子保健の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

93.0 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・山口市民である妊婦
妊婦及び胎児の健康状態を把握するために健康診査を実施しま
した。
・妊娠届出時に妊婦健康診査の必要性を周知し受診票を発行し
　ました。
・母子保健推進員、保健師、助産師の訪問活動や医療機関にお
　いて妊婦健康診査の受診勧奨を行いました。
・妊婦健康診査を医療機関に委託して実施しました。
・契約外医療機関等で健診を受診した妊婦に、健診費用を助成
　する妊婦健康診査費用助成事業を実施しました。
　　

意図

・妊婦及び胎児の健康状態を確認することができます。
・健診の結果健康問題に対処することができます。

指標名称

活動
指標

妊婦健康診査受診票発行者数①

妊婦健康診査公費負担回数（一人あたり）

成果
指標

妊婦健康診査受診率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

回

％

1,621 1,678 1,585

14 14 14

95.6 92.3 97.5

173,939174,359

千円

125,813127,117

事業費

国支出金

付記事項

妊婦健康診査事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 02

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

48,126 47,242

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

全ての妊婦を対象としており、安心して出産するためには妊婦及び
胎児の健診は重要であることから貢献度は大きいです。　

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

受診率は高い値を維持しており、健診により妊婦及び胎児の健康管
理は適切に行われています。これまで同様、妊婦健康診査の重要性
を周知することで、健診受診に結び付けていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

母子保健の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

母子保健費

（歳入歳出決算書　229ページ）

●

①

②

172,670

172,670

コスト削減の余地等

国が示している妊婦健康診査の回数及び標準な妊婦健康診査の項目
に基づいて事業を行っているためコスト削減の方法はありません。
また妊婦健康診査の公費負担は経済的な負担の軽減も目的としてい
ることから、健診費用の受益者負担を導入することは困難です。　
　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・山口市民である乳児 乳児期の疾病を早期発見するために健康診査を実施しました。
・妊娠届出時や転入時に乳児一般健康診査受診票を発行しま　
　した。
・保健師、助産師、母子保健推進員の訪問活動を通じて乳児健
　診受診勧奨を行いました。
・１か月児、３か月児、７か月児の一般健康診査、精密健康
　診査を医療機関に委託して実施しました。
・契約外医療機関で健診を受診した乳児の保護者に、健診費用
　を助成する乳児健康診査費用助成事業を実施しました。

意図

・成長を確認し、異常を早期に発見がすることができます。
・健診の結果に応じ健康問題に対処することができます。

指標名称

活動
指標

乳児一般健康診査公費負担回数（一人あたり）　　①

乳児精密健康診査実施件数

成果
指標

乳児一般健康診査受診率

②

乳児精密健康診査受診率

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

件

％

％

3 3 3

50 50 58

96.2 97.4 96.5

94.3 92.6 93.5

27,438 25,993

千円

27,438 25,993

事業費

国支出金

付記事項

乳児健康診査事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 02

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

全ての乳児を対象としており、健診により健やかな成長を促し異常
の早期発見をすることで安心して育児ができるため、貢献度は大き
いです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

乳児健診受診率は高い値で推移しており、乳児の健康管理は適切に
行われています。引き続き、乳幼児健康診査の重要性を周知するこ
とで健診受診に結び付けていきます。
乳児精密健康診査については、受診の重要性を周知し、受診勧奨に
努めることで、成果向上の余地があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

母子保健の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

母子保健費

（歳入歳出決算書　229ページ）

●

①

②

26,845

26,845

コスト削減の余地等

母子保健法第13条に基づく事業であり、事業の目的から健診費用の
受益者負担は適当ではありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

山口市民で医療保険適用となる不妊治療を受けている夫婦

・医療保険適用となる不妊治療費の自己負担分に対して、１組
　の夫婦に１年度３万円を上限に助成金を交付しました。（通
　算で５年度まで）

※医療保険適用外となる人工授精及び特定不妊治療の費用に対
　する助成は県において実施されました。

意図

経済的な援助があることにより、不妊治療が受けやすくなりま
す。

指標名称

活動
指標

広報回数①

助成金の交付金額

成果
指標

助成申請件数（一般不妊）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

千円

件

3 4 4

7,007 7,460 6,267

272 300 260

7,115 7,643

千円

3,514 3,761

事業費

国支出金

付記事項

不妊治療費助成事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 02

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,601 3,882

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

治療費の助成により経済的負担軽減につながり、不妊治療を受けや
すくすることができます。
妊娠・出産に至る過程において、この事業の果たす役割は大きく、
上位の基本事業に貢献しています。　

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

出産を望まれ、治療を受けておられる夫婦の経済的負担の軽減を図
ることを目的としており、適正に助成が行われており、成果は順調
に上がっていると言えます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

母子保健の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

母子保健費

（歳入歳出決算書　229ページ）

●

①

②

6,489

3,189

3,300

コスト削減の余地等

扶助費であり、また不妊症に悩み治療を受ける夫婦が増加傾向にあ
るため、コスト削減の余地はありません。　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

95



事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・山口市民である妊婦及びその家族
・山口市民である乳幼児の母親及びその家族
・山口市民である小中学生 ・健康教育

　ﾏﾀﾆﾃｲ講座、育児講座、ＮＰ（ノーバディーズパーフェクト
　プログラム）講座、発達支援学級、未熟児教室、ふれあい　
　体験学習等を実施しました。
・広報活動
　健康づくりガイドやチラシの配布、市ホームページ等で広報
　しました。

意図

・育児や健康づくりに関する正しい知識を得ることができま　
　す。
・事故予防に関する知識を得ることができます。
・仲間づくりをすることができます。
・育児不安や悩みを解消することができます。
・思春期の時期に命の尊さと父性母性を育むことができます。

指標名称

活動
指標

講座開催回数①

成果
指標

講座参加者数（乳幼児の保護者、小中学生）

②

講座参加者数（妊婦およびその家族）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

人

人

83 85 85

1,381 1,327 1,274

476 445 447

3,455 3,729

千円

2,654 3,662

事業費

国支出金

付記事項

母子健康教育事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 02

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

621

115

65 67

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

妊婦や乳幼児の保護者が妊娠・育児について正しい知識を得ること
で自信を持って育児をすることができるため、貢献度は大きいで
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

育児講座等に参加することにより、母子保健の正しい知識を得ら
れ、また育児不安や悩みを軽減することにつながっています。今後
更に内容の充実を図り、開催時期、回数などを見直すことで参加者
の増加が見込めるため、成果向上の余地があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

母子保健の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

母子保健費

（歳入歳出決算書　229ページ）

●

①

②

3,927

3,864

63

コスト削減の余地等

コスト削減方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が食に関する正しい知識を身につけ、健全な食生活をしています。

基本事業の成果状況と評価

食育に関心を持っている市民の割合

【健康増進課】

評

価

　指標値は、前年度対比で0.8ポイントの増加が見られていますが
、ほぼ横ばい状態です。食育に関する事業回数は、前年度とほぼ同
様ですが、参加者が減少している状況です。これは、新規の参加者
を発掘するため、参加者の対象者を変更していることが要因です。
また、20代、70代以上は前々年度から続き低下しています。特に20
代は啓発対象として捉えにくい状況にありますが、特に、20代を含
む若年世代に今後も職域や関係団体等と連携を図りながら普及啓発
に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 74.4 75.2 90.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

朝食を食べている市民の割合

【健康増進課】

　指標値は、13.3ポイント上昇しています。年代別に見ても60歳か
ら64歳を除き、全ての年代で上昇しています。特に「食育かるた」
や「朝ごはんナビ」など子どもから若年世代に重点的に朝食摂取の
取り組みを関係各課や関係団体と協力し推進したことから、若年世
代の朝食摂取率は上昇が大きく、成果が出ています。引き続き連携
を重視し、全市的な推進を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 77.7 71.3 84.6 83.0

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

8,629 8,480

基本事業　04 食育の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

80.2 
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事業の概要

計画
年度

平成 22年度～

●

対象 手段

市民

・朝食摂取の普及啓発媒体「やまぐち朝ごはんナビ」を活用し
　た食育活動を実施しました。
・食育ボランティアの登録制度を実施しました。
・食育担当者等研修会を１回開催し、213人の参加がありまし
　た。
・小中学生を対象に「ぼく・わたしのお料理コンクール」を実
　施し、42校、1125作品の応募がありました。
・山口市食生活改善推進協議会や山口市母子保健推進協議会に
　委託し、子どもや親子を対象に、バランスのとれた食生活等
　の講話やグループワーク、調理等を171回実施しました。
・乳幼児期の健康な食生活に関して、母子相談や離乳食講座、
　幼児健診を通じて、指導や助言を258回行いました。

意図

「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、実践する
ことができます。

指標名称

活動
指標

食育講座開催回数（食育ボランティアによる活動＋市母推
協議会の実習）

①

食育推進会議開催回数

成果
指標

食育講座参加者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

人

295 323 343

4 3 0

5,292 6,727 6,212

3,168 2,915

千円

1,268 2,915

事業費

国支出金

付記事項

食育推進事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

04

目 01

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,278

622

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は、市民一人ひとりが食に関する正しい知識と適切な判断を
身につけ、生涯にわたり健康で豊かな食生活を営むことができるよ
うになることを目指しており、上位の基本事業である食育の推進へ
の貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

食育講座の参加者数は減少しているものの、開催回数は増加してい
ます。今後も事業の周知を図ることで、成果向上の余地がありま
す。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

食育の推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

（歳入歳出決算書　229ページ）

●

①

②

2,752

2,612

140

コスト削減の余地等

食育を推進していくためには現在の事業の進め方が最も効率的なた
め、コスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民が病気やケガの時、いつでも医療が受けられます。

基本事業の成果状況と評価

急病の時でもすぐ診てもらえる医療体制が整っていると思う市民
の割合

【健康増進課】

評

価

　指標値は、0.7ポイント上昇していますが、ほぼ横ばい状態です
。これは、山口地域夜間こども急病センターや消防署の緊急搬送体
制の周知が市民に広く図られたことによると考えられます。今後も
、市民への救急医療の啓発を継続するとともに、市民の利便性を考
慮した救急医療体制の維持、確保を進め、指標値の向上を目指しま
す。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 81.3 82.0 84.0

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

225,601 239,552

基本事業　05 医療体制の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

79.8 
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事業の概要

計画
年度

平成 21年度～

対象 手段

産科・産婦人科医師及び助産師に対し、分娩手当を支給してい
る市内の病院、診療所及び助産所

分娩手当を支給している市内の病院、診療所及び助産所に分娩
1件当たり1万円を上限に分娩手当を補助しました。

意図

処遇改善を通じて、産科医療を継続することができます。

指標名称

活動
指標

分娩手当支給件数①

分娩手当支給額

成果
指標

分娩手当を助成した市内の取扱病院、診療所、助産所の数

②

分娩手当を助成した市内の取扱病院、診療所の医師数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

千円

箇所

人

1,184 972 915

10,158 7,698 5,593

4 5 5

4 4 4

10,158 7,698

千円

6,132 5,047

事業費

国支出金

付記事項

産科医等確保支援事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 01

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,026 2,651

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は産科医や助産師等の確保を目的としているため、上位の基
本事業への貢献度は大きいと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

産科医療を継続している市内の病院、診療所、助産所の数は横ばい
です。成果向上の余地は少ないものの現状を維持していく必要があ
ります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

医療体制の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

（歳入歳出決算書　229ページ）

● ●

①

②

5,593

3,216

2,377

コスト削減の余地等

県の要綱に基づき事業を実施していることや、産科医等の支援のた
め一定の予算を確保する必要があることから、現時点で新たなコス
ト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

101



事業の概要

計画
年度

平成 19年度～

●

対象 手段

徳地柚野地域及び串地域の住民

・山口市柚野診療所、山口市串診療所においてそれぞれ週１　
　回、徳地地域の医師に医療業務を委託し実施しました。
・徳地の医療に係る検討会及び地域（串、柚野、八坂）の医療
　に関する懇談会を行いました。

意図

対象地域の住民が身近なところで医療を受けることができま
す。

指標名称

活動
指標

開設日数①

巡回診療開設日数

成果
指標

受診者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

日

人

93 93 93

49 50 49

269 245 259

5,452 4,986

千円

3,612 3,146

事業費

国支出金

付記事項

へき地診療所事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 04

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,840 1,840

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は、へき地での医療体制を確保していくものであり、上位の
基本事業への貢献度は大きいと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

通う手段のある地域住民が身近なところで医療を受けることができ
ています。利用しやすい診療日数の増加、診療科の増加の検討、交
通の便の改善により受診しやすい環境について検討の余地がありま
す。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

医療体制の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生施設費

（歳入歳出決算書　231ページ）

● ●

①

②

4,995

3,155

1,840

コスト削減の余地等

へき地での医療体制を確保するためには、一定の予算の確保が必要
であり、現時点で新たなコスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・綜合病院山口赤十字病院
・済生会山口総合病院
・厚生連小郡第一総合病院
・市民

・二次救急医療体制を確保するため綜合病院山口赤十字病院、
　済生会山口総合病院、厚生連小郡第一総合病院の三総合病院
　での輪番制の運営に係る補助を行いました。
　【平成25年度実施状況】
　　綜合病院山口赤十字病院　188日
　　済生会山口総合病院　　  145日
　　厚生連小郡第一総合病院　 32日

・山口地域救急医療対策協議会との連携を図りました。
・徳地・秋穂地域の二次救急医療を確保するため、防府地域病
　院群輪番制病院の運営事業に係る負担金を支出しました。

意図

・二次救急医療体制を維持します。
・救急時に安心して高度医療、専門医療を受けることができま
す。

指標名称

活動
指標

運営費補助金額①

成果
指標

輪番制による二次救急体制実施日

②

二次救急病院受診者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

日

人

39,629 39,386 39,467

366 365 365

8,838 8,975 9,187

43,156 42,720

千円

41,036 40,614

事業費

国支出金

付記事項 歳入歳出決算書では「二次病院群輪番制病院運営費」の名称で掲載しています。　

二次病院群輪番制病院運営支援事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 05

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,120 2,106

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は二次救急医療体制を維持していくためのものであり、上位
の基本事業への貢献度は大きいと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

年間を通じて二次救急医療体制が整えられていることで、成果を維
持しています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

医療体制の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

地域救急医療費

（歳入歳出決算書　231ページ）

● ●

①

②

42,794

40,530

2,264

コスト削減の余地等

各二次救急医療機関運営における人的確保が難しい中において、二
次救急医療体制を維持していくためには一定の予算の確保が必要で
あり、現時点で新たなコスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・綜合病院山口赤十字病院
・済生会山口総合病院
・小郡第一総合病院
・市民

二次病院群輪番制病院が行う医療施設及び設備機器の整備に対
して助成しました。
・市内３病院のうち１病院に対して、医療機器整備費の助成を
行いました。
　【対象医療機関】
　　綜合病院山口赤十字病院（平成２５年度に実施）
　　済生会山口総合病院
　　小郡第一総合病院

意図

・二次救急病院の機能を高め、救急時に良質な医療を提供する
　ことができます。
・市民が救急時に安心して高度医療、専門医療を受けることが
　できます。　

指標名称

活動
指標

医療施設・設備整備件数①

補助金額

成果
指標

（代）医療施設・設備整備件数

②

二次救急病院受診者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

千円

件

人

3 3 1

41,000 41,000 21,000

3 3 1

8,838 8,975 9,187

41,000 41,000

千円

26,626 29,720

事業費

国支出金

付記事項

医療施設・設備整備費助成事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 05

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

14,000 10,731

374 549

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は二次救急病院の設備整備により、救急時における専門的で
高度な医療を確保するものであることから、上位の基本事業への貢
献度は高いと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

医療設備の充実により、救急時に良質かつ適切な医療を受けられる
ことから、成果を維持しています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

医療体制の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

地域救急医療費

（歳入歳出決算書　233ページ）

● ●

①

②

21,294

6,893

14,000

401

コスト削減の余地等

二次病院が整備する医療機器等は高額であり、二次病院は助成額以
上の購入費を負担していることから、現時点で新たなコスト削減の
方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・吉南医師会、防府医師会、山口赤十字病院、済生会山口総合
病院、小郡第一総合病院
・市民 ・地域医療に携わる看護師養成（吉南准看護学校・防府看護専

　門学校）の補助を行いました。
・防府医師会に対し、救急医療の調整に対する補助を行いまし
　た。
・平成25年度から、救急病院の診療科目の相互補完に係る助成
　を実施しました。（山口赤十字病院、済生会山口総合病院、
　小郡第一総合病院）

意図

・地域救急医療提供体制を整えることができます。
・必要な時に救急医療を受けることができます。

指標名称

活動
指標

補助金額①

補助団体数

成果
指標

一次救急受診者数（在宅当番医、休日夜間診療所）
及び二次救急病院受診者数

②

　

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

団体

人

2,000 1,610 33,110

6 3 6

25,536 26,737 26,598

2,418 2,106

千円

2,232 2,106

事業費

国支出金

付記事項
「歳入歳出決算書」の地域救急医療事務費34,270,565円は、地域救急医療運営費補助事業（本事業）33,576,565
円と、山口県救急医療システム運営事業694,000円を合算した金額です。

地域救急医療運営費補助事業

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 05

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

186

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は救急医療に欠かせない看護師の養成や、救急病院の機能維
持に対する助成を行うものであり、上位の基本事業への貢献度は高
いと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

地域救急医療の体制確保につながるものであり、成果は上がってい
ると言えます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

医療体制の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

地域救急医療費

（歳入歳出決算書　233ページ）

● ●

①

②

33,577

33,577

コスト削減の余地等

地域救急医療体制の確保のため一定の予算を確保する必要があるこ
とから、現時点で新たなコスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

休日及び夜間に早急な医療を必要としている人

休日・夜間時における地域医療を確保するため山口市休日・夜
間急病診療所を運営しました。（山口市医師会、歯科医師会、
薬剤師会、放射線技師会からの医師等の派遣による。）
【診療科目及び日時】
　・内科及び外科
　　　毎日
　　　午後7時～午後10時まで
　・歯科
　　　日曜、祝日、8月14日～16日、12月29日～1月3日
　　　午前9時～午後1時まで
施設の長寿命化対策として、改修工事を進めます。平成25年度
は空調設備の改修を行いました。

意図

早急な治療が必要な患者が迅速かつ適切な初期医療を休日・夜
間急病診療所で受けることができます。

指標名称

活動
指標

休日･夜間急病診療所の年間診療日数①

成果
指標

休日･夜間急病診療所年間のべ受診者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

人

365 365 365

5,027 5,158 4,861

91,793 96,216

千円

41,572 40,552

事業費

国支出金

付記事項

休日・夜間急病診療所運営業務

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 05

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

50,221 55,664

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

上位の基本事業では、急病時の医療体制の整備を目的としており、
本事業により早急な治療が必要な患者が迅速かつ適切な医療を受け
ることができる体制が整備されることから貢献度は大きいと考えま
す。
　　

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

受診者数は横ばいです。365日診療を実施しているため、日数の増
加はできませんが、診療時間を延長することで成果向上の余地があ
ります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

医療体制の充実

一般会計

衛生費

保健衛生費

地域救急医療費

（歳入歳出決算書　231ページ）

● ●

①

②

101,692

40,941

7,914

52,837

コスト削減の余地等

照明を省エネルギータイプに転換することで維持管理固定経費の削
減につながることも考えられますが、診療科を維持するうえで必要
な経費で、他のコスト削減の方法はありません。　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　01 一人ひとりが健康づくりを行うまち

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

33,722 55,177
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

保健センター
保健センター（山口・小郡・秋穂・徳地・阿東）の施設の維持
管理を行いました。
・機器等保守管理（空調、消防設備、浄化槽維持管理等）　　
・清掃、警備委託等
・施設修繕

老朽化した施設の長寿命化対策のため、計画的に改修工事を行
います。
平成２５年度は、阿東保健センターの改修に伴う設計業務及び
空調設備改修工事を行いました。

意図

安全性・快適性を保てるように保健センターの機能を維持して
いきます。

指標名称

活動
指標

維持管理件数（定期点検等）①

成果
指標

施設維持管理上の不具合・トラブル件数
（施設機器の故障による修繕件数、住民からの不満件数）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

42 30 34

23 21 12

27,438 32,125

千円

27,036 31,726

事業費

国支出金

付記事項

保健センター管理運営業務

会計 01 政策 01

款 04 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 04

担当
健康福祉部
健康増進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

402 399

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

施策体系が「一人ひとりが健康づくりを行うまち」であり、各種講
座（健康づくり、育児）、相談（健康、母子、育児）など、健康づ
くりの拠点施設として貢献度は大きいと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

施設、設備の老朽化に伴い、不具合の増加が見込まれますが、適切
な保守点検により不具合の防止に努めています。
耐久度調査の結果に基づいた補修等を行うことにより、不具合が減
少すると考えられます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

一人ひとりが健康づくりを行うまち

施策の総合推進

一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生施設費

（歳入歳出決算書　231ページ）

●

①

②

53,613

26,994

15,225

11,000

394

コスト削減の余地等

現状の成果（施設維持）のためには、施設の経過年数からすると新
たな経費が発生する事も考えられます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

109



（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施　策　の　構　成

施策　01-02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業　01-02-01 子育て支援環境の充実

基本事業　01-02-02 保育サービスの充実

基本事業　01-02-03 子どもたちの交流の場づくり

基本事業　01-02-04 児童虐待の防止

基本事業　01-02-05 母子家庭等の福祉の充実

基本事業　01-02-06 相談体制の充実

基本事業　01-02-99 施策の総合推進

　全国的な傾向と同じく、本市においても少子化の傾向が続いています。
　　（年少人口割合(%)：H7…16.4　 H12…15.1　 H17…14.4　　H22…13.8　※国勢調査数値）
　核家族化の進行や地域コミュニティが希薄化する中で、子育てに対して悩みを抱え、不安を感じている保護者
が半数近くいます。
　また、ひとり親家庭、共働き家庭の増加などにより、家庭での保育が難しく、保育園や児童クラブなどの保育
サービスが必要となる児童が増えています。
・保育園待機児童数(人):H16…35　H17…9　H18…37　H19…0　H20…2　H21…13　H22…27　H23…12　H24…75
　　　　　　　　　　　 H25…33
・児童クラブ待機児童数(人):H16…8　H17…15  H18…37　H19…67　H20…35　H21…26　H22…73　H23…11　　
　　　　　　　　　　　　　 H24…9　H25…12
　全国的には児童虐待の相談件数が増加していますが、本市では横ばいの状況にあります。また、虐待として認
定した件数についても横ばいとなっています。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.03 3.05

3.77 3.77

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

施策のプロフィール

施策の対象

子ども（主に就学前）

施策がめざす姿

安全な環境の中で、健やかに育っています。

施策の成果状況と評価

子どもを安心して生み育てられる環境が整っていると思う、子ども
を持つ親の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

　平成24年度の実績値と比較すると、0.5ポイント減少しています
が統計誤差の範囲内となっており、成果としては横ばいの状況にあ
ると言えます。平成25年度においては、乳幼児医療費助成制度の拡
充や保育サービスの充実などにより一定の成果が出ているものと考
えており、子育ての不安や悩みを解決できていると感じている親の
割合は増加しています。今後は、子育て家庭に対する制度やサービ
ス等の周知を行うとともに、保育所や児童クラブの待機児童解消に
向けた取り組みを重点的に行う必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 44.2 52.9 52.4 65.0

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

7,353,6617,630,253

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子育てをしている保護者

基本事業がめざす姿

保護者の知識不足や経済的負担による子育てに対する不安や悩みが軽減できています。

基本事業の成果状況と評価

子育ての不安や悩みを解決できている親の割合

【こども家庭課】

評

価

　不安や悩みを解決できている親の割合は、昨年度と比較すると3.
7ポイント向上しています。年代別では、20歳代で56.0%、30歳代で
58.4%、40歳代で66.0%と半数以上の方が解決できているとしていま
すが、更なる成果向上に向け、子育て中の保護者が子育てに対する
不安や悩みを相談できる場所を様々な広報媒体を活用しながら広く
周知を図ります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 49.7 53.4 65.0

（向上）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

3,600,2673,537,160

基本事業　01 子育て支援環境の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

53.5 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・子育てに不安を抱えている保護者
・児童(１８歳未満）

次世代育成支援行動計画の施策に位置づけられた各種事業を実
施します。また、平成24年8月に子ども・子育て関連３法が成
立し、市町村は「子ども・子育て支援事業計画」の策定が義務
付けられました。
・要保護児童対策（要保護児童対策協議会運営等）
・次世代育成支援対策協議会（行動計画の評価・推進）
・子ども子育て会議の設置（H25年4月1日設置）
・子ども・子育て支援事業計画策定
　（H25年度：ニーズ調査・H26年度計画策定）
・子育て支援短期利用事業
　（短期の児童の預かりを児童養護施設に委託）
・お父さんパワーアップ講座事業など

意図

・子育て中の保護者の不安感・負担感が減少します。
・児童が地域の中で遊ぶことができます。

指標名称

活動
指標

子育て支援短期利用事業実施施設数①

お父さんパワーアップ講座開催回数

成果
指標

子育て支援短期利用者数

②

お父さんパワーアップ講座参加者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

箇所

回

人

人

6 6 6

15 4 0

448 287 257

300 294 0

8,653 6,887

千円

4,498 6,163

事業費

国支出金

付記事項

児童健全育成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,659 642

2,419

77 82

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子育て家庭のニーズに沿ったイベントや講座、交流事業等を実施し
ており、子育て中に抱える不安感や負担感を軽減することができ貢
献度は大きいと考えています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

お父さんパワーアップ事業については、父親の子育てや育児参加等
の状況について、１００人の父親へアンケート調査を実施し、父親
に対して必要な支援や父親のニーズの把握を行ないました。今後
は、この調査結果を基に、講座の開催等を行いながら、父親の育児
能力向上を図ります。また、子育て支援短期利用者は、減少傾向に
ありますが、周知を図ることにより成果向上が見込まれます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子育て支援環境の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　217ページ）

● ●

①

②

10,075

6,945

3,081

49

コスト削減の余地等

イベント開催等において、参加料の徴収や実費負担を求めることに
より、コストを下げることができます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

地域で養育されている児童（未就園児）及びその保護者
主として乳幼児を養育中の保護者
子育て支援（候補）者

保育所等の専門性を活用し、地域の子育て中の親子、特に未就
園児がいる家庭の親子の交流促進や子育てに関する相談、援助
等を行いました。
拠点施設内において、次の事業等を実施しました。
・交流広場の提供
・子育て関連情報の収集・提供
・子育てに関する相談
・子育て支援講座の実施
・子育てサークル等の育成支援
・地域の子どもと保育園児童との交流
・一時預かりの実施

意図

子育て中の保護者の子育ての不安感・負担感が減少するととも
に家庭及び地域の養育機能が向上します。
地域住民が子育てに関して主体的に活動することができ、また
子育て支援のノウハウを持った子育て支援（候補）者が増えま
す。

指標名称

活動
指標

地域子育て支援施設延べ数①

成果
指標

地域子育て支援施設利用者数（年間）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

箇所

人

17 17 17

61,398 64,638 59,497

79,200 77,529

千円

38,866 35,455

事業費

国支出金

付記事項

地域子育て支援拠点事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

38,082 42,035

2,222

30 39

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子育てに不安を感じる家庭に対し、身近な地域の中で気軽に集え交
流できる広場は、子育て中の親の不安感や負担感をやわらげる役割
を持っています。
全市域に子育て支援のネットワークを構築し、子育て支援のノウハ
ウを得た支援者が増えることで、どこでも安心して子育てができる
環境を整えることができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

設置箇所数に変更はありませんが、子育て家庭のニーズを踏まえた
事業展開することで成果向上が見込まれます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子育て支援環境の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　217ページ）

● ●

①

②

78,743

40,340

38,373

30

コスト削減の余地等

安心して子育てができる環境を整備する事業であり、コストを削減
することは、子育て家庭に対する支援が低下することとなりコスト
削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

地域で養育されている児童（未就園児）及びその保護者
主として乳幼児を養育中の保護者
子育て支援（候補）者

地域交流センター単位において地域が構成する子育て支援組織
による子育て親子の交流の広場の運営に対して助成しました。
広場の運営者は、次の事業を行い、週３日以上かつ１日５時間
以上開設しました。また、H25年度には、二島地区に広場の新
規開設をし、子育て支援の充実を図りました。
・子育て親子の交流の場の提供と交流の促進
・子育てに関する相談・援助の実施
・地域の子育て関連情報の提供
・子育て及び子育て支援に関する講習会等の実施
・地域の子育て力を高める取組の実施
市は、運営に対する人件費や家賃などに対する補助のほか、事
業実施に係る経費に対して助成しました。

意図

子育て中の保護者の子育ての不安感・負担感が減少するととも
に家庭及び地域の養育機能が向上します。 
地域住民が子育てに関して主体的に活動することができ、また
子育て支援のノウハウを持った子育て支援（候補）者が増えま
す。

指標名称

活動
指標

地域型つどいの広場設置箇所延べ数①

成果
指標

地域型つどいの広場利用者数（年間）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

箇所

人

7 7 8

14,039 17,331 17,682

20,542 19,500

千円

8,611 5,275

事業費

国支出金

付記事項

地域型つどいの広場設置助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,611 14,000

3,320 225

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子育てに不安を感じる家庭に対し、身近な地域の中で気軽に集え交
流できる広場は、子育て中の親の不安感や負担感をやわらげる役割
を持っています。
全市域に子育て支援のネットワークを構築し、子育て支援のノウハ
ウを得た支援者が増えることで、どこでも安心して子育てができる
環境を整えることができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成２５年度は、二島地区に新規開設をし、子育て支援の充実を図
りました。今後は、利用者ニーズを踏まえ、新規開設も視野に入れ
ながら事業展開をすることで成果向上を図っていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子育て支援環境の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　217ページ）

● ●

①

②

19,961

10,219

9,742

コスト削減の余地等

安心して子育てができる環境を整備する事業であり、コストを削減
することは、子育て家庭に対する支援が低下することとなりコスト
削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 22年度～

対象 手段

中学校修了までの児童
中学校修了までの児童を持つ子育て家庭 ○児童手当

３歳未満（一律）                 15,000円/月
３歳以上小学修了前（第1・2子） 　10,000円/月
３歳以上小学修了前（第3子以降）　15,000円/月
中学生（一律）　　　　　　　　　 10,000円/月
所得制限超過者（一律）　　　　　　5,000円/月

・支払い月は6月(2～5月分),10月(6～9月分),2月(10～1月分)

意図

次世代の社会を担う児童たちの育ちを社会全体で支援する観点
から、子育てにかかる経済的負担を軽減します。

指標名称

活動
指標

支給世帯数（公務員分を除く）①

児童手当等支給額（公務員分は除く）

成果
指標

受給対象世帯に占める支払済世帯の割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

世帯

千円

％

13,530 13,690 13,643

3,359,3433,030,2362,975,155

99.5 99 99.5

3,364,8323,035,072

千円

397,744436,557

事業費

国支出金

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の児童手当事務費3,797,378円と児童手当支給費2,975,155,000円を合算
した金額です。

児童手当支給事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,570,2892,153,818

396,799444,697

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子育て家庭の経済的負担が軽減されることから貢献度は大きいで
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

窓口における申請勧奨や、市報及びホームページ等を活用し、広く
周知を図ることで、更なる成果向上が期待できます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子育て支援環境の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　219ページ）

●

①

②

2,978,953

454,076

2,074,957

449,920

コスト削減の余地等

児童手当は法定受託事務であり、コスト削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 25年度～平成 25年度

●

対象 手段

子育て福祉総合センター

○山口市次世代育成支援行動計画と山口市後期まちづくり計画
において重点的な取組として掲げている「子育て支援のネット
ワークづくり」の拠点「やまぐち子育て福祉総合センター」の
設置に向けて、機能面の検討を行うなど、開設に必要な準備を
行いました。

意図

今後、必要となる機能の整備や求められる人材の確保など、子
育て福祉総合センターの開設の準備が整います。

指標名称

活動
指標

準備協議会・研究会開催数①

先進施設・関連施設視察研修実施回数

成果
指標

準備経費

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

千円

- - 2

- - 0

- - 991

千円

事業費

国支出金

付記事項

子育て福祉総合センター設置準備事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子育て福祉総合センターでの各種活動が、保育の質向上、子育て支
援機能の向上に資することから、貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

山口保育園の建替整備が遅れ、旧園舎での開設となりましたが、予
定通り平成２６年４月に開設することができました。今後、「やま
ぐち子育て福祉総合センター管理運営業務」で事業展開し、成果の
向上を図っていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子育て支援環境の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　219ページ）

●

①

②

991

991

コスト削減の余地等

「やまぐち子育て福祉総合センター」の設置に必要な経費ですの
で、コストを削減することはできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

市内在住の就学前児童

医療費の自己負担分を助成することにより、乳幼児を持つ家庭
の経済的負担を軽減しました。
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
　求、保険者の過誤を調整しました。
・自己負担分について、県内受診は直接医療機関へ、県外受診
　は、申請により申請者へ払い戻ししました。
県が導入した医療費の一部自己負担金についても全額助成しま
した。
父母の所得制限の撤廃を、平成20年度は３歳未満児まで、平成
22年度は４歳未満児まで、平成23年度は５歳未満児まで、平成
24年度は６歳未満児まで段階的に拡大しており、平成25年10月
診療分からは更に就学前の子どもまで拡大しました。

意図

医療費の自己負担分を助成することにより、子育て家庭の経済
的負担の軽減が図られます。

指標名称

活動
指標

福祉医療費受給者証（乳幼児用）交付件数【県制度】①

福祉医療費受給者証（乳幼児用）交付件数【単市制度】

成果
指標

乳幼児医療費給付件数【県制度】

②

乳幼児医療費給付件数【単市制度】

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

件

7,358 7,275 7,301

2,078 2,632 3,118

156,996156,496151,757

43,801 55,353 63,057

420,088450,876

千円

271,944298,688

事業費

国支出金

付記事項

乳幼児医療費助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 02

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

130,868134,101

17,276 18,087

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業では、県が導入した医療費の一部自己負担について全額助成
するだけでなく、所得制限撤廃の対象年齢を段階的に拡大してお
り、子育て家庭の経済的負担の軽減に繋がることから、貢献度は大
きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

単市制度による所得制限撤廃の対象年齢を段階的に拡大してきたこ
とに伴い、乳幼児医療費の給付件数が大きく伸びていることから、
成果は確実に上がってきています。
今後も本事業を継続的に実施することにより、成果の向上が見込め
ます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子育て支援環境の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童措置費

（歳入歳出決算書　219ページ）

● ●

①

②

438,676

293,128

120,954

24,594

コスト削減の余地等

事業の性質上、成果を落とさずにコストを削減する新たな方法はあ
りません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

保育を必要としている子ども

基本事業がめざす姿

保育が必要な子どもが保育サービスを受けています。

基本事業の成果状況と評価

保育所待機児童数

【こども家庭課】

評

価

　私立保育園の新設により待機児童数は前年より減少しましたが、
依然として待機児童が発生しています。待機児童の解消に向けて、
平成25年3月に「山口市保育計画」を策定し、私立保育園の新設・
増設を中心として、25年度と26年度の２年間で260人程度の定員拡
大を図ることとしています。また、平成27年度に本格施行予定の「
子ども・子育て支援新制度」の動向を注視しながら、継続的・計画
的に、保育環境の整備を行っていく必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

人 75 33 0

（向上）

目　標
達成度

（低）

評

価

児童クラブ待機児童数

【こども家庭課】

　待機児童が昨年度比で3人増加しています。待機児童解消に向け
、これまで児童クラブの計画的な整備を進めています。また、23年
度から湯田小学校区に第2児童クラブを市営住宅との合築により整
備を進め、26年4月にやまびこ第2学級（定員：60人）を開設しまし
た。今後も、待機児童の解消と保育環境の改善を行っていく必要が
あります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 37 9 12 0

（低下）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

2,827,6033,171,515

基本事業　02 保育サービスの充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

37 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

本市に住所を有し、就労等により昼間保護者が家庭にいない小
学校の第1学年から第3学年までの児童

市内の４１箇所（うち１箇所は人権推進課所管）において、児
童クラブ専用施設、学校や児童館等の建物の一部利用、その他
保育園内において児童クラブを開設しました。児童クラブの運
営は、指定管理者または業務受託者が行っています。
また、平成２５年度より、名田島小学校区に名田島幼稚園を活
用し、新規開設しました。
【開設時間】
　平日⇒放課後～18:00　土曜日・長期休業⇒8：30～18：00
【保育料】
　月額基本利用料　3,000円
　長期休業のみ利用　夏季8,000円　冬季2,000円
　　　　　　　　　　学年末・学年初め　各1,000円

意図

放課後児童の家庭や地域における遊びの環境づくり、また健康
管理、安全確保も図ることができ、保護者が安心して就労する
ことができます。

指標名称

活動
指標

児童クラブ入所者数①

児童クラブ運営箇所数

成果
指標

児童クラブ待機児童数

②

児童クラブ入所希望者数のうち待機児童数が占める割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

箇所

人

％

1,497 1,416 1,437

39 40 41

11 9 12

0.7 0.6 0.8

256,201279,325

千円

109,355124,652

事業費

国支出金

付記事項

児童クラブ運営事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

102,008110,187

44,838 44,486

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

共働き家庭の増加に伴い、児童クラブの利用希望者は増加傾向にあ
る中、児童クラブの整備等により、多くの児童を受け入れているこ
とから、保護者の就労について大きく貢献しているものと考えま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

児童数の増加が見込まれる児童クラブにおいては、計画的に施設整
備を行っていますが、待機児童数は増加しています。今後も、児童
クラブへの入級希望者は増加することが想定されることから、ニー
ズを的確に把握しながら、施設整備を実施することにより待機児童
の解消を図る必要があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　217ページ）

● ●

①

②

292,258

128,673

117,724

45,861

コスト削減の余地等

保育料の見直しが考えられます。しかし、２２年度に保育料の改定
を行っているため、経済的負担の状況やサービス改善など整理すべ
き課題があります。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

本市に住所を有し、就労等により昼間保護者が家庭にいない小
学校の第1学年から第3学年までの児童

入級児童が７１人を超える児童クラブについて、市営住宅との
合築により第２学級の施設整備を行いました。

・やまびこ第２学級（湯田小）定員：６０人
　　入級希望者増加のため学校隣接地に整備予定の元町市営住
　　宅と合築して第２クラブを新設しました。
　　設計委託：Ｈ２３年度～Ｈ２４年度　
　　建設工事：Ｈ２４年度～Ｈ２５年度
　　開　　級：Ｈ２６年度

意図

留守家庭児童が放課後、健全に過ごすことができます。
施設の増改築・新築等により、多くの入級希望児童を受け入れ
ることができ、待機児童数を減少することができます。
留守家庭児童の保護者が安心して就労することができます。

指標名称

活動
指標

児童クラブ施設建設数①

成果
指標

児童クラブ施設定員数

②

児童クラブ待機児童数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

箇所

人

人

1 2 1

1,517 1,532 1,547

11 9 12

54,291 67,031

千円

1,258 4,021

事業費

国支出金

付記事項

児童クラブ整備事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

26,633 8,510

26,400 54,500

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

児童クラブの新設等により入所定員数が増え、安心して子育てがで
きる環境が確保できていることから貢献度は大きいと考えられま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

今後も、児童クラブへの入級希望者は増加することが見込まれるこ
とから、保護者ニーズや児童クラブの運営状況等を踏まえながら、
計画的な施設整備を進めることで、必要なサービスを提供すること
ができます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　217ページ）

● ●

①

②

38,694

2,043

19,051

17,600

コスト削減の余地等

学校施設内の空き教室等の有効利用が考えられます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

病児保育所利用児童及びその保護者 ○病気回復期の児童で、集団保育が困難な場合、保護者が仕事
などの理由で家庭での保育ができない場合に、市内２箇所の病
児保育所で一時預かりを行いました。
○市内の病児保育所
・ハートアイランド山口（吉敷中東一丁目）
・のせ・おおうち病児保育所（大内長野）
○保育料
・１日２，１００円（食事代込み）
　※生活保護世帯、市民税非課税世帯は、減免制度あり

意図

子育て家庭の精神的、経済的負担が軽減され、仕事と家庭の両
立、世帯の安定が図られます。

指標名称

活動
指標

病児保育事業実施施設数①

成果
指標

病児保育事業延べ利用児童数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

施設

人

2 2 2

2,987 2,601 3,227

39,495 35,471

千円

15,127 11,131

事業費

国支出金

付記事項

病児保育事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

24,368 24,340

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

病気回復期の児童を保育できる環境整備であり、子育て環境の充実
に大きく貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

仕事などで保育ができない保護者への支援ができており、成果があ
がっています。今後、実施施設がない南部地域での事業展開等によ
り、成果のさらなる向上が見込めます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　219ページ）

●

①

②

40,206

15,840

24,366

コスト削減の余地等

県の補助基準、補助率に基づいて実施していることから、コストは
削減できません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

児童福祉法の規定により、保育の実施が必要と認められる乳児
及び幼児
市立保育園

○市立保育園を通して、保育の実施が必要と認められる乳児及
び幼児に対し、保育を実施しました。
○保育を実施するために必要な職員体制の確保、施設、設備、
備品等の維持管理を行いました。
○市立保育園数　１５園（定員、児童の受入年齢、保育時間は
園によって異なります）
※平成２５年４月から、既存の幼稚園を活用して新たに仁保　
　保育園、小鯖保育園が開園しました。（定員各１５人）
※入所実態を踏まえ、徳地地域にある保育園の定員の見直しを
　平成２５年４月に実施しました。（堀保育園６０人⇒３０
人、　八坂保育園３０人⇒２０人）

意図

保育所最低基準を維持し、安定した保育の実施を継続できるよ
うになります。

指標名称

活動
指標

市立保育園年間延べ在籍児童数①

成果
指標

市立保育園定員数に対する充足率

②

市立保育園における児童の事故件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

％

件

13,260 13,726 13,604

98.66 104.94 104.97

16 36 39

433,301465,617

千円

303,894337,369

事業費

国支出金

付記事項

市立保育園管理運営業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 04

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

542

12,359 8,214

116,506120,034

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市立認可保育園の受入態勢及び環境整備を行うとともに、保育の質
の向上に努めることで、「保育サービスの充実」への貢献度は大き
いと考えられます。また、平成２２年度から、旧山口地域と旧４町
で異なっていた保育料を、旧４町の低い水準に統一し、受益者負担
の軽減に努めました。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

入所児童数が増加するとともに、研修会等の積極的な参加により、
保育の量・質ともに向上していることから、成果が向上していま
す。今後、さらなる保育の質の向上に努めることにより、成果が向
上する余地があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

（歳入歳出決算書　221ページ）

●

①

②

460,987

327,082

10,571

123,334

コスト削減の余地等

現在、27年度以降の「子ども・子育て支援事業計画」の策定に向け
て、「山口市子ども・子育て会議」でニーズ調査を行いながら、子
育て環境の整備について検討をしています。今は待機児童の解消を
優先的に行っていますが、今後、需給バランスを踏まえて、民間の
役割を増やすことにより、コスト削減の余地があります。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

124



事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

保育を必要とする就学前児童
○老朽化した市立保育園の改修工事等を行い、保育環境の充実
を図りました。
・平成２４年度から現地建替整備を進めている市立山口保育園
において、仮設園舎建設及びリース、旧園舎一部解体、新園舎
の施設整備を進めましたが、豪雨災害や消費税率引き上げに伴
う駆け込み需要等による建設業界繁忙により、工事スケジュー
ルが遅れています。新園舎には、やまぐち子育て福祉総合セン
ターを併設し、総合的な子育て支援環境の整備を進めていきま
す。
・その他、老朽化した保育園（陶保育園・山口第二保育園）の
耐震補強・改修のための設計をしました。

意図

市立保育園の施設を整備改善していくことにより、保育を必要
とする児童の受け入れ態勢を整え、待機児童の解消と保育サー
ビスの充実を図ります。

指標名称

活動
指標

当該年度施設整備園数①

成果
指標

施設整備による市内公立保育園定員拡充数

②

市内公立保育園待機児童数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

園

人

人

0 0 0

0 0 0

4 28 10

102,155

千円

5,355

事業費

国支出金

付記事項

市立保育園施設整備事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 04

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

96,800

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市立保育園の施設整備により、保育環境の充実が図れることから、
「保育サービスの充実」への貢献度は大きいと考えられます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

市立保育園の定員増を伴う建替整備や耐震改修を行って、安心・安
全な保育環境の整備を進めており、成果が向上しています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

（歳入歳出決算書　221ページ）

●

①

②

248,862

41,562

207,300

コスト削減の余地等

建設に伴う様々なコスト削減の可能性はあります。また、今後の保
育を必要とする児童の数の伸び等によっては、事業規模の見直しも
考えられます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

私立認可保育所
在園児・保護者

○私立認可保育園に対して、国･県･市からその運営費を支払い
ました。
・国の保育所運営費交付要綱に従って、毎月初日の入所人数に
保育単価を乗じた金額を委託料として毎月20日に支払いまし
た。
・平成２５年７月に、大内なかよしこども園が定員を６０人か
ら７０人に変更しました。
・私立認可保育園の保育士等の処遇改善に向けて、「保育士等
処遇改善臨時特例事業」に取り組みました。

意図

私立認可保育所が、保育所最低基準を維持し、安定した保育の
実施を継続できるようにし、結果として在園児が安全に過ごせ
るようになり、保護者が安心して子供を預けることができるよ
うになります。

指標名称

活動
指標

市内保育所運営費交付金の交付保育園数①

成果
指標

保育に欠けていて市内の私立保育所に入所できている児童
数（毎年10月1日現在）

②

保育に欠けていて市内の認可保育所に入所できない児童数
（毎年10月1日現在の待機児童数）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

園

人

人

16 18 18

1,607 1,679 1,783

50 102 112

1,465,6911,549,195

千円

393,568412,774

事業費

国支出金

付記事項

私立保育園運営事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 04

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

439,754471,287

227,388244,138

404,981420,996

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

私立認可保育園の運営費を補助することにより、受入態勢及び環境
整備が図れることから、「保育サービスの充実」への貢献度は大き
いと考えられます。また、平成２２年度から、旧山口地域と旧４町
で異なっていた保育料を、旧４町の低い水準に統一し、受益者負担
の軽減に努めました。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

私立認可保育所の入所定員及び入所児童数が増加するとともに、職
員研修の実施等により、保育サービスの質・量が向上しています。
今後とも施設整備と職員研修等による保育の質の向上を継続するこ
とにより、成果が向上します。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

（歳入歳出決算書　223ページ）

● ●

①

②

1,692,395

450,029

505,533

295,131

441,702

コスト削減の余地等

国が定めた徴収基準額よりも低い保育料を設定しているほか、平成
２２年度から、旧山口地域と旧４町で異なっていた保育料を、水準
の低い旧４町に統一し、受益者負担の軽減に努めました。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 21年度～

●

対象 手段

保育を必要とする就学前児童 ○社会福祉法人等が市内で設置経営する私立認可保育園の施設
整備を国・県の補助で実施する場合に、市からもその費用を補
助しました。
・平成25年度は、「はあと保育園」（定員60人）の新設整備を
行いました。なお、予定していた「とものその保育園」の３歳
以上児保育室等の増設（定員60人→120人）、「愛児園平川保
育所」の移転整備（定員120人→150人）については、26年度に
繰り越して整備を行います。

意図

補助により、私立保育園または市立保育園の民営化後の施設整
備が進むとともに、施設面積拡大に伴う受入児童数の増加によ
り待機児童の解消を図ることができます。

指標名称

活動
指標

補助金額①

成果
指標

施設整備実施保育園数

②

施設整備により、増加した定員数（純増分）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

園

人

0 0 111,091

0 0 1

60 0 60

千円

事業費

国支出金

付記事項

私立保育園整備費助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 04

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

私立認可保育園の施設整備により、定員増、受入体制の確保、保育
環境の充実が図れることから、「待機児童の解消」及び「保育サー
ビスの充実」への貢献度は大きいと考えられます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

私立認可保育園の施設整備を実施することにより、定員増による待
機児童対策や保育環境の充実を図ることができます。今後とも、保
育ニーズを的確に把握しながら、施設整備を実施することにより、
待機児童の解消を図る必要があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

（歳入歳出決算書　223ページ）

● ●

①

②

111,091

12,343

98,748

コスト削減の余地等

定員規模等に応じた補助基準額、補助率も決まっていることから、
コストを削減できません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 21年度～

●

対象 手段

へき地保育所入所児童

○へき地保育所を通して、保育サービスを必要とする児童に対
し、保育を実施しました。
○へき地保育所数　公立４園（定員、児童の受入年齢、保育時
間は園によって異なります。）
※平成２５年４月に利用実績等を踏まえ定員を見直しました。
・篠生保育園（定員50人→30人）
・生雲保育園（定員60人→20人）
・地福保育園（定員60人→20人）
・徳佐保育園（定員80人→60人）
○保育を実施するために必要な職員体制の確保、施設、設備、
備品等の維持管理を行いました。
○篠生保育園の耐震診断を実施しました。

意図

へき地保育所において、安定した保育の実施を継続できるよう
になります。

指標名称

活動
指標

へき地保育所年間延べ在籍児童数①

成果
指標

へき地保育所の定員に対する入所児童の割合

②

事故件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

％

件

1,130 1,161 1,042

37.7 38.7 66.8

1 0 0

43,012 51,803

千円

18,324 26,928

事業費

国支出金

付記事項

へき地保育所管理運営業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 04

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,469 6,000

1,059 270

19,160 18,605

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

阿東地域において未就学児を保育・教育する施設は、へき地保育所
が唯一の施設であり、「保育サービスの充実」へのへき地保育所の
貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

在籍児童はやや減少していますが、阿東地域において未就学児に対
して安心・安全な保育サービスの提供が維持できており、成果があ
がっています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

保育サービスの充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

（歳入歳出決算書　223ページ）

●

①

②

52,061

27,011

134

8,010

16,906

コスト削減の余地等

在籍児童数の状況を踏まえ、統廃合について検討していきます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子ども

基本事業がめざす姿

子どもが学んだり、遊んだり、交流できる場があり、活用されています。

基本事業の成果状況と評価

児童館利用者数

【こども家庭課】

評

価

　利用者数が3,833人、割合で6.3%昨年度より減少しています。内
訳をみてみると、全ての児童館において減少しており、秋穂児童館
は10.9%、三和児童館は9.9%、上郷児童館は7.0%、山口児童館は1.4
%減少しています。今後も、児童館機能を十分に活用し、世代間交
流など工夫を凝らした事業の企画、運営により、利用者数の拡大を
図る必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

人 60,50956,67682,000

（低下）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

26,874 29,979

基本事業　03 子どもたちの交流の場づくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

78,577 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・児童(１８歳未満）
・地域住民

山口児童館の管理運営を行いました。
＜開館日＞　　日曜、祝日（敬老の日等を除く）、
　　　　　　　年末年始を除く毎日
＜開館時間＞　９：３０～１７：００
　　　　　　　（月曜日のみ１３：００～１７：００）
＜内容＞
・児童講座の開催
・児童向け各種クラブの実施
・移動児童館の開催
・お年寄りとの交流活動の実施
・耐震補強の実施（H25年度：耐震設計→H26年度：耐震工事）

意図

児童が、健全な遊びを通して情操が豊かになります。

指標名称

活動
指標

講座開催数①

成果
指標

年間延べ利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

人

80 83 75

26,836 26,513 26,131

19,145 12,014

千円

16,183 10,955

事業費

国支出金

付記事項

山口児童館管理運営業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

03

目 05

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,962 1,059

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域の子どもに遊びや文化活動等を通して発達の増進を図るととも
に、様々な年齢の子どもによる異年齢交流を推進し、子ども同士で
学びあえる縦のつながりを強め、子どもの健やかな育成に大きく貢
献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

山口市内の児童数、山口児童館の年間延べ利用者数、講座開催数と
もに昨年度より減少していますが、今後、利用者のニーズにあった
事業・講座等を継続していくことにより、更なる成果の向上が見込
めます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

子どもたちの交流の場づくり

一般会計

民生費

児童福祉費

児童館費

（歳入歳出決算書　223ページ）

●

①

②

15,023

13,123

1,900

コスト削減の余地等

地域の中にあって多様な人々の出会いと交流が展開される児童館
は、地域の児童健全育成の中核となる施設であり、地域のニーズを
踏まえ、事業を行う施設でありコスト削減を行うことはできませ
ん。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子育てをしている保護者

基本事業がめざす姿

子どもの人権を守るために、地域と行政が連携して家庭の養い育てる力を高めています。

基本事業の成果状況と評価

児童虐待通告受理件数

【こども家庭課】

評

価

　養護相談や虐待通告(疑いを含む)件数が250件前後で推移してお
り、虐待として認定した件数も昨年と同数となっています。しかし
ながら、虐待の要因となる問題が複雑化しており、複数年にわたっ
てケースに関わることが多くなっています。今後も、早期発見・早
期対応を目指し、引き続き関係機関の連携の強化を図り、児童虐待
防止に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 10 10 30

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

養育に関する相談件数（家庭児童相談＋教育相談）

【こども家庭課】

　相談件数が、昨年度と比べ増加していますが、これは、教育委員
会における教育相談件数の増加によるものです。こども家庭課にお
ける相談件数は横ばいですが、子どもの養育に関する相談体制が確
保されていると考えています。今後も、関係機関の連携をより強化
し、相談体制の充実に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 940 782 1,022 1,450

（向上）

（低）

評

価

児童虐待通告受理ケース（新たに通告を受けたもの）のうち虐待の
重症度判断が重度以上の件数

【こども家庭課】

　25年度は虐待の重症度判断が重度として受理した件数はゼロであ
り、この数値は少ないほどその成果が高くなります。今後も、相談
体制の充実、虐待の早期発見・早期対応をよりいっそう確実に行う
ため、要保護児童対策地域協議会等を通じ、関係機関の連絡強化を
図り、引き続きゼロを目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 3 0 0 0

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

0 93

基本事業　04 児童虐待の防止

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

22 
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事業の概要

計画
年度

平成 23年度～

対象 手段

養育者が、育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問
題によって、子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭、ま
たは虐待のおそれや、そのリスクを抱える家庭

必要に応じて関係機関からの情報収集等を行い、家庭の養育状
況を把握し、その結果、支援の必要性があると思われる家庭に
対し、指導、助言等を行いました。また、養育不良の家庭に対
して、家事・育児等の援助を行うことにより、養育上の諸問題
の解決・軽減を図りました。
短期間に集中して複数回の訪問、あるいは長期間に定期的な訪
問等を行いました。
・妊娠期からの継続的な支援を必要とする家庭
・出産後間もない時期における育児不安の解消や養育技術の提
　供を必要とする家庭
・不適切な養育状態にある家庭、虐待のおそれやそのリスクを
　抱える家庭

意図

本来子供の養育について支援が必要でありながら、、積極的に
自ら支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に過重な負
担がかかる前の段階において、訪問による支援を実施すること
により、当該家庭において安定した子どもの養育が可能となり
ます。

指標名称

活動
指標

養育支援を実施した世帯数①

養育支援を実施した延件数

成果
指標

養育支援が終了した世帯数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

世帯

件

世帯

24 19 24

45 50 76

9 7 6

千円

事業費

国支出金

付記事項
平成23年度から専門職を配置し、事業の実施体制について検討、整備。
平成25年度から子育て支援特別対策事業（安心こども基金）により実施。

養育支援訪問事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

04

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

必要に応じて関係機関からの情報収集等を行い、家庭の養育状況を
把握し、相談、指導、助言等を行うことにより支援に繋げていくこ
とは、虐待の効果的予防対策として大きく貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

関係機関との連携により、養育について支援が必要な家庭を把握
し、家庭訪問を行います。
子育てによる不安感やストレス、不適切な養育状態等、虐待のおそ
れやそのリスクを抱える家庭に対して、指導、助言等を行うことに
より、安定した養育が図られています。
しかしながら、問題が複雑化している家庭については、長期的な支
援が必要となります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

児童虐待の防止

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　219ページ）

●

①

②

93

32

61

コスト削減の余地等

職員人件費だけで行っている事業であり、削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

133



事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・児童(１８歳未満）
・保護者
・児童を養育する家庭

・家庭児童相談室の設置
　　こども家庭課内に家庭児童相談室を設置し、こども家庭課
　　職員及び２名の家庭児童相談員（嘱託職員）が常時相談に
　　応じました。相談内容に応じて教育委員会や児童相談所な
　　どの関係機関と連携し問題解決にあたりました。　
・夜間・休日家庭児童相談受付業務委託
　　平日の夜間（17:15～8:30）及び休日の相談受付をこども
　　家庭支援センターに委託して行いました。
・要保護児童対策地域協議会の運営
　　養育が不適切な家庭に対する個別ケース検討会議の開催等
　　により、関係機関が連携し、虐待の未然防止、早期発見、
　　早期対応を図りました。

意図

・子どもについての相談を必要とする市民、保護者等が安心し
　て相談することができます。
・児童に関する問題が解消されます。

指標名称

活動
指標

家庭児童相談室相談受付件数①

夜間休日家庭児童相談受付件数

成果
指標

終結件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

240 252 242

1 5 0

144 130 124

3,666 3,643

千円

1,842 3,273

事業費

国支出金

付記事項

家庭児童相談事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

06

目 01

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,824 370

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子どもに関する相談窓口として、こども家庭課内に家庭児童相談室
を設置し、専任の相談員を配置することにより、市民や保護者等が
安心して相談することができること、また関係機関との連携によ
り、児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応を図るため、貢献度
は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

専任の相談員の配置、また教育委員会や児童相談所等、関係機関と
の連携により問題解決を図っています。
相談受付件数は250件前後で推移していますが、問題が複雑化して
いることにより、複数年にわたってケースに関わることが多くなっ
ているため、終結した件数の割合が若干減少しています。
関係機関の連携強化により、児童虐待の未然防止、早期発見、早期
対応を図っていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

相談体制の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　217ページ）

●

①

②

3,662

3,219

443

コスト削減の余地等

家庭児童相談業務は家庭における子どもに関する相談を行うもので
あり、事業費のほとんどが相談員にかかる人件費のため、相談体制
を継続するためにもコスト削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

母子・父子家庭の子ども

基本事業がめざす姿

経済的支援の必要な家庭の負担が軽減され、子どもが健やかに育ちます。

基本事業の成果状況と評価

母子福祉サービスを受けている延べ世帯数

【こども家庭課】

評

価

　母子福祉サービスの年間利用世帯は増加しており、前年度比で72
世帯増えています。サービスの需用は年々増加している状況にあり
、児童扶養手当、母子家庭等日常生活支援、母子家庭医療費助成を
必要とする世帯が増加しています。今後も、ひとり親家庭の経済的
・精神的負担の軽減のため、各種サービスの周知について引き続き
努めていく必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

世帯 4,227 4,299 4,700

（向上）

目　標
達成度

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

892,684 884,277

基本事業　05 母子家庭等の福祉の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

3,494
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

所得が基準額以下である市内在住の18歳までの児童とその母ま
たは父 医療費の自己負担分を助成することにより、ひとり親家庭の経

済的負担を軽減しました。
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
　求、保険者の過誤を調整しました。 
・自己負担分について、県内受診は直接医療機関へ、県外受診
　は、申請により申請者へ払い戻ししました。
県が導入した医療費の一部自己負担金についても全額助成しま
した。

意図

医療費の自己負担分を助成することにより、ひとり親家庭の経
済的負担の軽減が図られます。

指標名称

活動
指標

福祉医療費受給者証（ひとり親家庭用）交付件数①

成果
指標

ひとり親家庭医療費給付件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

2,559 2,568 2,601

35,018 35,535 35,418

101,917103,621

千円

55,142 56,386

事業費

国支出金

付記事項

ひとり親家庭医療費助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

05

目 02

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

34,054 35,232

12,721 12,003

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業では、県が導入した医療費の一部自己負担についても全額助
成しており、ひとり親家庭の経済的負担の軽減に繋がることから、
貢献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

ひとり親家庭医療費の給付件数は横ばいとなっており、ほぼ順調に
成果が上がってきているものと思われます。
今後、本事業を継続して実施することにより、成果の向上が見込め
ます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

母子家庭等の福祉の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

児童措置費

（歳入歳出決算書　219ページ）

● ●

①

②

104,684

55,971

34,615

14,098

コスト削減の余地等

事業の性質上、成果を落とさずにコストを削減する新たな方法はあ
りません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・母子家庭等
・寡婦
・母子寡婦福祉連合会 ・母子家庭等及び寡婦に対して、母子自立支援員による相談、

　母子寡婦福祉資金の貸付等の業務を行い、就業・自立に向け
　た支援を行いました。
　　　主な貸付…就学支度資金、修学資金、生活資金、転宅資
　　　　　　　　金、技能習得資金、修業資金
・山口市母子寡婦福祉連合会の活動を支援することにより、広
　く母子寡婦福祉の充実を図りました。

意図

・母子家庭等及び寡婦が安心して相談することができます。
・母子家庭等及び寡婦が経済的・精神的に自立できます。

指標名称

活動
指標

母子自立支援員相談・処理・活動件数①

母子寡婦福祉資金貸付件数

成果
指標

相談・処理解決件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

1,354 1,834 1,419

35 36 28

1,354 1,834 1,419

3,865 4,112

千円

3,710 4,028

事業費

国支出金

付記事項

母子福祉対策事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 02

項 02
基本
事業

05

目 03

担当
健康福祉部
こども家庭課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

155 84

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

複雑、多岐にわたる母子家庭等及び寡婦の相談に応じ、また母子寡
婦福祉資金の貸付等により就業及び経済的な支援を行うことは、自
立の促進を図り、大きく貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

離婚後の住居、生活費や支援制度等、あらゆる相談に応じるととも
に、母子寡婦福祉資金の貸付業務を行うことにより、母子家庭等及
び寡婦の生活安定のために支援を行っています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

子どもの健やかな育ちを支えあうまち

母子家庭等の福祉の充実

一般会計

民生費

児童福祉費

母子福祉費

（歳入歳出決算書　219ページ）

●

①

②

4,012

3,927

85

コスト削減の余地等

事業費のほとんどが母子自立支援員にかかる人件費及び入所措置費
であり、コストを削減できません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

子どもと保護者

基本事業がめざす姿

子育てや教育に関する不安を解消するため、子どもと保護者が気軽に相談できています。

基本事業の成果状況と評価

子育てや教育に関する相談窓口を知っている親の割合

【こども家庭課】

評

価

　家庭児童相談室、保健センター、地域子育て支援拠点施設、教育
相談室等、相談体制は確保されているものの認知度の上昇につなが
っていない状況といえます。今後とも、様々な広報媒体の活用や機
会を捉えた積極的なＰＲを進めていく必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 66.6 68.6 85.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

6,233 7,229

基本事業　06 相談体制の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

73.6 
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　02 子どもの健やかな育ちを支えあうまち

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

0 0
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施　策　の　構　成

施策　01-03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業　01-03-01 社会活動と生きがいづくりの推進

基本事業　01-03-02 介護予防の推進

基本事業　01-03-03 日常生活の支援

基本事業　01-03-04 権利擁護の推進

基本事業　01-03-05 高齢者福祉の担い手育成

基本事業　01-03-06 地域包括ケアの推進

基本事業　01-03-99 施策の総合推進

　本市の高齢者人口（６５歳人口）は平成２２年１０月の国勢調査では、４６，６２７人、高齢化率２３．８％
でしたが、平成２６年３月末の住民基本台帳におきましては、５万人を超え、高齢化率は２６．２％となり、市
民の４人に１人が高齢者になるなど、急速な高齢化が進行しています。
　また、介護が必要になる高齢者の割合も年々増加することが見込まれていることから、できる限り住み慣れた
地域で安心して生活できる社会の実現に向けて、介護のサービス基盤を整備していくとともに、介護・医療･住
まい・生活支援・介護予防が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築が求められています。
　そのため、地域包括支援センターの機能強化をはじめ、認知症対策の推進、医療と介護の連携強化、生活支援
及び介護予防サービスの充実や、高齢者が様々な場で生きがいを持って活躍し、地域で支えあえるような地域と
連携した取り組み等を進めていくことが必要です。
　特に、介護保険制度の改正により、要支援者の介護予防サービスの一部が平成２７年度以降段階的に市町村事
業に移行されることから、多様なサービスを効果的、効率的に提供できる体制整備が必要です。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.98 2.98

3.83 3.86

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

施策のプロフィール

施策の対象

高齢者
介護保険利用者、家族

施策がめざす姿

高齢者が住み慣れた場所で安心して自立した生活を送ることができるとともに、介護が必
要となっても、高齢者個々に見合った介護サービスの提供や地域の支えあいにより、高齢
者の望む場所でその人らしく暮らすことができています。

施策の成果状況と評価

生きがいを持っている高齢者の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

　24年度の指標値に比べ、今年度は0.3ポイント下がっていますが
、統計誤差の範囲内で、横ばいと見ることができます。超高齢社会
の中、今後、高齢者自身の意思と能力が生かされ、年齢に関らず、
家族・地域・社会の一員として頼りにされることが重要であり、そ
のため個々の高齢者の状況にあわせて様々な役割を持って活躍でき
る仕組みづくり、自分づくりを推進します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 66.2 67.8 67.5 77.3

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

自立高齢者割合　

【健康福祉部　政策管理室】

自立高齢者の割合は、平成24年度の指標値と変わらず、横ばいの状
況で推移しています。要支援認定者で生活機能が維持・改善してい
る人の割合もほぼ横ばいで推移しており、利用者のうち要介護認定
者に移行していない人の割合は91.4％と高くなっています。今後更
に成果を上げるためには、予定されている介護保険制度改正もふま
えた介護予防事業の見直しや充実を行い、介護予防に取組む高齢者
の増加に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 86.2 86.4 86.4 83.0

（横ばい）

（高）

評

価

介護サービスを利用しやすい環境が整っていると思う高齢者割合

【健康福祉部　政策管理室】

　市民アンケートの結果で、「介護サービスが必要となったとき、
利用する環境が整っていると思う」高齢者割合は、平成24年度から
2ポイント減少しています。しかしながら、「利用する環境が整っ
ていないと思う」高齢者割合は1ポイント減少していることから、
ほぼ横ばいと考えられます。介護サービスが必要となったときに利
用しやすいように、市民に向けた広報を充実し、サービス内容の周
知に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 47.1 47.1 45.1 55.0

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

1,026,858 886,752

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

高齢者がさまざまな所で社会参加をし、生きがいを持って生活しています。

基本事業の成果状況と評価

地域活動に参加している高齢者の割合

【高齢・障がい福祉課】

評

価

　市民アンケート結果で、この一年間に地域の活動に参加したこと
があるとする回答は、平成２４年度と同数で横ばいの状況です。参
加した活動では、自治会活動が一番多く、次いで美化活動、老人ク
ラブ活動となっています。引き続き地域に貢献できる福祉活動の場
の提供や活動を支援します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 41.9 41.9 46.0

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

習い事や趣味の成果を家庭や地域のために活かしている高齢者の
割合

【高齢・障がい福祉課】

　市民アンケート結果で、この一年間に習い事や趣味の成果を家庭
や地域のために活かしているとする回答が、平成２４年度より５．
４ポイントの増加していますが、平成２３年度より４．６ポイント
低い状況です。これは、習い事や趣味の成果を生かし地域貢献を行
うより、個人的趣味として行うほうが多いことによると考えられま
す。今後も、習い事や趣味の成果が家庭や地域のために活かされる
文化・学習活動、健康・スポーツ活動や福祉活動の場の提供や活動
を支援します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 52.3 49.3 54.7 71.7

（低下）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

92,892 98,896

基本事業　01 社会活動と生きがいづくりの推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

38.8 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・老人クラブ
・高齢者

・老人クラブ等が実施する生きがいや健康づくりを推進する事
業に対して、補助を行いました。
＜補助対象＞
　山口市老人クラブ連合会
　各支部老人クラブ連合会
　各単位老人クラブ
・全国健康福祉祭に出場する高齢者を激励しました。

＜全国健康福祉祭（ねんりんピック）＞
　平成27年秋に山口県で開催されることから、高知県で開催さ
れた全国健康福祉祭の視察を行いました。
　

意図

・高齢者の「生きがい」「健康づくり」ができます。
・高齢者が社会参加しやすくなります。

指標名称

活動
指標

補助金額①

補助件数（連合会、支部、単位）

成果
指標

老人クラブ加入者及び高齢者活動参加者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

団体

人

15,222 14,690 14,267

231 221 221

10,384 9,822 9,311

15,222 14,727

千円

10,360 10,351

事業費

国支出金

付記事項
「歳入歳出決算書」の高齢者活動助成事業費18,147,285円は、老人クラブ等高齢者活動補助事業（本業務）14,7
20,322円、健康づくりふれあい大会補助事業1,630,000円、健康増進老人福祉大会補助事業1,650,000円、串地区
老人作業所管理運営業務146,963円を合算した金額です。

老人クラブ等高齢者活動補助事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

01

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,862 4,376

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

老人クラブは、地域の高齢者活動の核として、生涯現役で心豊かな
地域社会を目指し「生きがいづくり」「健康づくり」「地域づく
り」に貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

老人クラブの加入者は、減少していますが、地域の高齢者の活動の
核として、今後も地域づくり、生きがいづくりを支援していきま
す。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

社会活動と生きがいづくりの推進

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　207ページ）

●

①

②

14,721

10,412

4,234

75

コスト削減の余地等

老人クラブ数又はクラブ加入者数に応じて補助しており、加入者の
増加を促進しているため削減の余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・おおむね60歳以上の者 
・山口市の福祉に関係する団体 

・山口市老人福祉館の指定管理者に対して、管理運営経費を支
払い、施設の管理運営を行いました。 
＜施設状況＞ 
　利用者　　60歳以上の者、 山口市の福祉に関係する団体
　利用時間　午前９時～午後１０時
　休館日　　日曜日、祝日、年末年始 
　所在地　　山口市下竪小路254番地 
＜指定管理者＞ 
　管理者　　山口市社会福祉協議会　　 
　指定期間　平成25年4月1日～平成28年3月31日 
＜耐震診断＞平成24年度実施
＜耐震設計＞平成25年度実施

意図

・高齢者が生きがいづくりや健康増進、教養の向上等を図るこ
とができます。
・福祉団体の活動がしやすくなります。 
・適切な施設管理を行うことができます。

指標名称

活動
指標

開館日数①

成果
指標

利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

人

292 293 292

7,898 7,555 8,990

16,395 11,188

千円

15,395 10,528

事業費

国支出金

付記事項
「歳出歳入決算書」の老人福祉館管理運営費29,720,473円は、老人福祉館管理運営業務（本業務）12,652,006
円、徳地老人福祉センター管理運営業務15,733,009円、阿東老人福祉センター管理運営業務1,335,458円を合算
した金額です。

老人福祉館管理運営業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

01

目 05

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

660

1,000

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・高齢者が身近な場所で教養や趣味等の活動を行うことで、生きが
いづくりや健康増進、教養の向上につながることから、貢献度は大
きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・平成25年度は、他の施設の改修工事に伴い、代替施設としての利
用があったことなどにより利用者数が増えていますが、平成26年度
には、耐震補強及び改修工事を行い、施設の長寿命化やバリアフ
リー化を図ります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

社会活動と生きがいづくりの推進

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉センター費

（歳入歳出決算書　209ページ）

●

①

②

12,653

10,253

2,400

コスト削減の余地等

・ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・おおむね60歳以上の者 
・山口市の福祉に関係する団体 

・山口市徳地老人福祉センターの指定管理者に対して、管理運
営経費を支払い、施設の管理運営を行いました。 
＜施設状況＞ 
　利用者　　60歳以上の者、 山口市の福祉に関係する団体 
　利用時間　午前９時～午後５時(土曜日は午前中のみ) 
　休館日　　日曜日、祝日、年末年始 
　所在地　　山口市徳地島地2097番地1
＜指定管理者＞ 
　管理者　　社会福祉法人佐波福祉会 
　指定期間　平成25年4月1日～平成28年3月31日
＜耐震診断＞平成24年度実施
＜耐震設計＞平成25年度実施

意図

・高齢者が生きがいづくりや健康増進、教養の向上等を図るこ
とができます。 
・福祉団体の活動がしやすくなります。 
・適切な施設管理を行うことができます

指標名称

活動
指標

開館日数①

成果
指標

利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

人

292 308 309

2,115 2,419 2,585

9,441 12,424

千円

8,441 11,894

事業費

国支出金

付記事項
「歳出歳入決算書」の老人福祉館管理運営費29,720,473円は、徳地老人福祉センター管理運営業務（本業務）1
5,733,009円、老人福祉館管理運営業務12,652,006円、阿東老人福祉センター管理運営業務1,335,458円を合算し
た金額です。

徳地老人福祉センター管理運営業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

01

目 05

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

530

1,000

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・高齢者が身近な場所で生きがいづくり等の活動ができることは、
日常生活上で生きがいづくりを行う時間の確保がしやすく、貢献度
は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・隣接地に交流施設が設置されたことから、利用者は順調に伸びて
います。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

社会活動と生きがいづくりの推進

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉センター費

（歳入歳出決算書　209ページ）

●

①

②

15,734

15,734

コスト削減の余地等

・ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の虚弱な高齢者・要支援者

基本事業がめざす姿

高齢者が介護の必要な状態にならないように、また進行しないように努め、活動的な生活
を続けています。

基本事業の成果状況と評価

二次予防事業に参加した者で、生活機能を維持・改善している者
の割合

【高齢・障がい福祉課】

評

価

　平成22年8月に地域支援事業実施要綱が改正され、「特定高齢者
」の名称が「二次予防事業対象者」に変更されるとともに、対象者
選定方法が変更されたことにより、平成25年度より指標を変更して
います。指標値については平成24年度に比べて2.5ポイント下がっ
ていますが、後期高齢者の割合が多く、体調不良等による事業の中
断が多かったことによるものです。今後予定されている地域支援事
業の変更に伴う二次予防事業の動向も見据えながら、より効果的な
二次予防事業の提供に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 85.5 83.0 90.4

（低下）

目　標
達成度

（低）

評

価

要支援認定者で生活機能が維持・改善されている者の割合

【高齢・障がい福祉課】

　指標値については平成24年度に比べ5.7ポイント下がっているも
のの、平成29年度の目標値と同値で、目標に達しています。今後は
要支援者の介護保険制度改正も視野に入れ、要支援者の状態の維持
改善を目指した介護予防ケアマネジメントの実施や介護予防サービ
ス提供従事者の質の向上を図り、より効果的な介護予防サービスの
提供に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 54.6 75.7 70.0 70.0

（低下）

（高）

評

価

介護予防に取り組んでいる人の割合

【高齢・障がい福祉課】

　市民アンケート結果で、この一年間に介護予防のために何かをし
たことがあると回答した人は90.3％で、平成24年度から1.6ポイン
ト上昇しています。また運動に取り組む高齢者の割合や買い物等の
外出を心がける高齢者の割合も上昇していますが、いずれも統計誤
差の範囲であるため、指標はほぼ横ばいの状況であると考えます。
運動器の機能低下が要介護状態になる要因として大きく影響してい
ることから、今後も運動機能向上を目指して介護予防事業や普及啓
発を進めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 88.3 88.7 90.3 90.0

（横ばい）

（高）

評

価

認知症高齢者のうち在宅で過ごしている割合

【高齢・障がい福祉課】

　認知症高齢者のうち在宅で過ごしている割合は平成23年度、平成
24年度と指標値が低下しており、平成25年度は前年度に比べ1.8ポ
イント増加したものの基準値よりも低く、ほぼ横ばいの状況と考え
ます。医療と介護の連携強化、認知症高齢者及びその家族に対する
相談体制の充実、認知症サポーター養成による市民等への普及啓発
に加え、認知症カフェ等による居場所づくりを進める等、在宅の環
境整備に努め、在宅で生活できる認知症高齢者の増加を目指します
。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 50.2 47.8 49.6 55.7

（横ばい）

（低）

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

49,358 51,218

基本事業　02 介護予防の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

86.9
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・６０歳以上の方
・老人憩の家3館を指定管理により、管理運営を行いました。 
＜施設状況＞ 
　利用者　　60歳以上の方 
　利用時間　午前９時～午後５時 
　利用料金　１人１回100円（潮寿荘の宿泊料金は別途）
　休館日　　月曜日、年末年始 
　所在地　　寿泉荘(湯田)､嘉泉荘(嘉川)､潮寿荘(秋穂二島) 
＜指定管理者＞ 
　管理者　　中国興産有限会社　
　指定期間　平成25年4月1日～平成28年3月31日
＜耐震設計＞平成25年度　嘉泉荘

意図

・高齢者の心身が健康になります。
・利用者同士の交流により生きがいづくりができます。 
・適切な施設管理を行うことができます。

指標名称

活動
指標

開館日数①

成果
指標

利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

人

308 308 306

51,312 48,832 47,792

38,625 36,637

千円

30,685 36,167

事業費

国支出金

付記事項

老人憩の家管理運営業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

02

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,678 470

2,262

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・高齢者の生きがいや介護予防に利用されています。高齢者の入浴
や保養休養、交流の場として、利用していただいており、高齢者の
健康づくりや生きがいづくりに貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・平成25年度の利用者数は、前年度と比べて減少しています。施設
については、耐震診断・設計を実施しましたので、平成26年度、嘉
泉荘の耐震補強工事を実施することとしています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

介護予防の推進

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　207ページ）

●

①

②

38,540

37,840

700

コスト削減の余地等

・新たな方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 22年度～

●

対象 手段

・認知症高齢者
・居宅介護支援事業所や地域包括支援センター職員等
・医療機関
・介護サービス提供事業者

山口市基幹型地域包括支援センターに、認知症地域支援推進員
(認知症の医療や介護における専門的な知識を有する者)として
保健師及び看護師を配置し、次の取組みを行いました。
①認知症疾患医療センターや地域の医療機関、介護サービス提
供事業者等関係団体との連携
②認知症疾患医療センターや地域の医療機関において認知症の
診断を受けた方を相談支援者につなぐ
③地域包括支援センターや介護サービス提供事業者に対する支
援
④若年性認知症の方への支援
⑤認知症ケア体制及び医療との連携体制への取組み

意図

認知症の方やその家族が状況に応じて、必要な医療や介護を受
けることができます。

指標名称

活動
指標

認知症地域支援推進員が対応した認知症に係わる相談総件
数

①

成果
指標

医療機関と連携した件数

②

（代）介護保険サービス等の情報提供を行った件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

135 251 211

49 30 17

22 39 43

3,856 3,797

千円

事業費

国支出金

付記事項

認知症ケア総合推進事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

02

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,856 3,797

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

認知症は要介護状態となる主要因のひとつであることから、認知症
の早期段階からの適切な診断と介護等の対応を行うことにより、認
知症の予防・進行防止を図ることが可能となり、高齢者が安心して
地域での生活を継続することができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成22年度から配置となった認知症地域支援推進員も徐々に周知で
きてきているため、相談件数は横ばいです。今後も、相談窓口の周
知の強化や認知症疾患医療センター及び地域の医療機関等関係団体
との連携を図ることで、早期に相談窓口につながる人が増えること
が期待できます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

介護予防の推進

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　207ページ）

● ●

①

②

3,421

3,421

コスト削減の余地等

認知症施策推進５か年計画の実施に伴う国の補助事業として要望を
行い、実施していく予定です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

152



事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

●

対象 手段

介護保険の対象ではないが、心身機能の低下がみられ、今後介
護を必要とする状態となるおそれがあるため特に介護予防が必
要な６５歳以上の市民（二次予防事業対象者）です。

二次予防事業対象者に、自立した日常生活を継続していけるよ
う、通所形態での「運動器の機能向上」「口腔機能向上」「栄
養改善」等を目指したプログラムを提供しました。適切なプロ
グラムを提供できると認められる専門家、社会福祉法人等に委
託して実施しました。地域包括支援センターはプログラム提供
から一定期間後に利用者の効果を判断し、継続利用の必要性を
検討しました。
○委託内容
・体と脳の機能アップ教室：通所によりストレッチ等の運動や
　認知症予防プログラムなどを行い６か月後に見直しました。
・足腰機能アップ教室：利用者個々の状態に沿った運動プログ
　ラムを３か月間行い、継続するかどうかを判断しました。

意図

心身機能の低下がみられる二次予防事業対象者が、介護予防に
関する理解を深め、心身機能の維持向上を図ることができま
す。

指標名称

活動
指標

二次予防通所型介護予防事業利用者数①

成果
指標

利用者のうち状態が維持改善している人の割合

②

利用者のうち要介護認定者に移行していない人の割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

％

％

269 339 361

91.9 85.5 83.4

95.5 89.7 91.4

18,685 26,606

千円

事業費

国支出金

付記事項

二次予防通所型介護予防事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

11,016 11,107

5,508 5,553

2,161 9,946

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

通所型介護予防事業に取り組む高齢者が増加することで介護が必要
になる状態に移行せずに現状を維持して生活できている人が増加し
ていくことが予測できます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

二次予防通所型介護予防事業利用者が増加し、介護予防に取り組む
人が増加しています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

介護予防の推進

介護保険特別会計

地域支援事業費

介護予防事業費

二次予防事業費

（歳入歳出決算書　401ページ）

●

①

②

30,627

9,721

7,423

3,712

9,771

コスト削減の余地等

参加者の増加が見込まれることから、コストを削減することはでき
ません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

●

対象 手段

６５歳以上の要介護者・要支援者及び介護認定申請中の者を除
く介護保険の第１号被保険者
６５歳に達したとき（誕生日の前日）から対象

基本チェックリストにより介護予防の必要な高齢者を早期に把
握しました。

　①対象者へ基本チェックリストを郵送しました。対象者は、
　　質問項目へ回答後、市へ返送しました。
　②返送された回答により二次予防事業対象者を把握しまし　
　　た。
　③二次予防事業対象者のうち介護予防事業へ参加意向のあ　
　　る方等へ、必要に応じ訪問により健康アンケートと医師の
　　判断を実施しました。その結果をもとに介護予防事業の参
　　加を勧めました。

意図

高齢者が自分の生活機能の低下に、早期に気づくことができま
す。

指標名称

活動
指標

基本チェックリスト実施者数①

成果
指標

把握された介護予防の必要な二次予防事業対象者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

人

27,909 32,707 32,152

8,544 8,329 7,560

17,480 15,490

千円

事業費

国支出金

付記事項

二次予防事業対象者把握事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

8,764 6,591

4,382 3,296

4,334 5,603

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

二次予防事業対象者を把握し、介護予防を推進することにより、要
支援・要介護状態への移行を予防し、自立した生活を継続すること
ができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

介護予防の必要性を早期に把握する基本チェックリストの実施者は
維持されています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

介護予防の推進

介護保険特別会計

地域支援事業費

介護予防事業費

二次予防事業費

（歳入歳出決算書　401ページ）

● ●

①

②

13,452

1,692

5,018

2,509

4,233

コスト削減の余地等

平成２１年度には特定高齢者候補者（二次予防事業対象者）の選定
を事前に行う方法に変えることにより、平成２２年度には選定の結
果介護予防健診（生活機能評価）の対象とならなかった基本チェッ
クリスト実施者への結果通知を省略することにより、コストを削減
しました。現状では、さらなるコスト削減の方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・高齢者及び一般市民
・認知症高齢者及びその家族
・保健、医療、福祉関係従事者

認知症の早期発見、早期対応のために、相談や普及啓発に努め
ました。

・介護予防出張講座を実施し、認知症予防の普及啓発を行いま
した。
・地域住民が認知症の方への対応方法や早期発見の重要性につ
いて理解を深められるよう、認知症サポーター養成講座を実施
しました。

意図

・高齢者や家族が認知症について正しく理解し、認知症の予防
に取り組むことができ、関係従事者を含め、認知症の早期発
見、症状改善及び進行防止のための実践ができます。
・地域に認知症に関する理解が進むことで、認知症の人や家族
が安心して住み慣れた地域で暮らすことができます。

指標名称

活動
指標

認知症サポーター養成数①

認知症講座の実施回数

成果
指標

認知症サポーター養成実施率

②

認知症の対応能力が向上した医師の割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

回

％

％

1,475 880 388

2 2 2

134 80 65

28.9 31.1 -

74 144

千円

事業費

国支出金

付記事項

認知症高齢者対策推進事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 02
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

74 144

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

認知症に関する理解が進むことで、認知症の予防に努めるととも
に、認知症を早期に発見し、適切な対応を行うことで、高齢者が尊
厳のある暮らしを安心して続けることができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成25年度の認知症サポーター養成実施率は目標を下回りました
が、平成26年度以降は職域に積極的に働きかけるなど幅広い対象に
向けた養成講座を実施することで、より一層地域における認知症に
対する理解を深めていくことができます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

介護予防の推進

介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

任意事業費

（歳入歳出決算書　403ページ）

●

①

②

90

90

コスト削減の余地等

ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 19年度～

対象 手段

要支援１及び要支援２の認定者
山口市地域包括支援センターが指定介護予防支援事業者の認定
を受け、要支援認定者に対し、介護保険の予防給付サービスの
利用調整を行いました。
　①利用者からの介護予防サービス計画作成依頼の受理
　②利用者と介護予防支援の契約締結
　③介護予防ケアマネジメントの実施
　・アセスメント、サービス担当者会議、介護予防サービス計
　　画書の作成、サービス利用調整、モニタリング、評価
　④給付管理業務
＊上記のうち③については、居宅介護支援事業者に一部委託し
ました。

意図

利用者が個々の状態にあった介護予防サービスを受けることが
できます。

指標名称

活動
指標

１年間に介護予防サービスの調整を行った延べ件数（給付
管理件数）

①

成果
指標

個々の状態にあった介護予防サービスを受けることができ
た割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

％

4,473 4,712 4,865

74.0 66.8 69.2

17,042 15,154

千円

事業費

国支出金

付記事項

介護予防支援運営事業

会計 05 政策 01

款 02 施策 03

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

17,042 15,154

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

要支援者への介護予防の推進を図り、状態の改善及び要介護状態へ
の移行を防止することにより、自立した生活を継続することができ
ることから、貢献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

民間化計画に基づく地域包括支援センターの民間委託が完了し、直
営による介護予防支援業務の実施率は約３割となります。これによ
り、コスト削減を図ることができるとともに、サービスの質を低下
することなく、事業を継続することができます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

介護予防の推進

介護サービス事業特別会計

事業費

居宅介護支援事業費

介護予防支援事業費

（歳入歳出決算書　413ページ）

●

①

②

13,562

13,562

コスト削減の余地等

市直営で実施してきた事業を圏域の委託の地域包括支援センターで
実施することで事業費を削減しています。介護予防支援業務を行う
ために必要な経費であり、成果を落とさずコストを削減することは
困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

高齢者の状態に応じた日常生活サービスを受けることで、生活が改善し、負担が軽減され
ています。

基本事業の成果状況と評価

介護サービス利用者のうち、居宅介護サービスを利用している者
の割合

【介護保険課】

評

価

日常生活を支援する居宅介護（予防）サービス利用者は、本年度末
時点で平成24年度より0.6ポイント向上しています。高齢者が住み
なれた自宅や地域で安心して生活を継続できるサービスの一層の充
実を図り、引き続き必要なサービスを利用することができるように
、サービス内容及び利用方法の周知に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 77.2 77.8 80.0

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

日常生活機能（買い物・移動手段・見守り・ごみ出し等）が充足
されていると感じる高齢者の割合

【高齢・障がい福祉課】

　市民アンケートの結果で、日常生活を送る上で、必要な生活機能
（買物・移動手段・見守り・ごみ出し等）が充足していると感じて
いると回答された高齢者の方が、平成２４年度より0.9ポイント増
加している状況です。引き続き、高齢者の状態に応じた日常生活支
援サービスの提供により、生活の改善や負担の軽減に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 81.3 81.3 82.4 82.0

（横ばい）

（高）

評

価

日常生活サービスを受けている高齢者のうち満足と感じている割合

【高齢・障がい福祉課】

　市民アンケートの結果で、日常生活支援サービス（バス券、おで
かけタクシー券、家事援助、配食、緊急通報システム、友愛訪問、
介護用品など）を受けておられるかたのうち、「満足」及び「どち
らかといえば満足」と回答されたかたが、平成２４年度より４．９
ポイント増加しています。引き続き、高齢者の状態に応じた日常生
活支援サービスの提供により、生活の改善や負担の軽減に努めます
。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 59.8 59.8 64.7 67.0

（向上）

（中）

評

価

要介護判定が維持・改善できた要介護認定者の割合

【介護保険課】

前年度末時点の要介護（要支援）認定者で今年度末時点に要介護判
定が維持・改善できた要介護（要支援）認定者の割合は、平成24年
度より3.4ポイント低下しています。今後ますます高齢化が進展し
要介護判定が重度化する中、必要な介護サービスの利用により要介
護（要支援）判定の維持・改善効果を得るために引き続きサービス
内容及び利用方法の周知に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 76.1 79.6 76.2 80.0

（横ばい）

（低）

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

878,266 730,501

基本事業　03 日常生活の支援

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

76.4
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

７０歳以上高齢者、障がい者（身障手帳1～3級、療育手帳A、
精神保健福祉手帳1～2級所持者）

７０歳以上高齢者及び障がい者に福祉優待バス乗車証（有効期
間：１年間）を交付しました。
＜交付方法・利用者負担＞ 
　３月に対象者へ一斉郵送しました。
　①７０歳以上高齢者…１乗車１００円
　②障害者（障害者介護人付）…無料
　　・身体障害者手帳１級～３級の所持者、・療育手帳Ａの所
　　　持者、・精神障害者保健福祉手帳１級～２級の所持者
＜対象路線＞
　市内生活路線バス
　防長バス、ＪＲバス、宇部市、宇部市交通局

意図

バス利用の経済的負担が軽減され、外出や社会参加しやすくな
ります。

指標名称

活動
指標

福祉優待バス乗車証の交付者数①

成果
指標

年間延べ総利用回数

②

1人あたりの平均利用回数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

回

回

40,777 41,319 41,957

628,165607,725619,040

15 15 15

154,332151,608

千円

154,332151,608

事業費

国支出金

付記事項

福祉優待バス乗車証交付事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

03

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・バス利用の経済的負担が軽減でき、高齢者等が外出する機会が増
えることで、自立した生活が確保できます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・一人あたりの平均利用回数は、横ばいの状況です。地域で運営さ
れるコミュニティタクシーにも利用できることを利用者にお知らせ
していきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

日常生活の支援

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

（歳入歳出決算書　205ページ）

● ●

①

②

149,937

149,937

コスト削減の余地等

・ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・一人暮らし高齢者で慢性疾患等により注意を要する者
・高齢者二人世帯で一方が寝たきり等で､かつ他方が慢性疾患
等により注意を要する者
・一人暮らしの重度身体障がい者等

・自宅に通報端末を設置し、通報ボタンを押すことで緊急通　
　報センターに緊急通報ができ、または相談にも応じました。
・サービス提供は民間事業者等に委託して行いました。
＜決定方法＞
　包括ケア会議等により、利用の必要性を検討しました。
　（地域包括支援センター職員、関係者等で構成）
＜サービス内容等＞
　①緊急通報または相談通報ができます。
　②月１回、定期的に安否確認の電話があります。
　利用者負担　400円/月（介護保険料1～3段階の者は無料）
＜利用相談等＞
　地域包括支援センターへ相談、利用申請

意図

・心理的不安等が解消できます。
・地域とのつながりができます。

指標名称

活動
指標

設置台数①

成果
指標

緊急時対応件数

②

相談件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

台

件

件

631 631 618

4,561 4,989 5,254

1,121 1,253 1,622

20,588 20,870

千円

20,588 20,870

事業費

国支出金

付記事項

緊急通報システム運営事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

03

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・高齢者等の心理的な不安が解消され、日常生活が送れることか
ら、貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・平成25年度からセンター方式へ移行しました。対象者の利用促進
を図っていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

日常生活の支援

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　207ページ）

●

①

②

19,286

19,286

コスト削減の余地等

・利用料の見直しが考えられます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 21年度～

●

対象 手段

介護保険要介護認定者（要支援１～２、要介護１～５）

介護保険要介護認定者（要支援・要介護）を対象に、タクシー
利用料金の一部を助成しました。 
・タクシー料金１０００円ごとに３００円の助成。 
・１枚３００円の割引券４０枚を１冊にして交付。

意図

タクシー利用の経済負担が軽減され、通院や介護にかかる移
動、外出がしやすくなります。

指標名称

活動
指標

タクシー券交付者数①

成果
指標

タクシー券延べ利用回数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

回

907 2,381 2,527

14,541 42,278 47,577

4,843 13,221

千円

4,843 13,221

事業費

国支出金

付記事項

高齢者タクシー料金助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

03

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・タクシー券を交付することにより、ドア・ツー・ドアでの通院、
買物、催し、介護等のための移動が確保できます。また、通院など
外出にかかる費用負担が軽減され、趣味や生きがいづくりなどの機
会が増えてきていることから、貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・平成24年度から要支援１、２の認定者まで対象を広げたことか
ら、交付者数は増加傾向にあります。今後も高齢者の外出支援とな
りますよう広く周知を図ります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

日常生活の支援

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　209ページ）

● ●

①

②

14,745

14,745

コスト削減の余地等

・平成２２年度から開始した事業であり、また障害者タクシー料金
助成と同額としており実施するタクシー会社の混乱を招くことにも
つながることから、削減の余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

老人福祉施設等の施設整備を行う事業者
　「山口市介護基盤緊急整備等補助金交付要綱」及び「山口市
介護施設開設準備経費補助金交付要綱」に基づき、介護保険の
給付対象となる介護事業所整備を行う社会福祉法人等に対し整
備費の一部を補助しました（100/100）。

・認知症対応型共同生活介護　２箇所（阿東・北東部圏域）
・小規模多機能型居宅介護　　１箇所（南部圏域）
・認知症対応型通所介護　　　１箇所（南部圏域）
・スプリンクラー設備設置　　１箇所（南部圏域）
　

意図

老人福祉施設等の施設整備を行う事業者の負担を軽減し、安定
経営に寄与し、介護認定者が利用する、介護サービスの質の向
上を期待することが出来ます。

指標名称

活動
指標

計画に基づく施設整備補助金交付件数①

成果
指標

補助金により整備を行った施設数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

施設

5 3 5

5 3 5

19,059 175,770

千円

事業費

国支出金

付記事項

地域介護・福祉空間整備費助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

03

目 03

担当
健康福祉部
介護保険課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

19,059 175,770

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

補助金を活用することで施設等の整備が進み、高齢者が可能な限り
住みなれた地域で生活を継続できるよう支援されます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

国・県により制度化されているものであり、また、毎年補助対象範
囲や補助金額に変更があるため、成果を見込むことは困難です。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

日常生活の支援

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　209ページ）

●

①

②

70,294

70,294

コスト削減の余地等

国・県の要綱に基づき補助を行っているため、コストを削減する余
地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・介護保険料所得段階第１～３段階で要介護認定を受けている
在宅の寝たきり高齢者（常時失禁）等を介護している市民税非
課税世帯の家族

・サービス利用の可否を決定し、介護用品の支給は、市が指定
する介護用品取扱事業者に委託して商品を配達しました。 
＜サービス内容等＞ 
　給付品目　　紙おむつ、紙パンツ、尿取りパッド
　支給限度額　要支援１・２　　５万円／年
　　　　　　　　　（Ｈ24から対象者拡大）
　　　　　　　要介護１～３　　５万円／年
　　　　　　　要介護４・５　１０万円／年
＜利用相談等＞ 
　地域包括支援センターへ相談、利用申請

意図

・家族の身体的、経済的な介護負担が軽減でき、在宅での介護
が継続できます。
・寝たきり高齢者が在宅での生活を継続できます。

指標名称

活動
指標

補助件数①

成果
指標

利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

人

248 272 329

248 272 329

9,885 10,630

千円

3,585 3,994

事業費

国支出金

付記事項

介護用品支給事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 02
基本
事業

03

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,200 4,424

2,100 2,212

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・利用者本人及び家族の身体的、経済的な介護負担が軽減でき、日
常生活に対する貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・利用者は増加しており、成果は順調です。今後も、家族介護、ま
た、在宅生活の支援を図ります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

日常生活の支援

介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

任意事業費

（歳入歳出決算書　401ページ）

●

①

②

13,154

6,518

4,424

2,212

コスト削減の余地等

・利用対象者は市民税非課税者で、家族の介護にかかる負担軽減を
目的としていますが、利用対象者や介護者のいない対象者が増加し
ており、対象者や支給限度額の見直し等を図り、コストの増加を抑
制する必要があります。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の高齢者

基本事業がめざす姿

高齢者の人権、財産が守られています。

基本事業の成果状況と評価

高齢者虐待に関する相談件数

【高齢・障がい福祉課】

評

価

　高齢者虐待に関する相談件数は、平成24年度31件から32件とほぼ
横ばいの状況で、相談経路は件数の多い順に介護サービス関係者、
警察、民生委員となっています。今後も早期発見・早期対応につな
がるように、介護福祉関係者だけでなく関係団体や地域への啓発活
動に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 31 32 54

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

高齢者虐待に関する虐待認定者の割合

【高齢・障がい福祉課】

　通報・相談件数に対する虐待認定者の割合は平成24年度の指標値
と比べ3.9ポイント減少していますが、平成29年度の目標値である5
5％以下となっており、また、通報・相談件数は平成24年度と比べ
ほぼ横ばいです。虐待が疑わしい段階からの通報が増えることで、
未然防止・重度化防止につながって、認定者の割合が減少している
と考えられます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 33.3 25.8 21.9 55.0

（向上）

（高）

評

価

地域生活のための各種権利擁護事業の利用者数

【高齢・障がい福祉課】

　地域福祉権利擁護利用者（126人）、市長申出の成年後見制度を
利用をしている高齢者数（12人）の合計が平成24年度と比べ5人増
加しています。これは、ケアマネージャー・施設関係者・病院関係
者等に制度の周知がある程度図られたことや、利用者である高齢者
人口の増加によるものが主な要因と考えられます。今後も地域包括
支援センター及び市社会福祉協議会が中心となって、各種権利擁護
事業の啓発及び利用支援を行っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 61 133 138 160

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

1,342 1,302

基本事業　04 権利擁護の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

33 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・高齢者及びその家族等

・成年後見制度の広報、普及活動を山口市社会福祉協議会に委
　託して行いました。
・市社会福祉協議会が法人成年後見に取り組むため、今後の法
　人後見事業の充実や将来像について研究をし家庭裁判所に申
　請を行いました。 
＜実施方法＞ 
　研修会、会議での説明 
　パンフレット作成
　法人後見制度の研究

・成年後見制度利用支援事業の市長申立請求手続に関して、書
　類作成を司法書士へ委託します。

意図

・成年後見制度への理解を深めます。
・高齢者の権利、財産を守ります。

指標名称

活動
指標

社会福祉協議会への委託、補助額①

成果
指標

制度利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

件

522 1,302 1,302

22 35 95

522 1,342

千円

522 1,342

事業費

国支出金

付記事項

成年後見制度普及啓発事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

04

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・成年後見制度の普及・啓発を行っているところであり、今後、貢
献度が増してくるものと考えております。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・相談者数は、前年に比べて増加しており、成年後見制度の理解が
深まりつつあります。今後も、制度の普及・啓発を行います。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

権利擁護の推進

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　207ページ）

●

①

②

1,302

1,302

コスト削減の余地等

・ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・認知症高齢者及びその家族等

・成年後見制度は、家庭裁判所に申し立てを行い、認知症など
判断能力が十分でない方々を、適切な保護者を選任し、財産管
理や身上配慮等により保護し支援するものです。
・高齢者に配偶者及び四親等内の親族がいない等の理由で、申
し立てが行えない場合は、市長が審判請求を行いました。ま
た、成年後見制度の利用に係る費用の助成を行いました。
＜利用決定＞包括ケア会議等により申立の必要性を検討しまし
　た。
＜申立手続き＞家庭裁判所へ後見人等の申立請求手続きを行い
　ました。書類作成は司法書士へ委託
＜費用助成＞申立費用や後見人等への報酬が支払えない高齢者
　については、その費用を市が助成しました。

意図

・判断能力が不十分な認知症高齢者が必要とする介護サービス
を受給できます。
・高齢者の権利、財産を守ります。

指標名称

活動
指標

市長申立検討件数①

成果
指標

市長申立件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

17 16 15

12 13 12

1,044 2,233

千円

394

事業費

国支出金

付記事項

成年後見制度利用支援事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 02
基本
事業

04

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,044 1,168

584

87

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・認知症高齢者等が増加傾向にあり、該当の高齢者等による生活に
大いに貢献しているものと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・市長申立検討件数、市長申立数は、ほぼ横ばいです。今後も、成
年後見が必要な方について、親族や費用等の相談等に応じるなど、
利用支援を進めていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

権利擁護の推進

介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

任意事業費

（歳入歳出決算書　401ページ）

●

①

②

3,251

1,459

1,180

590

22

コスト削減の余地等

・利用決定までに十分調査を行っており、これ以上のコスト削減は
できません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

・高齢者及び一般市民
・介護家族
・保健・医療・福祉関係従事者

・保健・医療・福祉及び警察署、弁護士会等の関係機関及び地
域関係組織の代表者等を構成員とする「高齢者虐待防止ネット
ワーク推進会議」を設置し、関係機関の連携に関することや早
期発見など、虐待防止策を検討しました。
・市民に対し、高齢者虐待防止に関する普及啓発を行いまし
た。
・保健・医療・福祉関係従事者研修会を開催しました。
・地域包括支援センターが高齢者虐待の相談窓口となり、問題
の解決や状況改善に向けて相談・支援を行いました（地域包括
支援センター運営事業にて対応）。

意図

・保健・医療・福祉関係従事者及び地域住民が高齢者虐待に対
する正しい知識を持ち、早期に高齢者虐待に気づき、相談・支
援に結びつけることができます。
・虐待のおそれのある高齢者や養護者、家族が虐待の解消及び
回避をすることができます。

指標名称

活動
指標

高齢者虐待防止に関する啓発回数①

高齢者虐待の相談件数

成果
指標

高齢者虐待に対し親族と分離せずに、早期に対応できた割
合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

件

％

46 44 43

40 31 32

75.0 74.2 87.5

70 154

千円

事業費

国支出金

付記事項

高齢者虐待防止推進事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 02
基本
事業

04

目 02

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

70 122

32

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

高齢者虐待を防止することにより、高齢者の人権や財産が守られ、
地域で安心して暮らすことができることから上位の基本事業に対す
る貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

今後も、高齢者虐待の相談窓口の普及・啓発や、高齢者虐待防止従
事者研修会を行っていくため、相談件数が増える可能性が高いと考
えます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

権利擁護の推進

介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

包括的支援事業費

（歳入歳出決算書　403ページ）

●

①

②

171

121

50

コスト削減の余地等

現段階では、虐待の未然防止や早期発見、早期対応に向け、高齢者
虐待防止の一般市民への啓発を高めるとともに虐待高齢者と直接関
わる機会のある医療、保健、福祉関係者等に研修の機会を設けるこ
とにより、質の向上を図る時期だと考えるので、新たな方法はあり
ません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

高齢者福祉の担い手が育成されています。

基本事業の成果状況と評価

高齢者福祉活動をしている市民の割合

【高齢・障がい福祉課】

評

価

　市民アンケート結果は、この一年間に高齢者福祉活動に参加して
いるとする回答が平成24年度と比べ0.4ポイント下がっています。
活動したいと回答した方も37.4％あることから、超高齢化社会と言
われている中で高齢者福祉分野へのお手伝いやボランティアに関心
が高まっていると考えます。今後、ふれあい・いきいきサロン事業
など地域に貢献できる生きがい活動の場について、情報の提供をし
ていきたいと考えます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 6.4 6.0 14.2

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

高齢者福祉団体数

【高齢・障がい福祉課】

　市内における高齢者等の見守り訪問グループ数は、平成24年度と
比べ52グループ増加しています。これは、町内会程度の小地区単位
ごとに自治会役員や福祉員等を中心とした高齢者などの見守りグル
ープが、対象者に応じて再編成されたものと考えます。今後も引き
続き新たな結成に対する支援を行い、結成促進につなげていきたい
と考えます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

団体 600 650 702 675

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

4,220 4,055

基本事業　05 高齢者福祉の担い手育成

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

6.6 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・６５歳から６９歳までの虚弱な一人暮らし高齢者、７０歳以
上の一人暮らし高齢者等
・見守り訪問グループ

・地域住民等による見守り訪問グループの結成、育成及び訪問
活動支援等を山口市社会福祉協議会に委託して行いました。 
＜事業内容等＞
　①見守り訪問グループ活動事業　週１回以上
　　　友愛訪問活動と安否の確認
　　　生活、身上及びその他必要な相談、助言
　　　事故発見の際の緊急通報
　　　関係機関等との連絡調整
　②見守り訪問グループ育成事業
　　　育成、充実を図るための研修事業等の実施。
＜委託料＞
　１ケースあたり　1,000円/年 

意図

・高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができます。
・見守り訪問グループにより地域福祉活動が活発になります。

指標名称

活動
指標

見守り訪問グループ数①

成果
指標

見守り訪問グループ数対前年度比

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

ｸ゙ﾙーﾌ゚

％

662 650 702

104 98 108

7,467 4,220

千円

1 4,220

事業費

国支出金

付記事項

友愛訪問活動促進事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 03

項 01
基本
事業

05

目 03

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,466

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

・自治会委員、福祉員、老人クラブ会員等で構成された見守り訪問
グループにより高齢者等の安否確認等が行われており、高齢者等が
住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、貢献しているものと
考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

・ひとり暮らし高齢者等に対するきめの細かい見守り体制、グルー
プの育成により、高齢者福祉の担い手育成につなげてまいります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

高齢者福祉の担い手育成

一般会計

民生費

社会福祉費

老人福祉費

（歳入歳出決算書　207ページ）

●

①

②

4,055

4,055

コスト削減の余地等

　一人暮らし高齢者は増加しており、訪問グループ等の福祉の担い
手を育成していくことが重要となっており、そのための研修等を行
う費用は削減できません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

高齢者、地域組織、保健・医療・
福祉関係機関

基本事業がめざす姿

高齢者に支援が必要な時、関係機関が連携できる体制ができています。

基本事業の成果状況と評価

地域包括支援センターを知っている市民の割合

【高齢・障がい福祉課】

評

価

　平成25年度から指標を見直し、市民アンケートで地域包括支援セ
ンターを知っている市民の割合としています。指標値については平
成24年度と比べて同値で変わらず推移しており、このうち65歳以上
の地域包括支援センターを知っている方の割合は51.4％となってい
ます。引き続き地域包括支援センターの認知度を高めるための普及
啓発に取り組みます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 42.9 42.9 50.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

連携体制を目的とした会議の回数

【高齢・障がい福祉課】

　地域連携を目的にした会議の回数は平成24年度に比べ96回増加し
、平成29年度の目標値を超えています。各地域包括支援センターで
は地域包括ケアシステムの構築を目指して地区単位で様々な会議を
主催または参加しており、今後より効果的な地域ケア会議の開催や
体制づくりを目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

回 213 641 737 700

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

780 780

基本事業　06 地域包括ケアの推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

42.9
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

●

対象 手段

・概ね６５歳以上の市民
・高齢者に関わる保健・医療・福祉の関係機関及び団体

地域包括支援センターを設置（直営１センター２分室、委託５
センター）し、社会福祉士、主任介護支援専門員、保健師等の
専門職員を配置し、高齢者を包括的に支援するために、以下の
事業を行いました。

・総合相談支援
・要支援、要介護となる恐れのある高齢者が、介護予防サービ
スを受けるためのプラン作成と関係機関との調整
・権利擁護や虐待防止に関する相談
・関係機関とのネットワークづくり

意図

・高齢者及び家族が地域包括支援センターの役割を理解し、必
要時に相談することで、個々の状態に応じた保健・医療・福祉
サービスを総合的に受けることができます。
・高齢者サービス提供機関や関係団体が連携することができま
す。

指標名称

活動
指標

相談総件数①

連携を目的として開催、または出席する会議の種類

成果
指標

サービス調整を行った件数

②

地域ケアに関わる連携・支援を目的とした会議の開催及び
参加回数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

種類

件

回

11,146 12,561 12,726

16 16 16

716 748 835

650 641 737

164,901166,841

千円

62,666 61,253

事業費

国支出金

付記事項

地域包括支援センター運営事業

会計 04 政策 01

款 03 施策 03

項 02
基本
事業

06

目 02

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

68,157 70,385

34,078 35,193

10

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

　地域包括支援センターは、個々の高齢者の状況やその変化に応じ
て、適切なサービスや多様な支援を提供する地域包括ケア体制を構
築する上で、保健、医療、福祉関係機関とのネットワークの構築を
図るなど、中核的機能を果たしていることから、貢献度は大きいと
いえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

　地域包括支援センターへの相談件数は年々増加していますが、平
成２５年度山口市まちづくりアンケートによると、地域包括支援セ
ンターを知っている市民の割合は42.9％であり、半数に満たないこ
とから、高齢者やその家族が必要時に相談できるように、今後も周
知に努めていきます。また、市民に専門性の高いサービスを引き続
き提供できるように、職員の人材育成に取り組んでいきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

高齢者が生きがいを持って暮らすまち

地域包括ケアの推進

介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

包括的支援事業費

（歳入歳出決算書　403ページ）

● ●

①

②

168,137

65,109

68,679

34,339

10

コスト削減の余地等

　現状において、民間の人材活用を図っており、現在以上のコスト
削減は困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　03 高齢者が生きがいを持って暮らすまち

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

0 0

172
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施　策　の　構　成

施策　01-04 障がい者が安心して自立した生活ができるまち

基本事業　01-04-01 自立支援の促進

基本事業　01-04-02 地域生活支援の基盤づくり

基本事業　01-04-03 社会活動の推進

基本事業　01-04-99 施策の総合推進

　本市では、急速な高齢化に伴い、障がい者手帳所持者数が増加しています。また、身体障害者手帳所持者につ
いては、６５歳以上の人が７３．４％を占めている状況です。
　平成１８年４月に「障害者自立支援法」が施行され、「どの障がいの人も同じ制度のもと、地域で自立した生
活を」の理念により、障がいの種類にかかわらない共通のサービスを受けることができるようになりました。同
時に利用者負担のあり方や制度の谷間にある人へのサービス提供のあり方等の改善要望があり、たび重なる負担
軽減措置が図られる傍らで制度改革に向けた協議が、国の障がい者制度改革推進会議会議を中心に進めてこられ
ました。
　こうした中で、平成２５年４月から障害者自立支援法の改正により障害者総合支援法が施行され、対象者に難
病患者を含めることにより、制度の谷間にある人へサービス提供が拡大されたところです。
　また、平成２６年２月に障害者権利条約の批准が実現し、平成２８年４月1日に障害者差別解消法が施行され
ることとなっていますので、今後の障がい者施策の動向を注視する必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.97 2.97

3.71 3.70

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　04 障がい者が安心して自立した生活ができるまち

施策のプロフィール

施策の対象

市内の障がい者等

施策がめざす姿

障がい者が適正や能力に応じて、安心して自立した生活、社会参加ができています。

施策の成果状況と評価

障がいの特性及びその環境に応じて、就業している障がい者の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

法定効用率の改定や景気動向の影響もあり、指標値は順調に上昇し
ています。今後も相談支援事業を通じた就労支援に引き続き取り組
むとともに、公共職業安定所や障害者職業センター等との連携を深
めていく必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 2.08 2.28 2.33

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

在宅で生活している障がい者数

【健康福祉部　政策管理室】

障がい者手帳所持者が増加している中で、障害福祉サービスを受け
ながら、在宅で生活している障がい者数が増加しています。これは
、自立支援医療や障害福祉サービスの利用拡大等に伴い在宅で暮す
人の割合が上昇したと考えられます。しかしながら、自宅で生活す
ることが困難になる事例も発生し、ケアホームやグループホームの
整備が必要となっており、補助金を活用した施設整備を事業者に引
き続き働きかけてまいりたいと考えています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 8,169 9,84610,11211,050

（向上）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

3,898,7724,124,312

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

175



政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　04 障がい者が安心して自立した生活ができるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の障がい者等

基本事業がめざす姿

障害者が適性や能力に応じた適正なサービスを受け、自立した生活ができています。

基本事業の成果状況と評価

自立支援給付の利用者数

【高齢・障がい福祉課】

評

価

障害者総合支援法に基づくサービスの延べ利用者数は増加傾向にあ
ります。障がい者手帳所持者の増加傾向やサービス供給量の増加も
見込まれることから、サービスの利用が拡大していくものと考えて
います。サービス等利用計画に掲げられた利用者の長期目標を達成
するために、支給決定会議の開催などを通して適切なサービス支給
に努めてまいります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

人 689 780 900

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

福祉施設から一般就労への移行者数

【高齢・障がい福祉課】

障害者雇用率の改定や景気の動向の影響や就労移行支援事業等の就
労訓練事業の順調なサービス展開により、一般就労に結びついた事
例が増加しています。一般就労後の生活を支援するためにも、グル
ープホーム等の整備が必要となっており、補助金を活用した施設整
備を働きかけていく必要があります

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 13 25 33 25

（向上）

（高）

評

価

施設入所・入院から在宅生活への移行した人の数

【高齢・障がい福祉課】

平成２５年度は、障害者支援施設等から自宅やグループホーム・ケ
アホームに移行した者が７名ありました。
　今後、サービス利用計画の作成拡大を進めていくことで、地域移
行への取組みをさらに進めてまいります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 3 7 7 15

（横ばい）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

2,573,4022,761,572

基本事業　01 自立支援の促進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

328 
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

在宅の障がい者とその家族 
施設に入所している障がい者 障害者自立支援法の施行により、三障がい（身体、知的、精

神）に共通な障害福祉サービス費（介護給付、訓練等給付等）
を提供しました。 

介護給付（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、
　　　　　療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援等）
訓練等給付（自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）
相談給付（地域移行支援、地域定着支援、計画相談支援）

意図

在宅の障がい者やその家族が安心して地域で暮らすことができ
るようにします。 
施設入所している障がい者がその人らしい生き方ができるよう
にします。

指標名称

活動
指標

障害福祉サービス費の支給決定者数①

成果
指標

障害福祉サービスの延利用件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

件

1,265 1,146 1,215

22,999 23,627 25,579

2,123,2362,287,672

千円

451,804514,004

事業費

国支出金

付記事項

障害者福祉サービス給付事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

01

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,076,5681,173,146

594,851600,493

13 29

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障害福祉サービスを受けながら障がい者が地域で自立した生活を行
うことができており、障がい者が安心して自立した生活ができるま
ちづくりを行うために必要な事業です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、障害福祉サービス
費の給付が重要となっています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

自立支援の促進

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　211ページ）

●

①

②

2,437,445

591,278

1,231,125

614,962

80

コスト削減の余地等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基
づくサービス提供事業者が増加傾向にあり、所要額は増加する傾向
にあります。また、国の動向も受益者負担を応能負担の方向で見直
しが行なわれていることから、現時点でコスト削減の余地はありま
せん。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

身体障がい者

身体障がい者の失われた身体機能や損傷のある身体機能を補う
ための用具の交付及び修理に関する費用を補装具費として支給
を行い、身体障がい者の日常生活や社会生活の向上を図りまし
た。

事業実施手順
　補装具費の給付申請
舗装具の種類
　盲人用安全つえ
　補聴器
　車いす
　座位保持装置　等　

意図

体の機能を補う補装具に係る補装具費を支給することにより日
常生活や社会生活が向上させます。

指標名称

活動
指標

補装具の交付及び修理件数①

成果
指標

補装具の交付及び修理を受け日常生活の向上が図れた人

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

428 508 494

428 508 494

43,468 42,971

千円

10,468 9,006

事業費

国支出金

付記事項

補装具費給付事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

01

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

22,000 22,500

11,000 11,465

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障がい者の自立支援の促進に大きく寄与しています。
補装具の交付や修理をうけることにより日常生活や社会生活の向上
が図られています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障がいの重度化や高齢化により必要性は増してきています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

自立支援の促進

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　211ページ）

●

①

②

46,363

10,769

23,625

11,969

コスト削減の余地等

特にありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 24年度～

対象 手段

障がい児 障がい児に対し、障害児通所支援サービスを提供しました。

サービスの種類
　児童発達支援
　医療型児童発達支援
　放課後等デイサービス
　保育所等訪問支援
　障害児相談支援　　

意図

早期療育により、障がい児が地域で生活できるようにします。

指標名称

活動
指標

通所サービス支給決定者数①

成果
指標

通所サービス延利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

人

- 282 331

- 4,110 5,006

229,573

千円

55,618

事業費

国支出金

付記事項

障害児施設サービス給付事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

115,970

57,985

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障がいのある児童が地域で自立した生活を送るために必要な事業で
ある。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

潜在的な需要が存在しており、サービスの支給を求める声は多いで
す。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

自立支援の促進

一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

（歳入歳出決算書　219ページ）

●

①

②

268,062

66,462

134,400

67,200

コスト削減の余地等

特になし

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　04 障がい者が安心して自立した生活ができるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の障がい者等

基本事業がめざす姿

障害者が適性や能力に応じた生活支援を受け、生活が改善され、経済的負担が軽減されて
います。

基本事業の成果状況と評価

地域生活支援事業により生活改善された障がい者の延べ人数

【高齢・障がい福祉課】

評

価

日常生活用具支給件数は3,653件、相談支援件数は3,973件、移動支
援利用者数は1,940件となっています。今後とも相談支援の充実を
図ることにより、地域で生活しやすい環境整備に努めてまいりたい
と考えています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

人 9,279 9,56612,000

（向上）

目　標
達成度

（低）

評

価

医療費助成を受け経済的負担が軽減されている障がい者の人数

【高齢・障がい福祉課】

自立支援医療（更正医療・育成医療）対象者については858人、自
立支援医療（精神通院）受給者証発行者は2,546人、重度心身障害
者福祉医療受給者数は4,958人、計8,362人の方々に受給者証を発行
しており、医療費助成を受け経済負担が軽減されている障がい者数
は順調に増加しています。
　今後とも、相談支援や制度の周知を図ることにより、医療費助成
を受け経済的負担が軽減されている障がい者の人数を増加させたい
と考えております。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 5,403 7,866 8,362 9,000

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

1,244,7351,278,470

基本事業　02 地域生活支援の基盤づくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

8,972
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

身体障がい者
身体障がい者または医療を行わないと将来障害を残すと認めら
れる児童に対し、その障害を除去または軽減して日常生活能
力、職業能力を回復・改善するために必要な医療を給付しまし
た。

自立支援医療（厚生医療）
　人工関節置換術、ペースメーカー埋め込み術、
　心臓人工弁置換術、人工透析法など
自立支援医療（育成医療）
　歯列矯正、口唇口蓋烈術、慢性中耳炎など

意図

身体障がい者やその家族が地域で安心して暮らすことができま
す。

指標名称

活動
指標

自立支援医療の支給決定件数①

成果
指標

自立支援医療を利用して障がいを軽減された延べ人数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

人

570 655 858

5,029 5,145 5,675

136,121128,138

千円

45,191 28,947

事業費

国支出金

付記事項

自立支援医療給付事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

02

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

60,620 67,881

30,310 31,310

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障がいの軽減や除去を図る医療制度を通して、障がい者の地域生活
支援の基盤づくりに大きく寄与しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障がいの重度化や高齢化により、重要性は増しています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

地域生活支援の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　211ページ）

●

①

②

145,048

10,431

90,517

44,100

コスト削減の余地等

自立支援医療適用対象者が増加傾向にあり、所要額が増加する傾向
にあります。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

●

対象 手段

障がい者
相談支援事業実施事業所に、相談支援事業を委託し、コーディ
ネーター及びサブコーディネーターを設置しました。

相談支援事業所では次の事業を行いました。
・福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）
・社会資源を活用するための支援
・社会生活力を高めるための支援
・権利の擁護のために必要な援助
・専門機関の紹介

基幹相談支援センターの開設に向けた取り組みを行いました。

意図

障がい者が、自立した日常生活または社会生活を営むことがで
きるようになります。

指標名称

活動
指標

相談支援の対応人員①

成果
指標

相談対応した件数

②

障害福祉サービス利用延べ件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

件

件

4,141 3,683 3,973

15,035 13,186 17,503

- 27,737 30,585

28,711 31,053

千円

13,717 16,474

事業費

国支出金

付記事項

相談支援事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

02

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,996 9,714

4,998 4,857

8

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

相談援助活動を通して、障がい者が地域で自立した生活が行われて
おり、障がい者が安心して自立した生活ができるまちづくりに欠か
せない事業です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

基幹相談支援センターの設置により重層的な相談支援体制の確立が
図られ、相談支援の充実が図られます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

地域生活支援の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　211ページ）

●

①

②

33,456

20,184

8,848

4,424

コスト削減の余地等

相談支援に対するニーズは高まっており、コスト削減の余地はあり
ません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

障がい者 身体障がい者に日常生活用具を給付しました。
（日常生活用具の種類）
　・介護・訓練支援用具
　・自立生活支援用具
　・在宅療養等支援用具
　・情報・意思疎通支援用具
　・排泄管理支援用具
　・居宅生活動作補助用具

意図

日常生活や社会生活が向上します。

指標名称

活動
指標

日常生活用具の交付を行った件数①

成果
指標

日常生活用具の交付件数を受け、生活の利便性が向上した
人の延べ人数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

人

3,391 3,636 3,653

3,391 3,636 3,653

35,661 35,909

千円

20,046 16,622

事業費

国支出金

付記事項

日常生活用具給付事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

02

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

10,260 12,858

5,355 6,429

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

自立支援用具等の交付を行うことで、障がい者の生活の利便性が図
れ、障がい者の日常生活を円滑にするうえで欠かすことのできない
事業です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障がい者の日常生活の利便性を図る上で重要な事業です。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

地域生活支援の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　211ページ）

●

①

②

38,096

18,248

13,232

6,616

コスト削減の余地等

障がい者数の増加を背景としており、コスト削減の余地はありませ
ん。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

障がい者
障がい者の家族

障がいのある人の日中における活動の場を確保し、介護者や介
護している家族の一時的な休息を図りました。

事業実施手順
　事業所指定
　サービス利用申請書受付
　サービス支給決定
　サービス利用報酬の支払

提供事業者数　５１事業所

意図

（障がい者が）日中の活動の場を得ることができます。
（障がい者の家族が）一時的な休息を得ることができます。

指標名称

活動
指標

日中一時支援事業の延べ利用者数①

成果
指標

一時的な休息を得た家族の延べ人数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

人

4,951 6,691 7,117

8,911 12,044 12,811

16,026 18,321

千円

9,016 8,877

事業費

国支出金

付記事項

日中一時支援事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

02

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,673 6,296

2,337 3,148

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障がい者が日中活動の場を確保することができるとともに、障がい
者の家族の介護に関する負担軽減が図られることにより、障がい者
が安心して自立した生活ができるまちづくりに必要な事業です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障がい者の家族の休息と就労を支援するために欠かすことのできな
い事業となっています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

地域生活支援の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　213ページ）

● ●

①

②

19,118

10,687

5,621

2,810

コスト削減の余地等

本経費については、サービス提供に関する報酬であり、人材確保の
面からコスト削減の余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

一定の障がいを有し、本人の所得が基準額以下の市民 医療費の自己負担分を助成することにより、重度の障がいがあ
る方の経済的負担を軽減しました。 
・申請書の受付、審査、医療受給者証の交付、高額療養費の請
　求、保険者の過誤を調整しました。 
・自己負担分について、県内受診は直接医療機関へ、県外受診
　は、申請により申請者へ払い戻しました。
県が導入した医療費の一部自己負担金についても全額助成しま
した。 

意図

医療費の自己負担分を助成することにより、対象者の経済的負
担の軽減が図られます。

指標名称

活動
指標

福祉医療費受給者証（重度心身障害者用）交付件数①

成果
指標

重度心身障害者医療費給付件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

4,761 4,867 4,958

126,236131,936136,681

791,074807,104

千円

330,632334,416

事業費

国支出金

付記事項

重度心身障害者医療費助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

02

目 06

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

272,308274,918

188,134197,770

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業では、県が導入した医療費の一部自己負担についても全額助
成しており、医療費が高額になりがちな障がい者の経済的負担の軽
減に繋がることから、貢献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

重度心身障害者医療費の給付件数が伸びていることから、成果は順
調に上がってきています。
今後も本事業を継続的に実施することにより、成果の向上を見込め
ます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

地域生活支援の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　213ページ）

● ●

①

②

836,526

343,847

282,786

209,893

コスト削減の余地等

事業の性質上、成果を落とさずにコストを削減する新たな方法はあ
りません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　04 障がい者が安心して自立した生活ができるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市内の障がい者等

基本事業がめざす姿

障害者の行動範囲が広がり、就労や社会参加できています。

基本事業の成果状況と評価

社会参加サービス延べ利用者の割合

【高齢・障がい福祉課】

評

価

福祉タクシー券発行枚数は5,457冊であり、障がい者手帳所持者数(
10,372)に対する発行割合は52.6ポイントと、平成24年度にくらべ
て横ばい状態です。今後ともタクシー料金助成や移動支援、コミュ
ニケーション支援等を実施することで障がい者の社会参加の促進を
図っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 52.7 52.6 58.0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

80,050 83,977

基本事業　03 社会活動の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

34.4 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

身体障害者手帳所持者
療育手帳所持者
精神障害保健福祉手帳所持者

タクシー利用料金の一部を助成しました。
タクシー料金１０００円ごとに３００円の助成を行いました。
１枚３００円の割引券を４０枚を１冊にして交付しました。
・タクシー利用券を２冊交付する者
　身体障害者手帳１級～３級、療育手帳A、
　精神障害保健福祉手帳１級
・タクシー利用券を１冊交付する者
　身体障害者手帳４級～６級、療育手帳B、　
　精神障害保健福祉手帳２～３級
・人工透析による追加交付
　（自動車税減免措置を受けていない者）
　週２回通院・・・・４冊　週３回通院・・・・６冊

意図

タクシー利用の経済負担が軽減され、社会参加しやすくなりま
す。

指標名称

活動
指標

福祉タクシー料金助成券の交付冊数①

成果
指標

福祉タクシー料金助成券の利用率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

冊

％

5,144 5,323 5,457

47.6 48.2 49.7

29,779 31,261

千円

29,779 31,261

事業費

国支出金

付記事項

障害者タクシー料金助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

03

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障がい者が外出しやすい環境が整い、障がい者の社会活動の推進に
大きく寄与しており、障がい者が安心して自立した生活ができるま
ちづくりに貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障がい者手帳所持者の増加に合わせて交付冊数が増加するととも
に、利用率もあわせて向上しています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

社会活動の推進

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　211ページ）

● ●

①

②

33,012

33,012

コスト削減の余地等

平成１９年に、助成額の変更を行っており、これ以上のコスト削減
の余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

障がい者
障がい者の家族

屋外で移動が困難な障がい者に対し、外出のための支援を行
い、地域における自立生活及び社会参加を促しました。
注）外出のための支援とは、案内等をいい交通用具を使った支
援は含まれません。

提供事業者数　２８事業所

意図

障がい者が外出するときの負担が軽減されます。

指標名称

活動
指標

移動支援事業の延べ利用者数①

成果
指標

移動支援事業の利用者数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

人

1,859 1,960 1,940

398 387 1,940

13,496 14,937

千円

6,309 8,318

事業費

国支出金

付記事項

移動支援事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

03

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,745 4,413

2,442 2,206

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

障がい者の外出を支援することで、障がい者の行動範囲が広がり、
就労や社会参加できています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障がい者の社会参加を進めていく上で重要な事業となっています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

社会活動の推進

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　213ページ）

● ●

①

②

14,614

6,801

5,209

2,604

コスト削減の余地等

移動支援を必要とする対象者は増加しており、コストが削減の余地
はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　04 障がい者が安心して自立した生活ができるまち

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

585 293
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

障がい者
障害福祉計画及び障害者基本計画の進捗管理を行うため、
障害福祉計画策定推進懇話会を開催しました。
委員25名　委員会開催回数１回

併せて、山口市地域自立支援協議会を年1回開催しました。

障害者虐待防止ネットワーク会議を年1回開催しました。

意図

障がい者が障害福祉サービス等を利用できます。
市民に障害者への理解が深まります。

指標名称

活動
指標

障害福祉計画推進策定委員会の開催回数①

障害者虐待防止ネットワーク推進会議の開催回数

成果
指標

障害福祉サービスの延べ利用件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

件

4 2 1

- 2 1

22,999 27,737 30,585

1,070 585

千円

1,070 87

事業費

国支出金

付記事項 歳入歳出決算書では「障害者福祉計画実施・評価事業費」の名称で掲載しています。

障害者福祉計画策定・推進事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 04

項 01
基本
事業

99

目 06

担当
健康福祉部
高齢・障がい福祉課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

498

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域で支えあうまちづくりを実現するために欠くことのできない計
画であり、計画を策定推進していくことで、障がい者が適性や能力
に応じて、安心して自立した生活、社会参加ができています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

障害福祉計画の目標数値に従い障害福祉サービスの利用実績が順調
に伸びています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

障がい者が安心して自立した生活ができるまち

施策の総合推進

一般会計

民生費

社会福祉費

障害者福祉費

（歳入歳出決算書　209ページ）

●

①

②

293

200

79

14

コスト削減の余地等

特にありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施　策　の　構　成

施策　01-05 地域で支えあう福祉のまち

基本事業　01-05-01 地域福祉意識の醸成と活動の充実

基本事業　01-05-02 地域福祉の基盤づくり

基本事業　01-05-99 施策の総合推進

　人口が減少に転じるとともに、単独世帯や核家族世帯の増加に伴い、世帯の少人数化も進んでいます。また、
生活様式や価値観の多様化、職住分離等の要因により、同じ地域の中で暮らす人々のつながりの希薄化が懸念さ
れています。
　山口市地域福祉計画策定にかかる市民アンケートによると、中高年齢層に比べて若い年齢層の地域社会への貢
献意欲が低い傾向が続いています。
　それぞれの地域において人びとが安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者がお互いに協力し
て地域社会の福祉課題の解決に取り組むためのしくみをつくり、今後も続けていくためには、特にこの若い年齢
層の地域福祉活動への参加を高めることが必要です。
　社会福祉協議会は、多くの市民の参加による地域福祉活動を高めていく上での推進的な役割を担っています。
　今後も、関係機関、関係者がともに連携し、より効果的に地域福祉を推進していく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

3.00 3.01

3.61 3.59

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　05 地域で支えあう福祉のまち

施策のプロフィール

施策の対象

全住民

施策がめざす姿

同じ地域で暮らす人々のお互いに支えあうという意識が高まり、実践されています。

施策の成果状況と評価

地域福祉活動で共助（相互扶助）ができていると思う市民の割合

【健康福祉部　政策管理室】

評

価

平成24年度と比較すると施策の成果指標は0.7ポイント減少してい
ます。ほぼ横ばいの推移ではありますが、減少傾向にあるため、今
後とも地域課題に自ら取組み解決していく地域力が高まるよう、社
会福祉協議会をはじめとした関係団体と協力・連携し、市民の意識
の高揚を図ってまいります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 24.1 29.5 28.8 40.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

286,851 299,400

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　05 地域で支えあう福祉のまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

地域住民

基本事業がめざす姿

地域住民の地域福祉に関する意識が高まり、積極的に参加しています。

基本事業の成果状況と評価

地域福祉活動への参加意識のある市民の割合

【社会課】

評

価

指標値は、前年度と比較して0.7ポイント低下しました。ほぼ横ば
いの推移ではあるものの、地域福祉計画・地域福祉活動計画にも位
置付けている地域住民交流事業（福祉の種まきリーディング事業）
や地区住民座談会の開催、小地域福祉活動計画の策定など市民が地
域福祉活動に参加する事業を継続的に取り組み意識啓発を図る必要
があります。今後も支え合いの地域社会づくりに向けて各施策を推
進し、市民の地域福祉活動への参加意識の向上を目指していきます
。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 29.1 28.4 40.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

地域福祉活動に参加したことがある市民の割合

【社会課】

指標値は、前年度と比較して0.3ポイント低下しましたが、統計誤
差の範囲内で横ばいで推移していると言えます。地域福祉計画・地
域福祉活動計画にも位置付けている地域住民交流事業（福祉の種ま
きリーディング事業）や各種事業など、市民が地域福祉活動に参加
する事業を継続的に実施し、市民の参加機会を維持していく必要が
あります。今後もより一層支え合いの地域社会づくりに向けて施策
を推進し、地域福祉活動に参加する市民の増加を目指していきます

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 14.8 13.5 13.2 22.0

（横ばい）

（低）

評

価

小地域当たりの実施サービスメニュー数

【社会課】

平成24年度と比較すると0.7件の増加になっています。主には小地
域福祉活動計画策定に向けた座談会の実施件数が多かったことによ
るものです。「ふれあい・いきいきサロン」は全地域で設置されて
おり、継続的な取組みにより地域に定着してきています。今後も「
地域住民交流事業（福祉の種まきリーディング事業）」や「いきい
きサロン」、「ふれあい型給食」などのメニューを引き続き実施す
るとともに、地域住民交流事業等の充実を図ります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 13.7 22.2 22.9 25.0

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

2,402 3,126

基本事業　01 地域福祉意識の醸成と活動の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

32.4 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

全市民
社会福祉法に基づく行政計画として地域福祉の推進や自治体の
責務を実践するための「山口市地域福祉計画」を、市社会福祉
協議会の「山口市地域福祉活動計画」と連携して平成21年3月
に策定しました。毎年、評価委員会を開催し、その進行管理に
努めてきました。両計画期間が25年度で終了するため、26年度
からの次期計画を25年度に策定しました。
両計画の促進を図るため、福祉の種まきリーディング事業とし
て、地域における住民座談会の実施や小地域福祉活動計画の策
定（市社会福祉協議会に委託）を支援し、地域福祉の推進に取
り組みました。

意図

地域の連携を培い、市民一人ひとりの生活課題を解決し、誰も
が安心して暮らすことができるための相互の支えあいの仕組み
や福祉サービスの総合化が図られます。

指標名称

活動
指標

策定委員会または部会または評価委員会開催回数①

市報またはホームページ掲載回数

成果
指標

地域での福祉活動において、互いに助け合い支えあいがで
きていると思う割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

％

1 5 27

1 4 15

32.2 29.5 -

1,252 2,370

千円

62 699

事業費

国支出金

付記事項 歳入歳出決算書では「地域福祉計画実施・評価事業費」の名称で掲載しています。

地域福祉計画策定・推進事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 05

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
社会課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,180 1,171

10 500

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域福祉計画は、地域福祉を推進するための基本計画であり、指針
となるものです。計画に位置付けた取り組みを着実に推進していく
ことは基本事業の推進において重要であり、貢献度は大きいといえ
ます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

評価委員会を開催し、取り組みの進捗状況などについて評価を行う
とともに、今後の取り組み等について協議しました。小地域福祉活
動計画の未策定地域において、地域住民参加のもと座談会を開催し
て生活課題を抽出するなど、計画策定に取り組みました。災害時要
援護者を対象にした避難訓練への取り組みを進めていくことや、小
地域福祉活動計画の更新や推進にあたり、より多くの地域住民の参
加を得ていくことで、成果向上の余地はあると考えられます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

地域で支えあう福祉のまち

地域福祉意識の醸成と活動の充実

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

（歳入歳出決算書　203ページ）

●

①

②

3,118

2,118

1,000

コスト削減の余地等

地域福祉推進に関する委託事業等について、より効果的かつ効率的
な事業運営となるよう、毎年度、必要な評価や見直し、検討等を
行っていきます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 21年度～

●

対象 手段

災害時要援護者

災害時に自力では避難行動が困難で支援を必要とする市民を、
災害時要援護者として登録し、避難支援者を地域の中から定
め、災害時に地域の共助により支援を行う制度です。
(1)災害時要援護者　在宅の障がい者や一人暮らし高齢者等
(2)支援内容
　①避難支援者による災害時の避難場所等への移動支援
　②「市防災メール」による防災情報の提供
(3)登録までの手続き
　①申請書の作成、提出
　②民生委員による訪問、災害時の避難支援者の決定等
　③災害時要援護者として登録、台帳・プランの作成
　④支援者、民生委員、社協、行政など関係者による情報共有

意図

災害時に自力での避難行動が困難な「災害時要援護者」が、避
難準備情報や避難勧告、避難指示などの防災情報を収集でき、
避難支援者等の支援のもと、早期の自主避難行動等が可能にな
ります。

指標名称

活動
指標

災害時要援護者登録者数①

成果
指標

要援護者に対する災害時要援護者登録割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

％

995 1,067 1,061

26.6 27.3 27.5

45 32

千円

45 32

事業費

国支出金

付記事項
「歳入歳出決算書」の諸福祉事業費8,985,836円は、災害時要援護者支援業務（本事業）8,000円と社会課の庶
務・経理事務他8,977,836円を合算した額です。

災害時要援護者支援業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 05

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
社会課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域における共助を基本とした、災害時に援護が必要な市民の安
心、安全に向けた制度であり、施策への貢献度は大きいと考えま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

登録者数は、横ばいとなっていますが、対象者における成果指数の
数値は上昇しています。
「災害時要援護者」に対する地域ぐるみの支援ついて、民生委員等
の関心も高まっていることから、制度の周知に更に努めることで、
より一層の成果向上も見込めます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

地域で支えあう福祉のまち

地域福祉意識の醸成と活動の充実

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

（歳入歳出決算書　203ページ）

●

①

②

8

8

コスト削減の余地等

事業費は少額の事務費のみですが、今後、更なる制度の周知等によ
り登録者数を増やしていくことから、効率的な受付・登録事務に努
めていきます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　05 地域で支えあう福祉のまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

社協、民生委員

基本事業がめざす姿

社会福祉協議会や民生委員・児童委員が地域福祉の推進役を果たしています。

基本事業の成果状況と評価

社会福祉協議会の会員数

【社会課】

評

価

平成24年度と比較すると会員数は1,017人増、1.6％の増になってい
ます。
会員数は世帯単位で会費を徴収するため、人口が減少傾向にある中
で世帯数が増加していることも要因と考えられます。
地域福祉の牽引役である社会福祉協議会の基盤づくりとして安定的
な財政状況を維持するため、今後も会員数が増加するよう地域福祉
計画に位置づけている事業に取り組んでいきたいと考えています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 65,24066,25767,000

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

民生委員・児童委員の一人当たり年間活動日数

【社会課】

平成24年度と比較すると、活動実日数は1日減り、0.6％の減となっ
ています。
　民生委員児童委員の活動が広範多岐にわたっていることや、委員
に対する住民ニーズも高いことから、引き続き必要な研修会等の開
催を促進し、活動をさらに活性化していきたいと考えています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

日 146 154 153 150

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

267,760 270,182

基本事業　02 地域福祉の基盤づくり

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

62,664 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・民生委員児童委員
・福祉相談を必要とする市民

民生委員児童委員は、非常勤の特別公務員であり、社会奉仕の
精神をもって活動する民間ボランティアです。地域において住
民の相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める
ことが主な活動内容です。
「山口市民生委員児童委員協議会」の業務として協議会の運営
や委員への活動費の支払、研修等を市社協へ委託しています。
【定数】４４３名
【任期等】委員の選任は、各地区からの推薦に基づき、市長が
　委嘱する市民生委員推薦会による審査を行い、県を通じて厚
　生労働大臣に推薦します。委員の任期は３年で、３年毎に　
　改選を行います。（次期改選は平成２８年１２月です）

意図

・民生委員児童委員が円滑に活動することにより、地域福祉活
動の活性化に向けて、民生委員児童委員活動が活発化します。
・市民が民生委員児童委員に対して気軽に信頼して相談するこ
とができます。

指標名称

活動
指標

委員活動費支払総額①

研修会の実施回数（主催回数）

成果
指標

委員１人あたりの年間活動日数

②

委員１人あたりの年間相談件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

回

日

件

37,478 37,451 37,374

22 22 26

153 154 153

34 33 32

56,747 56,426

千円

28,474 28,153

事業費

国支出金

付記事項

民生委員・児童委員業務

会計 01 政策 01

款 03 施策 05

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
社会課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

28,273 28,273

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

各地区の民生委員・児童委員が、地域福祉の推進者として、それぞ
れの地域において、社会福祉に関する相談に応じ、必要な支援を
行っており貢献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

超高齢社会をむかえ、委員への相談等も多く、その役割は非常に重
要となってきています。また、関係機関からの調査依頼等も多岐に
わたり、職務は広範化・複雑化しています。年によって活動日数や
相談件数に増減はあるものの、地域でのマップづくりの取り組みな
どのキーマンになっており、一定の成果が上がっていると考えま
す。委員への相談希望などニーズは多く、気軽に相談できる体制を
構築していくことにより、成果向上の余地はあると考えられます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

地域で支えあう福祉のまち

地域福祉の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

（歳入歳出決算書　203ページ）

●

①

②

58,572

30,213

28,359

コスト削減の余地等

事業費の多くが定額の委員活動費や地区協議会活動費、市協議会活
動費等となっていますが、各種研修会の実施方法や事務費の取扱い
など、毎年度、必要な見直し、検討等を行っています。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

山口市社会福祉協議会
市民

地域福祉サービスの充実を図り、地域福祉活動を活性化するた
め、地域福祉を担う山口市社会福祉協議会に対して助成を行い
ました。
○山口市社会福祉協議会運営費補助
　・人件費補助、管理費補助
○山口市社会福祉協議会事業費補助
　・地区社協事務費　・おごおり福祉まつり
　・ボランティアセンター事業（小郡）
　・福祉総合専門相談事業（阿知須）
　・福祉の輪づくり運動（阿知須）
　・心配ごと相談所運営事業（秋穂・阿東）
　・福祉啓発事業（市社会福祉大会開催事業）

意図

　山口市社会福祉協議会が実施する地域福祉サービスの充実を
図り、地域住民による福祉活動を促進し、地域福祉活動を活性
化します。
　

指標名称

活動
指標

会員数①

成果
指標

会員率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

％

65,137 65,240 66,257

76.5 76.5 77.2

216,686211,334

千円

215,686211,334

事業費

国支出金

付記事項

社会福祉協議会助成事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 05

項 01
基本
事業

02

目 01

担当
健康福祉部
社会課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,000

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

社会福祉協議会は地域福祉の中心的な推進役であり、その活動内容
は高齢者へのいきがい対策や各種福祉サービスなど広範多岐にわた
り、基本事業への貢献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

支えあい健やかな暮らしのできるまち

地域で支えあう福祉のまち

地域福祉の基盤づくり

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

（歳入歳出決算書　203ページ）

●

①

②

211,610

211,610

コスト削減の余地等

事業費の多くが市社会福祉協議会の人件費補助である中で、市社協
の通信費など管理費補助については、市社協の事務改善等によるコ
スト削減の可能性はあるため、毎年度、支出状況の確認や経費節減
に向けた取り組みの検証に努めるなど、必要な見直し、検討等を
行っていきます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　05 地域で支えあう福祉のまち

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

16,689 26,092
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施　策　の　構　成

施策　01-06 社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業　01-06-01 保険制度の適正な運営

基本事業　01-06-02 国民年金制度の理解

基本事業　01-06-03 生活保護と自立生活の支援

基本事業　01-06-04 市営住宅への入居支援

基本事業　01-06-99 施策の総合推進

　急速な少子高齢化の進展とともに人口減少社会を迎え、年金、医療、介護等の社会保障制度は、給付の面でも
負担の面でも市民生活にとって大きなウエイトを占めてきており、市民の関心は高まっています。
　社会保障制度が将来にわたって安定的に持続できるように、また世代間の負担が公平となるように、様々な制
度改革が行われています。一人ひとりがこれら制度を正しく理解し、公平な負担で社会保障制度を支えていく必
要があります。
　景気の先行きも依然不透明であり、生活困窮による生活保護の相談、申請件数も増加傾向が続いています。本
市の生活保護率は、８．２８‰であり、平成２４年度と比較して０．０１‰の減ではありますが、早急な経済状
況の改善は見込まれず、生活保護受給者数は今後も増加すると考えられるので、就労支援活動を強化しながら経
済的自立の支援に取り組んでいく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.87 2.88

3.73 3.72

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　06 社会保障で安心して暮らせるまち

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

社会保障制度を活用し、不安を持たずに生活できています。

施策の成果状況と評価

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

9,678,2199,067,827

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　06 社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

被保険者

基本事業がめざす姿

社会保障における保険制度を理解して、適正な負担をしています。

基本事業の成果状況と評価

介護保険料の現年度徴収率

【収納課】

評

価

　対前年度比で０．０４ポイントの増となりました。
　今後も、滞納者への早期接触により滞納の解消を図るとともに、
資力を有しながら、なお、滞納が継続される場合には、滞納処分を
適切に実施するなど、徴収率の向上に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 99.19 99.23 99.30

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

国民健康保険料の現年度徴収率

【収納課】

　対前年度比０．０９ポイントの増となりました。
　今後も、滞納者への早期接触により滞納の解消を図るとともに、
資力を有しながら、なお、滞納が継続される場合には、滞納処分を
適切に実施するなど、徴収率の向上に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 93.86 93.57 93.66 94.00

（向上）

（高）

評

価

後期高齢者医療制度保険料の現年度徴収率

【収納課】

　対前年度比０．１３ポイントの増となりました。
　今後も、滞納者への早期接触により滞納の解消を図るとともに、
資力を有しながら、なお、滞納が継続される場合には、滞納処分を
適切に実施するなど、徴収率の向上に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 99.21 99.51 99.64 99.50

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

6,680,8705,803,685

基本事業　01 保険制度の適正な運営

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

98.85
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

国民健康保険被保険者
国民健康保険財政の安定的な運営と適切な医療の確保を図る観
点から、医療に要する費用の適正化を総合的に推進しました。
・レセプト点検の業務委託により、点検の充実･強化を図りま
した。
・重複､頻回受診者に対して、保健師による訪問指導を行いま
した。
・かかりつけ医の推進や適正受診のチラシ等を作成し、被保険
者に配布しました。
・先発医薬品から後発医薬品（ジェネリック医薬品）に切り替
えた場合に軽減できる自己負担額をお知らせする「差額通知
書」を発送しました。（年３回）

意図

医療費の分析、保健師による訪問指導、後発医薬品の利用に対
する意識を啓発すること等により、国民健康保険医療費が減少
します。
レセプト点検を充実・強化することにより、適正な医療費が支
払われます。

指標名称

活動
指標

レセプト過誤調整枚数①

適正化に関する啓発チラシ等の発行部数

成果
指標

レセプト過誤調整により減額された金額（内容点検含む）

②

給付発生原因関係等の点検結果による返納金等の金額

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

枚

部

千円

千円

3,884 4,852 4,873

52,669 52,346 52,300

28,792 42,457 37,160

21,456 10,690 9,450

12,599 11,977

千円

5,779 3,792

事業費

国支出金

付記事項

医療費適正化特別対策事業

会計 02 政策 01

款 01 施策 06

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

582 955

6,238 7,230

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は、レセプト点検の充実・強化、適正受診の勧奨、後発医薬
品の普及促進により、医療費の適正化を図るものであり、国民健康
保険財政の安定化や保険制度の適正な運営に寄与することから、貢
献度は大きいといえます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

過誤調整を行ったレセプト枚数及び減額された金額、返納金等の額
は横ばいで推移しています。今後、柔道整復施術療養費や海外療養
費の点検業務の委託を検討し、成果の向上を図っていきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

保険制度の適正な運営

国民健康保険特別会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　357ページ）

●

①

②

9,963

6,241

1,172

2,550

コスト削減の余地等

平成２３年度にレセプト点検業務の委託先を変更し、平成２４年度
はレセプト１件当たりの点検手数料の引き下げにより、コストを削
減しています。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

対象 手段

後期高齢者医療被保険者
・75歳以上の全市民及び65歳以上で一定の障害認定を受けた者
（生活保護受給者を除きます）

後期高齢者医療の資格・給付に関する各種事務を行いました。
①　資格に関する各種届出（取得・喪失・障害認定等）の受付
②　給付に関する各種申請（高額療養費・療養費等）の受付
③　被保険者証の交付
④　限度額適用・標準負担額減額認定証の交付
⑤　特定疾病療養受療証の交付
⑥　健康診査の受診券の交付　他

※　資格の認定や医療機関への支払い、高額療養費・療養費等
　の支給は山口県後期高齢者医療広域連合の事務となります。

意図

対象者へ被保険者証を確実にお届けすることにより、後期高齢
者医療被保険者が適正な保険給付、保健事業を受けることがで
きます。

指標名称

活動
指標

被保険者証の発送枚数①

成果
指標

被保険者証の配達不能枚数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

枚

枚

25,963 26,396 26,480

0 0 0

25,249 59,551

千円

25,249 59,551

事業費

国支出金

付記事項

後期高齢者医療資格・給付事務

会計 03 政策 01

款 01 施策 06

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

運営主体である山口県後期高齢者医療広域連合で運営方針が決定さ
れ、法律に基づいて実施しています。
その中間役として資格・給付事務を行っており一定の貢献度がある
といえます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

各種届出・申請の受付や、被保険者証の送付をはじめとする事務処
理を確実に行っており、これにより被保険者は適正な保険給付、保
健事業を受けることができており、成果は順調に出ています。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

保険制度の適正な運営

後期高齢者医療特別会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　377ページ）

●

①

②

22,013

22,013

コスト削減の余地等

システム改修など一時的な事業費の増はありますが、定例的な事務
費については、コストの削減に努めています。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

介護保険料（第１号被保険者）の納付義務者

○介護保険料の賦課作業を行いました。
　・当初賦課作業(６月)
　・更正・決定作業(毎月処理)

意図

適正な保険料の賦課を行い、被保険者が保険料を納付すること
で、介護保険制度が円滑に運営できます。

指標名称

活動
指標

納入通知書発送件数①

成果
指標

一人当たりの調定額

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

円

52,241 54,038 55,447

48,136 58,562 58,437

8,394 7,240

千円

8,394 7,240

事業費

国支出金

付記事項

介護保険料賦課事務

会計 04 政策 01

款 01 施策 06

項 02
基本
事業

01

目 01

担当
健康福祉部
介護保険課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

法令に基づき実施しています。
保険制度の根幹をなす事業です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

例年の事務作業であり、保険料（基準額、所得段階等）は平成２６
年度まで同じであるため、成果は大きく変化するものではありませ
ん。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

保険制度の適正な運営

介護保険特別会計

総務費

徴収費

賦課徴収費

（歳入歳出決算書　391ページ）

●

①

②

8,022

8,022

コスト削減の余地等

法令に基づき実施しているためです。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

209



政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　06 社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

２０歳以上の市民　（特に、国民
年金第１号被保険者）　

基本事業がめざす姿

誰もが年金制度を理解し、保険料を納め、年金を受ける資格があります。

基本事業の成果状況と評価

６５歳以上の老齢年金等受給権者割合

【保険年金課】

評

価

　受給者割合は前年並みで推移しています。これは、年金が社会保
障制度として国民の生活に浸透しており、また、老後の生活基盤と
して定着していることによるものと思われます。
　高齢化が進む社会において、年金は老後を安定的に過ごすために
大切な所得保障であり、引き続き山口年金事務所と連携し、制度の
啓発や年金相談を実施していきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 93.19 93.91 92.00

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

国民年金保険料の納付率

【保険年金課】

　納付率は、1.01ポイントの増となっています。
　納付率改善の要因として、年金事務所が実施した特別催告状によ
る納付督励に加え、連携・協力業務としての免除勧奨、口座振替に
よる納付の促進等の取組みによるものと考えます。
　引き続き、山口年金事務所が実施する制度啓発や年金の納付対策
に協力していきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 74.03 67.75 68.76 68.54

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

3,805 3,791

基本事業　02 国民年金制度の理解

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

84.24 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

国民年金第１号被保険者
法定受託事務に付随する事務や相談等について、市と年金事務
所の協力・連携により実施しました。

・資格取得時等における保険料の納付案内や、口座振替・前納
等の促進
・保険料の納付や制度周知等に関する広報記事の市報への掲載
・年金制度等に関する各種相談　等

意図

国民年金制度の理解が深まり、国民年金の受給権が確保されま
す。

指標名称

活動
指標

年金事務所及び山口市で行う免除被保険者数①

成果
指標

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件 9,730 9,853 9,809

104 136

千円

事業費

国支出金

付記事項

年金事務所との協力・連携事務

会計 01 政策 01

款 03 施策 06

項 01
基本
事業

02

目 09

担当
健康福祉部
保険年金課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

104 136

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

資格取得時等において国民年金に関する相談を受けるとともに、市
報で保険料の納付や免除制度に関する記事を掲載しており、上位基
本事業である国民年金制度の理解に一定の貢献をしていると考えま
す。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

国民年金保険料の納付率は、向上しています。
引き続き、年金事務所と協力・連携し、資格取得時等における納付
案内や、広報活動を実施していきます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

国民年金制度の理解

一般会計

民生費

社会福祉費

国民年金費

（歳入歳出決算書　215ページ）

●

①

②

351

351

コスト削減の余地等

協力・連携事務に必要な経費については、国から交付されます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　06 社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

生活困窮者
生活保護受給者

基本事業がめざす姿

生活困窮者が生活保護法に基づいた生活を送ることができています。また、自立した生活
に移行できています。

基本事業の成果状況と評価

生活保護受給世帯数

【社会課】

評

価

生活保護の受給世帯数は平成24年度と比較して49世帯増、4.3％の
伸び率でした。
経済情勢の回復が見込まれるなか、伸び率は平成24年度より3.6％
減少し若干の落ち着きが見られましたが、依然生活保護受給世帯数
は増加傾向にあり引き続き今後の動向に注意が必要です。
就労支援や医療費の適正化を図るとともに、法定受託事務として今
後とも適正な事務執行に取り組みます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

世帯 1,151 1,200 1,430

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

自立による生活保護廃止件数

【社会課】

自立による生活保護廃止件数は平成24年度に比べ18件、率にして56
.3％の増加でした。
平成19年度から配置した就労支援員が自立支援に向けて就労支援活
動に取り組んでおり、徐々に成果が出ているものと考えます。
しかしながら生活困窮者は増加傾向であり、今後も厳しい状況が続
くと考えられるため、引き続き就労支援活動を強化しながら、保護
者の自立支援に努めてまいります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

世帯 33 32 50 50

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

2,523,8072,563,275

基本事業　03 生活保護と自立生活の支援

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

723 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

生活保護受給世帯

社会福祉士又は社会福祉主事の資格を有する就労支援員によ
り、生活保護受給者に対し、履歴書の書き方や面接の受け方の
指導や公共職業安定所への同行訪問等を行い、生活保護受給者
の就労意欲を喚起させ、就労につなげることにより、経済的自
立の支援を図りました。
　

意図

生活保護受給世帯が自立、就労できるようになります。

指標名称

活動
指標

就労支援対象者１人当りの年間支援活動回数①

山口地域生活福祉・就労支援会議開催回数

成果
指標

生活保護受給世帯のうち自立した世帯数

②

生活保護受給世帯の中から就労した者の数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回数

回数

世帯

人

15 15 15

0 0 3

0 2 3

7 16 20

2,156 2,164

千円

事業費

国支出金

付記事項

自立支援プログラム策定実施推進事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 06

項 03
基本
事業

03

目 01

担当
健康福祉部
社会課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,156 2,164

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

　生活保護受給者の就労支援を行うことにより、被保護世帯の自
立・保護からの脱却を促進することができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成２６年度から就労支援員を１名増員し２名体制で支援していく
ため成果の向上が見込まれます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

生活保護と自立生活の支援

一般会計

民生費

生活保護費

生活保護総務費

（歳入歳出決算書　225ページ）

●

①

②

2,167

2,167

コスト削減の余地等

被保護者が経済的に自立、若しくは自立に至らなくとも就労し勤労
収入が得られることにより、生活保護費の支給額を減額することが
できます。このため、生活保護費を含んだトータルコスト面では、
削減に有効な事業であると考えますが、この事業の事業費は主に就
労支援員配置に係る経費であるため、コスト削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　06 社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

住宅に困窮している者

基本事業がめざす姿

住宅に困窮している市民に適正に管理された住居があります。

基本事業の成果状況と評価

収入分位下位世帯に対する市営住宅の充足率

【建築課】

評

価

入居停止の物件での退去があり、数値が少し低下していますが、計
画的に整備を行っており、引き続き水準維持に取り組んで行きます
。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 9.0 8.0 維持

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

個別改善住宅の改修率

【建築課】

個別改善（長寿命化型）を実施した住棟の整備が順調に推移してい
ます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 48.0 48.0 52.0 60.0

（向上）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

458,611 681,511

基本事業　04 市営住宅への入居支援

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

9.0
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市営住宅入居者

市営住宅入居者から住宅使用料を徴収しました。また、不払い
の者に対して督促等を送付しました。
納付の意思のないものに対して、訴訟等を行いました。
平成２５年度訴訟件数：４件

意図

住宅使用料等の円滑な収納がされています
住宅使用料等の収納率が向上します

指標名称

活動
指標

督促状の発行件数①

成果
指標

市営住宅使用料等収納率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

％

1,962 2,078 2,157

95.8 95.1 94.0

3,862 3,811

千円

3,862 3,811

事業費

国支出金

付記事項

市営住宅使用料徴収事務

会計 01 政策 01

款 08 施策 06

項 06
基本
事業

04

目 01

担当
都市整備部
建築課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

住宅使用料等の円滑な収納により、住宅維持管理の財源確保がで
き、入居者に対して快適な居住環境を提供できます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

滞納月数の少ない時期の適切な指導などで収納率の向上につなげる
余地があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

市営住宅への入居支援

一般会計

土木費

住宅費

住宅管理費

（歳入歳出決算書　301ページ）

●

①

②

3,853

3,853

コスト削減の余地等

業務委託等の手法が考えられますが、新たなコストが必要となり、
費用対効果の面から検討が必要です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 23年度～平成 26年度

●

対象 手段

元町市営アパート入居者
住宅に困窮している低所得（法定月収１５．８万円以下の世
帯）の市民

既存元町アパート隣接用地に新たなアパートを建設しました。
旧アパートは２６年度中に解体します。
　現状３６戸　→　新規４４戸

Ｈ２３　用地取得、設計
Ｈ２４　造成、設計、建設着手
Ｈ２５　建設、屋外整備、完成
Ｈ２６　解体、跡地整備

意図

現元町市営アパート入居者の居住水準が向上します。
住宅に困窮している市民が減少します。

指標名称

活動
指標

建設戸数①

成果
指標

入居率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

戸

％

- 44 44

- - -

186,832296,407

千円

87,379 43,373

事業費

国支出金

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の元町市営アパート建替事業費（補助）435,829,096円と元町市営ア
パート建替事業費（単独）60,957,128円を合算した金額です。

元町市営アパート建替事業

会計 01 政策 01

款 08 施策 06

項 06
基本
事業

04

目 02

担当
都市整備部
建築課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

89,153 94,634

10,300 158,400

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

住宅困窮世帯が減少します。
設備についてはバリアフリー対応とし、高齢者でも安心して居住で
きる施設とすることから貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

平成２６年度当初の入居に向けて、建設工事が終了しました。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

市営住宅への入居支援

一般会計

土木費

住宅費

住宅建設費

（歳入歳出決算書　301ページ）

●

①

②

496,787

61,696

235,091

200,000

コスト削減の余地等

建物全体としては戸あたりの建設コストを抑えた設計を行い、コス
ト削減に努めました。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 25年度～

●

対象 手段

市民、市営住宅居住者
住環境 市住宅マスタープラン及び市公営住宅等長寿命化計画に基づ

き、既成の市街地や郊外住宅地の住宅課題の解決に向けた市営
住宅整備手法の検討、民間事業者の誘導施策など、住まいづく
りに係る施策提案のための調査を行いました。

☆平成25年度　基礎調査
　平成26年度　事例調査、報告書作成、金古曽住宅実施調査
　平成27年度　平井住宅実施調査

意図

新たな住宅施策、整備手法が明らかになります。

指標名称

活動
指標

基礎・事例調査実施箇所数①

成果
指標

基礎･事例調査進捗率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

箇所

％

- - 1

- - 40

千円

事業費

国支出金

付記事項

市営住宅建替等調査事業

会計 01 政策 01

款 08 施策 06

項 06
基本
事業

04

目 02

担当
都市整備部
建築課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

住宅困窮世帯に、今後も安心して居住できる住宅を計画的に提供す
るために必要です。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

基礎調査が終了した状況で、今後具体的な事例調査等が進めば、成
果の向上が見込めます。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

市営住宅への入居支援

一般会計

土木費

住宅費

住宅建設費

（歳入歳出決算書　301ページ）

●

①

②

3,476

1,775

1,701

コスト削減の余地等

ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　01 支えあい健やかな暮らしのできるまち

施策　06 社会保障で安心して暮らせるまち

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

11,126 15,565
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事業の概要

計画
年度

平成 21年度～

対象 手段

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を
喪失している者又は喪失するおそれのある者

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を
喪失している者又は喪失するおそれのある者に対して、住宅手
当を支給することにより、これらの者の住宅及び就労機会の確
保に向けた支援を行うことを目的とする事業で、下記事務を行
いました。

1　申請者の面接や相談受付。
2　対象者への就労支援。
3　住宅手当を支給。
4　補助金の請求。

意図

離職者が住宅を喪失することなく就労が確保されます。

指標名称

活動
指標

相談受付件数①

成果
指標

住宅支援給付支給世帯数

②

就労を確保した世帯数割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

世帯

％

32 97 67

22 46 34

23 37 35

4,787 9,181

千円

事業費

国支出金

付記事項

住宅手当緊急特別措置事業

会計 01 政策 01

款 03 施策 06

項 01
基本
事業

99

目 01

担当
健康福祉部
社会課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

4,787 9,181

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

離職者が就労を確保できれば、自立した生活につながるため、第2
のセーフティネットとして有効な事業であり、施策への貢献度は大
きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

ハローワークやパーソナルサポートセンター、市社協と連携し住宅
の確保及び就労支援を行いました。住宅手当の相談件数及び支給世
帯数は減少しましたが、景気回復の影響を受けてのことかは分から
ないため引き続き成果を見守る必要があります。

支えあい健やかな暮らしのできるまち

社会保障で安心して暮らせるまち

施策の総合推進

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

（歳入歳出決算書　205ページ）

●

①

②

5,677

5,677

コスト削減の余地等

生活保護に至らなくても、離職者が自立できる支援策であり、生活
保護を含むトータルコスト面において、削減に有効な事業です。事
業費は主に支援員配置に係る経費であるため、コスト削減はできま
せん。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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 政 策 ２ 

   いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち 
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施　策　の　構　成

施策　02-01 お互いを認めあい、人権を尊重するひと

基本事業　02-01-01 人権意識の向上

基本事業　02-01-02 人権擁護の啓発・推進

基本事業　02-01-03 男女共同参画の推進

基本事業　02-01-99 施策の総合推進

　近年、社会情勢の急激な変化により、従来の社会的な差別に加え、児童や高齢者への虐待、ＤＶなどの人権侵
害やプライバシーなどの個人の人格や尊厳に関する侵害など、多種多様で、また人の命に関わるような深刻な人
権侵害が発生する傾向が全国的に見られます。
　人権に関する相談の内容も多岐にわたっており、表に出ないものも多数発生していると思われることから、差
別や人権侵害はどこにでも起こる身近な問題だと認識することがまず必要です。
　こうした中、性別に関係なくあらゆる分野に対等な立場で参画し、個性と能力を発揮できる男女共同参画社会
の実現を目指した「男女共同参画社会基本法」が平成11年に制定され、本市においても、平成20年3月に「山口
市男女共同参画基本計画」を、平成26年3月に「山口市男女共同参画推進条例」を制定しました。
　男女共同参画は、意識と制度の面から、市民と事業者と行政が一体となって、継続して取り組むべき重要な課
題です。
　また、「市民一人ひとりの人権が尊重されたまち」の実現に向け、総合的に人権に関する取り組みを推進する
ことを基本理念とする「山口市人権推進指針」を平成23年3月に策定しました。人権や生命は、人間として最も
尊重されるべきものだという意識を誰もが持ち、常日頃から行動していく必要があります。
　

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.98 2.99

3.41 3.39

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　01 お互いを認めあい、人権を尊重するひと

施策のプロフィール

施策の対象

市民

施策がめざす姿

誰もがお互いに認めあい、一人ひとりの人権が尊重されています。

施策の成果状況と評価

人権が尊重されているまちであると思う市民の割合

【市民安全部　政策管理室】

評

価

　まちづくりアンケートでは、平成24年度と比較して4.5ﾎ゚ｲﾝﾄ増加
しました。これは、人権学習講座や地区人権学習組織による啓発活
動等の成果が現れているものと考えます。
　しかし近年、いじめや体罰・プライバシー侵害などの人権問題が
全国的に表面化しているため、市民・学校・地域・企業等と連携を
図りながら、多様な人権課題の正しい理解と人権意識の高揚に向け
て、引き続き人権教育・啓発活動に努める必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 63.2 68.2 72.7 75.0

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

45,118 43,927

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　01 お互いを認めあい、人権を尊重するひと

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民、事業所

基本事業がめざす姿

市民一人ひとりがしっかりと人権尊重の意識を持っています。

基本事業の成果状況と評価

人権が侵害されたことがあると思う市民の割合

【人権推進課】

評

価

　まちづくりアンケートでは、平成29年度の目標値20.0％以下を達
成し、人権啓発活動の成果が順調に現れています。
　一方、「侵害されたことがある」と回答した人の内容としては、
「あらぬ噂」49.9％、「名誉・信用の侵害」30.4％、「職場での不
当な待遇等」28.7％（複数回答有り）の順に多く、地域社会におけ
る人間関係の希薄化や職場における人権教育不足が原因と考えられ
ますことから、地域社会や職場における人権教育・啓発を重点的に
推進します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 19.0 17.8 20.0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

人権学習講座受講者数

【人権推進課】

　人権学習講座等の受講者数は、平成24年度より354人増加し、平
成29年度の目標値13,000人も達成し、成果が順調に現れています。
　今後も学校、地区人権学習組織と連携を図りながら、地域社会に
おける学習機会の充実、講座内容の多様化により、幅広い受講者の
拡大に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 11,77915,26915,62313,000

（向上）

（高）

評

価

人権尊重の理解を深めた講座受講者割合

【人権推進課】

　受講者アンケートでは、平成24年度より5.4ポイント減少しまし
た。講座単位では、100％の受講者が理解を深めたと回答した講座
もあるなかで、44％未満の受講者しか理解を深めたと回答していな
い講座もあり、講座内容により理解度にバラツキがあることから、
講座内容の見直しや適切な講師選定に努め、受講者の理解度を高め
ます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.3 86.8 81.4 90.0

（低下）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

17,498 19,633

基本事業　01 人権意識の向上

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

20.5 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

市民
山口隣保館

●隣保事業等を実施しました。
・各種相談事業・啓発広報活動事業（館だよりの発行、年12
回、館周辺の8町内に配布）・地域交流事業（自彊術、ﾚｸﾀ゙ﾝ
ｽ、3B体操、手芸、ｳｫーｷﾝｸ゙などの各種教室の開催。ﾚｸﾘｪーｼｮﾝや
世代交流のための各種行事及びｸﾗﾌ゙活動の実施。人権学習や子
育て支援のための各種講座の開催）・館施設の貸出（人権学習
や地域交流、子育て活動の場として部屋等の貸出）
●館利用や施設使用が円滑安全に行われるように館施設の維持
管理を行いました。（清掃管理、警備、消防等の安全管理）
●建物の耐震診断を実施し、改修工事、耐震補強工事に向けた
整備を行いました。

意図

・隣保館の利用者が増加し生活の改善向上や地域交流、人権啓
発がされます。

指標名称

活動
指標

交流講座開催数①

「ふしの会館だより」の発行部数

成果
指標

山口隣保館利用者数

②

施設維持管理上の不具合トラブル件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

部

人

件

230 240 224

17,396 19,800 19,296

24,361 25,000 26,951

3 1 0

6,756 8,004

千円

379 1,326

事業費

国支出金

付記事項

山口隣保館管理運営業務

会計 01 政策 02

款 03 施策 01

項 01
基本
事業

01

目 08

担当
市民安全部
人権推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

5,313 6,626

1,064 52

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

隣保館は、地域福祉向上や人権啓発のための住民交流を行う、ひら
かれたｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀーとして住民にとって最も身近な活動拠点の役割を
果たしており、また、人権意識の向上のため地域交流活動等の各種
館事業を総合的に推進していることから貢献度は大きいといえま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

国の運営要綱に基づく各種事業を行っています。今後とも地域のコ
ミュニティーセンターとしての機能を十分発揮できるよう、事業の
充実に努めます。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

人権意識の向上

一般会計

民生費

社会福祉費

隣保館費

（歳入歳出決算書　215ページ）

●

①

②

9,745

1,845

398

5,893

1,609

コスト削減の余地等

地域交流等については、交流を主眼におくことから、参加しやすい
ように意図して参加費の設定を行っていますが、行事への参加意欲
を維持するために内容を吟味する必要から、それにより受益者負担
の見直しも検討する必要があります。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市民
１．広く地域住民を対象に、人権問題についての促進を図るた
め講演会を開催しました。
　①山口市人権ふれあいフェスティバルの開催（年１回）
　②山口市人権学習講座の開催
２．人権についての自主的な学習会を支援するため、地域交流
センター、学校、事業所等人々の身近な場所に講師を派遣しま
した。
３．人権に関する啓発資料の作成・配布並びにビデオの購入・
貸し出しを行いました。
４．児童生徒による人権啓発作品の募集を行い、広く地域への
啓発活動に活用しました。

意図

人権尊重についての理解を深めます。

指標名称

活動
指標

講座・講演会の開催回数①

講師派遣回数

成果
指標

市人権学習講座受講者が人権尊重の理解を深めたと思う割
合

②

講座・講演会への参加者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

％

人

17 17 16

5 5 3

87.3 86.8 81.4

1,185 941 943

1,942 1,594

千円

1,377 1,120

事業費

国支出金

付記事項

人権啓発・学習講座開催等事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 01

項 05
基本
事業

01

目 04

担当
市民安全部
人権推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

565 474

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

基本的人権尊重の視点に立ち、公正で広く市民の共感が得られるよ
う創意工夫を凝らし、家庭、地域社会、職場、学校など日常生活の
中で実践的に人権意識が培われるよう総合的かつ効果的に推進する
ことにより、市民の人権意識の向上を図ることが達成されることか
ら貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

毎年１６箇所で開催する人権学習講座には、定員を上回る会場もあ
ります。また、市人権ふれあいフェステバルは、講師や開催日等で
参加者の多い少ないがありますので、講師の選定など工夫や準備が
必要となります。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

人権意識の向上

一般会計

教育費

社会教育費

人権推進費

（歳入歳出決算書　327ページ）

●

①

②

1,560

1,114

446

コスト削減の余地等

市民に対し人権意識の向上を図るため、講座・講演会の開催や講師
派遣に要するコストであり、削減は困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　01 お互いを認めあい、人権を尊重するひと

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民

基本事業がめざす姿

市民の人権に関する悩みや不安が軽減しています。

基本事業の成果状況と評価

人権が侵害されたことがあると思う市民が、第三者に相談した割
合

【人権推進課】

評

価

　平成24年度から、まちづくりアンケートの数値を実績値として使
用していますが、平成24年度以降横ばいで推移しており、平成29年
度の目標値よりかなり低い数値となっています。
　「相談した」と回答した人の相談先（複数回答有り）としては、
「親・配偶者・兄弟・子供や親戚」21.4％、「友人・職場の同僚や
上司」16.6％の順に多く、「法務局や人権擁護委員」は3.1％と少
ない状況です。
　身近に法務局等の相談窓口があることを広く市民に周知し、相談
しやすい環境づくりに努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 38.3 38.6 50.0

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

3,968 3,912

基本事業　02 人権擁護の啓発・推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

44.5
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市民、人権教育推進委員、企業・職場、地区人権学習推進組
織、幼・小・中ＰＴＡ、婦人会

１．人権教育を総合的かつ効果的に推進するための組織として
設置した人権教育推進委員会の委員を対象に人権教育の推進に
関する会議・研修会並びに視察研修（隔年）を開催しました。
２．市企業・職場人権学習連絡協議会が実施する研修会等の事
業を支援しました。
３．社会教育団体へ、人権に関する学習機会や情報の提供を図
るために人権学習活動を委託しました。
　①地区人権学習推進活動委託事業　30千円× 21団体
　②ＰＴＡ人権学習研修活動委託事業　6千円× 61団体　

意図

人権意識が向上します。

指標名称

活動
指標

人権教育推進委員として委嘱した人数①

地区人権学習推進活動並びにPTA人権学習研修活動を委託依
頼する組織数

成果
指標

人権教育推進委員が研修会等へ参加した人数

②

地区人権学習推進活動並びにPTA人権学習研修活動を受託し
た組織数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

組織

人

組織

42 42 42

82 82 82

56 58 46

81 80 82

1,338 1,347

千円

1,338 1,347

事業費

国支出金

付記事項

人権学習推進組織等運営事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 01

項 05
基本
事業

02

目 04

担当
市民安全部
人権推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

上位の基本事業は、市民の人権意識の向上を目的としており、本事
業は、家庭、学校、地域社会、職場などでの人権学習を総合的かつ
効果的に推進することにより、市民の人権意識の向上を図るもので
あり、上位の施策や基本事業に貢献していると考えます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

各地域の人権学習推進協議会では、地域や学校等連携して特色ある
人権学習に取り組んでいます。中にはこの人権学習を活用して、地
域づくりの人材育成に位置づけておられるところもありますので、
講師等の斡旋など、これからも地域の人権学習を積極的に支援しま
す。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

人権擁護の啓発・推進

一般会計

教育費

社会教育費

人権推進費

（歳入歳出決算書　327ページ）

●

①

②

1,292

1,292

コスト削減の余地等

すでに人権教育推進委員や社会教育団体、学校等と連携を図りなが
ら、効率化を進めており、さらなるコスト削減の余地はありませ
ん。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　01 お互いを認めあい、人権を尊重するひと

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民、事業所

基本事業がめざす姿

男女共同参画の意識が定着し、男女が社会のあらゆる分野で平等に参画しています。

基本事業の成果状況と評価

男女共同参画が実現されていると思う市民の割合

【人権推進課】

評

価

　まちづくりアンケートでは、平成24年度より6.1ポイント増加し
ています。これは、男女共同参画社会の実現に向けた広報活動をは
じめ、男女共同参画センターの講座やセンターフェスティバルなど
の啓発活動を実施してきた成果が現れているものと考えます。
　今後も引き続き、男女がお互いを尊重し、責任を分かち合いなが
らともに力を合わせることのできる社会の実現を目指し、市民・学
校・企業等との連携により継続した教育・啓発活動を推進します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 52.5 58.6 65.0

（向上）

目　標
達成度

（中）

評

価

審議会等の女性委員登用率

【人権推進課】

　女性委員の全くいない審議会等の割合は、平成24年度より3.8ポ
イント減少し、22.5％になりましたが、審議会等の女性委員登用率
は横ばいで推移し、伸び悩んでいます。
　審議会等の新設時や、役員改選時等の機会を通じて、充て職によ
る選任から、団体推薦による選任に変更するなど選任方法の見直し
を図り、女性委員登用率の向上に努める必要があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 25.2 26.2 25.9 35.0

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

12,449 11,993

基本事業　03 男女共同参画の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

46.6 
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～平成 29年度

●

対象 手段

市民、市民団体、事業所
○男女共同参画基本計画を推進しました。
　計画の進行管理（平成25～29年度まで後期行動計画）
　男女共同参画推進会議の開催（年1～2回程度）
　男女共同参画推進本部の開催（年1～2回、メール配信含む）
○情報誌「live」を発行しました。（年1回2月、全戸配布）
○啓発リーフレットを作成し配布しました。（DV防止、小中学
生向け等各種）
○活動団体との連絡調整を図りました。
○アンケート結果を活用しました。（まちづくりアンケート）
○「山口市男女共同参画推進条例」を制定しました。

意図

男女共同参画に関する理解が深まります。
男女共同参画の視点をもって活動しています。

指標名称

活動
指標

啓発リーフレット作成部数①

情報誌「live」の発行部数

成果
指標

男女共同参画が実現されていると思う市民の割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

部

部

％

4,200 4,100 4,350

75,000 75,000 75,500

59.9 52.5 58.6

2,219 1,566

千円

2,219 1,566

事業費

国支出金

付記事項

男女共同参画基本計画策定・推進事業

会計 01 政策 02

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 07

担当
市民安全部
人権推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

男女共同参画社会基本法第14条の3により男女共同参画計画策定は
市町村の努力規定となっています。計画を策定し、推進状況の管理
をするとともに、官民による推進体制を整備することは、諸施策を
推進するうえでの基本となるものであるため、貢献度は大きいと考
えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成２６年３月に市男女共同参画推進条例が制定しました。また、
平成２６年１１月に、本市において男女共同参画全国都市会議が開
催、平成２７年度には男女共同参画都市宣言をします。これらを契
機に本市における男女共同参画の取り組みを一層推進します。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

男女共同参画の推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　167ページ）

●

①

②

1,474

1,474

コスト削減の余地等

推進体制づくりと計画の進行管理、及び市民、市民団体、事業所へ
の最低限の啓発を行うためのコストであり、削減できません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 19年度～

対象 手段

市民、市民団体、事業所
　男女共同参画社会の実現を目指し、市民・団体等が主体と
なって幅広く活動できる「山口市男女共同参画センター」を運
営しました。
【業務】
○学習機会の提供：男女共同参画講座等の実施、ｾﾝﾀーｲﾍ゙ﾝﾄの
　開催。
○情報の収集、発信：ｾﾝﾀーﾎーﾑﾍ゚ ｼー゙の維持管理、ｾﾝﾀーだよりの
　発行、図書、ﾋ゙ﾃ゙ｵの貸し出し。
○相談対応：男女共同参画に対する電話、面接での相談対応。
「女性のための悩みごと相談」を週2回実施しました。　　　
【業務委託先】山口市男女共同参画ﾈｯﾄﾜーｸ

意図

男女共同参画に対する関心が高まります。
男女共同参画センターを拠点としたネットワークに加入し、男
女共同参画に関わる活動が活発化します。

指標名称

活動
指標

センターの開館日数①

講座、イベント、研修会等開催回数

成果
指標

男女共同参画センター市民ネットワーク加入会員数

②

男女共同参画センターでの各種講座等の参加者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

回

人

人

300 300 300

22 36 32

88 82 80

2,151 2,403 1,468

17,299 10,638

千円

9,713 10,108

事業費

国支出金

付記事項

男女共同参画センター運営事業

会計 01 政策 02

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 07

担当
市民安全部
人権推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,198

388 530

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

基本事業は、男女共同参画の推進を目的としており、拠点を整備
し、ネットワークを通じた市民、市民団体、事業者（事業所）の自
発的な取り組みを推進することにより、市民一人ひとり及び事業者
等の男女共同参画についての関心と理解の向上を図るものであり、
上位の施策や基本事業に貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

センターで開催するイベントの参加者は、天候等の影響が大きく左
右しています。センターが男女共同参画の拠点となるよう、その取
り組みを強化していきます。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

男女共同参画の推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　167ページ）

●

①

②

10,274

9,898

376

コスト削減の余地等

拠点施設として、市民の自主的な活動の場としての役割を果たし、
事業運営委託の「男女共同参画ネットワーク」と市により、協働で
啓発活動をすることにより、市民ネットワークを活用した運営がな
されています。「市民間化推進実行計画」に基づき、効果的な実施
手法等を検討した上で、指定管理者制度の導入を進めます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　01 お互いを認めあい、人権を尊重するひと

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

11,203 8,389
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

教育集会所 ○教育集会所の修繕、補修を行いました。

※教育集会所：同和対策事業の一環として、地域住民の教育水
準の向上・福祉の増進を目的として設置。市所有の６箇所につ
いて、すでに日常の維持管理及び運営を地元自治会へ委託して
います。

○地元自治会に譲り渡す建物の改修工事に伴う設計、表題登記
を行いました。

意図

良好な地域活動拠点として適正な維持管理がされています。

指標名称

活動
指標

修繕補修回数①

成果
指標

教育集会所の維持管理上の不具合トラブル件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

件

1 2 1

2 2 0

3,139 176

千円

3,139 176

事業費

国支出金

付記事項

教育集会所管理業務

会計 01 政策 02

款 10 施策 01

項 05
基本
事業

99

目 04

担当
市民安全部
人権推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域活動の拠点として維持管理を行うことが目的であり、貢献度は
あまり大きくないと思われます。最終的には各地域の集会所の取り
扱いと同様にすることが妥当です。

○

○

●

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

仁保高松教育集会所については、無償譲渡することで協議が整いま
した。他の施設について同様に協議を行い、地元へ無償譲渡しま
す。いずれの施設も老朽化しており、補修が必要です。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

お互いを認めあい、人権を尊重するひと

施策の総合推進

一般会計

教育費

社会教育費

人権推進費

（歳入歳出決算書　327ページ）

●

①

②

550

550

コスト削減の余地等

「民営化推進実行計画」の対象です。
地元との協議完了後、払い下げの方向で調整しますので、将来的に
コストを削減することは可能です。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施　策　の　構　成

施策　02-02 楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

基本事業　02-02-01 確かな学力の定着

基本事業　02-02-02 現代的課題に対応した教育の充実

基本事業　02-02-03 豊かな心と健やかな体の育成

基本事業　02-02-04 教育環境の整備

基本事業　02-02-05 教職員の資質の向上

基本事業　02-02-06 就学の支援

基本事業　02-02-07 幼児教育の充実

基本事業　02-02-99 施策の総合推進

　本市では、豊かな人間性と社会の変化に対応して生き抜いていける力を持った子どもたちの教育をめざしてい
ます。特に義務教育である小・中学校の期間においては、自ら学ぶ意欲や習慣など、生涯学び続けるための基礎
となるものを身につけるということに重点を置いています。
　そのためには、一人ひとりに応じたきめ細かな指導や、質の高い授業を行っていくことが重要であることから
指導体制の整備や教職員の資質向上に努める必要があります。　
　また、不登校、いじめ、特別な配慮を必要とする子どもたちへの支援については、学校だけでなく、家庭や地
域、関係機関と連携し、根本的な解決に向けて一体となって取り組んでいく必要があります。
　本市の児童・生徒の数は、少子化に伴い、今後、全体的には減少傾向にあるものの、全市的に見れば、市街地
化と過疎化の進行状況に偏りがあります。多様な地域性のもとで、子どもたちが郷土愛を育み、楽しく、安心し
て学べる環境を研究し、整えていく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.99 3.06

3.73 3.68

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　02 楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

施策のプロフィール

施策の対象

小学生、中学生、幼児
保護者、教職員

施策がめざす姿

子どもたちが豊かな心と、確かな学力、たくましく生きる力を身につけ、学校で楽しく学
んでいます。

施策の成果状況と評価

学校生活を楽しんでいる児童の割合

【教育委員会事務局　政策管理室】

評

価

学校生活を楽しいと感じている割合は、平成24年度とほぼ同じ91.7
％となり、多くの児童が充実した学校生活を過ごしています。
個々の児童が楽しいと回答できるよう、教職員の資質向上や相談体
制、生徒指導の充実など、児童の立場に立った様々な施策の展開が
必要となります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 89.2 91.2 91.7 維持

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

学校生活を楽しんでいる生徒の割合

【教育委員会事務局　政策管理室】

学校生活を楽しいと感じている割合は、平成24年度とほぼ同じ数値
となりました。
今後とも、不登校やいじめなどの学校課題に取り組み、生徒の学校
生活での満足度を向上させる観点から、教職員の資質向上と教育相
談や生徒指導の充実などの様々な施策の展開が必要となります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.1 86.7 86.1 86.0

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

4,587,9074,681,642

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　02 楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小学生
中学生

基本事業がめざす姿

一人ひとりの児童・生徒がきめ細かな指導を受け、確かな学力を身につけています。

基本事業の成果状況と評価

教員一人に対する児童･生徒数（小学生）

【学校教育課】

評

価

平成24年度と比較して、児童数が150人減少したのに対し、教員数
（非常勤を含む）は9人増加したことから、教員1人に対する児童数
は0.2ポイント減少しています。
今後も、児童一人ひとりのニーズに応じた、きめ細やかな教育課程
の充実に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

人 15.4 15.2 14.5

（向上）

目　標
達成度

（中）

評

価

教員一人に対する児童･生徒数（中学生）

【学校教育課】

平成24年度と比較して、生徒数は63名増加、教員数（非常勤を含む
）が4名減少したことに伴い、教員一人に対する生徒数は、0.3ポイ
ント上昇しています。
今後も、生徒一人ひとりのニーズに応じた、きめ細やかな教育課程
の充実に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 12.5 12.7 13.1 10.8

（低下）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

196,971 222,870

基本事業　01 確かな学力の定着

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

16.2 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

山口市立小中学校の児童生徒 児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな授業を行うため、学校
の実情に応じて補助教員を配置しました。
　
　・特別支援教育補助教員（小、中）
　・確かな学力アシスト補助教員（小、中）
　・やまぐち学校教育支援員活用促進事業補助教員
　　（県1/2補助、小：特別支援教育分）　
　・観察実験アシスタント（小）　　

意図

学ぶ意欲・思考力が高まり、確かな学力が定着します。

指標名称

活動
指標

補助教員配置数①

成果
指標

教員１人に対する児童数(小学校）

②

教員１人に対する生徒数(中学校）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

人

人

人

112 102 110

15.6 15.4 15.2

12.4 12.7 13.1

126,817110,941

千円

112,354105,032

事業費

国支出金

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の学習支援事業費（小学校費）79,930,995円と学習支援事業費（中学校
費）30,553,610円を合算した金額です。

学習支援事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 02
基本
事業

01

目 02

担当
教育委員会事務局
学校教育課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

14,463 5,909

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

補助教員を配置することは、児童生徒の学習のつまずきや、疑問に
きめ細かく対応することができ、児童生徒のわかる喜び、できる楽
しさにつながり、確かな学力の定着に大きく貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

補助教員の配置により、児童生徒の学習のつまづきや疑問にきめ細
かい対応ができており、成果は上がっています。
補助教員を増員し、適切に配置することにより更なる成果向上が見
込まれます。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

確かな学力の定着

一般会計

教育費

小学校費

教育振興費

（歳入歳出決算書　315ページ）

●

①

②

110,485

108,195

2,290

コスト削減の余地等

優秀な人材確保が課題であり、コスト削減は困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　02 楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生

基本事業がめざす姿

子どもたちが、地域の力を生かした教育を受け、生きる力を身につけています。

基本事業の成果状況と評価

地域の力を授業で活用している学校の割合

【学校教育課】

評

価

すべての学校において、地域の教育力を生かした取組が行われてい
ます。特に、学校行事や総合的学習において活発に取り組んでいま
す。
学校間の情報交換を行うなど、各学校に配置したコーディネーター
による内容の充実も進めています。マイタウンスクール推進事業で
は、地域に開かれた学校づくり、特色のある学校づくりへの成果も
大きいことから、継続して事業を行います。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 100.0 100.0 100.0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

104,214 112,386

基本事業　02 現代的課題に対応した教育の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

100.0
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事業の概要

計画
年度

平成 19年度～

対象 手段

山口市立小中学校
山口市立小中学生
地域住民

各学校からの提案方式により様々な特色ある学校づくり、学校
経営の研究・実践について支援を行いました。
（研究内容）
　①各学校の特色を生かした授業や行事の公開
　②地域の人々による、教育活動についての自由な意見交換
　③保護者や地域の人々の、授業やその準備・検討会への協　
　　力・参画
　④その他

意図

保護者や地域の人々の理解と協力を得て、開かれた学校になっ
ています。
いじめ、不登校、問題行動など様々な教育課題の解決に向け、
地域ぐるみで子どもを育てていく雰囲気になっています。

指標名称

活動
指標

研究を委託する学校数①

成果
指標

地域の力を授業で活用している学校の割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

校

％

12 17 17

100 100 100

1,200 1,200

千円

1,200 1,200

事業費

国支出金

付記事項

マイタウンスクール推進事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 01
基本
事業

02

目 02

担当
教育委員会事務局
学校教育課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域に開かれた学校になることで、児童生徒はたくさんの人々と触
れ合え、学ぶことの効果は大きい。
この事業で児童生徒の可能性を広げ、心を育むことになり、貢献度
は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

地域との連携により、児童生徒が地域の人々とのふれあいにより多
くの経験をすることができている。成果は１００パーセント達成し
ています。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

現代的課題に対応した教育の充実

一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

（歳入歳出決算書　311ページ）

● ●

①

②

1,200

1,200

コスト削減の余地等

現在の各活動も、地域の人々の好意に負うところが多く、コスト削
減は困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

山口市立小中学校の児童生徒

市立小・中学校及び適応指導教室(あすなろ教室)に10名のＡＬ
Ｔ（外国語指導助手）を配置しました。
<小学校>
　委託による外国語指導助手を小学校に派遣しました。
<中学校>
　市が非常勤職員として雇用した外国語指導助手を中学校に派
　遣しました。
　中学校では小学校で培われたコミュニケーション能力の素地
　を大切にしながら、コミュニケーション能力の基礎を養うた
　めＡＬＴの特性を生かした授業を行いました。
　また、ＡＬＴを直接雇用したことで、各中学校に応じた配置
　ができました。　

意図

外国の人に対して積極的にコミュニケーションをとろうとする
意欲や態度が育ち、外国語に対する興味・関心が高まるととも
にコミュニケーション能力が向上します。さらに外国の人や文
化に対する理解が深まります。

指標名称

活動
指標

中学校におけるALTを配置した日数の合計①

小学校におけるALTを配置した日数の合計

成果
指標

事務事業の意図の達成度を指標で図ることは、現時点では
困難なため成果指標は設定しないものとします。

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

日

-

519 662 665

1,100 1,019 1,014

- - -

39,837 39,702

千円

39,837 39,702

事業費

国支出金

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の英語指導助手配置事業費（小学校費）23,980,320円と英語指導助手配
置事業費（中学校費）15,718,449円を合算した金額です。

英語指導助手配置事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 02

担当
教育委員会事務局
学校教育課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

小学校教育において外国語に触れたり体験したりする機会を提供
し、中学校教育において外国人講師による外国語の授業を実施する
ことは、コミュニケーション能力の育成と英語力の向上につながる
ため、貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

ＡＬＴの活用により、子どもたちが生きた英語に接する機会が増え
コミュニケーション能力や英語活用能力は向上しています。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

現代的課題に対応した教育の充実

一般会計

教育費

小学校費

教育振興費

（歳入歳出決算書　315ページ）

●

①

②

39,699

39,699

コスト削減の余地等

現在の委託契約やＪＥＴ（「語学指導等を行う外国青年誘致事業」
The Japan Exchange and Teaching Programme）による外国語指導
助手派遣は、費用がかかる上に運用面でも活用しにくい状況にあり
ます。市が直接補助教員として雇用する形態を検討することによ
り、コスト等の縮減が図られます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　02 楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生

基本事業がめざす姿

読書や食育によって豊かな心や健やかな体がはぐくまれています。

基本事業の成果状況と評価

学校図書館図書標準の達成状況

【学校教育課】

評

価

学校図書標準の達成状況は平成17年度基準値から順調に推移し、平
成25年度に全小中学校において図書標準を達成しました。
今後は、図書標準の維持に配慮しながら、蔵書の内容充実に取り組
んでいきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 104.6 109.1 100.0

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

食に関する指導を実施した学校の割合

【学校教育課】

すべての学校において、学級担任を中心に給食を通じて健康的・衛
生的で、望ましい食生活の習慣形成の指導を行っています。
また、家庭科や総合的な学習の時間を通じて、栄養教諭・栄養士・
養護教諭等による食に関する指導を行い、食材を育む自然や食文化
についての理解を深めています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 100.0 100.0 100.0 100.0

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

730,477 700,916

基本事業　03 豊かな心と健やかな体の育成

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

74.7 
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

対象 手段

山口市立幼稚園・小中学校の園児・児童生徒 幼稚園のホール、小中学校の体育館等を会場として、音楽・演
劇公演を行いました。
（内容）
　・音楽公演
　・演劇公演
　・管弦楽公演
　・雅楽公演
 

意図

優れた生の舞台芸術を身近に鑑賞でき、感性が豊かになります

指標名称

活動
指標

公演回数①

成果
指標

事務事業の意図の達成度を指標で図ることは、現時点では
困難なため成果指標は設定しないものとします。 

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

-

34 29 28

- - -

3,464 3,355

千円

3,464 3,355

事業費

国支出金

付記事項

子ども芸術体感事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 01
基本
事業

03

目 02

担当
教育委員会事務局
学校教育課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

子どもたちは、生の舞台を鑑賞したり、アーティストから直接解説
を受けることで、授業とは違う雰囲気の中で、優れた芸術を体感
し、そのことで豊かな人間性が育まれることから貢献度は大きいで
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

優れた生の舞台芸術を身近に鑑賞することができ、児童生徒から鑑
賞後の感想文などが出演者に寄せられております。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

豊かな心と健やかな体の育成

一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

（歳入歳出決算書　311ページ）

●

①

②

3,392

3,392

コスト削減の余地等

プロの芸術家に公演を依頼しています。コスト削減することは困難
です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

市立小中学校の児童生徒

○概要
　国の地方財政措置に基づき図書の整備を行うとともに、図書
　館指導員を配置しました。
○図書の整備
　学校図書館図書標準(※)の達成に向けて、計画的に図書を整
　備しました。
（※）学校図書館図書標準とは、公立義務教育諸学校の学校図
　　　書館に整備すべき蔵書の標準として、文部科学省におい
　　　て定められた目標です。
○図書館指導員の配置
　小学校に１５名、中学校に６名配置しました。
　

意図

児童生徒が読書を通じて豊かな心を育んでいます。

指標名称

活動
指標

図書購入費①

学校図書館指導員数

成果
指標

児童生徒１人当たりの貸出冊数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

人

冊

35,256 24,855 21,460

18 18 21

29 29 31

60,860 45,880

千円

43,975 44,133

事業費

国支出金

付記事項
本事業の決算額は、「歳入歳出決算書」の学校図書館整備推進事業費（小学校費）26,679,050円と学校図書館整
備推進事業費（中学校費）17,088,446円を合算した金額です。

学校図書館整備推進事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 02
基本
事業

03

目 02

担当
教育委員会事務局
学校教育課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

16,885 1,747

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

「読書」は豊かな心を育むために必要不可欠であり、学校図書館を
充実させることは、子どもの読書活動を推進することに繋がること
から、貢献度は大きいと言えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

学校図書の充実や図書館指導員の配置により、子どもたちが幅広い
分野の多くの本に親しむことができており、成果は上がっていま
す。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

豊かな心と健やかな体の育成

一般会計

教育費

小学校費

教育振興費

（歳入歳出決算書　315ページ）

● ●

①

②

43,768

43,768

コスト削減の余地等

各学校図書館への図書購入や優秀な学校図書館指導員の増員が課題
であり、コスト削減は困難です。　

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

246



事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市立小中学校の児童生徒
学校の給食室、共同調理場、学校給食センターで安全な食材を
使用し、児童生徒に栄養バランスの取れた安全な給食を提供し
ました。
食材は、保護者負担とし、学校が管理する給食費会計から購入
しました。
食育を推進する観点から、安全で新鮮な地場産食材の活用に努
めました。

意図

児童生徒に安全で栄養バランスのとれた給食が提供されていま
す。
適切な衛生管理基準による給食運営が行われています。

指標名称

活動
指標

給食の実施回数①

食育指導を行った学校

成果
指標

学校給食を実施できなかった日

②

使用食材の地産地消率

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

校

日

％

190 192 190

51 51 51

0 0 0

55.8 58.0 60.5

231,250226,512

千円

229,917226,512

事業費

国支出金

付記事項

学校給食運営事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 06
基本
事業

03

目 02

担当
教育委員会事務局
教育総務課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,333

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

食育の観点からも、学校給食の役割は大きくなっていることから、
上位事業に貢献しているといえます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

使用食材の地産地消率は平成２９年度目標値である５９％を超え、
順調に成果があがっています。
今後も厨房機器の計画的な更新等により、安全確実な給食運営に努
めるとともに、調理業務の民間化による地域経済の活性化と地産地
消率の向上を目指します。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

豊かな心と健やかな体の育成

一般会計

教育費

保健体育費

学校給食費

（歳入歳出決算書　333ページ）

●

①

②

224,573

224,573

コスト削減の余地等

本事業は「山口市民間化推進実行計画」において委託化を推進する
事業として位置づけており、学校給食調理業務を地元事業者へ委託
することにより地域経済の活性化と効率的な運営が図られます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）

247



事業の概要

計画
年度

平成 23年度～

●

対象 手段

小中学校給食調理場施設

小中学校の給食施設について、老朽化が進んでいる施設や狭隘
な施設の増改築事業を行いました。

　湯田中学校給食受入施設工事
　良城小学校給食施設増改築工事
　　

意図

老朽化した学校給食施設の改修、共同調理場化を含めた施設の
整備を行うことで、児童・生徒に安全な学校給食を提供するた
めの環境を整備します。

指標名称

活動
指標

工事実施施設数①

成果
指標

工事完成施設数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

棟

棟

2 5 2

1 5 2

13,177 260,621

千円

1,177 200,513

事業費

国支出金

付記事項

学校給食施設増改築事業

会計 01 政策 02

款 10 施策 02

項 06
基本
事業

03

目 02

担当
教育委員会事務局
教育施設管理課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

33,208

12,000 26,900

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

衛生的で安全な給食調理場を整備することにより、学校給食の安全
性を高め、児童・生徒の豊かな心と健やかな体の育成を助けます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

共同調理場からの受入施設を新設するとともに、老朽化した調理場
について増改築工事を実施しました。今後も順次対象施設の増改築
事業を進めることで、衛生面と効率性の向上を図ります。

いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文
化をはぐくむまち

楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

豊かな心と健やかな体の育成

一般会計

教育費

保健体育費

学校給食費

（歳入歳出決算書　333ページ）

●

①

②

231,592

52,608

30,484

148,500

コスト削減の余地等

施設の状況に合わせ、将来的な維持管理経費も考慮しながら、適正
なコストでの事業実施に努めます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　02 いきいきと子どもが育ち、人がよりよく生きる、文化をはぐくむまち

施策　02 楽しく学び、生きる力をはぐくむ子ども

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

小、中学生
教職員

基本事業がめざす姿

子どもたちが安心・安全で、快適な環境で学んでいます。

基本事業の成果状況と評価

小・中学校の耐震化率

【教育施設管理課】

評

価

学校施設（校舎・屋内運動場）の耐震性が確保されていない建物に
ついて、補強及び増改築工事を行ったことにより、耐震化率は昨年
から5.3ポイント向上しています。
今後は、耐震化を要する小中学校施設の残り７棟に加え、幼稚園の
５棟の耐震化を実施することにより、平成27年度までに全施設の耐
震化を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 91.3 96.6 100.0

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

小・中学校における教室充足率

【教育施設管理課】

校舎増改築事業及び年度末の改修工事等により必要な教室の確保に
努めていますが、児童・生徒数の増加が見込まれる校区については
更なる教室不足も予想されます。学校生活の基礎となる普通教室は
優先して確保するため、一部の学校では特別教室の不足が恒常化し
ています。
今後も校区別住民数推移等を分析し、校舎増築までを想定した計画
により、必要な教室の確保に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 80.0 90.2 90.2 90.2

（横ばい）

（高）

評

価

コンピュータ1台当たりの児童・生徒数（児童数）

【学校教育課】

児童用コンピュータは、中期・長期的な展望から配備・更新をして
います。
平成24年度の実績値と比較して横ばいの状況ですが、今後は国の達
成目標充足に向けてコンピュータの整備に努めるとともに、学習へ
の効果的な活用や校務のＩＣＴ化等、教育の情報化を推進する必要
があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 9.9 9.8 9.8 9.0

（横ばい）

（低）

評

価

コンピュータ1台当たりの児童・生徒数（生徒数）

【学校教育課】

生徒用コンピュータは、中期・長期的な展望から配備・更新をして
います。
平成24年度の実績値と比較して横ばいの状況ですが、今後は国の達
成目標充足に向けてコンピュータの整備に努めるとともに、学習へ
の効果的な活用や校務のＩＣＴ化等、教育の情報化を推進する必要
があります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 6.9 6.6 6.6 6.0

（横ばい）

（中）

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

2,789,5182,963,460

基本事業　04 教育環境の整備

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

66.3

250



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































政策　07 ともに力をあわせてつくるまち

施策　02 市民と行政の協働によるまちづくり

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

14,995 12,940
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事業の概要

計画
年度

平成 23年度～平成 29年度

対象 手段

本市の中山間地域の住民を中心にした市民

・地域資源付加価値創造支援事業として、都市農村交流の実施
や地域経済循環の新たな流れを構築しようとする地域団体に対
し、事業補助（上限30万円、補助率2/3）を実施しました。
・地域資源の高付加価値化を図る取組みの情報発信を行いまし
た。

意図

中山間地域の地域資源の掘り起こしを行い、資源の活用に取組
む地域団体等の活動の立ち上げを支援することで、交流人口が
増加し、地域経済が活性化されます。

指標名称

活動
指標

補助金を活用した地域資源利活用の取組件数①

成果
指標

住民、企業等による中山間地域の資源を活用した事業数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

9 4 4

9 4 4

2,420 1,054

千円

820 1,054

事業費

国支出金

付記事項

中山間地域資源利活用事業

会計 01 政策 07

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
地域振興部
中山間地域活性化推進室

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

1,600

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

中山間地域において、小さな経済循環を生み出し、成功例を多くつ
くることが、地域経済の活性化につながることから、貢献度は大き
いと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成25年度から補助率を10/10から2/3に下げましたが、補助件数は
前年度と同じで、地域団体の取り組みは進んでいると考えます。
一方、活用が不十分な地域には、積極的に周知を図っていきます。
当事業は、中山間地域において、経済循環、交流人口増加の可能性
を秘めた内容に対しての事業補助であり、今後も地域が持つ豊富な
地域資源の高付加価値化による事業展開や情報発信が期待され、成
果が向上する余地はあると考えます。

ともに力をあわせてつくるまち

市民と行政の協働によるまちづくり

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　165ページ）

● ●

①

②

1,200

1,200

コスト削減の余地等

補助金事業等の成果を検証した上で、今後の方向性も含め、検討し
ていくこととしています。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 24年度～平成 29年度

●

対象 手段

市民 　中山間地域の地域ぐるみによる地域特性に応じたまちの価値
の創造・発信に向けての調査・研究として、阿東地域において
スロー・ツーリズム推進事業を実施しました。
　繰越事業「生薬の郷やまぐち」として、徳地地域のブランド
づくりを進めるための生産拠点整備、産地化推進、情報発信、
生きがい対策事業を実施しました。
　北部グリーンアメニティプロジェクトとして、徳地・阿東地
域の交流人口の拡大に向けた情報交流事業を実施しました。

意図

中山間地域の地域特性に応じたまちの価値が創造・発信される
ことで、地域に新たな雇用を生み出すなど、若者が定住できる
環境づくりを行います。

指標名称

活動
指標

事業可能性の調査委託事業の件数①

成果
指標

中山間地域についての認知度

②

中山間地域の果たす役割が重要になると思う市民の割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

％

％

- 4 2

- 48 46

- 67 64

9,871

千円

1

事業費

国支出金

付記事項

中山間地域広域的価値創造発信事業

会計 01 政策 07

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
地域振興部
中山間地域活性化推進室

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

9,870

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市民と行政の協働により、中山間地域の地域資源を最大限に活用す
ることで、まちの価値を高めていく取組みであり、貢献度は大きい
と考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

地域の魅力を高めるための調査研究により、スロー・ツーリズムの
受け皿づくりが進むなど成果が順調に上がっていると考えられま
す。今後も地域資源を活用した広域的な取り組みをさらに進めるこ
とにより、成果が向上する余地があると考えられます。

ともに力をあわせてつくるまち

市民と行政の協働によるまちづくり

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　167ページ）

● ●

①

②

7,258

58

5,000

2,200

コスト削減の余地等

過疎地域の活性化を図るための交付金等の活用により、コストを削
減できる可能性があります。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 25年度～平成 27年度

●

対象 手段

本市の中山間地域

本市中山間地域の未利用の木質系バイオマス資源の活用を図る
ため、専門業者と協議するとともに木質バイオマス実証実験先
進地へ出向き、検証資料・情報の収集や意見交換を行い、プラ
ント導入の可能性を考察しました。

意図

中山間地域の持つ資源を、新たな産業創出へ結び付けます。

指標名称

活動
指標

実証実験で製造された木質ペレット及び薪の製造量①

成果
指標

実証実験にあたり、本市の公共施設で利用したペレット及
び薪の利用量

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

トン

トン

- - 0

- - 10

千円

事業費

国支出金

付記事項

バイオマス地域内循環構築モデル事業

会計 01 政策 07

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
地域振興部
中山間地域活性化推進室

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

地域が主体となった新エネルギーの利活用モデルとなる先進地の事
業を研究することにより、市全体での普及啓発を行うことができ、
基本事業へ貢献していると考えます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

木質バイオマス実証実験の先進地での情報収集や専門業者との意見
交換による検討材料を基に、プラント導入の実現性等に関する報告
書を作成し、本市中山間地域での木質バイオマス資源活用に関する
取組みの方向性を定めることで成果が向上する余地があると考えま
す。

ともに力をあわせてつくるまち

市民と行政の協働によるまちづくり

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　165ページ）

●

①

②

46

46

コスト削減の余地等

　

○ 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施　策　の　構　成

施策　08-01 計画的、効果的な行政経営

基本事業　08-01-01 成果に基づく行政経営システムの確立

基本事業　08-01-02 健全な財政運営の推進

基本事業　08-01-03 効率的・効果的な組織体制の充実

基本事業　08-01-04 効率的・効果的な事務事業の推進

基本事業　08-01-05 市有財産の有効活用

基本事業　08-01-06 広域行政の推進

基本事業　08-01-99 施策の総合推進

　自治体の財政状況の悪化や市民参画意識の高まりなどを背景に、行政運営や公共事業のあり方、進め方に対す
る市民の批判や関心が高まっています。
　少子高齢化の進展や社会の成熟化に伴い、行政サービスに対する市民のニーズが高度化、多様化してきていま
す。
　本市の行政経営システムについては、制度として概ね確立されつつあり、成果を意識した政策の重点化や事業
の立案等の能力は向上しつつありますが、本来の目的である成果の観点からの資源配分が十分に機能発揮できて
いるとは言い難い状況にあります。
　こうした中、市民から信頼される計画的かつ健全な行政経営を目指し、引き続き行政経営システムの全庁的な
浸透を図っていくとともに、平成23年3月に策定した「財政健全化計画」「行政改革大綱推進計画」に基づき、
持続可能な財政基盤の確立や限られた行政資源(予算・公有財産・職員)の有効活用を目指していきます。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.84 2.83

3.60 3.57

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

施策のプロフィール

施策の対象

行政経営
行政資源

施策がめざす姿

行政資源が的確に配分・活用され、行政経営が計画的にかつ健全に行われています。

施策の成果状況と評価

経常収支比率

【総合政策部　政策管理室】

評

価

平成24年度と比較して、0.5ポイントの改善が見られました。
これは、分子である歳出が、退職金の増などにより増加したものの
、分母である歳入についても、地方交付税の増や臨時財政対策債の
増などにより増加したため、比率として減少となったものです。
今後も、引き続き「山口市財政健全化計画」に基づき、歳入・歳出
両面から財源を確保するなど、持続可能な財政基盤の確立に努めて
いきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 90.6 85.5 85.0 85.0

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

山口市総合計画において成果目標を達成した施策数

【総合政策部　政策管理室】

後期まちづくり計画の初年度となる平成25年度末時点において、目
標を達成している施策数は、全34施策中8施策であり、平成24年度
と比較して、6施策の減となっています。
これは平成24年度の目標値から平成29年度の目標値に引き上げられ
たことが大きな要因であり、平成24年度の目標値で見ると、目標を
達成している施策数17施策、前年比3施策の増となっています。
今後、目標値の達成に向けて、取組みを更に加速させていく必要が
あります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策 0 14 8 33

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

25,759,47626,169,222

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

行政経営

基本事業がめざす姿

客観的な指標等によって成果が測られ、成果に基づき的確な経営判断が行われています。

基本事業の成果状況と評価

客観的な指標や成果等に基づき資源配分がされていると思う職員
の割合

【企画経営課】

評

価

　課長級職員(n=90人)のアンケート結果を成果指標にとり、昨年度
と比較すると、10.6ポイント低下しています。職種別では、事務職
課長級で8.3ポイント、技術職課長級で19.6ポイント昨年度に比べ
低下しています。
　今後は、本市のまちづくりや各施策の方向性に即した事業の「選
択と集中」の視点で行政資源を配分できるよう、一層職員の意識改
革を図っていきたいと考えています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 68.4 57.8 80.0

（低下）

目　標
達成度

（中）

評

価

成果指標が妥当と思う職員の割合

【企画経営課】

　職員全体(n=1,031人)のアンケート結果を成果指標にとり、H25年
度は昨年度から2.9ポイント低下しています。役職別でみると、部
次長級・課長級(施策・基本事業評価者)で79.7％、担当リーダーで
66.7％、担当職員で46.4％でした。また、（妥当かどうか）分から
ないと答えた職員232人のうち、87.9％が担当職員であることから
、実際の評価業務に携わっていない職員に対する研修などを通じて
理解を深めていき、総合計画を着実に進めていきたいと考えていま
す。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 44.7 59.1 56.2 80.0

（低下）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

8,302 6,091

基本事業　01 成果に基づく行政経営システムの確立

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

34.4
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

・市民
・職員

平成25年度の行政経営の推進に係る次の取組みを行いました。
○平成24年度の施策・基本事業・事務事業の各階層で成果状況
　等の事後評価を行い、その結果を踏まえ平成26年度以降の予
　算配分や重点事業の決定を行いました。
○事後評価の結果を「まちづくり達成状況報告書」として、次
　年度以降の事業計画を「実行計画」として公表しました。
○各行政分野における市民ニーズ等を把握するため「まちづく
　りアンケート」を実施し、1,991人から回答をいただきまし
　た。
○行政評価に関する職員研修会を実施しました。

意図

・行政経営のＰＤＳサイクルが確立され、「選択と集中」の観
　点で効果的な資源配分が行われています。
・市民へのまちづくりに対する説明責任と情報共有化が図られ
　ています。
・職員が常に行政経営の意識を持って行動しています。

指標名称

活動
指標

通常評価の事務事業数（事業の目標に対する成果を測定す
る成果指標を設定している事務事業数）

①

行政評価に関する研修会開催回数

成果
指標

上位事業への貢献度、達成度を踏まえ、総合計画の進行管
理が行われていると感じる職員（担当リーダー）の割合

②

行政評価を理解している職員の割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

事業

回

％

％

818 832 832

1 1 1

64.35 68.45 69.17

60.31 64.34 64.99

7,017 5,576

千円

7,017 5,576

事業費

国支出金

付記事項

行政経営システム推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
総合政策部
企画経営課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は行政評価の取組みを通して行財政資源の最適配分等を進め
ていくものであり、本市の行政経営を確立、推進していくにあたっ
て根幹となる事業であることから貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

事後評価の結果を踏まえた、事業の取組みの方針決定や施策別の予
算配分、また、市民への説明責任として、総合計画の進捗状況の公
表など、行政経営のＰＤＳサイクルは確立されつつあります。
一方、職員の行政経営に対する意識は必ずしも高いものではないこ
とから、より幅広い職階の職員を対象とした研修を実施するととも
に、評価書作成にかかる業務の改善等を図ることで、行政経営シス
テムがより効果的・機能的なものになる余地は大きいと考えます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

成果に基づく行政経営システムの確立

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　157ページ）

●

①

②

6,091

6,091

コスト削減の余地等

本市の行政経営システムの仕組みは概ね確立されつつあることか
ら、外部コンサルタントから受ける業務支援を包括的なものからよ
り部分的なものへと縮減できる可能性があります。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

財政

基本事業がめざす姿

健全な財政運営が行われています。

基本事業の成果状況と評価

実質公債費比率

【財政課】

評

価

昨年度と比較すると1.0ポイント低減し、順調に推移しています。
これは、平成19～24年度に実施した市債の繰上償還を行ったことが
指標の低減に大きく寄与しています。大型の公共事業実施により、
地方債発行額が増加していることから、今後は値が上昇していくこ
とが想定されますが、今後も市債の発行においては、交付税措置率
の高い有利な地方債の活用を図るなど、可能な限り実質公債費比率
の抑制に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 9.9 8.9 12.7

（向上）

目　標
達成度

（高）

評

価

将来負担比率

【財政課】

昨年度と比較すると18.0ポイント低減し、目標達成は可能であると
考えます。
大型の公共事業実施により地方債の発行額も増えていることから、
今後は値が上昇していくことが想定されますが、今後も市債の発行
においては、交付税措置のある有利な地方債を発行し、実質的な将
来負担の軽減に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 86.5 66.0 48.0 86.5

（横ばい）

（高）

評

価

基金取崩額（決算額）（財源調整目的基金）

【財政課】

内部管理経費の削減や収納率の向上対策等、財政運営健全化計画に
基づく歳出の削減策や歳入確保策に取組んだことにより、平成22年
度から引き続き、平成25年度においても財源不足を補うための基金
の取崩を行うことなく財政運営を行うことができました。
今後も財政運営健全化計画に掲げる取組みを実行し、引き続き財源
不足を補うための基金取崩に頼らない持続可能な財政運営に努めま
す。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

百万円 1,300 0 0 0

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

11,220,69710,728,469

基本事業　02 健全な財政運営の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

17.9 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

・市の財政
・市職員
・市民

平成23年3月に新たな財政運営健全化計画（計画期間:平成23～
27年度）を策定しました。
予算編成方針、予算執行方針、補正予算要求、実行予算など、
機会あるごとに、山口市の財政状況や健全化計画の取組につい
て、全職員への周知徹底を図ります。
市報やホームページの活用をはじめ、山口市の台所事情を作成
し、機会あるごとに、市民の皆様へ財政情報を積極的にＰＲし
ます。

意図

・財政が健全な状況となります。
・全職員が財政健全化を意識して行動します。
・市民と情報を共有しています。

指標名称

活動
指標

財政健全化について職員へ周知した回数①

財政情報の公表回数

成果
指標

将来負担比率

②

財政調整基金年度末残高（＝翌年5月末現在）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

％

千円

10 10 10

7 7 7

63.2 66.0 48.0

2,940,0523,321,0533,662,497

千円

事業費

国支出金

付記事項 人件費のみの事業となります。

財政運営健全化計画策定・推進業務

会計 － 政策 08

款 － 施策 01

項 －
基本
事業

02

目 －

担当
総合政策部
財政課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業を通じて、財源不足を補うための基金の取り崩しに頼らない
財政基盤を確立することは、直接上位基本事業の成果指標に直結す
るものであり、貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

公債費への充当可能財源の増加により将来負担比率は大幅に低減し
ています。また、実質公債費比率も改善し、財政調整基金について
は着実に積立を行い、財産運用収入の確保に努めています。
今後も財政運営健全化計画に基づいた予算執行方針等を全職員に周
知徹底することや、市民に対してもより分かり易い財政情報の公表
に努めることにより、更なる向上の余地はあります。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

健全な財政運営の推進

－

－

－

－ ●

①

②

コスト削減の余地等

人件費のみにより行われる事業のため、コスト削減の余地は少ない
ものと考えています。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

職員
組織

基本事業がめざす姿

職員や組織のパフォーマンス（効率性、迅速性、能力発揮度）が高まっています。

基本事業の成果状況と評価

市職員の応接に満足している市民の割合

【職員課】

評

価

　市職員の応対や接遇についての満足度は、平成２４年度に比べ２
ポイント上回り、年々上昇傾向にあります。これは、毎年度行って
いる接遇研修やマネジメント研修、職場内研修の効果があらわれて
きているものと考えています。
　接遇は、市民満足度の高い行政サービスを提供するうえでの基本
でもあることから、引き続き、最終目標値の達成に向けて、職員や
組織の資質の向上を進めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 74.5 76.5 80.0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

職員の削減数

【職員課】

　定員管理計画の達成率は、計画よりも削減が進んでおり、順調に
推移しています。これは、退職者に対する新規補充を抑えた結果で
あり、採用抑制が図られています。
　今後も、本計画期間中に取り組むこととしている「事務事業・組
織体制の見直し」「民間化の推進」「人事管理の見直し」「多様な
人材の活用」等の推進を図りながら、職員削減及び適正な定員管理
に努めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

人 26 206 235 250

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

72,856 95,958

基本事業　03 効率的・効果的な組織体制の充実

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

64.8 

770



事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

職員 ○公平委員会の開催
　公平委員会を開催し、職員団体登録事項変更届、公平委員会
規則等について協議しました。４月、２月
○研修会の開催
　第２回の公平委員会会議では、「人事評価システムの運用状
況」と「地方公務員制度を取り巻く状況」をテーマに研修会を
実施しました。
○各種研修会への参加

意図

職員の適法性及び妥当性を欠く処分等がなくなり、身分や利益
が保障されています。

指標名称

活動
指標

公平委員会開催回数①

成果
指標

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回 2 2 2

1,681 1,671

千円

1,681 1,671

事業費

国支出金

付記事項

公平委員会運営業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

03

目 10

担当
公平委員会事務所
公平委員会事務所

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

中立した機関としての公平委員会が機能することにより、職員の士
気が高まり、また、安心して業務に専念することができますので、
上位への貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

職員による勤務条件の措置要求や不利益処分の不服申し立て等はな
く望ましい状況であると考えます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

効率的・効果的な組織体制の充実

一般会計

総務費

総務管理費

公平委員会費

（歳入歳出決算書　173ページ）

●

①

②

1,679

1,679

コスト削減の余地等

公平委員会事務所運営業務に必要な最小限の経費で運用しておりコ
スト削減の新たな方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 19年度～

対象 手段

山口市職員（臨時・嘱託職員を含む）

○定員管理業務
　山口市定員管理計画の基づき、職員数の純減を図りつつ、適
　正な定員管理を実施するため、所属長へのヒアリング等を通
　じ、的確な業務量等の把握を行いました。
○勤怠管理業務
　制度改正などに迅速・的確に対応することを念頭に置き、適
　正な勤怠管理を行うため、庶務システムの円滑な運用管理等
　を行いました。
○労務管理業務
　職員組合との交渉やメンタルヘルス等への対応を行いなが　
　ら、制度改正などがあった場合に迅速・的確に対応できるよ
　う努めました。

意図

職員一人ひとりが最大限に能力を発揮します。

指標名称

活動
指標

定員管理ヒアリングの実施回数①

　

成果
指標

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日 17 17 19

千円

事業費

国支出金

付記事項 人件費のみの事業となります。

定員・勤務条件管理業務

会計 － 政策 08

款 － 施策 01

項 －
基本
事業

03

目 －

担当
総務部
職員課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

基本事業である効率的・効果的な組織体制の充実に向けて少数精鋭
の職員集団を目指し、山口市行政改革大綱及び山口市定員管理計画
における職員純減目標に貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

職員数の適正化については、定員管理計画を基本に計画的に行って
おり、成果は順調であると認識しています。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

効率的・効果的な組織体制の充実

－

－

－

－ ●

①

②

コスト削減の余地等

内部管理業務であり、事務の効率化はすでに行っているため、コス
ト削減の余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

事務事業

基本事業がめざす姿

事務事業が効率的・効果的に推進されています。

基本事業の成果状況と評価

職員が、行政評価システムの考え方を理解し、行動する割合

【行革推進課】

評

価

　平成24年度に比べ、1.14ポイント数値が低下していますが、基準
値からは5ポイント程度数値が向上しています。
　しかしながら、目標値とのかい離が相当ある状況のため、引き続
き研修会を積極的に開催するなど行政評価システムの考え方の浸透
に努めてまいります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ 51.78 50.64100.00

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

ＩＴによって行政サービスが便利になったと思う市民割合

【情報管理課】

　平成25年度の実績値（72.2％）は、24年度と同様７割を超える市
民の皆様から利便性が向上したとの評価をいただいています。
　市では、電子申請サービスや公共施設予約サービス等を導入して
おり、利用率も増加傾向にあることから、ＩＣＴを利用した行政サ
ービスへの市民の皆様の関心は高まりつつあると考えられます。今
後も、ＩＣＴの利便性のＰＲやシステムの操作性の向上などにより
、利用者の増加に努め、行政サービスの充実を図っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 63.6 70.8 72.2 75.0

（横ばい）

（高）

評

価

行政情報化で効率化が図られたと思う職員割合

【情報管理課】

　平成25年度の実績値（第３回職員アンケート結果）は、基準値よ
り15.0ポイント低く、数値が低下傾向にあります。これは、近年の
ＩＴの進化に伴う行政効率化への要求度が増加していることが背景
として考えられます。
　今後は、平成26年度からの地図共有システムの導入やマイナンバ
ー制度の開始により、指標値の向上が見込まれます。引き続き電子
自治体の推進に向けて、一層の行政の情報化、効率化を進めていき
ます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 95.8 92.1 80.8 99.0

（低下）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

377,363 464,226

基本事業　04 効率的・効果的な事務事業の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

45.15
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

対象 手段

事務・業務
職員

　事務・業務改善についての職員提案制度を実施し、費用対効
果を勘案した上で、利活用が可能なものについて、全庁的に事
務改善や業務改善を実施しました。
　これまでの事務改善の実績を各課に周知することにより、全
庁的に事務改善や業務改善の推進を図る機運を醸成しました。
　

意図

事務・業務は、常に改善されます。
職員は、常に業務改善意識を持って行動します。

指標名称

活動
指標

業務改善等の提案等の件数①

成果
指標

業務改善等を実施した件数

②

常に業務改善意識を持って行動する職員割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

％

6 17 22

2 2 7

85 86 85

32 28

千円

32 28

事業費

国支出金

付記事項

事務改善推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

04

目 01

担当
総務部
行革推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

事務事業を効率的・効果的に行うためには、業務の改善を促すこと
が必要不可欠であることから、貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

事務の改善はもちろんのこと、若手職員に率直な意見を言える場を
提供することで、意欲の向上が図られるなどの成果があったと判断
しています。今後も、職員提案制度に基づき、応募件数をより増や
していくよう工夫し、更なる制度の充実を図ります。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

効率的・効果的な事務事業の推進

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　157ページ）

●

①

②

18

18

コスト削減の余地等

職員の事務改善や業務改善に対する意識の向上を図るため、引き続
き必要最小限の経費で事業を実施していきます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 24年度～

●

対象 手段

・市職員
・市民

統合型ＧＩＳ(地図共有システム)は、各部署が日常業務で利用
する地図情報を庁内全体で共用できる形で整備し、利用してい
く庁内横断的なシステムです。
特定の業務に利用している個別ＧＩＳとは、地図データの連携
を基本としながらも、統合型ＧＩＳの導入によるＧＩＳの全体
最適化の中で、個別ＧＩＳの整理を進めています。また、統合
型ＧＩＳの共用データとして蓄積された地図情報を、公開型Ｇ
ＩＳで公開することで、市民サービスの向上を図ります。　
　・システム構築（25年度）
　・システム稼働（H26.4～）
　・公開型ＧＩＳリニューアル（26年度予定）

意図

システムの導入により、行政事務の効率化と市民サービスの向
上を図ります。

指標名称

活動
指標

基盤地図データ数①

共用主題データ数

成果
指標

個別ＧＩＳ数

②

公開型ＧＩＳへの追加データ数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

個

個

個

個

- - 6

- - 28

- - 14

- - 0

3,066

千円

266

事業費

国支出金

付記事項

統合型ＧＩＳ導入事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

04

目 07

担当
総務部
情報管理課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

2,800

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

統合型ＧＩＳを利活用することで、位置検索・関連情報参照の迅速
化や地図の更新加工作業の簡便化、地図情報の共有化、災害時の関
係各課のスムーズな連携等、全庁的な業務の効率化が見込まれま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

統合型ＧＩＳの導入により、地図情報のデジタル化と庁内共有が進
み、行政経費の削減と内部事務の効率化が図られていくものと考え
ています。また、災害時にも活用することで、迅速な情報伝達や被
災箇所への対応に活かせるものと考えます。平成26年度には、公開
型ＧＩＳのリニューアルを予定しており、公開情報の一層の充実を
図っていくこととしています。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

効率的・効果的な事務事業の推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　165ページ）

●

①

②

74,188

7,929

61,759

4,500

コスト削減の余地等

25年度に統合型ＧＩＳのシステム構築を行い、26年度から運用を開
始している段階です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市の保有財産
（土地、庁舎、施設）

基本事業がめざす姿

市有財産が有効に活用され、施設の維持管理・改修が計画的に行われています。

基本事業の成果状況と評価

財産貸付収入額

【管財課】

評

価

　平成２４年度と比較し１，０７５千円の減となりました。これは
貸付料の基となる固定資産税評価額が下がったためです。
　引き続き、貸付可能な物件の整備とリストづくりに努めていきま
す。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

千円 31,72630,65150,000

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

市保有財産の売却額（５年間の累積：H25～H29）

【管財課】

　平成２５年度は、単年度の売却目標額６千万円を上回る売払いを
達成しました。
　６物件について一般競争入札による市有地の売払いのご案内をし
ました。
　今後も引き続き、売却候補地の測量・整備等を積極的に行い、売
却を進めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

千円 48,487127,21987,093300,000

（低下）

（中）

評

価

庁舎・施設の維持管理・不具合トラブル件数

【管財課】

　前年度に比べ修理改修件数が減少していますが、庁舎の老朽化に
伴う不具合は頻発している状況です。小規模な不具合をはじめ、今
後もさらに件数が増えるものと思われます。緊急性、優先順位を考
慮しながら、来庁者等の安全性・利便性を最優先に考慮し、対応し
ていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 158 263 251 300

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

293,991 443,554

基本事業　05 市有財産の有効活用

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

34,088
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

本庁舎及び別館
庁舎の機能及び安全を維持するため、専門業者に委託し、自家
用電気工作物や消防設備、エレベーター、自動ドア等の定期点
検を行います。また、庁舎の安全を確保し清潔に保つため、庁
舎警備や清掃業務を業者に委託するほか、不具合が生じた場合
は速やかに修理を行います。また、光熱水費や通信運搬費など
庁舎の維持管理に係る経費の支払いをします。
平成２５年度は別館空調機器をリニューアルして更なる省エネ
ルギー化を図り、それによって生まれたスペースの有効活用を
図りました。また、山口総合支所の耐久度調査を実施し、長寿
命化計画を策定するとともに、昨年度実施した耐震診断に基づ
き耐震補強に関する設計を行いました。

意図

来庁する市民や勤務する職員のために、庁舎を安全、快適に維
持します。また、設備等の故障による不具合を未然に防止しま
す。

指標名称

活動
指標

設備等の保守点検回数（年間保守管理している設備等）①

建物の補修件数（大規模なもの）

成果
指標

庁舎の施設、主な設備に関連する苦情件数

②

主な設備の故障発生件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

件

件

件

155 158 153

15 21 27

20 20 67

17 19 21

114,692137,091

千円

104,637112,483

事業費

国支出金

付記事項

庁舎維持管理業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 06

担当
総務部
管財課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

7,500

10,055 17,108

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市民や職員が安全に利用するため、適正かつ計画的に維持管理がな
されています。こうした維持管理により、設備の故障や不具合を未
然に防ぎトラブル発生件数を抑制しており、貢献度は大きいと言え
ます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

施設、設備の老朽化に伴い、故障件数及び苦情件数は増加していま
すが、総合的に見て成果は横ばいであると言えます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

市有財産の有効活用

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

（歳入歳出決算書　163ページ）

●

①

②

186,451

109,213

28,817

19,500

28,921

コスト削減の余地等

老朽化しているため、維持管理に要する経費は増加すると見込まれ
ます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

普通財産

普通財産の調査及び整理を進め、市の事業において利用できる
財産は活用するとともに、用途のない財産については競争入札
等により売却又は貸付を行いました。

意図

普通財産を有効に活用している状態です。

指標名称

活動
指標

土地及び建物の賃貸借契約の件数①

不動産売却のため入札に付した件数

成果
指標

土地建物貸付収入額

②

不動産売却収入額

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

千円

千円

108 186 231

0 5 6

43,473 31,726 30,651

48,487 127,219 87,093

3,461 4,680

千円

3,461 4,680

事業費

国支出金

付記事項

市有財産有効活用事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 06

担当
総務部
管財課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

未利用の普通財産を貸付け又は売却することは、市有財産の有効活
用に貢献します。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

今後、売却にあたり、各普通財産の個別の課題を解決する必要があ
ります。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

市有財産の有効活用

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

（歳入歳出決算書　163ページ）

●

①

②

5,807

5,807

コスト削減の余地等

土地の売払いには測量などの調査費が必要であり、また精査した最
低限のコストで事業を進めていることから、現時点でコストを削減
する余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

●

対象 手段

総合支所庁舎 庁舎の機能及び安全を維持するため、専門業者に委託し、消防
設備、エレベーター、自動ドア等の定期点検を行います。ま
た、庁舎の安全を確保し清潔に保つため、庁舎警備や清掃業務
を業者に委託するほか、不具合が生じた場合は速やかに修理を
行います。また、光熱水費や通信運搬費など庁舎の維持管理に
係る経費の支払いをします。
平成２５年度は、小郡総合支所の空調設備改修工事や、阿東総
合支所庁舎の各種改修、移設工事に伴う設計を行いました。

意図

来庁する市民や勤務する職員のために、庁舎を安全、快適に維
持します。また、設備等の故障による不具合を未然に防止しま
す。

指標名称

活動
指標

設備等の保守点検回数（年間保守管理している設備等）①

建物の補修件数（大規模なもの）

成果
指標

総合支所庁舎の施設、主な設備に関連する苦情件数

②

主な設備の故障発生件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

件

件

件

392 389 387

23 15 18

20 0 5

12 16 20

88,944 95,903

千円

86,771 90,885

事業費

国支出金

付記事項

総合支所維持管理業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

05

目 06

担当
総務部
管財課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

3,630

2,173 1,388

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市民や職員が安全に利用するため、適正な維持管理をしています。
また、施設の維持管理、改修が計画的に行われており、貢献度は大
きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

施設、設備の老朽化に伴い、故障件数及び苦情件数は増加していま
すが、総合的に見て成果は横ばいであると言えます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

市有財産の有効活用

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

（歳入歳出決算書　163ページ）

●

①

②

204,669

76,348

98,933

13,200

16,188

コスト削減の余地等

老朽化しているため、維持管理に要する経費は増加すると見込まれ
ます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市行政、市民

基本事業がめざす姿

広域的な行政や合併で効率化されます。

基本事業の成果状況と評価

広域連携で有効的に行っている事業数

【企画経営課】

評

価

　平成２５年度の広域連携の成果指標（法制度上）は、２４年度と
同様に５事業となっています（内訳：養護老人ホーム秋楽園組合、
宇部・阿知須公共下水道組合、山口県市町総合事務組合災害基金事
務、山口県市町総合事務組合自治会館管理事務、後期高齢者医療広
域連合）。また、任意の広域連携は、宇部市・美祢市との観光交流
に関する協定締結、鳥獣被害防止に向けた広域連携（防府市、萩市
、阿武町）等を進めています。引き続き、広域経済交流圏の形成に
向け、大学や経済団体等を軸に広域的な連携を進めていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

事業 5 5 8

（横ばい）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

55 350

基本事業　06 広域行政の推進

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

5 
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

市民

ホームページや広報誌、移動市長室、懇談会等を通じて、「広
域県央中核都市づくり」に関する情報提供や意見交換を行うな
ど、市民意識の醸成に努めました。

意図

「広域経済・交流圏」の中で求心力を発揮し、圏域の発展に貢
献できる「広域県央中核都市」の必要性に対する市民意識を醸
成します。

指標名称

活動
指標

「広域県央中核都市づくり」に関する市民等との対話数（
移動市長室・地域懇談会・まちづくり審議会等）

①

ＨＰ・広報誌等による市民への情報提供回数

成果
指標

「広域県央中核都市づくり」の必要性を感じている市民の
割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

％

9 21 21

12 5 5

39.4 49.7 47.2

55

千円

55

事業費

国支出金

付記事項

中核都市づくり推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

06

目 07

担当
総合政策部
企画経営課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

広域行政を推進する上では、広域県央中核都市についての市民意識
の醸成は欠かせないことから貢献度は大きいです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

「広域県央中核都市づくり」の必要性を感じている市民の割合につ
いては、統計誤差の範囲内ですが、昨年度より2.5ポイント減少し
ており、横ばいです。
今後、広報紙やホームページ等を通じて、積極的な広報活動を行
い、成果の向上を図っていきます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

広域行政の推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　165ページ）

●

①

②

350

350

コスト削減の余地等

広域県央中核都市の実現に向けた市民意識を醸成するには、市民に
向けた情報提供を積極的に行う必要があり、情報を提供する機会の
減少につながるコスト削減はできません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　01 計画的、効果的な行政経営

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

13,786,21214,430,574
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事業の概要

計画
年度

平成 18年度～

対象 手段

市の業務（事務事業）
市の組織体制
市の財政

・３つの基本方針である「協働によるまちづくりの推進」、　
　「行政組織・体制の確立」及び「行政経営システムの確立」
　を図りました。
・５６の推進項目を各推進部署において計画的に実施しまし　
　た。
・推進項目の実施状況を評価し、その実施方法等を見直しまし
　た。
・庁内組織の「行政改革推進本部」において進行管理を行った
　ほか、推進項目の実施状況等について、民間有識者で組織す
　る「行政改革推進委員会」を開催し報告するとともに、市ホ
　ームページに公開し、市民との情報共有を図りました。

意図

行政改革大綱の推進計画が着実に実行され、自立・協働による
まちづくりに向けた経営基盤が確立されています。

指標名称

活動
指標

「行政改革推進本部」での進行管理回数①

「行政改革推進委員会」の開催回数

成果
指標

推進計画＜改訂版＞に掲げる推進項目の進捗状況が「実施
済」及び「実施（継続）」となる割合

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

％

1 2 1

2 2 1

71 82 89

404 386

千円

404 386

事業費

国支出金

付記事項

行政改革大綱推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 01

担当
総務部
行革推進課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

行政改革大綱は、本市が目指す行政運営の方向性を明らかにしたも
のであり、山口市総合計画を効果的・効率的に推進していくための
経営方針としての役割を担うため、貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

推進計画〈改訂版〉での推進項目のうち、約９割について「実施
済」、「継続実施」となり、行政改革の推進が図られました。２６
年度からも引き続き推進項目の実現に向けて継続して取り組んでい
きます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　157ページ）

●

①

②

477

477

コスト削減の余地等

行政改革大綱の見直しを終えたことから、例年並みの事業費となり
ました。この経費については行政改革の推進体制の運用に要するも
のであり、削減は難しいと考えます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 23年度～

●

対象 手段

本庁舎、各総合支所 H20.5改正、H22.4.1施行された改正省エネ法により策定した、
中長期計画及び管理標準に基づき、市全体でエネルギー消費原
単位を平成２１年度比５ヵ年で５％削減することとしていま
す。削減目標として、平成２５年度までに３０３kl、このうち
本事業により３０kl削減を目標に、施設内の蛍光灯を省エネタ
イプのものに交換していきます。
平成２５年度は山口総合支所の３階部分の蛍光灯を省エネタイ
プのものに交換しました。

意図

使用エネルギーを平成２５年度末までに３０kl削減します。

指標名称

活動
指標

省エネ改修にかかった経費①

成果
指標

エネルギーの削減量（平成２１年度比）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

千円

kl

9,975 9,975 6,860

102 144 186

11,769 10,129

千円

11,769 10,129

事業費

国支出金

付記事項

改正省エネ法計画推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 06

担当
総務部
管財課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

上位の施策は、計画的、効果的な行政経営を目的としており、本事
業は平成２２年度に策定した中長期計画や管理標準に基づきエネル
ギーの使用の合理化に努めているものであり、貢献度は大きいと考
えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

蛍光灯取替工事実施と空調の温度設定等の要因もありエネルギー消
費量は大幅に減少しました。２６年度以降は、蛍光灯取替えに一定
の目途がついたことから成果向上余地が縮小するものと考えます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

（歳入歳出決算書　163ページ）

●

①

②

6,861

6,861

コスト削減の余地等

省エネ計画策定や推進に係る支援業務を業者に委託していますが、
過去のノウハウを生かし委託業務内容を見直すことで、コストを削
減できます。

　

● 有

○ 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

山口市（都市）
・都市核における求心力の向上に向けた取組みについては、山
口・小郡都市核における民間活力導入に向けた各種調査や、事
業所ヒアリング等を行いました。
・地域核における日常生活機能や生産体制の維持・保全に向け
て、南部における交流人口増加に向け、秋穂二島地域が有する
地域資源等の活用について調査・研究を行いました。
・定住自立圏の具体的な取組みとして、国の事業を活用し、都
市部における高度な技術を有する人材や3Ｄプリンターといっ
た新たな技術と中山間地域等が有する資源を結びつけるなど、
都市・農村の人々の新たな関係性や本市の新たなものづくりの
展開に向け実証的な取組みを行いました。

意図

広域県央中核都市の実現により、都市としての機能や価値が総
合的に高まっています。

指標名称

活動
指標

都市づくり関連調査・研究件数①

成果
指標

※成果指標については、総合計画の交流創造プロジェクト
に掲載する成果指標等で測っていきます。

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

-

0 5 7

- - -

8,160 5,429

千円

8,160 5,429

事業費

国支出金

付記事項

都市づくり推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
総合政策部
企画経営課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

都市核における求心力向上や、周辺地域における日常生活機能・生
産体制の維持、都市と農山漁村地域を結ぶネットワーク機能の強化
など、将来にわたり持続可能な都市構造を構築していくことは、地
域経済の活性化や、市民生活の質的向上へとつながるものであり、
様々な施策・基本事業への貢献度が高い事業です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

人口減少や少子高齢化、グローバル化の進展など、都市課題や新た
な時代に柔軟に対応した都市づくりを常に志向していく必要があり
ます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　165ページ）

●

①

②

3,106

3,106

コスト削減の余地等

人口減少社会への対応など、時代の要請に応じた調査や実証等を費
用対効果を踏まえ、適切に行っていく必要があります。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 20年度～

対象 手段

近隣市町、連携事業
広域経済交流圏の形成に向け、津和野町や吉賀町とは近隣市町
間における消防相互応援協定を、萩市とは修学旅行時の農家
ホームステイ受入れに関する協議等を行いました。また、宇部
市とは、平成２５年度に開催した音楽イベントに関する協議
や、将来に向けて、２市をまたぐ形で立地する山口大学や農
協、更には企業団地といった共通項を活用した取組みについて
協議を行いました。

意図

広域経済・交流圏における近隣市町間の連携関係が図られてい
ます。

指標名称

活動
指標

新たな事業連携構築に向けた近隣市町との協議回数①

成果
指標

近隣市町と連携して、新たに実施する事業数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

事業

1 10 11

0 1 2

65

千円

65

事業費

国支出金

付記事項

都市連携推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
総合政策部
企画経営課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

各都市の有する高次都市機能、地域資源等の相互活用の仕組みを構
築していくことは、地域経済の活性化や市民生活における日常生活
機能の維持・強化、財政健全化につながっていくことから、様々な
施策・基本事業への貢献が期待されます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

地方自治法の改正により、自治体間の柔軟な連携を可能とする「連
携協約」の制度化など、近隣市町との連携を促進する形を国が整え
ていることから、本市においても、そうした国の制度の活用を踏ま
えつつ、近隣市町との高次都市機能・地域資源の活用・共用のあり
方等を検討し、成果の向上を図っていきます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費 ● ●

①

②

コスト削減の余地等

地域経済活性化や日常生活機能の維持・強化等に向けては、広域連
携や広域経済交流圏の形成が必要となってくることから、個別事業
の精度・内容に応じてコストをかけていきます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 23年度～

●

対象 手段

市民、市外在住者(山口七夕会会員、ふるさと納税者等)、行政

　山口市の都市ブランド構築に向け、ふるさと納税を推進して
いくためのホームページの作成や情報誌「彩都山口」による情
報発信等に取り組みました。
　特に、ＹＣＡＭ10周年記念祭や中原中也記念館開館20周年記
念事業等については、より積極的なＰＲを図るなど、文化芸術
都市としてのブランド構築に努めました。

意図

山口市のブランド力を高め、国内外にＰＲしていくことで、
人、モノ、お金、情報などを呼び込み、元気で活力のある都市
を創ります

指標名称

活動
指標

庁内、関係団体等との協議回数①

ホームページ、情報誌等を活用した情報提供の回数

成果
指標

山口市の認知度

②

山口市に住み続けたいと思う市民の割合

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

回

回

千円

％

- - 3

- - 5

- - 26,589

- - 89.3

4,697 5,132

千円

4,697 4,973

事業費

国支出金

付記事項

シティセールス推進事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
総合政策部
企画経営課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

159

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

山口市のブランド力の向上に資する事業を重点的に実施すべく調整
を行うものであり、行政資源の的確な配分･活用に貢献するもので
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

山口市の魅力を市外、県外に情報発信していく絶好の機会である「
ふるさと納税」の件数も毎年倍増しており、山口市のブランド力向
上に成果をあげています。
今後、シティセールス推進本部を立ち上げ、山口市の売りとなる「
シティセールス推進テーマ」を設定し、事業化等に全庁的に取組ん
でいくことで、更なる成果向上が見込まれます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　167ページ）

●

①

②

875

875

コスト削減の余地等

特にありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 24年度～平成 27年度

●

対象 手段

山口市、民間事業者（山口商工会議所等）
・ICTに関しては、総務省のICT街づくり推進事業を活用し、平
時は健康づくり、有事は避難誘導・避難所での対応等、高齢者
等を包括的に支える仕組みについて調査を行いました。
・山口商工会議所のアクティブエイジングシティとの連携につ
いては、民間事業者と連携した、健康に良い「食」をテーマに
した取組みについて、先進地の事例研究等を行いました。
・新エネルギーの可能性と活用方策については、遊休地等を活
用した太陽光発電の展開や、マイクロ水力発電の可能性調査に
向けた県との連携について検討を行いました。
・都市づくりに関しては、新山口駅を中心に民間活力の導入に
ついて、各種調査や事業者ヒアリングを行いました。

意図

民間活力を促す社会資本、社会基盤の整備に向けた調査・検
討、あるいは実証事業を通じ、地域経済活性化や、市民生活の
質的向上を図るモデルを描いていき、それらを全市的な展開、
都市としての成長につなげていきます。

指標名称

活動
指標

本市の成長戦略に関する協議を行った回数①

本市の成長戦略に向けた調査を実施した数

成果
指標

※成果指標については、総合計画の交流創造プロジェクト
に掲載する成果指標等で測っていきます。

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

回

-

- 54 60

- 1 9

- - -

4,809

千円

4,809

事業費

国支出金

付記事項

新成長戦略具現化調査・実証事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 01

項 01
基本
事業

99

目 07

担当
総合政策部
企画経営課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本市における成長を志向する企業等が利活用できる社会資本、共通
基盤を構築していくことは、地域経済の活性化や新たな産業・雇用
の創出のほか、市民生活の質的向上といった効果についても期待で
きることから、様々な施策・基本事業への貢献が大きいと考えま
す。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

国や県の事業の活用を踏まえつつ、本市の成長に資する事業モデル
を確立していきます。国・県の成長戦略に掲げられる様々な取組み
と符号する中で、事業実施に当たっては、利害関係者との調整・協
議を行うとともに、費用対効果等を考慮しつつ進めていきます。

市民の信頼に応える行政経営

計画的、効果的な行政経営

施策の総合推進

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

（歳入歳出決算書　167ページ）

● ●

①

②

6,617

6,617

コスト削減の余地等

本市の成長に資する事業モデルの確立に向けた調査・実証事業につ
いては、本市の都市の発展における必要性、利害関係者間の公平
性、国の成長戦略・県の産業戦略との関係性等を踏まえ、費用面等
の検証を行い、事業を執行していきます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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（3.59）

（2.96）

施策を実現する手段

政策を実現する手段

※（　）内は、34施策の平均値を示しています。

政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施　策　の　構　成

施策　08-02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業　08-02-01 契約・監理事務

基本事業　08-02-02 課税・徴収事務

基本事業　08-02-03 会計処理事務

基本事業　08-02-04 議会事務

基本事業　08-02-05 選挙事務

基本事業　08-02-06 監査事務

基本事業　08-02-07 個人情報の管理と保護、発行事務

基本事業　08-02-08 文書管理事務

基本事業　08-02-09 情報公開事務

基本事業　08-02-99 施策の総合推進

　平成１７年４月の個人情報保護法の施行や情報漏えい事件、事故などにより、個人情報の適正な取り扱いに関
して市民の意識が高まりつつある今日において、市民の個人情報、財産情報を保持している行政には、厳格な保
護が求められています。
　従って、本市においても山口市個人情報保護条例などに基づき、取り扱う個人情報を厳格に管理するとともに
、住民票をはじめとする個人情報を記載した書類を適正に発行していく必要があります。
　情報公開制度の浸透に伴い、本市においても山口市情報公開条例などに基づき、積極的に行政情報の公開を進
めてきましたが、文書の管理、保存を適正に行い、公開する行政情報の質・量ともに充実させていくとともに本
市が行う事務においては、常に適正、確実な事務処理を行い、透明性、公平性を保ちながら迅速、親切、丁寧な
サービスに努めていく必要があります。

施策を取り巻く環境変化と課題

毎年実施している市民アンケートにより把握した、この施策に対する市民の「満足度」と「重要度」を５点満点で点数化して示しています。

施策に対する市民のニーズ

2.92 2.93

3.66 3.63

満足度

重要度

うごき

（2.95）

H24

（3.61）

H25
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

施策のプロフィール

施策の対象

全職員
全市民

施策がめざす姿

市民サービスが公平、確実に処理されるとともに、事務執行上、市民の個人情報が保護さ
れます。

施策の成果状況と評価

公平・確実な事務が処理されず、市民に迷惑をかけた件数

【総務部　政策管理室】

評

価

　平成25年度の件数は「5件」であったため、成果指標は横ばいで
す。主に職員による確認漏れが謝罪の理由となっています。確認作
業の強化による確実な事務処理の徹底を図ります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 15 5 5 0

（横ばい）

目　標
達成度

（中）

評

価

個人情報漏えい事件数

【総務部　政策管理室】

　平成25年度の個人情報漏えい事件数は0件で、順調に成果を維持
しています。
　今後も継続した個人情報漏えい防止対策の徹底、個人情報を取り
扱う事務を委託する場合の受託業者の監督強化、契約事項の見直し
等、その対策強化に努め、個人情報の保護に努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 0 0 0 0

（横ばい）

（高）

評

価

山口市の情報公開が進み、透明性が高いと思う市民の割合

【総合政策部　政策管理室】

成果指標は、4年連続で70％を超え順調に推移しているものの、平
成29年度の目標値75.0%と比較すると2.8ポイントのマイナスとなっ
ています。
また、年齢別では60歳以上で指標値が低い傾向にあり、特に75歳以
上では目標値を15ポイント近く下回っています。地域別では、昨年
度から大きな変動は見られません。
今後は、本市の透明性のさらなる向上に向け、全世代、全地域の方
々に公平で分かりやすい情報公開の手法について研究・実施します
。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 65.9 71.6 72.2 75.0

（横ばい）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

施策のコスト（千円）

H24 H25

960,195 1,085,454

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

公共工事

基本事業がめざす姿

公共工事等の公正な入札と監理が行われています。

基本事業の成果状況と評価

工事成績評定が異常に低かった件数（６０点以下）

【契約監理課】

評

価

　25年度は成績評定60点以下の粗雑工事とされる工事の件数は１件
ありますが、全般的には順調です。工事全体の成績評定平均73.68
点に対して、低入札となった工事では、施工体制の適正化や抜き打
ち検査等の実施により成績評定平均は、74.47点と良好な施工が確
保されているところです。
　今後とも適切な監督業務を進めることで、工事の適正な施工体制
と品質の確保を図っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 1 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

公共工事の落札率

【契約監理課】

　25年度の工事全体の落札率は、24年度と比較すると0.2ポイント
低下して93.8％となりました。
　契約方法別にみると、条件付一般競争入札は90.77％で前年比で
　0.63ポイント上昇しています。また、指名競争入札は92.59％で
前年比0.71ポイントの上昇、随意契約は94.40％で前年比0.61ポイ
ント低下しています。今後は、低入札対策との調和を図り目標値に
近づけていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 92.3 94.0 93.8 90.0

（横ばい）

（低）

評

価

一般競争入札の実施率

【契約監理課】

　25年度は、設計金額1000万円以上のすべての工事で条件付一般競
争入札で発注することとしていました。これにより、全体の実施率
では52.0％となり上昇しています。
　今後、条件付一般競争入札適応範囲の拡大に向けて、関係部課と
調整しながら基準となる金額引き下げも視野に対応を考えていきま
す。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 0.0 43.6 52.0 70.0

（向上）

（中）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

1,258 1,190

基本事業　01 契約・監理事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

4 

794



事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

①請負代金の額が500万円以上の工事 
②市長が指定する工事 ○技監・検査監が行う工事成績評定は、請負代金の額が500万

円以上の工事を対象として行いました。（工事現場において、
契約図書に基づき、工事の実施状況、出来形、品質及び出来ば
え等について評価を行いました。）
○平成24年度に工事成績評定システムを導入し、評価方法の標
準化を行っており、このシステムにより、工事成績評定を行い
ました。

意図

山口市が発注した建設工事について、適正かつ能率的な施工が
確保されるとともに技術水準が向上することで工事品質が確保
されています。また、業者の技術力や実績などが積極的に評価
され、技術力や施工能力の向上が図られます。

指標名称

活動
指標

工事成績評定を行った件数①

抜き打ち検査を実施した件数

成果
指標

手直し等の指摘件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

281 278 253

22 8 1

0 0 0

4,193 168

千円

4,193 168

事業費

国支出金

付記事項

工事検査業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
総務部
契約監理課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

工事検査と成績評定により施工状況の確認・評価を適切に行うこと
や抜き打ち検査を行うことで、企業の品質確保に対する意識向上が
図られ、手抜き・粗雑工事のない適正な工事の履行を実現している
ものと考えます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

適正かつ能率的な施工が確保されており、成果向上の余地はありま
せん。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

契約・監理事務

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　157ページ）

●

①

②

433

433

コスト削減の余地等

ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

建設工事の入札・契約
○予定価格（消費税及び地方消費税に相当する額を含む）が２
５０万円を超える工事について、四半期毎に発注見通しの見直
しの公表を行いました。また、入札・契約の過程及び契約の内
容に関する事項の公表を行いました。
○制度に沿って適正な契約事務が行われるように契約事務を行
う職員や入札に参加する工事請負業者への指導等を行いまし
た。
○さらなる入札・契約手続きの透明性を確保し、公正な競争を
促進するため平成２４年度に設置した入札監視委員会の運営を
円滑に進めました。

意図

入札や契約の透明性・公平性・競争性が向上します。

指標名称

活動
指標

指導件数①

成果
指標

適正な契約率

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

％

件

0 0 0

100 100 100

19 9

88 168

千円

88 168

事業費

国支出金

付記事項

工事に係る入札・契約制度管理事務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

01

目 01

担当
総務部
契約監理課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ ●

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

公表や制度改正への適正な対応により、透明性、公平性、公正性を
確保した入札・契約制度の運用が図られているものと考えます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

適正な契約が行われており、成果向上の余地はありません。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

契約・監理事務

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

（歳入歳出決算書　159ページ）

●

①

②

168

168

コスト削減の余地等

ありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

すべての納税者

基本事業がめざす姿

適正な賦課が行われ、市税等が納期限内に納付されています。

基本事業の成果状況と評価

課税誤りがあると認定された件数

【総務課】

評

価

平成２５年度において提起された審査申出はありませんでした。
　審査委員会制度により、納税者の権利の保護が図られているとと
もに、適正な課税事務が遂行されています。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 0 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

市税の徴収率（現年課税分+滞納繰越分）

【収納課】

対前年度比0.73ポイントの増となりました。滞納者数は9,615人と
前年度より308人減少しました。これは、市税等コールセンターか
らの電話による自主納付の案内や職員による納付相談の実施、財産
差押え、滞納処分の執行停止などによるものと考えます。今後も徴
収率向上の取組みを継続します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 88.75 92.62 93.35 95.00

（向上）

（高）

評

価

市税の徴収率（現年課税分：当該年度課税したものを対象）

【収納課】

対前年度比0.11ポイントの増となりました。これは、市税等コール
センターからの電話による自主納付の案内や職員による納付相談の
実施、財産差押え、滞納処分の執行停止などによるものと考えます
。今後も徴収率向上の取組みを継続します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 97.25 98.53 98.64 98.70

（向上）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

250,050 316,336

基本事業　02 課税・徴収事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

1 
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事業の概要

計画
年度

平成 19年度～

対象 手段

初期滞納者・少額滞納者

市税等の初期滞納者及び少額滞納者に対する電話等による自主
納付の案内を、支払案内業務のノウハウを有する民間事業者に
委託することにより、実施しました。
〈業務内容〉
山口総合支所庁舎内（３階収納課分室）において、オペレー
ターが、平日は午前９時から午後５時１５分まで、不在などの
場合には夜間・休日など時間帯を変えて、納付案内の電話を行
い、それでも連絡がとれない場合には催告書の発送を行いまし
た。
〈対象税目〉
市・県民税、法人市民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車
税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料

意図

初期滞納者、少額滞納者が自主的に納付するようになります。

指標名称

活動
指標

コールセンターからの架電件数①

コールセンターからの催告書発送件数

成果
指標

コールセンターからの催告による納付件数

②

コールセンターからの催告による納付金額

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

千円

27,597 31,851 31,578

13,087 15,720 16,397

10,103 9,777 9,990

268,123247,076259,484

17,905 18,085

千円

17,725 17,918

事業費

国支出金

付記事項

市税等コールセンター運営事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 02
基本
事業

02

目 03

担当
総務部
収納課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

180 167

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

本事業は、コールセンター業務にノウハウを有する民間事業者を活
用して、初期滞納者等に自主納付の呼びかけを行うことにより一定
の納付額を確保しており、徴収率の向上に貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

民間委託のコールセンターの活用により、初期滞納者に早期に接触
を図ることで納め忘れや滞納の恒常化を防止しています。一方で、
職員は滞納整理業務に重点的に取り組むことが可能となり、平成
２５年度も徴収率は向上しています。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

課税・徴収事務

一般会計

総務費

徴税費

徴収費

（歳入歳出決算書　191ページ）

●

①

②

18,053

17,886

167

コスト削減の余地等

業者選定については、プロポーザル方式により、委託金額や事業提
案を総合的に判断し、最も優れた業者を選定します。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

職員
会計業務

基本事業がめざす姿

正確で迅速な会計処理が行われています。

基本事業の成果状況と評価

会計処理トラブル件数

【会計課】

評

価

平成２５年度の会計処理トラブルはありませんでした。正確な事務
処理状況です。
　これは、伝票処理の各段階での多重チェック体制や新人職員に対
する適切な指導の実施によるものと想定されます。
　今後も処理マニュアルの蓄積により正確で効率的な事務処理に努
めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 0 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

218 218

基本事業　03 会計処理事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

0 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

山口市の公金

決算書を作成するにあたり次の業務を行いました。
・出納閉鎖後の数値の確認、担当課への確認依頼を行いまし
た。
・決算書及び添付書類を作成し市長に提出しました。
・決算書印刷業者の決定・発注を行いました。

意図

決算を調製し、出納閉鎖後２ヶ月以内に市長に提出します。

指標名称

活動
指標

市長へ決算書提出までの作業日数①

成果
指標

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日 52 53 49

241 218

千円

241 218

事業費

国支出金

付記事項
「歳入歳出決算書」の会計管理事務費3,774,182円は、決算書作成業務（本業務）217,375円と出納事務他3,556,
807円を合算した金額です。

決算書作成業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

03

目 05

担当
会計課
会計課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市の収支の状況を明らかにし、各事業が公正、確実に実施されてい
るかを判断する基となる決算書の作成は、市としての基礎的な重要
業務です。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

事務の効率化等により、多少の向上は見られるものの、正確さが求
められることから、目覚ましく向上させることは困難です。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

会計処理事務

一般会計

総務費

総務管理費

会計管理費

（歳入歳出決算書　161ページ）

●

①

②

218

218

コスト削減の余地等

事業費の大半が印刷製本費であり、必要部数が定められていること
と紙価の変動にも影響されることもあって予算の削減は難しく、作
業日数についても大幅に削減することは困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

議会事務局
市民

基本事業がめざす姿

的確に議会事務が行われ、市民に議会の情報が正確に伝わっています。

基本事業の成果状況と評価

議会に関する事務処理ミス・トラブル件数

【市議会事務局】

評

価

平成２５年度は、議会運営上のミス・トラブルはありませんでした
。成果指標は順調に推移しています。
これは、議会の事前準備を十分してきたことや突発的な事象がなか
ったことに起因していると思われます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 0 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

議会だよりを読んでいる市民割合

【市議会事務局】

　成果は、平成２４年度の値（68.3％）と比較して１．０ポイント
下降していますが、統計誤差の範囲で横ばい状態です。
　９月からインターネット中継を開始し他の媒体利用によりやや減
少したものと考えられます。
　山口市議会基本条例に基づき議会広報の充実をめざし、市民に読
まれる「市議会だより」の紙面づくりに努めます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 70.2 68.3 67.3 80.0

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

375,767 365,025

基本事業　04 議会事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

0 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

会派（所属議員が１人の場合を含みます。）

会派（所属議員が１人の場合を含む。）に対して政務活動費を
交付し、収支報告に関する事務を行いました。
　・＜交付対象＞会派（所属議員が１人の場合を含みます。）
　・＜交付額＞会派所属議員１人あたり、年額３６万円
　・＜交付方法＞年度内において１回全額を交付しました。
　・＜充てることが出来る経費の範囲＞会派が行う調査研究、
　　研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議への
　　参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映す
　　る活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動に要
　　する経費　
　・＜収支報告書＞収支報告書・内訳書・領収書の審査を行　
　　いました。

意図

会派（所属議員が１人の場合を含む。）が、調査研究、研修、
広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議への参加等の活
動を行っています。

指標名称

活動
指標

政務活動費を交付した会派数①

政務活動費の収支報告書を審査した会派数

成果
指標

政務活動の実績項目数（先進地調査・研修等）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

会派

会派

件

8 7 7

8 7 7

48 62 54

10,348 10,562

千円

10,348 10,562

事業費

国支出金

付記事項

政務活動費事務

会計 01 政策 08

款 01 施策 02

項 01
基本
事業

04

目 01

担当
市議会事務局
市議会事務局

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

会派等の活動について、市議会だよりや市議会ホームページに掲載
することにより、議会情報を積極的に提供していることから、貢献
度はあると考えられます。

○

●

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

議会基本条例の趣旨に従い、議員の知識や経験の蓄積に結びつき、
行政視察や諸研修を通じて、政策形成能力の研鑽が図られていま
す。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

議会事務

一般会計

議会費

議会費

議会費

（歳入歳出決算書　155ページ）

①

②

10,970

10,970

コスト削減の余地等

議員の調査研究及びその他の活動に資するために必要な経費の一部
として交付しているもので、同人口規模の他市と比較しても適正な
額と考えます。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

議員
会議に出席する執行部職員 会議が適正で円滑に運営されるよう支援しました。

　・会議資料、議事次第書の作成
　・会議の状況を把握し、適切・的確な助言
　・議会運営を習得するため研修会へ参加
　・議事堂及び委員会室の放送・録音設備等の維持管理
　・会議に出席する議員及び職員（山口総合支所以外）
　　の駐車場の確保

意図

会議が適正で円滑に運営されます。

指標名称

活動
指標

本会議開催日数①

委員会開催日数

成果
指標

本会議、委員会の議事運営に関するミス・トラブル件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

日

件

23 23 22

48 57 47

0 0 0

2,028 1,929

千円

2,028 1,929

事業費

国支出金

付記事項

「歳入歳出決算書」の議会運営費19,811,867円は、議会運営業務（本業務）1,292,815円と議会広報業務他18,51
9,052円を合算した金額です。
「歳入歳出決算書」の市議会事務局事務費556,656円は、議会運営業務（本業務）148,520円と調査研究業務他40
8,136円を合算した金額です。

議会運営業務

会計 01 政策 08

款 01 施策 02

項 01
基本
事業

04

目 01

担当
市議会事務局
市議会事務局

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

議会運営を適切に行うことは、的確な議会事務を進めることに資す
るものです。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

議会運営は、先例や慣例によるところが多いが、運用については整
理を図りながら議事進行に努めます。
また、議会に関する事務処理ミスやトラブルを最小限にとどめるよ
う会議マニュアル等の整備を進めます。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

議会事務

一般会計

議会費

議会費

議会費

（歳入歳出決算書　155ページ）

①

②

1,442

1,442

コスト削減の余地等

議会運営に必要な最低限のコストを計上しているため、これ以上の
削減は困難です。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市民 ・市議会広報紙の発行
　14ページ、2色刷り（表紙・裏表紙全カラー）、
　年4回発行、市報にあわせ各世帯へ配布しました。
・市議会ホームページの更新、充実
　随時ホームページの更新を行いました。
　議会インターネット録画中継を行いました。
・会議録検索システムの更新
　定例会ごとに会議録検索システムの更新を行いました。　

意図

市議会に関する情報を得ることができるようにします。

指標名称

活動
指標

ホームページの更新件数①

広報広聴活動の回数

成果
指標

ホームページのアクセス件数

②

広報広聴活動への参加者数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

回

件

人

29 24 21

- - -

31,071 24,196 25,574

- - -

3,471 3,913

千円

3,471 3,913

事業費

国支出金

付記事項
「歳出歳入決算書」の議会運営費19,811,867円は、議会広報業務（本業務）5,198,960円と議会運営業務他14,61
2,907円を合算した金額です。

議会広報業務

会計 01 政策 08

款 01 施策 02

項 01
基本
事業

04

目 01

担当
市議会事務局
市議会事務局

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

議会だよりを読んでいる市民の割合は約７割であり、ホームページ
も含め、議会情報の発信媒体として機能しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

○ 横ばい

● 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

平成２５年度に議会のインターネット録画中継を開始したことによ
り、アクセス件数は増加傾向にあります。
更なるアクセス件数の増加については、議会インターネット中継の
視聴可能環境の改善及びホームページ掲載内容の充実により向上が
期待できます。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

議会事務

一般会計

議会費

議会費

議会費

（歳入歳出決算書　155ページ）

●

①

②

5,199

5,199

コスト削減の余地等

ホームページのアクセス件数を増やす工夫により、情報発信の機会
を増やすことは可能ですが、コスト削減には結びつきません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

選管事務局
有権者

基本事業がめざす姿

正確な選挙事務が行われ、市民の投票に対する意識が向上しています。

基本事業の成果状況と評価

選挙に関する事務処理ミス・トラブル件数

【選挙管理委員会事務局】

評

価

平成２４年度と同様に平成２５年度の選挙執行上のミス・トラブル
はありませんでした。成果指標は良い状況を保っています。
ミス・トラブルがなかった原因は、各選挙の準備を確実に行ったこ
と、投開票事務従事者の慎重・正確な対応によるところだと考えて
います。
今後も打ち合わせ会議や投票管理職務代理者への説明会の実施など
により、引き続きミス・トラブル発生件数０件とすることを図りま
す。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 0 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

この１年間に行われた各選挙の投票率（市長）

【選挙管理委員会事務局】

平成２５年度執行の市長選挙の投票率は、前回の平成２１年度選挙
に比べ６．８２ポイント低下しました。
そのときの選挙を取り巻く状況の違いが投票率に大きく影響します
が、平成２５年度の他の選挙も含めて、投票率の低下傾向が見られ
ました。
今後も、選挙広報紙の発行や街頭啓発などの啓発活動を行うととも
に、期日前投票の拡充による投票しやすい環境づくりを進め、投票
率向上を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 52.94 - 36.44 57.94

（低下）

（低）

評

価

この１年間に行われた各選挙の投票率（県知事）

【選挙管理委員会事務局】

今回は、前回平成２４年の投票率に比べて７．２７ポイント低下し
ました。突然の辞職による選挙ということもあり、有権者の全般的
な政治的関心の低下状況の中、投票率が伸びませんでした。
啓発も事前準備ができずに十分な活動ができませんでした。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 37.21 46.32 39.05 40.21

（低下）

（中）

評

価

この１年間に行われた各選挙の投票率（参議院）

【選挙管理委員会事務局】

平成２５年度執行の参議院議員通常選挙の投票率は、前回の平成２
２年度通常選挙に比べ９．１２ポイント低下しました。また、４月
に実施された補欠選挙の投票率は、３７．１４％でした。
近年、有権者の選挙への関心が低下してきているようです。
今後も、選挙広報紙の発行や街頭啓発などの啓発活動を行うととも
に、期日前投票の拡充による投票しやすい環境づくりを進め、投票
率向上を目指します。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

％ 59.95 - 49.38 62.95

（低下）

（低）

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

129,578 232,481

基本事業　05 選挙事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

0 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

①市民
②山口市明るい選挙推進協議会
③山口市の小・中・高校生

①選挙・政治に関する情報を発信しました。
市明るい選挙推進協議会（市明推協）へ選挙啓発広報紙の編集
発行を委託して各世帯に配布しました。発行時期：毎年3月
②研修を委託しました。
啓発活動を支える市明推協の推進体制充実強化のため、政治・
選挙に関する会議等への出席、勉強会の開催、啓発活動の実施
を委託して行いました。啓発活動を推進する人材育成のための
講座を山口市男女共同参画会議へ委託して開催しました。
③選挙啓発のポスター・習字・標語作品を募集しました。
県と共催で、選挙啓発のポスター・習字・標語作品を募集して
入賞者を決定・表彰しました。募集時期：毎年5月中旬～9月上
旬
④投票箱等の備品を貸出して生徒会選挙を支援しました。

意図

①選挙・政治に関する知識が向上します。
②啓発活動の推進体制が充実するとともに、地域に啓発活動を
推進する人材や組織が育ち、選挙意識が向上します。
③次代を担う小中高校生の選挙意識が向上し、将来、進んで選
挙（投票）に参加する有権者となります。

指標名称

活動
指標

啓発広報紙配布数①

選挙・政治に関する情報発信回数

成果
指標

国政選挙の投票率（衆議院議員選挙、参議院議員選挙）

②

地方選挙の投票率（県議会議員選挙、県知事選挙、市議会
議員選挙、市長選挙）

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

枚

回

％

％

74,700 75,200 78,000

1 1 1

- 59.04 49.38

46.97 46.32 39.05

706 697

千円

656 647

事業費

国支出金

付記事項

選挙常時啓発事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 04
基本
事業

05

目 02

担当
選挙管理委員会事務局
選挙管理委員会事務局

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

50 50

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

選挙啓発広報紙の全戸配布や公開講座に加え、次代を担う小中学生
へ啓発作品を募集するなど、広く市民へ啓発を実施することによ
り、上位の基本事業（選挙事務）のねらいである「市民の投票に対
する意識の向上」に、大きく貢献しています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

平成２５年度に行われた参議院議員選挙、市長選挙、県知事選挙で
は、各選挙とも前回に比べて投票率が低下しましたが、参議院議員
選挙では、県全体の低下率に比べて緩和された数値となり、県知事
選挙では、県全体の投票率を上回る数値となりました。投票率が低
下する社会傾向の中で、この事業が投票率の低下を緩和していま
す。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

選挙事務

一般会計

総務費

選挙費

選挙啓発費

（歳入歳出決算書　195ページ）

●

①

②

713

663

50

コスト削減の余地等

常に精査し、必要最低限の費用で事業を行っていることから、コス
ト削減余地は現時点ではありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

地方公共団体
財政援助団体
地方公営企業

基本事業がめざす姿

適正な監査を行い、法令違反をなくし、改善が進んでいます。

基本事業の成果状況と評価

監査による改善率

【監査委員事務局】

評

価

　25年度監査基本方針、定期監査実施計画等により、監査を実施し
たところ、概ね適正に執行されており、法令に違反するような事例
はありませんでした。今後も、単に不正、非違の指摘ではなく、指
導に重点を置き、内部統制にも着眼した助言を行うことにより、監
査の有用性を高めていきます。また、監査結果が今後の予算編成や
事務事業の改善に繋がるよう対象課へのフォローアップ等を行い、
監査機能のさらなる充実を図ります。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

％ - - 100.0

---

目　標
達成度

（高）

評

価

法令違反件数

【監査委員事務局】

　25年度監査基本方針、定期監査実施計画等に基づき、監査を実施
したところ、法令に違反するような事例はありませんでした。
　今後も、監査機能の充実を図り、各種の監査、審査等を実施する
ことにより、行政運営の適法性、妥当性、効率性の保障に努めます
。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 0 0 0 0

（横ばい）

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

4,420 4,562

基本事業　06 監査事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

-
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

会計・基金
監査対象課・団体

○監査等の実施
　法令で規定された監査委員による監査等を行いました。
　・決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法
　　第３０条第２項）
　・健全化判断比率・資金不足比率審査（健全化法第３条第１
　　項、第２２条第１項）
　・定期監査（地方自治法第１９９条第１項、第４項）
　・例月出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項）
　・工事監査（地方自治法第１９９条第１項、第５項）
○全国都市監査委員会への加盟　○各種研修会への参加

意図

財務事務や経営管理等が法令に準拠し、適正かつ効率的に行わ
れています。

指標名称

活動
指標

延べ実施日数①

監査対象件数

成果
指標

指摘事項改善率(定期監査）

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

日

件

％

130 159 139

55 74 55

- - -

4,516 4,420

千円

4,516 4,420

事業費

国支出金

付記事項

監査委員事務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 06
基本
事業

06

目 01

担当
監査委員事務局
監査委員事務局

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

定期監査や例月出納検査など個々の監査機能を充実することによ
り、財務事務や経営管理が法令等に準拠し、適正かつ効率的に実施
されるよう意識向上が図られているため上位への貢献度は大きいと
考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

● 向上

○ 横ばい

○ 低下

成果向上余地

● 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

単純な誤りを指摘することに留まらず、未然に発生を防止し、改善
策等を示すことなどにより成果が上がっています。今後も、内外の
研修会等で監査手法、技術等をスキルアップし、共有化してノウハ
ウを蓄積することにより、監査の質や内容は更に充実すると考えま
す。また、監査結果等により必要な改善措置が図られるため、成果
が向上する余地は大きいと考えています。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

監査事務

一般会計

総務費

監査委員費

監査委員費

（歳入歳出決算書　201ページ）

●

①

②

4,562

4,562

コスト削減の余地等

監査業務に必要な最小限の経費で運用しており、コスト削減の新た
な方法はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

個人情報を含む業務
職員
情報システム

基本事業がめざす姿

個人情報が適正に管理・保護され、正確に発行されています。

基本事業の成果状況と評価

個人情報漏えいにつながる山口市ＷＡＮへの不正侵入件数

【情報管理課】

評

価

　25年度の個人情報漏えいにつながる山口市ＷＡＮへの不正アクセ
ス件数は0件で、順調に成果を維持しています。
　今後も、外部からの不正アクセスを防ぐため、セキュリティ対策
を継続して行います。また、職員に対するセキュリティ研修等を継
続して行い、内部情報の取り扱いについても適正管理を徹底してい
きます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 0 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

住民票・戸籍発行でのトラブル・ミス件数

【市民課】

25年度の住民票・戸籍の適正な発行に関わるトラブル・ミスは２件
でした。今後は処理ミスが発生しないように、ミスが発生した原因
を検証し、職員によるチェック及び電算システムの適正な運用を最
大限に徹底し、処理ミスのない業務運営を行っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

件 0 2 2 0

（横ばい）

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

29,414 34,850

基本事業　07 個人情報の管理と保護、発行事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

0 
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

市職員
市の事務事業

　個人情報保護条例に基づく取扱事務の届出、個人情報保護審
議会への意見伺い、個人情報開示請求への対応、その他市長や
教育委員会などの実施機関が個人情報を取り扱う際に指導・助
言を行いました。
　情報公開条例に基づく事務処理において、その対応方法につ
いて疑義が生じた場合に指導・助言を行いました。
　このように、情報公開制度や個人情報保護制度に基づく事務
処理や手続きをする場合に指導・助言にあたることで、制度の
運用について適切で統一的な取扱いとなるように努めました。

意図

個人情報の取扱いが円滑にかつ公正に行われるようになりま
す。
情報公開が円滑にかつ適切に行われるようになります。
市政の透明性の向上及び公平性の確保を図ることで、市民が市
政に参加するようになります。

指標名称

活動
指標

審議会への意見聴取及び諮問の延べ件数（取扱事務の報告
は除く。）

①

成果
指標

情報公開・個人情報保護の事務に関するトラブル件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

17 6 8

0 0 0

255 126

千円

255 126

事業費

国支出金

付記事項 歳入歳出決算書では「個人情報保護等審議会運営費」に名称で掲載しています。

情報公開・個人情報保護制度総括管理業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

07

目 02

担当
総務部
総務課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

情報公開・個人情報保護制度に関しては、適正で統一的に運用する
ことが求められていますが、審議会や審査会が市民によるチェック
機能を有しており、情報公開事務や個人情報の保護や管理を適切に
行うことができることから、貢献度は大きいと考えています。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

個人情報保護制度及び情報公開制度については既に組織的に取り組
み続けている課題であり、一定程度の周知等は図られているものと
見込まれます。
今後とも、審議会等の運営を通じて、さらなる普及啓発を図ってい
く必要があります。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

個人情報の管理と保護、発行事務

一般会計

総務費

総務管理費

文書費

（歳入歳出決算書　159ページ）

●

①

②

127

127

コスト削減の余地等

個人情報保護は、行政需要に応じて発生するものであり、新たな業
務などを創設した場合に、審議会への諮問が必要な場合があり、審
議会を開催する費用についてはコストを削減することはできませ
ん。また、情報公開についても、開かれた行政の実現に欠くことの
できないものです。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

住所を有する人（住民）
住民票の写し等の証明を必要とする人

住民異動届の受理をはじめ住民基本台帳の管理に係る業務を行
いました。
請求に応じて住民票の写し等の発行業務を行いました。

意図

住民基本台帳を正確に管理することで、住民の居住関係が公証
されるようになります。
住民を対象とする行政の適正な執行が図られます。

指標名称

活動
指標

住民異動届の受理件数①

住民票の写し等の発行件数（公用等無料交付分を含む）

成果
指標

住民基本台帳の管理・住民票の写し等の発行におけるトラ
ブル・ミス件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

20,411 20,561 17,490

112,049111,134134,975

0 2 2

12,083 14,881

千円

事業費

国支出金

付記事項

住民基本台帳事務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 03
基本
事業

07

目 01

担当
市民安全部
市民課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

135

100 70

11,983 14,676

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

住民基本台帳は行政各分野の基礎であり、また住民の住居を公証す
る唯一の公簿であることから、上位の基本事業の「個人情報の管理
と保護、発行業務」の根幹を為す業務として貢献度は大きいと考え
ます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

適正な住民基本台帳の管理、正確な住民票の写し等の発行により、
トラブル・ミスをなくすように図ります。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

個人情報の管理と保護、発行事務

一般会計

総務費

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

（歳入歳出決算書　193ページ）

●

①

②

14,705

1

70

14,634

コスト削減の余地等

常に精査する中で必要最低限のコストで業務を行っているため、現
時点でのコストを削減する余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

身分関係の発生、変更について届出する人
戸籍関係証明を必要とする人

戸籍届書の受理をはじめ戸籍の管理に係る業務を行いました。
請求に応じて戸籍関係証明の発行業務を行いました。

意図

戸籍を正確に管理することで、身分が公証されるようになりま
す。

指標名称

活動
指標

戸籍に記録した事件数①

戸籍関係証明発行件数（公用等無料交付分を含む）

成果
指標

戸籍の管理・戸籍関係証明等の発行におけるトラブル・ミ
ス件数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

10,197 9,962 10,430

78,924 76,041 75,180

0 0 0

11,689 11,111

千円

事業費

国支出金

付記事項

戸籍事務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 03
基本
事業

07

目 01

担当
市民安全部
市民課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

162 159

11,527 10,952

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

戸籍は身分関係を公証する唯一の公簿であることから、上位の基本
事業の「個人情報の管理と保護、発行事務」の根幹を為す業務とし
て貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

適正な戸籍の管理、正確な戸籍関係証明等の発行により、トラブル
･ミスがないように図ります。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

個人情報の管理と保護、発行事務

一般会計

総務費

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

（歳入歳出決算書　193ページ）

●

①

②

14,049

164

13,885

コスト削減の余地等

常に精査する中で必要最低限のコストで業務を行っているため、現
時点でのコストを削減する余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

職員

基本事業がめざす姿

行政文書が正確に受理・整理され、保存・管理されています。

基本事業の成果状況と評価

文書管理上のトラブル件数

【総務課】

評

価

　平成２５年度においても、文書管理システムにおけるトラブル件
数はありませんでした。
　引き続き、システムの適正かつ正確な運用を実施し、職員に更な
る効率的な利用の周知を行っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 0 0 0

（横ばい）

目　標
達成度

（高）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

58,483 26,878

基本事業　08 文書管理事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

0
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

文書・公印
職員

文書・公印の取扱いについて、マニュアル作成や通知を行うこ
となどにより、文書取扱規程及び公印規程の周知徹底を行いま
した。
また、特に文書管理については、文書の起案、収受、登録、保
存などの文書の総合的な運用支援のため文書管理システムによ
り行うよう周知徹底を図りました。

意図

文書・公印が適正に管理されるようになります。
文書管理システムにより、事務が効率的に行えるようになりま
す。
情報公開に対しても迅速に対応出来るようになります。

指標名称

活動
指標

文書管理システムへの「保存済」文書の件数（総務課処理
件数）

①

成果
指標

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件 1,070 774 932

206 1,083

千円

206 1,083

事業費

国支出金

付記事項

文書・公印管理業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

08

目 02

担当
総務部
総務課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

文書や公印の管理は、文書管理事務の根幹をなす業務であることか
ら貢献度は大きいと考えます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

現状の文書管理システムにおいては一定程度のシステムの限界があ
り（サーバー容量増や機能改善の余地がない）、飛躍的な効果の向
上の余地は少ないものと考えます。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

文書管理事務

一般会計

総務費

総務管理費

文書費

（歳入歳出決算書　159ページ）

●

①

②

658

658

コスト削減の余地等

常に必要最低限の費用で業務を行っていることから、現時点でコス
ト削減余地はありません。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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事業の概要

計画
年度

平成 23年度～

対象 手段

公文書

平成２４年度に山口市役所別館に設置した公文書庫に、平成　
２３年度に整理された公文書を適正に配置するとともに、公文
書を適正に保存しました。

意図

今後とも文書量の増加が見込まれるため、新たに公文書庫の設
置を行うことにより、歴史的文書も含めた文書保存の適正化が
図られます。
また、業務の効率が向上し、情報公開にも迅速に対応できるよ
うになります。

指標名称

活動
指標

整理する簿冊数①

成果
指標

整理できた簿冊数

②

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

冊

冊

115,406 40,000 10,281

115,406 40,000 10,281

65,000 31,037

千円

1,737

事業費

国支出金

付記事項

公文書整理事業

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

08

目 02

担当
総務部
総務課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

65,000

29,300

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

市の保有する公文書は公共の財産であり、適正な公文書管理は市政
の透明性の向上及び公平性の確保を図るために必要不可欠であると
ともに、歴史的文書の適正な保存により後世への正確な情報伝達を
図ることができます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

● 成果向上余地・中

○ 成果向上余地・小

山口総合支所の公文書庫及び各総合支所、地域交流センターに保管
されている文書のうち体系的に保管・整理を要すると見込まれる文
書について、順次、新設した別館書庫に移動を行っています。
各文書所管課の協力も得ながら、適宜作業を行っていますが、対象
文書の抽出及び移動に相当の作業期間を要するため、年次的に進め
ることとしています。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

文書管理事務

一般会計

総務費

総務管理費

文書費

（歳入歳出決算書　159ページ）

●

①

②

257

257

コスト削減の余地等

同程度の事業を行うには、職員のみで行うことは相当な困難を伴い
ます。
将来的に、公文書管理担当等の設置を要します。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業のプロフィール

基本事業の対象

市民
情報公開で情報を求める人

基本事業がめざす姿

情報の公開がスムーズに行われています。

基本事業の成果状況と評価

情報コーナーへの設置資料数

【広報広聴課】

評

価

市政情報の内容の鮮度を保つため、平成25年7月1日より市政情報コ
ーナーの管理に関する事務取扱要領を策定し、設置期間を過ぎてい
る情報は撤去する等、資料の整理をおこなったため、設置資料数は
減少しましたが、引き続き、新規事業実施等に伴う資料追加を行う
とともに、既存資料の更新について適正な管理に努め、情報コーナ
ーの充実を図っていきます。

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

件 219 156 250

（低下）

目　標
達成度

（低）

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

評

価

単位 基準値
実績値
(H24)

実績値
(H25)

目標値
(H29)

指標の
うごき

目　標
達成度

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

120 177

基本事業　09 情報公開事務

指
標
①

指
標
②

指
標
③

指
標
④

164
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事業の概要

計画
年度

平成 17年度～

対象 手段

情報公開を求める市民及び法人等
個人情報の開示を求める市民等 ・情報公開窓口（情報公開・個人情報保護）において、請求の

受付、各通知書の送付などの事務処理を迅速に行いました。ま
た、２５年度の不服申し立ては情報公開請求に対するものが５
件あり、情報公開審査会に諮問した結果、平成２５年度は２件
の答申を受けました。
・市政情報コーナーに資料を設置し、市民との情報の共有化を
図りました。

意図

迅速で適正な情報公開が行われています。
迅速で適正な個人情報の開示が行われています。
市政情報の提供が行われています。

指標名称

活動
指標

条例で定める処理期限内（期間延長処理を行ったものも含
む）に処理できた件数

①

成果
指標

事務処理に関する苦情件数

②

条例で定める処理期限内に処理できなかった件数

　 単位 23年度実績 24年度実績 25年度実績

件

件

件

95 100 110

0 0 0

0 0 0

178 120

千円

1

事業費

国支出金

付記事項 歳入歳出決算書では「情報公開窓口事務費」の名称で掲載しています。

情報公開・個人情報保護制度窓口業務

会計 01 政策 08

款 02 施策 02

項 01
基本
事業

09

目 02

担当
総合政策部
広報広聴課

活動状況、成果状況、事業費の推移

財源内訳

県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

177 120

ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ
阿東
ﾌ゚ﾛｼ゙ｪｸﾄ

ﾏﾆﾌｪｽﾄ

実行
計画

定住自立

これまでの取り組みの評価
上位の基本事業への貢献度

閲覧できる行政情報を増やすこと、情報公開制度等を適正に運用し
ていくことは、上位の基本事業への貢献度は大きいものと考えてい
ます。

●

○

○

貢献度・大

貢献度・中

貢献度・小

成果状況

○ 向上

● 横ばい

○ 低下

成果向上余地

○ 成果向上余地・大

○ 成果向上余地・中

● 成果向上余地・小

情報公開、個人情報の開示等に係る窓口事務は、遅滞することなく
処理されています。
また、市政に関する資料を情報コーナーへ設置、管理することで、
市民との情報の共有化を進めています。

市民の信頼に応える行政経営

公正、確実な事務と市民サービスの向上

情報公開事務

一般会計

総務費

総務管理費

文書費

（歳入歳出決算書　159ページ）

●

①

②

177

177

コスト削減の余地等

必要最小限のコストで運用しており、更なる削減は難しい状況にあ
ります。

　

○ 有

● 無

（事業を実施することによって対象をどのような状態にしたいのか）

（誰、何に対して事業を行うのか） （25年度の取り組み）
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政策　08 市民の信頼に応える行政経営

施策　02 公正、確実な事務と市民サービスの向上

基本事業　99 施策の総合推進

基本事業のプロフィール

本基本事業は、他の基本事業には属さない事務事業の集合体として施策を総合的に推進していきます。
なお、本基本事業には成果指標を設定していません。

基本事業のコスト（千円）

H24 H25

110,887 103,737
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ここでは平成２５年３月に策定した「山口市総合計画 第６次実行計画（平成 25 年度－平成 27

年度）」のプロジェクト別計画に掲載した事業の取組について報告します。 

めざすまちの姿の実現に向けて、「政策―施策別計画」が総合的、網羅的であるのに対し、

「プロジェクト別計画」はプロジェクトテーマに沿って、早期の成果向上を図ることや都市

活力向上のための戦略的な取組を行うなど、施策の展開にメリハリをつけることを目的とし

ています。 

プロジェクト別計画は、生活満足を実感できるための取組「市民の視点を生かす生活満足

実感プロジェクト」と、まちの活力を高めるための取組「交流創造プロジェクト」の２つの

テーマで構成しています。 

 

 

まちづくりの総合的な指標 

・住まいの地域の住みやすさ（市民意識調査） 

基準値（平成２３年） 実績値（平成２５年） 目標値（平成３０年） 

８８．９％ 

 

８６．８％ 

 

９５．０％ 

 
 

・定住に関する意識（市民意識調査） 

基準値（平成２３年） 実績値（平成２５年） 目標値（平成３０年） 

８４．３％ 

 

８５．３％ 

 

９０．０％ 

 
 

・人口（国勢調査、市） 

基準値（平成２２年） 実績値（平成２５年） 目標値（平成３０年） 

196,628 人 

 

195,315 人 

 

195,000 人 

 
 

「協働によるまちづくり」に関するもの 

・ボランティアや地域活動への参加割合（市民意識調査） 

基準値（平成２３年） 実績値（平成２５年） 目標値（平成３０年） 

２４．６％ 

 

４１．８％ 

 

５０．０％ 

 
 

・災害に対する安全意識（市民意識調査） 

基準値（平成２３年） 実績値（平成２５年） 目標値（平成３０年） 

５７．９％ 

 

６１．８％ 

 

７５．０％ 

 
  

 

６ プロジェクト事業の取組 
 

822


























































	seisaku1
	政策１
	01_01
	01_02
	01_03
	01_04
	01_05
	01_06


	yamaguchi_kessann_01-01-01
	yamaguchi_kessann_01-01-02
	yamaguchi_kessann_01-01-03
	yamaguchi_kessann_01-01-04
	yamaguchi_kessann_01-01-05
	yamaguchi_kessann_01-01-99
	yamaguchi_kessann_01-02-01
	yamaguchi_kessann_01-02-02
	yamaguchi_kessann_01-02-03
	yamaguchi_kessann_01-02-04
	yamaguchi_kessann_01-02-05
	yamaguchi_kessann_01-02-06
	yamaguchi_kessann_01-03-01
	yamaguchi_kessann_01-03-02
	yamaguchi_kessann_01-03-03
	yamaguchi_kessann_01-03-04
	yamaguchi_kessann_01-03-05
	yamaguchi_kessann_01-03-06
	yamaguchi_kessann_01-04-01
	yamaguchi_kessann_01-04-02
	yamaguchi_kessann_01-04-03
	yamaguchi_kessann_01-04-99
	yamaguchi_kessann_01-05-01
	yamaguchi_kessann_01-05-02
	yamaguchi_kessann_01-06-01
	yamaguchi_kessann_01-06-02
	yamaguchi_kessann_01-06-03
	yamaguchi_kessann_01-06-04
	yamaguchi_kessann_01-06-99
	政策２
	seisaku2
	政策こぴー
	02_01
	02_02
	02_03
	02_04
	02_05
	02_06
	ADP9D27.tmp
	2-5-5



	yamaguchi_kessann_02-01-01
	yamaguchi_kessann_02-01-02
	yamaguchi_kessann_02-01-03
	yamaguchi_kessann_02-01-99
	yamaguchi_kessann_02-02-01
	yamaguchi_kessann_02-02-02
	yamaguchi_kessann_02-02-03
	yamaguchi_kessann_02-02-04
	yamaguchi_kessann_02-02-05
	yamaguchi_kessann_02-02-06
	yamaguchi_kessann_02-02-07
	yamaguchi_kessann_02-03-01
	yamaguchi_kessann_02-03-02
	yamaguchi_kessann_02-03-03
	yamaguchi_kessann_02-04-01
	yamaguchi_kessann_02-04-02
	yamaguchi_kessann_02-04-03
	yamaguchi_kessann_02-04-04
	yamaguchi_kessann_02-04-05
	yamaguchi_kessann_02-05-01
	yamaguchi_kessann_02-05-03
	yamaguchi_kessann_02-05-04
	yamaguchi_kessann_02-05-05
	yamaguchi_kessann_02-06-01
	yamaguchi_kessann_02-06-02
	yamaguchi_kessann_02-06-03

	政策３
	seisaku3
	政策こぴー
	03_01
	03_02
	03_03
	03_04
	03_05
	ADPB15.tmp
	3-5-3



	yamaguchi_kessann_03-01-01
	yamaguchi_kessann_03-01-02
	yamaguchi_kessann_03-01-03
	yamaguchi_kessann_03-01-04
	yamaguchi_kessann_03-01-05
	yamaguchi_kessann_03-01-99
	yamaguchi_kessann_03-02-01
	yamaguchi_kessann_03-02-02
	yamaguchi_kessann_03-02-03
	yamaguchi_kessann_03-03-01
	yamaguchi_kessann_03-03-02
	yamaguchi_kessann_03-04-01
	yamaguchi_kessann_03-04-02
	yamaguchi_kessann_03-04-03
	yamaguchi_kessann_03-05-01

	政策４
	seisaku4
	政策こぴー
	04_01
	04_02
	04_03
	04_04


	yamaguchi_kessann_04-01-01
	yamaguchi_kessann_04-01-02
	yamaguchi_kessann_04-01-03
	yamaguchi_kessann_04-02-01
	yamaguchi_kessann_04-02-02
	yamaguchi_kessann_04-02-03
	yamaguchi_kessann_04-03-02
	yamaguchi_kessann_04-03-04
	yamaguchi_kessann_04-03-05
	yamaguchi_kessann_04-03-06
	yamaguchi_kessann_04-04-01
	yamaguchi_kessann_04-04-02

	政策
	01_01
	01_02
	01_03
	01_04
	01_05
	01_06
	02_01
	02_02
	02_03
	02_04
	02_05
	02_06
	03_01
	03_02
	03_03
	03_04
	03_05
	04_01
	04_02
	04_03
	04_04
	05_01
	05_02
	05_03
	06_01
	06_02
	06_03
	06_04
	06_05
	06_06
	07_01
	07_02
	08_01
	08_02
	ADPB15.tmp
	3-5-3

	ADP107C.tmp
	6-5-5

	ADP9D27.tmp
	2-5-5


	政策
	01_01
	01_02
	01_03
	01_04
	01_05
	01_06
	02_01
	02_02
	02_03
	02_04
	02_05
	02_06
	03_01
	03_02
	03_03
	03_04
	03_05
	04_01
	04_02
	04_03
	04_04
	05_01
	05_02
	05_03
	06_01
	06_02
	06_03
	06_04
	06_05
	06_06
	07_01
	07_02
	08_01
	08_02
	ADPB15.tmp
	3-5-3

	ADP107C.tmp
	6-5-5

	ADP9D27.tmp
	2-5-5


	政策
	01_01
	01_02
	01_03
	01_04
	01_05
	01_06
	02_01
	02_02
	02_03
	02_04
	02_05
	02_06
	03_01
	03_02
	03_03
	03_04
	03_05
	04_01
	04_02
	04_03
	04_04
	05_01
	05_02
	05_03
	06_01
	06_02
	06_03
	06_04
	06_05
	06_06
	07_01
	07_02
	08_01
	08_02
	ADPB15.tmp
	3-5-3

	ADP107C.tmp
	6-5-5

	ADP9D27.tmp
	2-5-5


	政策８
	01_01
	01_02
	01_03
	01_04
	01_05
	01_06
	02_01
	02_02
	02_03
	02_04
	02_05
	02_06
	03_01
	03_02
	03_03
	03_04
	03_05
	04_01
	04_02
	04_03
	04_04
	05_01
	05_02
	05_03
	06_01
	06_02
	06_03
	06_04
	06_05
	06_06
	07_01
	07_02
	08_01
	08_02
	ADPB15.tmp
	3-5-3

	ADP107C.tmp
	6-5-5

	ADP9D27.tmp
	2-5-5


	P343.pdf
	2-5-5

	P701.pdf
	6-5-5

	P445.pdf
	3-5-3




